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第 73回日本化学療法学会西日本支部総会
会期：2025年 11月 28日～30日
会場：福岡国際会議場
会長：髙田 徹（福岡大学病院感染制御部/医学部腫瘍・血液・感染症内科学）

特別講演

1．感染症に強い社会をめざして―インテリジェ
ンスネットワーク＆ソーシャルレジリエンス
構築の重要性―

賀来 満夫
聖マリアンナ医科大学感染症学講座
2019年 12月 31日に発生した新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）がもたらしたインパクトは極めて大きく，
急速な感染拡大によって世界的大流行（パンデミック）と
なり，世界中に大きな混乱をもたらした。特に，近年の感
染症を取り巻く問題点として，人々の交流や交通の発達に
より，感染症が急速にグローバル化していくこと，人だけ
でなく，動物や環境由来の微生物が感染症の原因となる，
「人そして動物，環境を含むワンヘルス」という新たな考
え方に基づき，対応していくことの重要性が認識されるよ
うになってきている。
新たな感染症が発生した場合，診断や治療・予防などに
関する科学的事実（エビデンス）に乏しいため，的確な対
応がとりにくい状況が生じることとなる。そのため，今後
は世界中で連携協力し，新興感染症対応に関するエビデン
スを迅速に構築し，併せて，その情報を共有化し，感染症
危機管理対応に繋げていくインテリジェンスネットワーク
システムを作りあげることが重要となる。また，感染症の
原因微生物の感染伝播経路がどのようなものであっても安
全に対応できる，感染症に強い医療環境，社会環境作りを
推し進めていく必要がある。特に，今回の COVID-19で
も問題となったように，エアロゾル感染対策が重要で，病
棟や外来環境を整備し，エアロゾル感染などにしっかりと
対応できる環境の整備・充実が必要となる。さらに今後，
わが国の高度な科学先進技術を活用し，感染症発生時そし
て平時にも活用できる医療用・生活用資材の開発をすすめ，
社会の中での活用を推進していくことが求められる。加え
て，感染症は地域社会全体のリスクであるとの認識を共有
し，感染症の伝播予防や診断・治療などのエビデンスを医
療従事者だけでなく，市民や地域社会全体で共有し，相互
理解に基づき連携協力し感染症対応に地域社会全体で共に
取り組んでいく，感染症に強い社会を構築していくことが
望まれる。

2．腸内細菌による宿主免疫系の調整機構の解明
新 幸二 1,2,3,4

1九州大学大学院医学研究院細菌学分野

2慶應義塾大学医学部微生物学・免疫学教室
3慶應義塾大学ヒト生物学-微生物叢-量子計算研究センター
（Bio2Q）
4理化学研究所生命医科学研究センター消化管恒常性研究
チーム
腸内細菌はヒトの消化管に常在し，栄養素の代謝，病原
菌の排除，バリア機能の維持といった生理機能に寄与する
のみならず，宿主免疫系の構築や恒常性維持に深く関与し
ていることが近年明らかとなっている。特に，腸内細菌が
誘導・活性化する免疫細胞の種類や，それを仲介する代謝
産物の同定が進み，腸内細菌叢が宿主免疫の質的・量的制
御に果たす役割が注目されている。我々は，腸内細菌の存
在が免疫応答に与える影響を明らかにするため，無菌マウ
スと通常の腸内細菌叢を有する SPFマウスを用いた比較
解析を行い，腸内細菌が T細胞をはじめとする免疫細胞
の分化や機能に重要な役割を果たしていることを明らかに
してきた。たとえば，Clostridia属に分類される腸内細菌
群は，短鎖脂肪酸を産生し，免疫抑制に重要な Treg細胞
の誘導を促進する。これにより腸管の免疫恒常性を維持し，
自己免疫疾患や炎症性腸疾患の抑制に寄与することが示さ
れた。一方，小腸に定着する SFBは，粘膜免疫に関わる
Th17細胞の分化を強く促進する。Th17細胞は感染防御
に必須である反面，過剰な誘導は自己免疫や炎症を引き起
こすことから，腸内細菌によるその調節は病態との関連に
おいて重要である。さらに我々は，クローン病患者の口腔
由来細菌の中から，IFN γ 産生 Th1細胞を強力に活性化
する菌種として Klebsiella pneumoniaeを同定した。K. pneu-
moniaeはクローン病患者の腸内で増加し，腸管炎症の悪
化に関与している可能性がある。一方で，常在腸内細菌叢
が K. pneumoniaeの腸管定着を抑制する「定着抵抗性」の
機構を有していると考えられたため，当該菌の定着を阻害
する常在細菌の同定も行った。このように，個々の腸内細
菌の免疫調節機能とその分子メカニズムを解明することで，
腸内細菌を標的とした新たな予防・治療戦略の開発が可能
となり，炎症性疾患や自己免疫疾患の制御に向けた新たな
医療応用が期待される。

招請講演

1．診療におけるネットワーク化の必要性につい
て

松田 晋哉
福岡国際医療福祉大学看護学部
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COVID-19の流行は，医療機関間における感染情報の共
有の必要性を明らかにした。また，諸外国の感染情報収集
の仕組みと比較したとき，わが国は電子カルテとの連動性，
ワクチン接種歴など他の重要情報との連結性の点で大きな
課題があることが明らかとなった。こうした反省を踏まえ
て，現在わが国では医療情報共通基盤のシステム化が進ん
でいる。しかしながら，介護施設との情報共有をどのよう
に行うのか，など制度をまたいだ連携において，今後の検
討課題も多い。COVID-19の流行においては，まさにこの
点が問題になったことを踏まえれば，その対策が必要とな
る。ただし，小規模事業所が多く，電子カルテが普及して
おらず，さらに情報の標準化が進んでいない介護分野とど
のように情報共有するかは，大きな課題である。これを国
レベルで共通の情報基盤として運用するには，相当程度の
時間がかかるだろう。その意味では，現在，函館市等で実
用化されている地域医療介護情報連携システムを，国の共
通基盤と有機的に連動して，重層的に運用していくことが，
当面は合理的であると演者は考えている。本講演では，
COV-ID-19流行時の情報共有及び地域の医療関係者間の
連携について，諸外国の事例を紹介しながら，わが国にお
ける今後の診療におけるネットワーク化の必要性について
私見を述べてみたい。

2．患者安全の全体像と展望
長尾 能雅
名古屋大学病院
【はじめに】「医学・医療の発展が感染制御学を必要とし，
患者安全を必要とした。医学・医療が発展し続ける限り，
この両者が無くなることはない。」これは，一山智京都大
学名誉教授の至言である。感染制御に遅れること約 10年，
複数の重大医療過誤を契機に，本邦の患者安全活動は本格
化した。演者らは 2015～16年度の厚労科研において，患
者安全実務の全体像を，主に「有事業務」と「平時業務」
とに区別して整理し，一枚のシェーマとして提示した（患
者安全活動のループ図）。
【有事の患者安全業務】「有事業務」とは，医療事故発生
時における患者の原状回復のための部門横断的治療連携，
患者へのオープンディスクロージャー，病理部門や放射線
部門と連携した死因究明，医療事故調査・支援センターへ
の報告の必要性の判断，医療事故調査や報告書の作成，患
者への調査結果の説明，といった業務を指す。事故調査に
よって導かれた再発防止策は，平時の活動へと繋げられる。
有事，特に初動の躓きは，組織の存在自体を危うくするよ
うなリスクを招き入れる。
【平時の患者安全業務】「平時業務」とは，現場からのイ
ンシデント・ヒヤリハット報告の集積やトリアージ，発生
原因の分析と課題の抽出，多職種での検討，フール・プルー
フやフェイル・セーフの取り組み，ルールや手順書の見直
し，再発防止のための注意喚起や，研修・教育，現場ラウ

ンドといった業務を指す。さらに，品質管理手法を導入し，
改善活動の成果を測定することの有効性，患者経験価値測
定や，成功集団の特性を改善に活かすことの重要性等も指
摘されている。
【感染と安全の協働】「感染は安全の兄であり，姉である」，
と演者は多くの場で発言してきた。患者安全は感染制御の
理念と実務に学びながら発展し，今後も連携して国民と医
療を支えていく。本日は，具体的な事例を紹介しながら，
患者安全活動の全体像と課題について概説する。

特別企画 抗微生物薬の安定供給に向けて

1．感染症の包括的ケアに対する薬学的アプロー
チ

北原 隆志
山口大学医学部附属病院薬剤部
近年，薬剤耐性菌の出現やパンデミックの脅威により，
効果的な感染症治療薬の開発が喫緊の課題となっている。
一方，感染症治療薬の副作用による治療中断も課題である。
本発表では，これら感染症の包括的ケアに対し，以下の 3
つの薬学的アプローチから取り組んだ研究を紹介する。一
つ目のアプローチとして，多剤耐性菌MRSAに対する新
規抗菌薬の探索を行った。微量液体希釈法では測定が困難
であった懸濁試料にも適用可能な分析法を開発し，その方
法を用いて脂質の抗菌効果を評価した。その結果，脂肪族
アミンであるミリスチルアミンと飽和脂肪酸であるラウリ
ン酸が，MRSAに対し優れた抗菌効果を持つことを明ら
かにした。さらに，ラウリン酸はゲンタマイシンやイミペ
ネムと相乗効果を示すことも判明した。二つ目として次に，
三大感染症の一つであるマラリアに対し，製剤技術を応用
した新規ワクチン開発も進めた。所属研究室で開発した静
電自己組織化微粒子製剤技術を用いてマラリア DNAワク
チンを検討し，優れた予防効果を示すワクチンの開発に成
功した。また，三つ目のアプローチとして，データサイエ
ンスの手法を用いた薬剤安全性評価も実施した。有害事象
データベースを解析した結果，抗MRSA薬であるダプト
マイシンにおいて，希少な副作用である好酸球性肺炎のシ
グナルが検出された。本発表では，これら 3つの研究成果
から，新規抗菌薬の探索，DDS技術を応用した新規ワク
チン，そしてビッグデータ解析による薬剤安全性評価とい
う，多角的な創薬研究の可能性を示す。これらの薬学的ア
プローチが，効果的で安全な感染症治療法の開発に貢献す
ると考える。

2．臨床の立場から安定供給問題・抗微生物薬の
育薬について

加藤 秀雄 1,2

1三重大学医学部附属病院薬剤部
2三重大学大学院医学系研究科臨床薬剤学
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近年，抗微生物薬の供給不安定が繰り返し発生しており，
医療現場ではそのたびに処方変更や治療方針の再検討を余
儀なくされている。感染症治療における薬剤選択の幅が狭
まることで，より広域な抗菌薬の使用が増え，薬剤耐性菌
の出現を助長するなど，臨床的にも公衆衛生的にも大きな
課題となっている。
この供給不安定の背景には，品質管理体制の脆弱性，製
造の偏り，薬価の低さ，原材料や物流の制限といった供給
体制に関する複数の問題が存在する。加えて，近年は新型
コロナウイルスのような大規模な感染症の流行による急激
な需要の変化も拍車をかけており，単なる個別メーカーや
医療機関の対応だけでは限界がある。国による制度整備が
進められる一方，現場では代替薬選定や情報共有の体制整
備，多職種間の連携が喫緊の課題となっている。
また，抗微生物薬においては，単に供給を確保するだけ
でなく，その薬剤を「育てる」という視点が重要である。
すなわち，使用実態を記録し，効果や副作用，耐性の変化
を継続的に検証する「育薬」の取り組みである。とりわけ
抗菌薬は，適正使用が耐性菌抑制と治療成績の両立に直結
するため，臨床での運用と科学的評価が並行して求められ
る薬剤である。このような育薬を支えるためには，現場で
の抗菌薬適正使用支援活動の実践，レジストリを活用した
使用評価，多施設によるエビデンスの創出，さらには基礎
研究やメタ解析などの統合解析が重要となる。限られた有
効な抗微生物薬を未来につなげていくために，現場と制度，
研究と臨床が一体となった取り組みが求められている。
本講演では，抗微生物薬の安定供給と育薬に関する現状
と課題を俯瞰し，臨床薬剤師の立場から，今後の対応の方
向性について述べる。

3．企業の立場から抗菌薬の創薬・安定供給につ
いて

山野 佳則
塩野義製薬株式会社創薬疾患研究所
WHOは世界的な規模での薬剤耐性菌の増加にもかかわ
らず，耐性菌に対して効果が期待できる抗菌薬の枯渇を課
題として捉え，2010年以降警鐘を鳴らし続けている。こ
こ 10年以上にわたって世界各国政府により AMRアク
ションプランとして新規抗菌薬の開発を促す諸々の施策は
試みられているものの，多くの製薬会社が感染症領域から
撤退する状況は続いており，依然として新規抗菌薬の枯渇
は大きな課題となっている。
薬剤耐性菌に対して有効な新規抗菌薬の創薬を継続的に
進める上で，サイエンス面とビジネス面の課題を挙げるこ
とができる。サイエンス面からは，耐性を克服するための
新たな作用機序や新たなモダリティを有する治療薬の創製
の難しさを挙げることができる。特に，初期創薬において
は，企業のみの取り組みでは不十分であり，企業，アカデ
ミアそれぞれの強みを活かした形で創薬を進めることが重

要である。
加えて，抗菌薬ビジネスが企業にとって魅力のないもの
になっていることが大きな課題である。その要因として，
高額の研究開発に比して売りの規模が小さいことに加えて，
抗菌薬の安定供給も挙げることができる。耐性菌を標的と
する新規抗菌薬については，耐性菌の出現頻度，地域の予
測が極めて困難であり，製造設備の構築など供給計画を立
てるのが困難である。既存の抗菌薬の安定供給についても
同様であり，抗菌薬の原材料の供給を含めて安価に対応で
きる外国に依存しているケースが増えていることが課題の
一つとして挙げられる。医療にとって欠かすことのできな
い医薬品を安定的に供給するために，企業単独の活動では
不十分であり，産官学が共同して取り組む施策が必要であ
る。上記したようなサイエンス面及びビジネス面の課題克
服が創薬および安定供給に重要であり，継続的な人材育成
が必要なことを本講演では紹介したい。

教育講演

1．NGSを活用した地域サーベイランス
松村 康史 1,2

1京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
2京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学
Next-generation sequencing（NGS）の臨床への普及に
は未だ手法・価格などのハードルがあるが，研究レベルで
はもはや標準的手法となっている。疫学研究や感染症サー
ベイランスでは，NGSを用いた全ゲノム解析（WGS）に
より従来の解析法より正確かつ網羅的な情報が得られる。
例えば，薬剤耐性菌の解析では，耐性機序やクローンの決
定，COVID-19パンデミックでは，ウイルスの系統解析や
ワクチン効果の推定に用いられた。
我々は，京都および近隣府県を対象とした地域サーベイ
ランスを実施している。まず，薬剤耐性菌に関しては京滋
地域の急性期病院 15施設を対象に，MRSA，ESBL，CRE，
MDRPさらには抗酸菌・真菌の菌株収集を行い，WGSを
行っている。その結果，感染症法 CRE基準では検出が難
しい地域特有の IMPサブタイプが流行していることを明
らかにした。急性呼吸器感染症については，近畿地域の急
性期医療機関および高齢者施設から検体を収集しマルチプ
レックス PCR等によるスクリーニングと，陽性検体に対
するWGSやウイルス分離等を行い，解析結果をリアルタ
イムにウェブサイトで公開している。民間検査機関や地方
衛生研究所との共同研究では，より包括的に収集された検
体について解析している。
NGSサーベイランスの発展には，検体収集方法，NGS
の実施場所，迅速性，品質保証・管理，コストなどの課題
解決が必要となる。これまでの経験をもとに，これからの
NGSを利用した地域サーベイランスの在り方についても
考えたい。
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2．新型コロナ罹患後症状：診療の現状と新たな
知見

大塚 文男
岡山大学学術研究院医歯薬学域総合内科学
COVID-19の 5類移行後 2年以上経過したが，コロナ後
遺症（罹患後症状・Long COVID）に悩む患者の受診は継
続している。我々は 2021年 2月に罹患後症状に対応する
コロナ・アフターケア外来を設置し，1,200人以上の対面
診療を行ってきた。罹患後症状は，感染から通常 3カ月間，
少なくとも 2カ月間持続する症状を呈し，他の疾患で説明
できない場合に診断され，感染者の約 10～20%に生じる。
年齢では 30～50代が 60%を占め，10代の若年者が 14％
含まれる。半数以上の患者に認める主症状は全身倦怠感で，
頭痛，睡眠障害，呼吸困難感，嗅覚・味覚障害，脱毛が続
く。オミクロン期の感染では，急性期は軽症だが，記憶力・
集中力の低下，混乱などのブレインフォグ症状が増加した。
ACE2受容体が発現する組織への障害とともに，免疫調節
不全，自己免疫現象，血管内皮障害・微小血栓，ウイルス
再活性化，腸内細菌叢の変化，自律神経異常，内分泌障害
などが発症に関与する。倦怠感が半年を超えると，筋痛性
脳脊髄炎/慢性疲労症候群（ME/CFS）の診断を満たしう
る。ME/CFS移行例では女性で血清フェリチンが高値，ブ
レインフォグを呈する場合には血清補体価の上昇が認めら
れ，炎症の遷延が示唆される。血中亜鉛やビタミン Dの
低下や，血中コルチゾールの低下によるストレス応答不全，
血中セロトニンの低下による抑うつも関連する。Long
COVIDはやや女性に多く（55%），性差および性ホルモン
の変動も関連している可能性がある。感染や後遺症に伴う
心身両面へのストレスと，身体的・精神的ストレスに対す
るレジリエンス障害が示唆される。特効薬はないため，丁
寧な対症療法や漢方診療，リハビリを用い，約半数は約 180
日までに快方へ向かうが，2年以上を要する例もある。心
身両面のサポートを含めた総合的・全人的な対応が重要で
ある。新知見を含めて紹介したい。

3．気候変動・感染症・薬剤耐性菌：迫りくる複
合危機の時代

石井 良和
広島大学 IDEC国際連携機構 PHIS
地球温暖化をはじめとする気候変動は，私たちの健康に
多岐にわたる影響を与えている。特に，これまで特定の地
域に限られていた感染症の拡大や異常気象による水系感染
症のリスク増加など，その影響はすでに顕在化している。
本講演では，気候変動が感染症の「地図」をどのように
変化させ，それが薬剤耐性菌の問題とどのように絡み合っ
ているのかを，科学的知見に基づき概説する。気温上昇が
病原体や媒介生物の活動範囲を広げ，新たな感染症の流行
を引き起こすだけでなく，環境中の薬剤耐性菌の挙動や伝
播経路にも影響を与え，その蔓延を助長する可能性がある。

具体的には，多剤耐性グラム陰性菌の中では，カルバペネ
ム耐性腸内細菌目細菌や多剤耐性緑膿菌，多剤耐性アシネ
トバクター・バウマニが挙げられる。他にも一見，気候変
動とは無関係に見える薬剤耐性結核菌やバンコマイシン耐
性腸球菌，環境中にプールされている耐性遺伝子も気候変
動によって拡散することが危惧される。
熱帯地方の感染症と考えられていたデング熱やマラリア
の感染地域の拡大と，薬剤耐性菌の脅威が同時に進行する
複合的な危機について具体例を挙げながら，その問題点を
掘り下げたい。そして，公衆衛生システムの強化，国際的
な連携，人・動物・環境の健康を一元的に捉えるワンヘル
ス・アプローチに基づいた，持続可能な未来に向けて，気
候変動，感染症，そして薬剤耐性菌という三重の脅威にど
のように向き合うべきかについて会場の皆様と共に考えた
い。

4．医療情報発信とセルフブランディングにおけ
る科学的アプローチ

山本 健人
京都大学消化管外科
今日の情報過多社会において，正確な医療情報を一般市
民に届けることは，医師の重要な責務である。本発表では，
演者が 2017年より取り組んできた啓発活動について多角
的に報告する。
演者は，2017年に私費で市民向け医療情報サイトを開
設し，累計 400本以上のコンテンツを通じて累計 1,300万
PVのアクセスを得た。また，同じ志を持つ医師らと啓発
チームを作り，2018年からオンライン・オフライン合わ
せて市民講座を 60回以上開催（オンラインでの総視聴回
数は約 53.7万回）。さらに，年に 1回のインターネットテ
レビ番組を NHK制作チーム協力のもと 5年連続で放送し
てきた。
また，啓発活動の一環として一般書を多く執筆し，特に

『すばらしい人体』シリーズは累計 23万部を記録した。併
せて，一般市民が書籍を通じて適切にリテラシーを高める
ことを目指し，全国の書店と連携した選書フェアを毎年実
施。2019年から横浜市主催の「医療マンガ大賞」への協
力を行うなど行政との連携も強化している。
また近年，SNSで医療情報収集を行うユーザーが多い
ため，Xや Instagram等のプラットフォームを利用して
SNSでも積極的に情報発信を行い，科学的根拠ある情報
発信に努めている。
一方，学会活動においては，日本外科学会情報広報委員，
日本消化器外科学会広報委員会 SNSプロフェッショナル
ワーキング，日本内視鏡外科学会ホームページ委員などの
立場から，学会からの情報発信を行っている。2024年に
行った日本外科学会の小中高生向け手術体験イベント『オ
ペスル』では実行委員長を務め，学会公式 SNSの集客力
を活かして 600名を超える集客に成功した。
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上述のような多角的活動では，その効果の科学的計測や，
信頼性を得るためのセルフブランディングが大切となる。
その意義を，かつて演者が感染症専門医と外科専門医の双
方の資格を得た理由から紐解いて解説することで，後輩の
先生方のキャリアに資する内容を講演したいと考える。

5．薬剤関連顎骨壊死・顎骨骨髄炎の予防と治療
岸本 裕充
兵庫医科大学医学部歯科口腔外科学講座
ビスホスホネート製剤（BP）による薬剤関連顎骨壊死

（MRONJ）が最初に報告されたのは 2003年であった。そ
れから約 20年が経過し，当初とは考え方が随分と変化し
てきたため，顎骨壊死検討委員会によるポジションペー
パーが 7年ぶりに改訂された（PP2023）。
発症のリスク因子として，抜歯などの侵襲的歯科処置よ
りも歯性感染症の持続が重視されるようになり，「抜歯は
MRONJの発症を促すのではなく，顎骨骨髄炎由来の
MRONJを顕在化させる」という視点が重要となった。抜
歯によるリスクが否定されたわけではないが，抜歯前 2～
3カ月間の低用量 BPの休薬でもMRONJの発症が有意に
減少しなかったことや，BP休薬による待機期間中に顎骨
骨髄炎や顎骨壊死が進行するリスクも考慮し，原則として
予防的休薬を支持しないことを提案，となった。
MRONJの治療として外科的治療が有用とのエビデンス
が多く出てきたが，手術前後の保存的治療も重要であり，
AMPC＋CVA/AMPC（いわゆるオグサワ処方）が有効な
場合を多く経験する。
PP2023では，医科歯科連携を発展させ，医歯薬連携を
強調した。MRONJは薬剤による有害事象であるため，薬
剤師も加わった連携の充実を期待しているためである。周
術期等口腔機能管理に取り組んできた経験から，医科と歯
科の連携においては，双方向，“give and take”が重要と
考えている。
薬剤の電子添文には「投与開始前は口腔内の管理状態を
確認し，『必要に応じて』，患者に対し適切な歯科検査を受
け，侵襲的な歯科処置をできる限り済ませておくよう指導
すること。」とあるところを，BPやデノスマブも含めた
骨粗鬆症治療開始時は「全例が歯科でのスクリーニングの
対象」とした。一方，歯科からは「パノラマ X線画像所
見や身長の低下から骨粗鬆症が疑われる患者」を医科へ紹
介するという「双方向」が軌道に乗れば，連携がより充実
したものになるであろう。

6．AMR対策における医療 RWDを用いた研究
村木 優一
京都薬科大学臨床薬剤疫学分野
近年，日常の臨床から得られる患者データの総称である
医療リアルワールドデータ（RWD）が利活用可能となり，
販売量，保険請求，DPC情報，有害事象報告など多様な

データが臨床研究に用いられている。中でも大規模な保険
請求や DPCデータは，診断名や処方日，診療報酬などを
含み，多施設・多数例の分析が可能である。従来，抗微生
物薬の適正使用は主に施設単位で評価されていたが，行政
データベースを用いた全国規模の人口ベースの解析も進展
している。例えば，小児抗菌薬適正使用加算の導入が全国
的な抗菌薬処方の減少に寄与したことが示されている。ま
た，「Japan Surveillance of Antimicrobial Consumption
（JSAC）」により，販売・請求データを用いた AMR対策
の経年評価も可能となった。さらに，「J-SIPHE（Japan Sur-
veillance for Infection Prevention and Healthcare Epide-
miology）」により，医療機関から収集された抗菌薬使用量
や耐性菌情報を地域ごとに可視化・フィードバックできる
ようになっている。これにより，地域の特性に応じた対策
の立案や医療機関間の連携強化も期待されている。
更に，処方傾向だけでなく，大規模なデータベース研究
はより高度な評価も可能となってきている。例えば，124
病院を対象としたクラスター分析では，感染対策が進んだ
施設でMRSA分離率が有意に低いことや，TDM対象薬
への薬剤師の介入が投与設計や有効性，有害事象に影響す
ることも明らかとなっている。こうした医療 RWDを用い
た研究は，処方行動の把握やガイドライン遵守の評価，政
策介入の効果検証に貢献しており，実臨床への還元だけで
なく，臨床現場と行政の橋渡し役としての価値も高まって
いる。今後の AMR対策において，データに基づく科学的
アプローチの重要性はさらに増すと考えられる。本講演で
は，医療 RWDを活用した AMR対策に関する研究事例と
その展望を紹介する。

7．HIVとともに生きる時代へ～日進月歩の医療
がもたらす変化

南 留美
九州医療センター
HIVが発見されてすでに 40年以上が経過した。その間，
HIV感染症は「死の病」から「治療可能な慢性ウイルス
感染症」になった。治療薬の進化は目覚ましく，現在では
より効果が高く副作用の少ない薬剤が使用されている。最
新のガイドラインでは初回の抗 HIV療法として従来の 3
剤併用療法に加え 2剤療法が推奨されている。さらに近年
では，投与間隔の長い注射薬も開発され，People Living
with HIV（PLWH）のライフスタイルに合わせた柔軟な
治療選択が可能になった。このような治療の進歩により
PLWHの生命予後は改善されたが，健康寿命はそれに伴っ
ていないという新たな課題を生み出した。これは，HIV
感染に伴う早期老化に加え，薬剤や生活習慣の影響を受け
て，心血管疾患，腎臓病，骨粗鬆症，神経認知障害など，
様々な合併症を抱えるケースが増加しているためである。
このため，現代の HIV診療においては，ウイルスの抑制
だけでなく，これらの合併症の早期発見と適切な管理が重
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要な課題となっている。さらに，HIVは今や予防可能な
感染症へと変化している。その代表的な方法が，PrEP（Pre-
Exposure Prophylaxis：曝露前予防内服）である。これは，
HIVに感染するリスクのある人が，あらかじめ抗 HIV薬
を服用することで，HIV感染を効果的に予防する方法で
ある。海外ではすでに普及していたが，日本でも昨年より
予防薬が承認され，PrEPを利用する人が増加している。
PrEPの普及は，新規 HIV感染者を減少させる上で大き
な可能性を秘めており，「新規 HIV感染者ゼロ」という究
極の目標達成に向けた強力な推進力となることが期待され
ている。HIV感染症の予防，早期発見，そして質の高い
治療の継続のためには，正確な最新の情報が不可欠である。
本セッションが，今後の予防活動や HIV診療のための一
助となれば幸いである。

8．アンチバイオグラムと薬剤感受性検査の活用
西田 留梨子
九州大学病院
アンチバイオグラムは微生物の各種抗菌薬に対する感性
率を表にしたものであり，感染症診療において経験的治療
の抗菌薬選択に大きな役割を果たす。CLSIではM39-A4
ドキュメントで具体的な作成方法や菌種別の注意点等，ア
ンチバイオグラム作成に必要な事項が記載されている。国
内では，2019年にアンチバイオグラム作成ガイドライン
が発行され，J-SIPHEでも登録データを用いて各施設やグ
ループでのアンチバイオグラムを作成することが可能であ
る。基本的なものに加え，診療科別や検体種別など患者背
景別に集計した層別化アンチバイオグラムもあり，自施設
の診療状況などを踏まえて作成を考慮する。アンチバイオ
グラムを用いた経験的治療から標的治療への変更で必須と
なるのが薬剤感受性結果であるが，基本的な解釈を理解す
ると共に，前提として目の前の検査結果が適切な検査を経
て出されたものかを考える必要がある。使用するブレイク
ポイント（BP）により感性の判断が変わることや，特に
BPの設定のない菌種と薬剤の組み合わせなどで，検査室
毎に対応の差があり，適切な検査が行われていない場合も
ある。そのことに気付かずに抗菌薬を選択すると診療に影
響をきたすこともあるため，自施設（あるいは外注先）が
採用している BPや検査法，薬剤耐性菌のスクリーニング
条件等を知っておくことが望ましい。さらに，近年では単
に検査結果を報告するだけでなく，抗菌薬適正使用支援プ
ログラムの一環として，selective testや selective report
という取り組みも報告されている。日常検査やアンチバイ
オグラムの作成は検査室の役割だが，実際にはいかに院内
の多くの人が活用できるかが重要であり，自施設の診療状
況や抗菌薬使用状況を踏まえた感染症医の視点と検査室と
の連携が必要である。本講演では，アンチバイオグラムの
作成方法や薬剤感受性検査の基本と注意点を解説し，感染
症診療や抗菌薬適正使用に役立つ活用法について考える。

9．非定型肺炎
宮下 修行
関西医科大学内科学第一講座呼吸器感染症・アレルギー科
肺炎診療ガイドラインの大きな目的の 1つは，薬剤耐性
対策であり，原因微生物を考慮した狭域抗菌薬の使用を推
奨している。ガイドラインでは，初版から非定型肺炎と細
菌性肺炎を群別して治療法を選択する手法を推奨してきた
が，「成人肺炎診療ガイドライン 2024」ではマイコプラズ
マ肺炎とレジオネラ肺炎を臨床的に診断予測するスコア・
モデルが推奨されている。すなわち，両肺炎には臨床的な
特徴があり，他の病原体による肺炎とは異なることが大き
な特徴である。迅速診断法が確立されているが，新型コロ
ナウイルス感染症で学んだように，診断感度は 100% では
ない。このため，新型コロナウイルス感染症を疑った場合，
繰り返し検査を行ってきた。すなわち，病原微生物の病態
と特徴を把握しておくことが実臨床において適正抗菌薬選
択に直結する。マイコプラズマは細菌と比較して感染様式
や炎症の本体の違いに加え，気道上皮細胞への親和性が異
なり，このことが臨床像の違いとして現れる。マイコプラ
ズマの感染の主座は，病初期は気管支～細気管支領域であ
るため，聴診では副雑音を聴取しにくい。また免疫反応が
主体であるため，細菌性肺炎とは異なり白血球数が上昇す
る症例が少ない。これらマイコプラズマ肺炎の特徴を勘案
して，診断予測スコアが作成された。
日本化学療法学会は，わが国のレジオネラ肺炎の実態，
とくに抗菌薬の有効性を評価する目的で，2006年にレジ
オネラ治療薬評価委員会を発足し，全国からレジオネラ症
例ならびに臨床分離株を集積し，解析を行ってきた。レジ
オネラ肺炎と非レジオネラ肺炎を比較検討した結果，男性，
咳嗽なし，呼吸困難，CRP高値，LDH高値，Na低値に
有意差が認められ，本 6項目で診断スコア・モデルを作成
した。スコアの中央値はレジオネラ肺炎で 4点，肺炎球菌
性肺炎で 2点，マイコプラズマ肺炎で 1点と有意にレジオ
ネラ肺炎で高値となった。

10．再興する小児呼吸器感染症と耐性病原体―百
日咳とマイコプラズマを中心に―

中野 貴司
川崎医科大学小児科学
百日咳は 2024年以降患者数が増加し，マクロライド耐
性百日咳菌（MRBP）が問題となっている。MRBPは 1994
年に米国で初めて検出され，その後，世界で報告が相次い
だ。2016年に中国の一部地域でMRBPによるアウトブレ
イクがあり，日本では 2018年に分離された百日咳菌が
MRBPと判明した。23Sリボゾーマル RNAの変異
（A2047G）により耐性が獲得され，現在わが国で検出され
る百日咳菌の 60～70％以上がMRBPと推測される。
MRBP患者は，臨床効果の期待できる病初期にマクロラ
イドを投与しても症状軽減効果がないこと，抗菌薬を投与
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しても排菌が遷延するので長期間にわたり感染源となるこ
とが問題である。代替薬として ST合剤が候補だが，新生
児や低出生体重児，妊婦には投与できない。また，薬事承
認上の適応菌種に百日咳菌は含まれず，適応症は肺炎，慢
性呼吸器病変の二次感染である。
肺炎マイコプラズマ感染症は 2024年半ばから流行を認
めた。感受性菌はマクロライドのMICがきわめて低値で
良好な抗菌力が期待できるので，感受性未判明の場合，第
一選択薬はマクロライドである。感受性菌なら抗菌薬投与
48時間後に大多数（約 80％以上）の症例が解熱するが，
耐性菌の場合は大多数（約 70％）が解熱しない。すなわ
ち，マクロライドの効果は，投与後 2～3日以内の解熱で
概ね評価できる。マクロライド耐性菌に効果が期待できる
抗菌薬は，トスフロキサシンとテトラサイクリン系薬（ミ
ノサイクリン）である。テトラサイクリンは歯牙着色など
の副作用があるため，8歳未満には他の薬剤が使用できな
いか，無効の場合にのみ考慮する。トスフロキサシンはキ
ノロン系薬で広域の抗菌スペクトラムを有するため，標的
としない他の細菌の耐性化を進める可能性があり，特に小
児では適正使用が求められる。

11．小児における薬剤耐性菌とその治療
手塚 宜行
岐阜大学大学院医学系研究科感染症寄附講座
薬剤耐性は世界的に最も重要な公衆衛生上の脅威の一つ
であり，その影響は小児においても極めて深刻である。
WHOの報告（2013年）によれば，薬剤耐性による死亡者
は年間約 70万人にのぼり，そのうち約 20万人が新生児で
あると推定されている。
小児における薬剤耐性問題には，成人とは異なる特有の
課題が存在する。第一に，小児を対象とした抗菌薬使用に
関する臨床研究やエビデンスが乏しく，不適切な使用（診
断の誤り，適応外投与，過量・過少投与など）が是正され
にくい。第二に，小児期の薬物動態は年齢依存的かつ多様
性が大きく，単純に年齢や体重から至適投与量を算定する
ことが困難である。第三に，テトラサイクリン系やフルオ
ロキノロン系など，小児で禁忌または慎重投与とされる薬
剤が存在し，治療選択肢が成人よりも制限される。さらに，
成人領域では新規抗菌薬の導入が進む一方，小児における
使用経験やエビデンスは十分ではない。
現在，小児が直面している主要な薬剤耐性菌として，
MRSA，ESBL産生腸内細菌目細菌，カルバペネム耐性腸
内細菌目細菌などが挙げられる。本講演では，小児におけ
る薬剤耐性菌の最新の疫学と，抗菌薬適正使用支援（An-
timicrobial Stewardship）の観点から重要と思われる小児
特有の治療上の留意点について概説する。

12．開業医の COVID-19診療の実際
中浜 力
中浜医院
COVID-19流行も 5年目を迎えて，季節性感染症に移行
している印象である。しかし昨年 4月までの 1年間でも
32,000人以上の関連死亡者があり，後遺症患者が社会的差
別を受ける例も増加している。また公的ワクチン補助金も
中止されるなど，行政の対応も不透明になっている。
そのような状況下ではあるが，開業医における過去 5年
間の COVID-19診療の現状について紹介をしたい。当院
での本年 7月現在でワクチン接種者は 5,548人で，感染患
者数は 4,496人を経験している。最近の変化としては，ワ
クチン接種者数が初期の 7％程度に著減し，その接種者も
98％が公費補助のある 60歳以上である。感染症状は非常
に軽微で，医師側から積極的に患者に検査を勧めないと見
落とす可能性もある。年齢分布は 1歳以下から 90歳代ま
でで偏りはない。2020年以降，遺伝子検査が開業医でも
導入されるようになったが，短期間に COVID-19が連続
して陽性になった場合や，他の微生物検査と重複陽性に
なった場合など，治療法選択に苦慮することも多い。また
その検証結果から，ウイルス・細菌など複数の起炎微生物
例も少なくない印象を持つ。
抗 COVID-19薬による重症化や死亡率の改善効果や後
遺症の抑制効果については，すでに多くの報告がある。当
院では感染患者全員に医師が同薬剤の説明をして，患者自
身に服薬希望を決めてもらっている。同薬剤の患者負担に
ついては無料・3割 9,000円・保険診療価格と推移してい
るが，当院ではどの時期であっても，58～60％の感染患
者が同薬剤の処方を希望している。これは正確な医療情報
を患者に伝えることの大切さを示しているものと考える。
当日は以上の詳細について，述べる予定である。

13．明日から役立つ非結核性抗酸菌症治療の最新
エビデンス

倉原 優
近畿中央呼吸器センター臨床研究センター
非結核性抗酸菌（NTM）症は年々増加しており，診療
現場で直面する機会が増えている。なかでも頻度の高い菌
種はMycobacterium avium complex（MAC），M. abscessus，
M. kansasiiであるが，それぞれ薬剤感受性プロファイルや
最適治療が異なり，適切な対応が求められる。
MAC症では，クラリスロマイシンやアジスロマイシン

などのマクロライドを中心とした多剤併用療法が標準であ
り，近年は長期使用が可能なキードラッグとしてアミカシ
ンリポソーム吸入懸濁液など新規薬剤の臨床応用も進んで
いる。
M. abscessus症は，マクロライド耐性が大きな課題であ
る。イミペネムやアミカシンなど複数の静注薬を組み合わ
せる治療が行われるが，排菌陰性化から 12カ月という長
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期にわたってこれらの治療を継続することは非現実的であ
り，その治療成績は今なお不良である。
M. kansasii症はリファンピシンをキードラッグとしてお
り，他の NTM症と比較すると治療成績は良好である。
本講演では，これら 3菌種の治療に関する最新エビデン
スを紹介し，明日からの診療に直結する実践的な知識を提
供したい。

14．日本におけるインフルエンザの予防と治療の
現況について考える

鄭 湧 1，谷 直樹 2，後藤 健志 3，池松 秀之 4，
下野 信行 5

1九州大学病院免疫膠原病感染症内科（第一内科）
2熊本赤十字病院総合内科
3福岡市民病院感染症内科
4日本臨床内科医会インフルエンザ研究班
5九州大学病院グローバル感染症センター
2020年の新型コロナウイルスによるパンデミック後，日
本では 2シーズンにわたり，季節性インフルエンザの流行
がみられなかったが，2022～23年シーズンより，インフ
ルエンザの流行が再開し，社会的インパクトの大きい感染
症であることが再認識された。この報告では，最近の流行
を含めて，インフルエンザワクチンの有効性と効果に影響
を与える要因について，自験例を含めて検討する。日本で
は，2001年以降，オセルタミビルをはじめとするノイラ
ミニダーゼ（NA）阻害薬の使用が開始された。さらに，2018
年より，作用機序の異なるキャップ依存性エンドヌクレ
アーゼ阻害薬のバロキサビルの使用が可能となった。今回，
バロキサビルを含めて，症状の軽減や重症化予防など，抗
インフルエンザ薬の臨床上の効用について，自験例を交え
て検討する。また，抗インフルエンザ薬の効用を妨げる重
要な要因として，薬剤耐性変異株の出現と拡散が考えられ
るが，NA阻害薬，とりわけオセルタミビルに対する耐性
変異株の拡散状況について，自験例を含めて報告する。バ
ロキサビルについては，新型コロナウイルスによるパンデ
ミック直前の 2019年に，耐性変異株の出現が大きな話題
となった。今回，パンデミック前から現在の流行までを振
り返り，バロキサビル耐性変異株の出現と拡散の現況につ
いて，自験例を交えて検討する。この報告では，実臨床か
ら得られた自験例のデータを中心に，日本におけるインフ
ルエンザワクチンと抗インフルエンザ薬の現況について考
える。

感染症入門講座

1．薬剤師による抗真菌薬適正使用（Antifungal
stewardship program）の実践

植田 貴史 1,2，中嶋 一彦 1,2，大谷 成人 1,2，
竹末 芳生 1,3

1兵庫医科大学感染制御学
2兵庫医科大学病院感染制御部
3知多半島りんくう病院感染症対策室
Antifungal Stewardship（AFS）を実践するために，薬
剤師はボリコナゾール（VRCZ）使用時の TDM，アムホ
テリシン Bリポソーム製剤（L-AMB）副作用対策，抗真
菌薬の選択や投与設計，相互作用，経口薬への step-down
などへの関与が求められている。VRCZに関しては，抗菌
薬 TDM臨床実践ガイドライン 2022では，目標血中濃度
は 1～4 μg/mL（侵襲性アスペルギルス症では≧2 μg/
mL）が推奨されている。しかし，兵庫医科大学病院（以
下：当院）でのガイドラインの投与量を遵守した 151例の
検討では，初回トラフ値は＜1 μg/mLは 6.0%，1～4 μg/
mLは 54.3%，≧4 μg/mLは 39.7%で約 40%が副作用域
であった。そのため，初期投与設計だけでなく，初回 TDM
後の用量調整は薬剤師が関与すべきであり，多施設研究で
も TDMに基づく用量調節などの AFSにより肝障害発生
は 6.0%と従来の報告と比較し低率であった（Hamada Y.
Mycoses. 2020：779-786）。L-AMBは腎機能障害，低 K血
症，投与時反応（背部痛，皮疹等）の副作用が認められる
ため，薬剤師の関与が求められる。AKIの早期診断のた
めの指標として，L-AMBによる低カリウム血症の期間と
K値の低下度を組み合わせた Hypokalemia indexを開発
し，AKIとの関連性を評価した。その結果，hypokalemia
index ＞3.45は AKI発症の独立したリスク因子だった
（Ueda T. Mycoses. 2024：e13771）。L-AMB投与例では K
の測定を週 3回以上行い，hypokalemia indexが 3.5を超
える前に代替薬への変更や減量を行うことで，AKIの予
防に寄与できると考える。カンジダ血症診断時の重症度の
簡便な評価として，Pitt candidemia score（透析：4点，血
圧低下：2点，人工呼吸器管理：2点，心停止：4点，意
識レベル：0～4点）の有用性が報告されており（Ueda T.
JAC Antimicrob Resist. 2025：dlaf078），カンジダ血症時
の抗真菌薬の選択への関与などに貢献できると考える。

2．狂犬病の現状と課題―国内の課題を中心に―
伊藤 直人
岐阜大学応用生物科学部共同獣医学科人獣共通感染症学研
究室
狂犬病は，感染動物の咬傷を介して伝播する中枢神経系
感染症であり，典型的な人獣共通感染症のひとつです。重
篤な神経症状とほぼ 100%の高い致死率が本病の特徴です。
現在も有効な治療法は確立されていません。幸いにも，有
効性の高いワクチンが存在し，感染防止を目的とした予防
接種に加え，発症阻止を目的とした曝露後免疫にも活用さ
れています。しかし，ワクチンの普及が不十分な発展途上
国を中心として，毎年 5.9万人が本病の犠牲になっていま
す。これらの犠牲者の 99%が犬から感染していることか
ら，本病を制圧するためには主要な感染源である犬に対す
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る対策が重要となります。
日本では，1950年に制定された狂犬病予防法に基づき，
予防接種等の犬対策を徹底した結果，1957年に本病の撲
滅に成功しました。しかし，その撲滅後も，海外で感染し
た人が帰国後に発症する，いわゆる輸入症例が計 4例確認
されています。特に，2020年に愛知県の豊橋市で確認さ
れた輸入症例は，ご記憶に新しいと思います。このように，
国内における動物の狂犬病は約 70年間確認されておらず，
人の輸入症例もごく稀にしか認められない現状が続いてい
ます。このような現状が続くことで，狂犬病に対する認知
度や警戒心が徐々に低下していく懸念が存在します。以前
は，ほぼ 100%であった狂犬病予防法に基づく犬の予防接
種率が最近，約 70%まで低下している事実は，この懸念
を裏づけていると言えます。
狂犬病予防法は，日本における狂犬病の撲滅，その後の
清浄性の維持に多大に貢献してきました。一方で，本病の
撲滅後も年一回の犬の予防接種を義務づけている本法には
批判も存在します。私の講演では，狂犬病という感染症を
概説した上で，国内の動物に対する対策の現状と課題につ
いて考察していきたいと考えています。

3．希少深在性真菌症の診断・治療ガイドライン
のポイント

掛屋 弘
大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
深在性真菌症としてカンジダ症やアスペルギルス症，ク
リプトコックス症が知られている。血清抗原検査や β グ
ルカン検査がスクリーニングに利用され，それぞれのガイ
ドラインにより，診断や治療のマネジメントが示されてい
る。一方，深在性真菌症の原因は多岐にわたる。発症頻度
はまれではあるが臨床的に重要な真菌症であるムーコル症，
トリコスポロン症，フサリウム症，スケドスポリウム症，
マラセジア症，および地域流行型真菌症（ヒストプラスマ
症，コクシジオイデス症，パラコクシジオイデス症，ブラ
ストミセス症，マルネッフェイ型ペニシリウム症）がある。
さらに近年，注目されているカンジダ・アウリス等を対象
として，2024年に日本医真菌学会より「希少深在性真菌
症の診断・治療ガイドライン」が発刊された。本ガイドラ
インは希少な深在性真菌症を対象とするため，必然的に推
奨の礎となる科学的なエビデンスに限りがあるが，海外の
ガイドライン等を参考に推奨度が付与されている。さらに
設定した 6つのクリニカルクエスチョン（CQ）に対して
は，有志によるワーキンググループがシステマティック・
レビューを行い，取りまとめと同時に新たなエビデンスの
創出に挑戦した。一方，希少深在性真菌症の無作為化比較
試験等の質の高いコホート研究は乏しいために十分な科学
的エビデンスの構築にはいたらなかったが，作成委員会に
て積極的な討論を行い，臨床現場で役立つ推奨となるよう
に努めている。講演では本ガイドラインを紹介し，希少深

在性真菌症のマネジメントを考える。

4．アジアからの輸入感染症
繁本 憲文 1,2

1広島大学病院感染症科
2広島大学トランスレーショナルリサーチセンター
コロナ禍で一時的に途絶えていた国際的な人の往来が再
開した。コロナ禍を通して感染対策への取り組みは向上し
ていると考えられるものの，海外との往来が増えると国内
に持ち込まれる輸入感染症も増加してきた。2024年時点
で訪日外国人数はコロナ禍前より増えており，その半数以
上がアジアからの来日である。感染症全般にも共通するこ
ととして，適切な行動によって予防することが重要である
とともに，帰国者に対して適切な診断と治療を提供するこ
とが重要である。そのためには一人一人の患者が呈する症
状や自然経過といった病態の知識だけでなく，流行状況や
感染経路といった疫学的知識も必要となる。輸入感染症の
多くは邦人が海外で感染して日本に持ち込むものであるが，
外国出生者が日本に持ち込む感染症もある。邦人が感染す
るケースとして，その土地で生活している者にとっては免
疫が構築されているありふれた感染症であって邦人にとっ
ては初感染となり潜伏期を経て帰国後に発症する例が挙げ
られる。一方，外国出生者が持ち込むケースとして持続感
染や潜伏感染しており無症状で経過していた者が来日後に
何らかの要因で発症する例が挙げられる。厳密には輸入感
染症ではないが，わが国に潜在的に存在していて邦人は
めったに感染しないものの，来日した者が生活様式の違い
から感染して発症するものもある。アジアからの輸入感染
症としてはデング熱，腸チフス，細菌性赤痢，アメーバ赤
痢，A型肝炎，マラリア，麻疹などが代表的である。こ
れらの代表的な疾患について概説する。

5．検査データと病態を紐付けて感染症を読み解
く基本的アプローチ

山本 剛 1,2

1大阪大学大学院医学系研究科変革的感染制御システム開
発学寄附講座
2大阪大学医学部附属病院感染制御部
感染症診療において，微生物検査から得られる情報をど
のように解釈し，病態と結びつけるかは，適切な診断と治
療に直結する。今回は，感染症入門講座として，検査デー
タを臨床的に読み解く基本的事項を解説していく。・Gram
染色は感染症の初期診断と治療方針決定において極めて重
要であり，培養結果が判明する前に治療を開始する際のよ
りどころとなる。・血液培養や各種臨床検体からの分離菌
を臨床的意義と照らし合わせる視点を提示し，単なる検出
結果ではなく「病態に関連するか否か」を判断する重要性
を強調する。・微生物検査に加え，病気を反映する基本的
な臨床検査値の変動を総合的に解釈することで，感染症の
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病態像を立体的に描き出す方法を紹介する。・薬剤感受性
検査から耐性メカニズムを推定し，抗菌薬選択にどのよう
に反映させるかを具体例を交えて解説する。最後に，感染
症の etiologyを踏まえ，臨床推論を通じて病原微生物を推
定し，培養結果が出る前から治療の適正化に繋げるアプ
ローチを提示する。初学者が感染症診療に必要な検査解釈
の全体像を理解し，臨床現場で実践できるようになること
を目的とする。

6．究極の DSの実践！検査前診断を高めるため
の思考アルゴリズム

北川 浩樹
広島大学病院感染症科
多くの臨床医は，培養検査を提出すれば原因菌がすべて
検出され結果が報告されると考えがちである。しかし実際
には，通常培養では発育しない微生物や抗菌薬投与後の症
例などにおいて，提出しても「培養陰性」となることが少
なくない。このような症例においては，患者の臨床情報を
微生物検査室と共有することにより，鑑別すべき微生物を
想定し，それに適した培養・同定手法を選択することで，
検査感度を向上させることが可能である。一方で，臨床現
場で感染症科へコンサルテーションが依頼されるのは，培
養で何も検出されなかった場合や，広域抗菌薬が長期間使
用された後であることが多く，その時点では検査が終了し，
検体も残存していないことが少なくない。したがって，日
頃から微生物検査技師と臨床情報の共有を行い，微生物検
査技師より「何か生えてきそうなのに生えてこない」といっ
た症例を感染症科へ気軽に相談できる環境が重要である。
また，コンサルテーションを契機に適切な培養が可能とな
り，原因菌を検出できた成功例を蓄積することで，各診療
科から検体採取前あるいは直後の段階で相談を受けられる
ようになれば，感染症科が検査の初期段階から関与する機
会を増やすことができる。本セッションでは，当院におけ
る実例を交えつつ，微生物検査技師との情報共有の実際と
その有用性について報告する。

第 19回日本化学療法学会西日本支部 支部長賞・支
部奨励賞/第 16回日本化学療法学会西日本支部 活
性化委員会特別賞 受賞講演

1．TRPV1を標的とした肺炎球菌の経鼻腔的中枢
神経感染制御の試み

酒谷 英樹，泥谷 匡祥，森田 洋平，村上 大地，
河野 正充，保富 宗城
和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科頭頸部外科
【緒言】多くの病原体の侵入門戸となる鼻腔は中枢神経
系組織と隣接している。病原体が鼻腔から直接中枢神経へ
感染する非血行性中枢神経感染の事例が存在するが，その
機序は明らかでない。肺炎球菌は莢膜ワクチン導入後も髄

膜炎など侵襲性感染症の主要な原因菌の一つであり，肺炎
球菌が鼻腔から直接頭蓋内組織に侵入する経路・機序の解
明が必要である。嗅上皮には嗅神経細胞が存在し頭蓋内に
交通するため，嗅上皮は頭蓋内への病原体侵入を防御する
機能を有することが予想される。免疫反応は病原体が惹起
する体内外の環境変化を知覚神経が感知することで起こる。
嗅上皮には嗅神経と三叉神経が投射しており，これら 2つ
の神経入力が異なる働きで相互作用し嗅上皮の免疫機能に
関わると考えた。そこで我々は嗅神経と三叉神経に共通し
て発現する温痛覚受容器 transient receptor potential va-
nilloid 1（TRPV1）に注目し，肺炎球菌の頭蓋内侵入にお
ける TRPV1の機能を調査し，新たな中枢神経感染制御戦
略の可能性を検討した。
【方法】嗅神経，三叉神経上の TRPV1を選択的に除去
した薬剤性嗅上皮障害，痛覚神経障害モデルマウスを用い
た。肺炎球菌の経鼻感染を行い，肺炎球菌の頭蓋内進展の
有無，炎症性サイトカイン変化と組織学的検査を評価した。
【結果】嗅神経障害は肺炎球菌の頭蓋内侵入菌量と宿主
致死率を増加させたが，三叉神経障害は致死率の変化を緩
衝した。肺炎球菌の頭蓋内侵入で IL-6が増加するが，嗅
神経障害は三叉神経障害モデルと比較し TNF α が優位に
上昇した。TRPV1刺激薬の経鼻投与は頭蓋内侵入を抑制
した。
【考察】嗅神経，三叉神経の TRPV1は共に頭蓋内侵入
を防御するが，三叉神経の TRPV1は過剰なサイトカイン
産生による致死的経過を惹起しうる。TRPV1の刺激は肺
炎球菌の頭蓋内侵入を抑制する効果が勝るため総合的には
致死的中枢神経感染を制御する。TRPV1を標的とした新
たな感染症予防戦略への応用が期待される。

2．MRSA伝播調査におけるコアゲノムMLST
の有用性の評価

村田 美香 1，加勢田 富士子 1,2，佐々木 大介 1，
賀来 敬仁 1,2，小佐井 康介 1,2，長谷川 寛雄 1,2，
栁原 克紀 1,2

1長崎大学病院検査部
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
【背景】MRSAは院内感染症の主要な原因菌の一つであ
り，医療従事者や医療機器・環境などを介して容易に他の
患者に伝播する。本菌の院内伝播の調査には POT法が広
く用いられてきたが，関連性の薄い菌株が同一 POT遺伝
子型として判定されることがある。コアゲノムMLST
（cgMLST）は次世代シーケンサーを用いて S. aureusのコ
アゲノムアレル（1,861遺伝子）の差異を確認し，各菌株
間の相同性を評価する手法であり，近年新しい伝播解析の
手法として着目されている。今回当院にて分離された
MRSAにおいて cgMLST解析と POT法解析を行い，
MRSAの伝播調査および 2法の比較を行ったので報告す
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る。
【方法】当院において院内感染のリスクが高いと考えら
れた 3病棟より，2023年の一年間に分離されたMRSA 30
株（病棟 A：11株，病棟 B：11株，病棟 C：8株）につ
いて全ゲノムシークエンス（MiSeqシステム，Illumina）
を行い，Ridom SeqSphere＋を用いて cgMLST解析を行っ
た。また，同一株において POT法（シカジーニアス分子
疫学解析 POTキット，関東化学株式会社）を用いて遺伝
子型を決定し，cgMLST解析との比較を行った。
【結果】POT法により，病棟 Aでは，11株中 106-247-33
が 2株と 106-9-80が 3株検出され，病棟 Bでは 11株中
106-247-33が 3株，病棟 Cでは 8株中 106-183-37が 3株分
類された。その他の POT遺伝子型においては重複は見ら
れなかった。cgMLST解析では，病棟 Aの POT遺伝子
型が 106-9-80であった 3株においてのみコアゲノムアレル
の差異が 7または 12と近く，これらの 3株は同時期に同
室または隣接する病室に入室中の患者より分離されており，
院内伝播の可能性が示唆された。その他の株においてはコ
アゲノムアレルの差異は 40以上であり，POT法解析に
よって同一の遺伝子型と判定された株においても患者間の
関連性は確認されなかった。
【結語】MRSAの院内伝播は水面下で生じており，
cgMLST解析は POT法と比較して院内伝播の特定に有効
であると考えられた。

3．末梢血検体を用いたデジタル PCRによる大腸
菌菌血症の診断

北川 浩樹 1，田寺 加代子 2，大森 慶太郎 1，
野村 俊仁 1，繁本 憲文 1，大毛 宏喜 1

1広島大学病院感染症科
2広島大学病院検査部
【背景】近年，droplet digital PCR（ddPCR）を用いた
感染症診断の報告が増加しており，末梢血を用いた菌血症
診断への応用も試みられている。本研究では，血液培養検
査で診断された Escherichia coli菌血症患者において，
ddPCRによる菌血症の診断能を検証した。
【方法】2023年 6月から 2024年 8月に広島大学病院で
血液培養により E. coli菌血症と診断された成人患者を対
象とした。血液培養と同時に採取した全血検体から DNA
を抽出し，E. coli特異的プライマー・プローブを用いた
ddPCRにより DNA量を測定した。対照として，E. coli
以外の菌種が検出された症例（n=25）および血液培養陰
性例（n=25）の全血検体も解析に含めた。血液培養結果
および臨床学的特徴を解析した。
【結果】解析対象は 131例であった。E. coli菌血症患者
81例中 67例（82.7%）で E. coli DNAが検出され，ddPCR
の感度は 82.7%，特異度は 100%であった。ddPCR陽性群
は陰性群に比べ TTPが有意に短く（中央値 8.8時間 vs.
10.7時間，p＜0.001），2セットとも血液培養陽性となる割

合も高かった（89.6% vs. 35.1%，p＜0.001）。また，ddPCR
陽性例のうち敗血症性ショックを呈した症例は，非敗血症
性ショック例と比較して有意に腸管穿孔の頻度が高く，末
梢血中 E. coli DNA量が高値で，28日死亡率が高く，TTP
が短く，さらに血液培養 4本培養陽性率が高かった。全血
中の E. coli DNA量は TTPと有意な負の相関を示した（p
＜0.001，R2=0.38）。
【結論】全血検体中の E. coli DNA量は TTPと逆相関し，
特に高値は敗血症性ショックと関連していた。末梢血を用
いた ddPCRによる E. coli菌血症診断は，早期診断に有用
であるだけでなく，末梢血中の DNA量が重症度評価のバ
イオマーカーとなり得ることが示唆された。
【論文化】本研究内容は発表後，BMC Infectious Diseases
誌に掲載された（BMC Infect Dis. 2025；25（1）：22.）。

4．TAZ/PIPCと SBT/ABPCが血清カリウム低
下に与える影響および低下に関連する因子の
調査

田代 渉 1，田中 遼大 1，白岩 健 1，平松 和史 2，
伊東 弘樹 1

1大分大学医学部附属病院薬剤部
2大分大学医学部附属病院感染制御部
【背景・目的】スルバクタム/アンピシリン（SBT/ABPC）
とタゾバクタム/ピペラシリン（TAZ/PIPC）は，臨床上
重要な β ―ラクタム/β ―ラクタマーゼ阻害剤配合薬である。
近年，TAZ/PIPCが血清カリウム（K）値を低下させる
ことが報告されている。SBT/ABPCも同様の影響がある
のではないかと考え，TAZ/PIPCに比べた SBT/ABPC
による血清 K値低下，および両薬剤投与時の血清 K値低
下に関連する因子を評価した。
【方法】2020年から 2022年において大分大学医学部附
属病院で SBT/ABPCまたは TAZ/PIPCを 3日以上投与
された成人患者を対象とし，性別，年齢，体重，身長，併
用薬，検査値，また透析情報を抽出した。なお，データを
得られなかった患者と抗菌薬開始時に低 K血症，高 K血
症であった患者，透析患者を除外した。抗菌薬投与中の血
清 K値低下幅に対して，血清 K値低下に関連しうる因子
を説明変数とする重回帰分析を行った。加えて，血清 K
値に影響を与えうる因子から傾向スコアマッチング
（PSM）を実施し，SBT/ABPCと TAZ/PIPCで血清 K値
低下幅と低 K血症発現率を比較した。なお，本研究は大
分大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した（承認番
号：2731）。
【結 果】254人（SBT/ABPC：191人，TAZ/PIPC：63
人）の重回帰分析では血清 K値低下に関連する因子とし
て，投与開始時の血清 K値，抗菌薬の投与期間，および
性別（女性）が抽出された。なお，使用した抗菌薬の種類
は血清 K値低下に関連する因子として抽出されなかった。
また，PSM後の患者（各群 59人）では，SBT/ABPCと
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TAZ/PIPCで血清 K値低下幅（－0.28±0.47 mEq/L vs.
－0.35±0.51 mEq/L，P=0.44）と低 K血症発現率（25.4%
vs. 27.1%，P=1.00）に有意な差は認められなかった。
【総括】SBT/ABPCは TAZ/PIPCと同様に血清 K値を
低下させることが示され，危険因子を有する患者では両薬
剤を投与する場合に血清 K値低下に注意する必要性が示
唆された。

5．小児患者におけるスルファメトキサゾール・
トリメトプリム合剤の有効性と安全性の評価

加藤 秀雄 1,2,3，萩原 真生 3,4，浅井 信博 3，
三鴨 廣繁 3，岩本 卓也 1,2

1三重大学医学部附属病院薬剤部
2三重大学大学院医学系研究科臨床薬剤学
3愛知医科大学病院感染症科
4愛知医科大学分子疫学・疾病制御学寄附講座
【目的】小児患者のニューモシスチス肺炎（PCP）の治
療や予防にスルファメトキサゾール・トリメトプリム合剤
（ST）が第一選択薬とされており，米国移植学会によるガ
イドラインでは，連日，週 3日，または週 2日投与と様々
な投与レジメンが推奨されている。しかし，小児患者を対
象とした各投与レジメンの有効性と安全性を評価した検討
はない。そこで，小児患者における各 ST投与レジメンに
関連する臨床効果と有害事象の発生率を評価し，さらに，
有害事象の危険因子を調査した。
【方法】2018年 7月から 2023年 6月までに STが投与
された小児患者を対象とし，PCP悪化または発症の割合，
高カリウム血症および肝機能障害の発現率について調査し
た。さらに，各有害事象の発現の有無に分け，危険因子を
調査した。
【結果】治療として STが投与された患者は 9名で，す
べての患者で STが連日投与されていた。予防として投与
された患者は 215名であり，連日投与群は 34名，週 3日
投与群は 13名，週 2日投与群は 168名であった。PCPの
悪化，または，発症した患者は認められなかった。治療群
では，有害事象を発現した患者は認められなかった。予防
群において，高カリウム血症は，連日投与群で 14.7%，週
3日投与群で 15.4％，週 2日投与群で 15.5％であった。肝
機能障害は，週 2日投与群（19.0%）で最も多く，次いで
週 3日群（7.7%），連日投与群（5.9%）であった。高カリ
ウム血症および肝機能障害は低年齢の患者で有意に発現し
た。高カリウム血症の発現率は 1歳未満の患者で最も高く
（56.5%），肝機能障害の発現率は 1～2歳の患者で最も高
かった（25.0%）。
【考察】小児患者において，各 ST投与レジメンが有効
であることが示唆された。特に，STの予防投与において，
1歳未満と 1～2歳の患者は，それぞれ高カリウム血症と
肝機能障害のリスクが高くなることが示唆された。

第 94回日本感染症学会西日本地方会学術奨励賞 受
賞講演

1．アスペルギローマの排除にかかわるマクロ
ファージの解析

濱島 良介 1，田代 将人 3,4，中野 裕一郎 2，
髙園 貴弘 2，貫井 陽子 1，泉川 公一 2

1京都府立医科大学感染制御・検査医学教室
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学分野
3横浜市立大学大学院医学研究科感染症内科学
4横浜市立大学附属病院感染制御部
【目的】アスペルギローマが排除される免疫学的機序は
明らかではない。本研究では，独自のアスペルギローマモ
デルマウスを用い，菌球排除におけるマクロファージの役
割と動態を解析した。
【方法】in vitroで作成した Aspergillus fumigatus死菌球
を健常マウスの皮下空洞内筋層上に留置し，最長 23週間
にわたり菌球と周囲組織を経時的に採取した。マクロ
ファージは抗 Iba1抗体で免疫組織染色し，菌球周囲組織
の断面積に占める陽性細胞の割合を評価した。マクロ
ファージ細胞内の貪食された菌体を評価するために，抗ア
スペルギルス抗体による免疫染色を行った。また，Oil red
O染色と PU.1，F4/80，CD163，および CD206に対する
免疫組織染色を行い，排除にかかわるマクロファージの性
質を評価した。
【結果】死菌球は経時的に縮小したが，一部は長期にわ
たり残存した。菌球周囲組織に占める Iba1陽性マクロ
ファージの面積の割合は菌球留置直後から 8～16週後にか
けて増加していた（0.01% vs 5.65%，p=0.002）。菌球周囲
のマクロファージは腫大し，細胞内には抗アスペルギルス
抗体陽性の断片が観察された。これらのマクロファージは
Oil red O陽性の泡沫細胞であり，2週後から 14週後にか
けて増加していた（0.10% vs 0.39%，p=0.029）。その表面
マーカーは Iba1（＋），PU.1（＋），F4/80（－），CD163
（－），CD206（－）と，同部位の組織常在マクロファージ
とは異なっていた。
【考察】本研究から，アスペルギローマ周囲のマクロ
ファージが菌糸を貪食し，特徴的な泡沫細胞へ分化する動
態が明らかになった。この泡沫化は，結核菌感染症などと
同様にマクロファージの機能低下を誘発し，菌球の完全な
排除を妨げる一因である可能性が示唆された。

2．新型コロナウイルスワクチン連続接種におけ
る副反応の推移および接種後の発熱と特異的
抗体反応の関連性

谷 直樹
福岡市民病院感染症内科
【背景】mRNA COVID-19ワクチンは高い免疫原性を有
する一方で，発熱を中心とした全身性副反応の頻度が高い
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ことが知られている。我々はこれまで，初回接種シリーズ
および初回ブースター接種において，接種後の発熱と特異
的抗体反応が相関することを報告した。本研究では，初回
接種から最新の JN.1対応ワクチンまでのmRNAワクチン
連続接種における副反応の推移，および接種後発熱と抗体
反応の関連の持続性を検討した。
【方法】本前向きコホート研究は福岡市民病院で実施さ
れた。BNT162b2を用いた野生株ワクチン初回接種，初回
ブースター，BA.5対応二価ワクチン，XBB.1.5対応ワク
チン，JN.1対応ワクチンによる追加接種における副反応
をWeb日誌で記録し，米国 FDA策定の Toxicity Grading
Scale（Grade 0～4）で評価した。同時に，各接種前後で
血清を収集し，スパイク蛋白特異的 IgG抗体価を測定し
た。
【結果】一連の接種シリーズで延べ 936例（初回接種 296
人，初回ブースター 317人，二価ワクチン 114人，XBB.1.5
対応ワクチン 101人，JN.1対応ワクチン 108人）の副反
応データを解析対象とした。全身性副反応（発熱，倦怠感，
頭痛，悪寒，リンパ節腫脹など）の頻度は初回ブースター
をピークに，後続のブースター接種で有意に低下した。
38.0℃以上の発熱頻度は，初回接種 22.0%，初回ブースター
26.2%，BA.5二価ワクチン 12.3%，XBB.1.5対応ワクチン
5.0%，JN.1対応ワクチン 8.3%であった（図 1）。この傾向
は Grade評価による重症度解析でも同様であった。
各接種で発熱した被接種者が次回接種でも発熱しやすい
かを検討するため，全接種の副反応データが揃った症例を
解析対象とした。JN.1ワクチンまで含めた場合，症例数
減少により解析が困難となったため，初回接種から二価ワ
クチンまでの全接種記録が揃った 70例を解析対象とした。
調査した副反応のうち，38.0℃以上の発熱が最も高い相対
リスクを示し，初回ブースターで RR 5.24［95%CI：2.40～
11.42］，BA.5二価ワクチンで RR 6.24［95%CI：2.14～18.15］
であった（図 2）。全接種で 38.0℃以上の発熱がみられた
のは 8.6%（6/70）で，39.0℃以上を全接種で呈した例は
なかった。
最後に，接種後発熱と抗体価の関連を解析した。単変量
解析では，初回接種から JN.1対応まで一貫して発熱が高
いほど抗体価が高い傾向を認めたが，XBB.1.5対応接種の
み発熱者数が少なく統計学的有意差には達しなかった（図
3A）。年齢・性別・既感染歴を調整した多変量解析でも同
様の傾向が示された（図 3B）。興味深いことに，この関連
は各接種ごとに独立しており，過去の発熱歴は次回接種時
の抗体価と関連しなかった（図 4）。
【結論】mRNA COVID-19ワクチン接種は回を重ねても
副反応が増加する傾向はみられず，むしろ追加接種では減
弱する傾向を示した。発熱歴のある被接種者は次回接種で
も発熱しやすい傾向を示したが，全接種で発熱を繰り返す
者は少数だった。発熱と抗体価の正の相関は接種シリーズ
で一貫して認められ，発熱は強固な抗体応答を反映する可
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能性がある。本研究で測定した特異抗体価がブレイクス
ルー感染リスクと逆相関するという既存知見を踏まえると，
接種後発熱は SARS-CoV-2感染防御能の向上を示唆する
所見と考えられた。

3．メロペネムへの escalationを要したタゾバク
タム/ピペラシリン初期治療例の全例調査

川口 アエ 1，加藤 典子 2，長岡 健太郎 2，
江嵜 真佳 1，村井 佑至 1，兼田 磨熙杜 1，
川筋 仁史 1，加藤 敦 2，山本 善裕 1

1富山大学附属病院感染症科
2富山大学附属病院薬剤部
【背景・目的】タゾバクタム/ピペラシリン（TAZ/PIPC）
は院内で最も多く使用される広域抗菌薬であるが，初期治
療として TAZ/PIPCを用いて無効となる感染症の臨床的，
微生物学的特徴については不明な点が少なくない。近年，
腸内細菌目細菌の薬剤耐性化も進行しており，TAZ/PIPC
無効と判断された症例に着目した調査を行った。
【対象と方法】Retrospective studyとして，2021年 1月
から 2023年 12月までの期間に富山大学附属病院内で
TAZ/PIPCを初期治療に用い，2日以上使用した全症例
を対象とした。診療録と AST記録から情報を得て，メロ
ペネム（MEPM）への escalationに寄与する因子を多変
量 Cox比例ハザード解析にて検証した。
【結果】2021年 1月から 2023年 12月までに初期治療と
して TAZ/PIPCを使用した症例は 1,574例あり，MEPM
への escalationは 78例で行われた。Escalationのリスク
因子について感染臓器や薬剤耐性菌などを説明変数に加え
た多変量解析を行ったところ，発熱性好中球減少症（ハザー
ド比［HR］7.6），AmpC産生腸内細菌（HR 3.2），感染発
症時の血圧低下（HR 2.6）が独立したリスク因子として抽
出された（各 p値＜0.05）。Escalationされた症例のうち，
原因菌が分離された半数が AmpC産生腸内細菌であった。
さらに，AmpC産生菌で代表的な菌種である K. aerogenes
や E. cloacaeでは TAZ/PIPC投与後に継時的な最小発育阻
止濃度（MIC）の上昇が 23～59%の頻度で確認された。対
照的に ESBL産生腸内細菌では TAZ/PIPC投与後に継時
的なMIC上昇がみられなかった。
【考察】当院での調査では，TAZ/PIPC初期治療失敗と
特定の感染臓器や耐性菌との関連性がみられ，特に ESBL
産生よりも AmpC産生腸内細菌で強い相関性がみられた。
この要因の一つに AmpC産生菌での TAZ/PIPC投与後の
耐性誘導が考えられ，薬剤耐性獲得機序に関するさらなる
検証が必要と考えられた。

シンポジウム 1 Diagnostic stewardship（DS）の
取り組みとその効果

1．微生物検査室からの提案：Diagnostic stew-
ardshipと監視培養の適正化

山本 剛 1,2

1大阪大学大学院医学系研究科変革的感染制御システム開
発学寄附講座
2大阪大学医学部附属病院感染制御部
【背景】感染症診療における培養検査は，原因菌の同定
や治療方針決定に不可欠である。しかし，臨床的意義が乏
しい検査が慣習的に行われている現状があり，医療資源の
浪費や不必要な治療介入につながりかねない。近年注目さ
れる Diagnostic stewardship（DS）は，こうした課題に対
し検査の適正化を推進する枠組みとして重要である。
【取り組み】我々は診療科との協議を通じて，監視培養
に焦点を当てた DSの実践を進めてきた。ドレーンやカ
テーテル抜去時の培養，耐性菌の定期的監視培養，さらに
は入院患者における糞便培養など，複数の場面で検査の適
正化を実施した。これらの検査は臨床的有用性が限定的で
あることが多く，適正化を進めることで医療資源の効率的
活用や病院支出の抑制につながった。
【成果と意義】これらの経験から明らかになったのは，培
養検査の適正化は単なる削減ではなく，「必要な検査を適
切に行う」体制を整えることである。臨床現場と微生物検
査室が協働して監視培養のあり方を再評価することは，診
断精度の向上と医療資源の有効活用に直結し，感染症診療
の質を高める基盤となる。
【結論】DSの推進は，微生物検査室から臨床現場への
提案と協働によって実現するものである。今後も監視培養
の位置づけを再考しつつ，当日は具体的な事例を交えて報
告したい。

2．薬剤感受性結果を活かす Diagnostic Steward-
shipの実践と課題

結城 万紀子
福岡大学病院臨床検査・輸血部
感染症の診断精度を高める Diagnostic Stewardship

（DS）は，抗菌薬適正使用（Antibiotic Stewardship，AS）
にとって重要であり，注目されている取り組みである。
臨床検査は「検査前プロセス」「検査プロセス」「検査後
プロセス」に分けられ，検体採取から結果報告までの全工
程を適切に実施することで質の高い臨床検査が成立する。
なかでも，薬剤感受性検査の結果をいかに臨床に役立てる
のかは「検査後プロセス」の DSにおいて中心的テーマの
一つである。
薬剤感受性結果は抗菌薬選択や感染対策に影響し，単に
S/I/Rの判定だけでなく，耐性機構の解釈，結果報告のタ
イミング，臨床医への適切な情報提供が必要不可欠となる。
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しかし検査室では「どの情報をどのタイミングで，どのよ
うに，どこまで提供すべきか」試行錯誤することも多く，
臨床側の間で情報の伝達や解釈に課題があるケースが少な
くない。
本シンポジウムでは薬剤感受性検査の結果報告について，
検査室の課題と解決策について当院での取り組みを紹介し，
今後の DSのありかたについて考える機会にしたい。

3．当院での DSの取り組みと微生物検査室がな
い医療機関における DS実践のすすめ

仁木 誠 1，掛屋 弘 1,2

1大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
2大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
近年，薬剤耐性（AMR）対策の重要性が広く認識され
るなかで，微生物検査を基盤とした適正な抗菌薬使用が求
められている。しかし，院内に微生物検査室がない中小規
模医療機関においては検査体制の限界から細菌同定や薬剤
感受性検査に基づいた抗菌薬選択が困難であり，経験的な
治療に依存せざるを得ない状況である。こうした背景から
微生物検査室を持たない医療機関においても DSの普及が
急務となっている。
微生物検査室がない医療機関においては微生物検査検体
を外注検査に提出する場合，必ずしも検査技師は介入して
おらず，検体の品質評価は十分に実施できていない。その
一方で，微生物検査に供する検体は感染症の診断や治療方
針を決定する上で重要な情報源となるため，適切な検体採
取が必要不可欠となる。当院では喀痰培養検査の品質向上
を目的として，検査に不適なMiller ＆ Jones分類M1，M2
の喀痰が提出された場合には再採取を依頼する取り組みを
実施した。取り組み前は約 6割が検査に不適な喀痰であっ
たが，取り組み後には約 3割にまで減少し，喀痰検査の品
質が大きく向上した。また，微生物検査結果については，
外注検査から返却された結果を正しく解釈するとともに主
治医や感染制御部と迅速に共有することが重要となるが，
血液培養陽性や CPE，MDRP，VREといった高度耐性菌
の検出時に外注検査から FAX等により迅速報告があった
場合でも施設によっては即日報告されず，報告日の翌日以
降の結果確認となっている場合もある。
本セッションでは，自施設での微生物検査の実施の有無
に関わらず DSを実践し，抗菌薬適正使用支援に繋げてい
く必要があることを重視し，当院における DSの取り組み
に加え，微生物検査室がない資源の限られた環境下でも実
践可能な DSの在り方を提示したい。

4．感染症専門医が微生物検査室に期待する Diag-
nostic Stewardship

黒田 浩一
藤田医科大学岡崎医療センター総合診療科
Diagnostic Stewardship（DS）とは，感染症診療の質を

向上させるために，微生物学的検査のオーダー，実施，報
告の各プロセスを最適化する一連の取り組みのことである。
DSの実践には，検査前・検査・検査後の 3つのフェーズ
における適切な介入が重要であり，それぞれの段階で微生
物検査室と感染症専門医を含む抗菌薬適正使用支援チーム
（Antimicrobial Stewardship Team：AST）との連携が不
可欠である。
検査前プロセスでは，検査適応に関する院内ガイダンス
の整備，電子カルテのオーダリングシステムの最適化，質
の低い検体を制限する rejection rule導入など，検査室主
導での仕組み作りが重要である。検査プロセスでは，施設
特性や予算に応じた迅速診断機器（MALDI-TOF MSや
multiplex PCRなど）の導入と適切な運用，特殊な培養条
件が必要な病原体や検査室内感染のリスクがある病原体へ
の対応体制の整備，高度な検査（例：16S rRNA塩基配列
解析）に関する専門機関との協力体制の構築が求められる。
検査後プロセスでは，結果報告が治療選択に直結するため，
報告書の標準化（検体の質やグラム染色像の詳細，常在菌
に関する解釈の記載，selective reportingの実施など）が
重要である。
DSの介入ポイントは施設によって異なるため，ASTを
中心とした多職種での検討を経て，臨床現場の医療従事者
への説明と合意形成を行いながら，導入することが望まし
い。さらに，DSに加えて，アンチバイオグラムの年次作
成や検査に関する職員教育など，検査室に求められる役割
は多岐にわたる。本シンポジウムでは，感染症専門医の立
場から，微生物検査室に期待する DSの実践について考察
する。

シンポジウム 2 胆管炎治療に抗菌薬投与は何日間必
要か？

1．胆道感染症における経験的抗菌薬選択のポイ
ントと内視鏡的治療後の留意点

樋口 大
島根県立中央病院救命救急科
【背景】近年，不適切な抗菌薬使用による薬剤耐性の獲
得は問題となっており，抗菌薬の投与期間短縮についての
報告が増えてきた。胆道感染症は治療期間の短縮が提唱さ
れている感染症の 1つである。近年の報告では，ドレナー
ジが良好な胆管炎においては 14日未満で抗菌薬は終了可
能であるという報告が多く，その期間は 4～7日間を推奨
する報告が多い。
【方法】今回，2024年度の 1年間で，島根県立中央病院
にて胆道感染症で入院加療を行った患者を後方視的に評価
した。
【結果】平均年齢は 75.7歳，男性比 54%，胆膵に悪性腫
瘍を有する比率は 18.5%であった。内視鏡的または経皮経
肝的処置は 53.9%になされており，胆嚢摘出術は 17.5%に
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なされていた。この群における血液培養，胆汁培養結果，
経験的抗菌薬選択の現状について報告し，そのポイントに
ついて述べる。
経験的抗菌薬選択は，市中感染と医療関連感染で使い分
けることが重要である。市中感染であれば，頻度が高くか
つ重症化をきたしやすい E. coli，Klebsiella spp. のカバー
は外せない。Enterococcus spp. については頻度は高いもの
の重症度は劣るため，培養結果や合併症などを評価しなが
らカバーの必要性を判断するとよい。医療関連感染，特に
胆管ステントや胆道系悪性腫瘍がある場合や胆道感染を繰
り返している場合には Enterobacter spp.，Pseudomonas spp.
のカバーを検討する。また，特に内視鏡的治療後に胆道感
染症が再燃または遷延した際には，胆管ステントによる逆
行性感染や胆管ステントによる新たな閉塞基点の有無も確
認を行う必要があり，その評価を行わずして抗菌薬を広域
カバーとすることは得策ではない。
【結論】胆道感染症は，ドレナージが良好であれば治療
期間の短縮が可能な領域であるため，早期に画像評価を行
いドレナージの適応を判断するべきである。また，市中感
染と医療関連感染で経験的抗菌薬を使い分けることが重要
である。

2．胆管炎に対する抗菌薬投与の実践―「狭く，短
く」を目指した実臨床―

的野 多加志
佐賀大学医学部附属病院感染制御部
胆管炎は，日常診療における Common Diseaseである。
一方で，症例ごとに重症度，ドレナージの有無，基礎疾患
の有無など多様な要素が絡み合い，抗菌薬の選択や投与期
間にはかなりのばらつきがみられる。
本発表では，まず軽症～中等症胆管炎における初期抗菌
薬選択の実際と，血液培養・胆汁培養の結果をどのように
解釈し治療に反映させているかを，実例を交えて紹介する。
特に，ドレナージが良好に得られた短期治療例，さらに治
療延長を余儀なくされた例などの臨床的判断に関して典型
例を交えて示す。
胆管炎診療において抗菌薬をいかに「狭く，短く」する
ことができるのか，という日常臨床に即した抗菌薬投与の
最適化について，本シンポジウムを通じて，参加者と共有
し，議論を深めたい。

3．軽症～中等症胆管炎での初期抗菌薬選択・抗
菌薬の投与期間

大路 剛 1,2,3

1神戸大学医学部附属病院感染症内科
2神戸大学医学部附属病院検査部
3神戸大学都市安全研究センター
哺乳類における 2大排泄経路である尿路と胆道はいずれ
も結石や腫瘍などによる閉塞が起こると容易に逆行性感染，

さらには血流豊富な臓器であることから市中感染症におけ
る菌血症の 2大原因ともなる。腸管からの逆流による胆管
炎では尿路感染症と異なり，嫌気性菌をカバーすることが
一般的である。近年，少なくとも軽症感染症では嫌気性菌
カバーは必須ではないとする報告もある。少なくとも軽症
中等症かつ閉塞が解除されている場合は，血液培養に合わ
せた De-escalationが可能であると考えられる。また適切
に胆汁培養が採取できた場合，非常に多数の菌腫が存在す
ることもあり全てを同定しきることは困難なこともある。
胆汁培養結果の解釈には注意が必要である。投与期間につ
いては後ろ向き研究では尿路感染症以前より 1週間程度の
抗菌薬投与でも可能とする報告がある。閉塞が無い場合か
つ当初の胆管炎が軽症から中等症であった場合，1週間程
度の抗菌薬投与も可能であろう。

シンポジウム 3 日本における PrEPの実装：導入か
ら普及まで，そしてこれから

1．PrEPの科学的エビデンスと世界的な実装状
況―すべての感染症医が知るべき最新知見―

小西 啓司
大阪医療センター感染症内科
HIV感染予防は，治療即予防（Treatment as Prevention）
とともに曝露前予防（PrEP：Pre-Exposure Prophylaxis）
が中心的な役割を担うようになっている。PrEPの選択肢
は経口薬にとどまらず，注射薬が登場し，その選択肢は多
様化の一途をたどっている。本邦でも 2024年にテノホビ
ル・ジソプロキシル/エムトリシタビン（TDF/FTC）が
PrEPとして承認された。
経口薬には，TDF/FTCのほか，腎・骨への影響が少
ないテノホビル・アラフェナミド/エムトリシタビン
（TAF/FTC）がある。TAF/FTCはMSM（男性と性交
渉を持つ男性）等で TDF/FTCに非劣性を示す一方，腟
性交でのエビデンスは限られる。内服は，毎日内服する「デ
イリー法」と，MSMを対象に TDF/FTCのみで実施され
る「オンデマンド法」がある。注射薬では，カボテグラビ
ル筋注（8週ごと）が経口 TDF/FTCより高い有効性を
示し，レナカパビル皮下注（半年ごと）も米国で承認され
た。これらの注射薬は，日本国内において PrEP用途では
未承認である。世界の多くの国で多様な選択肢が実装され
ている一方，日本では自費診療や個人輸入によるジェネ
リック薬の利用者が大半を占めるという形で普及が進んで
きた。その背景には，医療機関の都市部への偏在，地方に
おける「見守り検査」のできる医師の不足，そして利用者
が高所得層に偏る経済的障壁という大きな課題が存在する。
PrEPの適応となりうる方は，必ずしも専門外来のみで
遭遇するわけではない。一般の感染症診療において梅毒な
どの STIを診断する場面は，HIV予防について介入する
絶好の機会である。導入には HIV陰性の確認等が必須だ
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が，その知識があれば，より積極的な予防介入が可能とな
る。本邦における HIV流行を終結に導くためには，すべ
ての感染症医が PrEPの適応を判断し，その基本的な知識
を臨床現場で活用できる体制を構築することが不可欠であ
る。本発表が，その一助となることを期待する。

2．PrEP利用者の声と現場の実態
南 留美
九州医療センター
HIV感染予防において画期的な方法である PrEP（曝露
前予防内服）は，使用希望者および使用経験者の数が大き
く増加している。とくに日本においてツルバダが PrEP薬
として薬事承認されて以来，その認知度は着実に向上した。
HIV感染予防として良い面もある一方，その普及にはい
くつかの課題が存在する。本セッションでは国内で行われ
たアンケート調査による PrEP利用者の声をもとに PrEP
の現状についてお伝えする。多くの利用者が「HIVへの
不安が大幅に軽減した」「主体的な感染予防手段となる」
「検査頻度や健康管理の動機付けになった」と回答し，PrEP
による QOLの向上が示唆された。一方で，PrEPに対す
る社会的な理解不足によるスティグマのために「医療者に
相談しにくい」「PrEPを利用していることを他人に知ら
れたくない」といった意見もある。また，PrEPの検査・
処方に対応できる医療機関が不足していること，特に地方
においてはその傾向が顕著であり，地方在住者では「正し
い情報が少なく不安」といった情報へのアクセスや医療機
関への受診に困難を感じている。その結果として誤った知
識のまま PrEPを行うリスクが高まる可能性がある。さら
に本セッションでは，福岡で PrEPの処方・検査を行って
いる医療施設の現状を紹介し，現場が直面している具体的
な課題と取り組みを紹介する予定である。PrEPの効果的
な普及と持続的な利用を促進するためには，利用者と医療
現場，双方からの声に耳を傾け，実態に基づいた多角的な
アプローチが必要である。

3．西日本における HIV-PrEPの実態と課題―民
間クリニックにおける検査・治療・予防・情
報提供の一元的提供から考える―

石内 崇勝 1,2，三上 蓮 1，吉田 菜乃 1，坂元 奈桜 1，
清水 健伍 1，吉田 昂汰 1,2

1いだてんクリニック
2熊本大学ヒトレトロウイルス学共同研究センター
HIV曝露前予防内服（pre-exposure prophylaxis：PrEP）
は，首都圏を中心に男性間性交渉者（men who have sex
with men：MSM）や性産業従事者（commercial sex work-
ers：CSW）の間で認知・利用が徐々に広まりつつある。
一方，特に関西圏においては，HIVおよび性感染症（sexu-
ally transmitted infections：STI）に関する患者側の知識
や情報提供の機会が限られている。HIV/STIに関する行

政検査を担う保健所や相談機関，治療を行う機関，PrEP
の情報提供・処方を行う機関が相互に連携しておらず，患
者にとってアクセスが煩雑かつ断片的であることが課題で
ある。当院は 2023年 4月より PrEPの処方を開始し，2025
年 7月末時点でのべ 4,349件の処方を行っている（初診
2,028件，再診 2,321件，平均年齢 37.5歳）。内訳は，男性
3,843件（平均年齢 38.5歳），女性 504件（同 32.4歳）だっ
た。2023年 10月にはトランスジェンダーを対象とした
「ジェンダー外来」を開設し，gender-affirming careの一
環として PrEP利用者が増加している。
HIV/STIの予防においては，従来のMSMや CSWだけ
でなく，特定の職業や属性に限定しない若年層を中心とし
た高リスク層に対する包括的なアプローチが必要である。
当院では，［1］2023年 5月より全年齢・全性別を対象に，
HIV・B型肝炎・梅毒の検査を 500円で提供する「ワンコ
イン検査デー」［2］2024年 6月より主にシスジェンダー
女性を対象に，梅毒・淋菌・クラミジア（性器・咽頭・肛
門）の検査を 500円で提供する「レディース検査デー」を
開始し，年間を通じて不定期に実施している。検査事業の
社会実装により，HIV/STI検査への心理的・経済的障壁
の低減を図り，従来は医療機関へのアクセスが困難であっ
た層への介入が可能となっている。
本発表では，当院での診療データを用いて，関西圏にお
ける PrEP利用者の特徴と実態を明らかにし，検査事業と
のシナジーや，今後の HIV予防戦略における課題と展望
について報告・考察する。

シンポジウム 4 性感染症•HIV感染症マネジメント
Update

1．合併症管理を含めた HIV治療の Update
中田 浩智
熊本大学病院感染免疫診療部
HIV感染症の治療は，インテグラーゼ阻害薬を軸とし
た single tablet regimen（STR）が主流となり，その結果，
患者のアドヒアランスや抗 HIV効果に対する懸念が格段
に改善され，治療に難渋する症例は大幅に減少しています。
STRの導入により治療が簡便化し，HIV診療では従来の
治療に加え，患者の生活の質（QOL）の向上も求められ
るようになりました。HIVは「コントロール可能な慢性
感染症」として位置づけられ，これまでのように治療困難
な病気ではなくなりましたが，その一方で患者の予後が改
善された結果，患者数の増加や高齢化が新たな課題として
浮上しています。このような状況の中で，HIV治療の対
象となる患者層は多様化し，従来のエイズ拠点病院を中心
とした診療に加え，合併症の管理を含め多様な医療機関が
HIV診療に関わる必要性が高まっています。そのために
は各医療機関が連携し，HIV患者に対して包括的なケア
を提供することが重要となります。本講演では，様々な医
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療機関の方々に HIV診療の現状を理解して頂くために，最
新の HIV治療に関するトピックに加え，生活習慣病や悪
性腫瘍など，HIV診療においてしばしば問題となる合併
症についてもお話ししたいと考えています。

2．多彩な臨床像を呈する梅毒の現状と課題
北野 弘之
広島大学大学院医系科学研究科腎泌尿器科学
再興感染症である梅毒は，近年その発生数が著しく増加
しており，2013年頃から増加傾向を示し，2022年には 1
万件を超え，2024年には 1万 4,663件が報告されている。
梅毒は 5類感染症に分類される全数把握対象疾患であり，
確定診断時には保健所への届出が義務付けられている。
症状が多彩であることから“great imitator”とも称さ
れ，初診時に正確な診断を下すことが難しい疾患の一つで
ある。診断には血液検査による梅毒抗体測定が行われ，ト
レポネーマ抗体と非トレポネーマ脂質抗体の両方を測定す
ることで確定される。また，これらは治療効果判定の指標
としても用いられる。
梅毒は感染初期から中枢神経系に侵入し，眼症状や難聴
などを引き起こすことがあり，この場合は診断が困難とな
る。さらに，一次病変である硬結や潰瘍，二次病変である
皮疹は自然消退するため，受診の遅れを招くことも少なく
ない。また，梅毒は HIV感染をはじめとする他の性感染
症との混合感染が少なからず認められ，病態や免疫応答，
治療反応性に影響を及ぼす可能性がある。加えて，梅毒抗
体価の経時的変動は解釈が難しく，この複雑性が治療効果
や治癒判定を困難にしている。日本では長らくアモキシシ
リン内服が主流であったが，2021年より持続性ペニシリ
ン製剤であるベンジルペニシリンベンザチン水和物筋注が
適応となり，早期梅毒では単回投与で治癒が得られるよう
になったことで，治療の忍容性は大きく向上している。
本シンポジウムでは，梅毒の基礎的事項に加え，自験例
における HIV感染者の梅毒罹患状況についても報告する。

3．尿道炎のマネジメント
和田 耕一郎 1,2

1島根大学医学部泌尿器科学講座
2島根大学医学部統合腎疾患制御研究・開発センター
（IKRA）
尿道炎は最も頻度の高い性感染症であり，泌尿器科以外
の診療科においても遭遇する性感染症である。代表的な病
原微生物として淋菌，クラミジア・トラコマティス，マイ
コプラズマ・ジェニタリウムが挙げられる。初診時にグラ
ム染色鏡検や臨床的背景，症状によって淋菌性尿道炎と非
淋菌性尿道炎を鑑別して検査と治療を開始する。淋菌のア
ジスロマイシン，フルオロキノロン系抗菌薬への耐性化が
深刻な状況となっている。治療は，咽頭感染も考慮してセ
フトリアキソンを第一選択とする。非淋菌性尿道炎と診断

した場合には，診断と治療に課題が多い。
非淋菌性尿道炎と診断した時点でクラミジアかマイコプ
ラズマか，他の病原微生物か，鏡検や症状での診断は困難
である。確定診断には核酸増幅検査が必須であり，非淋菌
性尿道炎と診断した時点でマイコプラズマの核酸増幅検査
も実施しておくべきである。初診時の治療として，最も高
頻度なクラミジアを想定し，マクロライド系，テトラサイ
クリン系，フルオロキノロン系抗菌薬のいずれかを投与す
る。マイコプラズマはマクロライド系，フルオロキノロン
系に対する薬剤耐性が進行しているため，抗菌薬のシーク
エンス/コンビネーション治療が必要な症例が増加してい
る。本邦からの報告によると，テトラサイクリン系とフル
オロキノロン系を組み合わせた治療の有効性が報告されて
いる。非淋菌性尿道炎の初期治療においてアジスロマイシ
ン単回投与の一辺倒では，マイコプラズマの約 7割で治療
に失敗することとなる。そのため，マイコプラズマの可能
性を考慮すると，欧米のガイドラインに準じて非淋菌性尿
道炎の初期治療にテトラサイクリン系を選択することも妥
当な選択といえる。
尿道炎のうち，特に非淋菌性尿道炎の治療に関しては混
沌としているのが現状であり，遭遇する可能性のある診療
科の先生方に対し，整理して現状と課題について概説した
い。

4．エムポックス
仲村 秀太
琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科
エムポックスは，オルソポックスウイルス属に属する
Monkeypox virusによって引き起こされる，天然痘様の
発疹性疾患である。従来は中央および西アフリカ諸国に限
局した風土病であり，アフリカ以外の地域では輸入感染症
として散発的に報告されるにとどまっていた。しかし，
2022～2023年にかけて欧州を起点とした世界的なエム
ポックス Clade 2bのアウトブレイクが発生し，MSMコ
ミュニティ内の性的ネットワークを中心に急速に拡大，
WHOは国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態
（PHEIC）を宣言するにいたった。一般に Clade 2bは軽症
とされているが，直近のアウトブレイクにおいては，HIV
感染のコントロール不良の People with HIVにおいてエム
ポックスが重症化する傾向が報告され，免疫不全者におけ
る日和見感染症として，予防や早期治療の重要性が改めて
認識された。本邦では，Clade 2bによる症例数は少なく，
世界的な流行も沈静化していることから，医療従事者の関
心も低下しているのが現状である。しかし，中央アフリカ
では，より重症化リスクの高いとされる Clade 1による流
行が依然として継続しており，欧州やアジア諸国において
も輸入症例の報告がある。昨今のインバウンド増加を踏ま
えると，本邦においてもエムポックス再流行への備えは喫
緊の課題であると考えられる。本シンポジウムでは，2022
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年に流行した Clade 2bの臨床的特徴，治療法，ワクチン
による予防法について文献的レビューを行うとともに，
Clade 1の最新動向にも言及したい。

シンポジウム 5 SFTSの最前線

1．重症 SFTS患者の診療
倭 正也
りんくう総合医療センター感染症センター
重症熱性血小板減少症候群（SFTS）は SFTSウイルス
によるダニ媒介性感染症であり，広義のウイルス性出血熱
疾患に含まれる。致死率も極めて高く，わが国においては
約 27％と報告されている。高齢者や基礎疾患を有する症
例では重症化リスクが高く，発症から第 7病日前後は急性
腎障害（AKI），脳症，血球貪食症候群（HPS）などの多
臓器障害を合併しやすい時期である。AKIはサイトカイ
ンストーム，横紋筋融解症，循環不全などを契機に発症し，
予後に大きく影響するため，早期の腎機能モニタリングが
不可欠である。腎性の無尿を呈する場合には，感染対策に
十分配慮した腎代替療法の導入が重要となる。脳症では意
識障害，構音障害，けいれんなどが認められるが，頭部 CT
やMRIにおける特異的所見や髄液所見に乏しく，主な病
態はサイトカインストームに伴う神経障害と考えられてい
る。HPSは高フェリチン血症や汎血球減少症を伴い，HLH-
2004診断基準に基づいて評価する。ステロイド治療は，
HPSを強く疑う一部症例において投与が検討されるが，
SFTSに対する有効性は確立されておらず，免疫抑制のリ
スクを踏まえた慎重な適応判断が求められる。SFTS患者
は免疫抑制状態にあり，二次感染症の合併リスクが高いた
め，血液培養等の検査を定期的に実施し，菌血症（細菌・
真菌）や，特に致死率の高い侵襲性肺アスペルギルス症の
早期診断が重要である。これらが疑われる場合には，エン
ピリックに抗菌薬・抗真菌薬の投与を検討する。2024年
に SFTS治療薬として国内承認されたファビピラビルは，
重症化リスクが高い症例に対して，禁忌に該当しないこと
を確認のうえ，可能な限り早期の投与開始が望ましい。重
症例においては血漿交換の有効性も報告されており，施行
が検討される。重症 SFTSの予後改善には，SFTSの早期
診断に加え，『SFTS診療の手引き』に基づいた，多職種
連携による詳細なモニタリングと感染対策も含めた包括的
な管理が重要である。

2．ファビピラビルの知見について
末盛 浩一郎
愛媛大学大学院医学系研究科血液・免疫・感染症内科学
重症熱性血小板減少症候群（Severe Fever with Throm-
bocytopenia Syndrome：SFTS）は，2013年以降西日本を
中心に報告数が増加し，近年は東日本でも症例が確認され
るようになってきた。国内における疫学調査では致死率は

約 27％と極めて高く，経年的にも大きな変動は認められ
ていない。一方，これまで SFTSに対する有効な抗ウイ
ルス薬は存在せず，治療薬の開発が喫緊の課題とされてき
た。
ファビピラビル（Favipiravir：FPV）は富士フイルム
富山化学株式会社により創製された RNA依存性 RNAポ
リメラーゼ阻害薬であり，in vitroおよび in vivoの双方で
広範な抗 RNAウイルス活性を示し，SFTSの動物モデル
でも治療効果が確認されている。2016年から実施された
医師主導型臨床研究では，致死率は 17.4％（4/23例）と
従来報告より約 10％低下し，2018年からの企業治験（第
III相試験）でも致死率 13.0％（3/23例）と，FPVの有効
性の再現性が示された。さらに，後方視的非介入観察研究
との比較において，患者背景を類似させた傾向スコアマッ
チング解析で既存治療時の致死率を半減させる結果が得ら
れた。中国のランダム化比較試験でも既存治療時の致死率
を半減させたことが報告されており，これらの知見を基に
2024年 6月，日本で FPVが SFTSに対する世界初の抗ウ
イルス薬として承認された。
本講演では，FPVの有効性に関するこれまでの知見と
あわせて，実臨床における使用方法についても述べたい。

3．SFTSに対するファビピラビルの使用経験
山中 篤志
宮崎県立宮崎病院内科（感染症内科）
2024年に重症熱性血小板減少症候群（SFTS）ウイルス
感染症に対してファビピラビルが適応承認され，今後の
SFTS診療への貢献が期待されている。
当院ではこれまでに，40代から 80代の 6例の SFTS患

者に対しファビピラビルを投与した経験がある。曝露源は，
5例が野外活動中のマダニ咬傷（疑い），1例が動物病院内
での動物（ネコ）との接触であった。ファビピラビルの投
与は 1例を除き入院当日に開始され，第 3病日から第 7病
日の間に導入された。6例中 2例は第 9病日および第 10
病日に死亡しており，これらの死亡例では，投与開始時の
ウイルス量が回復例と比較して有意に高値であった。
ファビピラビルは抗ウイルス薬であり早期に投与するこ
とが重要と考えられるが，SFTSは発熱や倦怠感など非特
異的な初期症状を呈することが多く，初期段階では診療所
などで経過観察されるケースも少なくない。自験例では発
症から当院受診までには平均して約 1週間を要していた。
ファビピラビルの SFTSに対する有効性は今後の承認
後調査による検証が待たれるが，その効果を最大限に発揮
するためには，SFTSをいかに早期に診断できるかと考え
る。
本シンポジウムでは当院におけるファビピラビル使用の
経験について，症例の臨床経過を交えながら紹介する。
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4．SFTSウイルス中和抗体薬研究の最前線
野村 俊仁
広島大学病院感染症科
重症熱性血小板減少症候群（Severe Fever with Throm-
bocytopenia Syndrome, SFTS）は，SFTSウ イ ル ス
（SFTSV）によるダニ媒介性感染症であり，日本，中国，
韓国などアジア地域で報告されている。致死率は 10～30%
と高く，特に高齢者で重症化リスクが高い。国内では RNA
ポリメラーゼ阻害薬ファビピラビルが治療薬として承認さ
れているが，薬剤耐性リスクなども考慮すると，さらなる
治療選択肢が求められる。近年注目されているのが，中和
抗体薬の開発である。中和抗体はウイルスのエンベロープ
糖タンパク質（Gn/Gc）を標的とし，ウイルスの細胞侵入
を阻止することにより，高い即効性を発揮する。動物モデ
ルにおいては，特定のモノクローナル抗体が SFTSV感染
後の生存率を有意に改善させることが示されており，臨床
応用に向けた期待が高まっている。
SFTSV中和抗体の一部は，近縁ウイルスに対しても交
差反応性を示すことが報告されている。特に注目されるの
が，米国で報告されているハートランドウイルス（Heart-
land virus）である。ハートランドウイルスは SFTSVと
同じブニヤウイルス目フェヌイウイルス科バンダウイルス
属に分類され，2012年に米国ミズーリ州で最初にヒト症
例が確認されて以来，テネシー州，ジョージア州，オクラ
ホマ州など中西部を中心に約 60症例が報告されている。感
染者の多くが発熱，白血球減少，血小板減少など SFTS
と極めて類似した臨床症状を呈しており，重症化や死亡例
も確認されている。SFTSV中和抗体薬はハートランドウ
イルスの感染拡大があった場合に治療選択肢となり得る。
SFTSVに対する中和抗体の最新研究動向，製造・実用
化の課題について報告する。中和抗体薬は，SFTSおよび
類縁感染症に対する治療戦略として，今後の感染症対策の
中核を担う可能性がある。

5．SFTS回復者の多様な後遺・遅発症状の実
態：西日本多施設アンケート研究

佐田 竜一 1,2,3

1大阪大学大学院医学系研究科変革的感染制御システム開
発学（日本財団）寄附講座
2大阪大学医学部附属病院感染制御部/感染症内科
3天理よろづ相談所病院総合診療教育部
【背景】SFTSは日本全土で報告され，猛威を振るって
いる。急性期の診断や治療については様々な研究がある一
方，回復後の後遺・遅発症状の種類・頻度・持続期間は十
分に解明されていない。
【方法】西日本の 8施設で SFTS既往者にアンケート調
査を実施。Somatic Symptom Scale-8やエボラウイルス感
染症の後遺症調査，および SFTS感染後の遅発症状の症
例報告などを参照して作成した 23症状項目について，急

性期直後，1・3・6・12カ月の各時点を回顧的に評価した。
【結果】各施設から登録された SFTS感染既往を持つ 21
例が対象となった。発症から調査までの中央値 52カ月，年
齢中央値 72歳，女性 10例，SOFA中央値 4，ICU入室 3
例。Charlson併存症指数中央値 0，BMI中央値 23.6，入
院期間中央値 16日，ファビピラビル投与 6例（29%）。
1年以内に 23項目中 21項目が一度以上報告された。1
カ月超で半数超に残存したのは倦怠・易疲労（76%），体
重減少（71%），四肢・関節痛（57%）であり，急性期に
は認めず発症 1カ月以降に出現した遅発症状として脱毛
（62%）が多かった。背部痛，食指不振，睡眠障害，めま
い，視覚症状なども幅広く経験され，症状は個人内で波状
に推移した。
【考察】SFTS後には全身・筋骨格症状が早期から持続
し，脱毛は典型的な遅発症状として遅れて出現する。退院
後フォローでは栄養状態と体重のモニタリング，疼痛と活
動性の評価，心理的負担への配慮，脱毛への説明と支援が
重要である。
【限界】回顧評価に伴う想起バイアス，小規模・単一地
域による選択バイアス，交絡未調整により因果推論はでき
ない。
【結論】SFTS回復者の後遺・遅発症状は多彩で長期化
しうる。症状経過の定量的評価を検証する前向き研究や，
遅発症状発症のメカニズムを解明する研究が求められる。

シンポジウム 6 グローバル化に対応できる感染症研
究•人材育成の実際と課題

1．感染症専門医の価値（カチ）をカタチにする
萩谷 英大
岡山大学病院感染症内科
新型コロナウイルス感染症のパンデミックが終わり，社
会における感染症対策の重要性は忘れさられた感がある。
感染症専門医の価値（カチ）も一時的に持て囃されたが，
今やコロナ禍前に回帰してしまったことは否めない。しか
し，グローバリゼーションに比例して新興・再興感染症リ
スクは増大の一途である。
感染症はユビキタスであり，感染対策レベルの向上は高
度医療機関に集約する形で発展させても意味がない。医療
ヒエラルキーがあるとすれば，底辺から頂点まで様々な医
療機関を対象に網羅的なボトムアップを目指すことが大前
提である。したがって，感染症診療も感染対策教育も，多
様な現場を想像して異業種を含めた多職種をターゲットと
するべきであるが，どの視点で層別化しても感染症専門医
が人材育成のリーダーシップを期待されることは間違いな
いだろう。
感染症専門医を育成するために必要なことは何か。それ
は，専門医の卵（興味のある学生）を探すことに他ならな
い。では，卵はどこにあるのか。講義室かもしれないし，
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病棟かもしれない。今どきの卵はオンライン（SNS）上に
結構転がっているのかもしれない。いずれにしても，じっ
と動かずに待っていても卵は見つけられないし，うかうか
しているとハゲタカに横取りされてしまうこともあるだろ
う。
卵から生まれたばかりのヒヨコ（研修医）も狙い目であ
る。右も左もわからずにヨチヨチ歩きをしているヒヨコに，
感染症内科の魅力をインプリンティングすることが重要で
ある。臓器横断的な診療スタイルは感染症専門医の大きな
魅力の一つであるし，ミクロ（微生物）からマクロ（社会・
疫学）までをカバーするダイナミックかつ広域スペクトラ
ムの研究・活動は，感染症研究者の武器であり，他の専門
分野ではなかなかマネできまい。
本講演では，岡山大学病院・感染症内科で思案・実践・
追求している「感染症専門医の価値（カチ）をカタチにす
る」活動を共有したい。

2．SDGsな感染症医療人材と研究者育成への取り
組み

井手 昇太郎 1，田中 健之 2，泉川 公一 3，古本 朗嗣 1

1長崎大学病院総合感染症科・感染症医療人育成センター
2長崎大学病院総合感染症科・国際感染症予防診療セン
ター
3長崎大学病院総合感染症科・感染制御教育センター
感染症医療人材と研究者の育成は，国際化が進む現代の
重要な課題である。長崎大学では従来から多くの部署が感
染症臨床・教育・研究に関与しており，2025年には国際
感染症予防診療センター（感染症内科）/感染制御教育セ
ンター（感染制御）/感染症医療人育成センター（人材育
成）から成る「総合感染症科」が発足した。2024年度に
は文部科学省高度医療人材養成拠点事業「次世代を紡ぐ
SDGsな感染症医療人材と研究者の育成」が採択され，本
学が探求するプラネタリーヘルスを核に，人材育成のエコ
システム構築を目指している。
1．医学生：感染症教育や研究に早期から関わることが
できるよう，student assistantや業務補助者として教育・
研究に参加する機会を提供する。
2．感染症専門医：総合感染症科，呼吸器内科，検査部，
小児科が連携した「Nagasaki ID fellowship」で育成する。
地方大学だけでは診療機会が少ない感染症を経験するため，
国内外の協力施設での研修を展開している。
3．研究者：大学病院，医歯薬学総合研究科，熱帯医学・
グローバルヘルス研究科，熱帯医学研究所，高度感染症研
究センター（BSL-4）が「感染症研究出島特区」を形成し，
海外拠点と接続してグローバルリーダーを育成する。また
臨床研究中核病院・第一種感染症指定医療機関・BSL-4施
設を活かし，治験・特定臨床研究実施，感染症臨床研究ネッ
トワーク（iCROWN）参画の体制を整備している。
4．地域：行政と連携した「長崎感染制御ネットワーク」

では，医療・介護施設を対象にスキルアップ教育や多職種
研修を継続しており，ID fellowshipでも地域支援や行政
研修を組み込んでいる。
これらの活動を持続可能とするためには，指導・支援人
材の確保だけではなく，研究・診療・教育を両立するため
の時間資源や資金の充実が不可欠である。本講演では，医
学生から専門医，研究者にいたる各段階での人材育成の取
り組みを紹介する。

3．グローバル化に対応出来る人材の「頭脳流出」
を減らし，日本に人材を呼び込むには何が必
要なのか？

後藤 道彦
Division of Infectious Diseases Department of Internal
Medicine University of Iowa Carver College of Medicine
日本における感染症分野に限らず，各国の科学・医学・
産業のあらゆる分野において知識・実績・語学力・異文化
理解に長けたグローバル化に対応できる人材に対する需要
は年々高まっている。それに伴い国境を超えての人材移動
も増加を続け，各国が優秀な人材獲得を競い合う状況が続
いている。特に，最近まで恵まれた環境と経済力をもって
世界の人材獲得競争を優位に進めてきた米国において昨今
起こった政策変更や環境の変化により，米国からの人材の
流出を含め国際的な流動性がさらに高まっている。しかし
ながら，日本への競争力のある人材の流入は極めて限られ
ており，その一方で若い世代を中心にポテンシャルの高い
人材の国外や他分野への流出は増加傾向にあるのが現状で
ある。
演者は医師・研究者としてのキャリアのほとんどを米国
内の施設で過ごし，日本人のみならず他国から米国を目指
す感染症分野の若手研究者達への支援を行ってきた。その
中で近年の日本の国際的地位の地盤沈下を如実に感じ，
ヨーロッパ諸国や中東・アジア・オセアニア地域への米国
からの人材移動と各国の人材獲得競争に日本が参加出来て
いないことを憂いている。本講演では，人材の流動性が高
まる中でグローバル化に対応出来る人材を日本に引き止め
ること，また競争力のある人材を日本に招き入れるために
必要なことを考察する。

4．基礎と臨床の融合による国際貢献を目指して
川筋 仁史
富山大学学術研究部医学系感染症学講座
新興・再興感染症の出現，薬剤耐性対策，さらには気候
変動に伴う動物媒介感染症リスクの増大など，感染症領域
における国際的課題は一層多様化している。未知の病原体
によるパンデミック時において，感染症医は，地域医療の
最前線で診療体制を維持しつつ，得られた知見を国際社会
へ還元する責務を担っている。
富山大学では，COVID-19パンデミック以前より総合感
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染症センターが設立され，感染症科・検査部・微生物学講
座が緊密に連携し，トランスレーショナルリサーチを推進
できる体制を構築してきた。COVID-19パンデミックでは，
私自身も同センターの一員として未知の病態に直面し，臨
床と基礎が一体となった研究に携わる中で，臨床現場から
新たな知見を抽出・発信することの重要性を認識した。さ
らに，この経験を通じ，地域発の研究が国際社会への貢献
に繋がり得ることを実感した。
現在，COVID-19以外にも数多くの感染症が問題となっ
ている。中でも臨床上極めて重要だが頻度は低い感染症に
ついては，単施設での経験症例は少なく，富山県内におけ
る多施設共同研究を行っても症例数の集積には限界がある。
このように単一地域での研究には自ずと制約が存在する。
その中で地域から国際貢献を目指すためには，1例 1例か
ら臨床的疑問を抽出し，それを in vitro，in vivoに落とし
込むことで，病原体側・宿主側双方の視点から病態解明を
進め，診断や治療法の開発へと結びつけていく姿勢が不可
欠である。
一方で，日常診療に追われる若手医師が研究に十分な時
間を割くことは容易ではなく，臨床のみならず基礎研究も
担い，トランスレーショナルリサーチを推進できる人材を
継続的に育成する体制の構築は大きな課題である。本シン
ポジウムでは，これまで受けた指導を通じて得た経験と実
例を踏まえ，臨床と基礎の融合によっていかに国際貢献へ
と繋げていくかについて議論したい。

シンポジウム 7 感染症における迅速診断検査の現況
と今後の課題

1．呼吸器感染症における迅速診断検査の現況と
課題

賀来 敬仁 1,2

1長崎大学病院臨床検査科
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
呼吸器感染症は，感冒や気管支炎，肺炎を含む多様な病
態を呈し，外来・入院診療のいずれにおいても頻度が高い。
重症化することもあるため，迅速かつ正確な診断が求めら
れるが，ウイルスから細菌まで幅広い微生物が原因となり
得ることが診断上の課題である。原因微生物の検出には，
従来より抗原検査や塗抹・培養法などの微生物学的検査が
行われてきたが，これらは感度や結果が得られるまでの時
間に限界があった。近年，PCR法をはじめとする迅速核
酸検出検査や多項目核酸検出検査が開発され，COVID-19
パンデミックを契機に急速に普及した。これにより，イン
フルエンザウイルスや RSV，SARS-CoV-2に加え，Myco-
plasma pneumoniaeや Chlamydophila pneumoniaeと い っ た
非定型病原体も迅速に検出可能となり，診断精度の向上と
抗菌薬の適正使用への貢献が期待されている。また，肺炎

を対象とした多項目核酸検出検査では，原因菌や薬剤耐性
遺伝子の検出も可能となっている。
これらの新たな検査を活用することで，迅速に病原体お
よび耐性情報を得て，より早期に適切な治療薬を選択する
ことが可能となる。一方で，検査コストや陰性結果の解釈
といった課題も残されており，導入後の適切な運用と臨床
的理解が不可欠である。
本講演では，呼吸器感染症における迅速診断検査の現況
を概説し，実臨床での活用における課題と今後の展望につ
いて議論する。

2．小児の消化管感染症入院例における核酸検査
の有用性の検討

加藤 敦
川崎医科大学小児科学
核酸検査はコロナ禍において医療機関に広く普及するよ
うになり，近年は感染症診療における一般的な検査法とな
りつつあるが，消化管感染症においてはその有用性を検討
した報告は少ない。そこで，消化管感染症における核酸検
査の有用性を FilmArray消化管パネル（以下 FilmArray）
を用いて検討した。2023年 5月から 2024年 10月に川崎
医科大学附属病院小児科へ入院した消化管感染症の小児を
対象として FilmArrayを用いた原因微生物の同定を行っ
た。0歳から 15歳までの小児 42例に対し FilmArrayを
使用したところ，30例（71％）で微生物の核酸を検出し
た。12例（29％）は未検出であった。核酸を検出した 30
例のうち C. difficileのみを検出した 2症例は保菌であると
判断し，28例（67%）で病原体の特定にいたった。最終
的に 14例（33%）は病原体の特定にいたらなかった。検
出された内訳はノロウイルス 11例，カンピロバクター 6
例，アデノウイルス 3例，サルモネラ属，アストロウイル
ス，STECが 2例ずつ，エルシニア属，サポウイルスが 1
例ずつであった。FilmArrayは検体採取から数時間以内
には結果が判明するため，ほとんどの症例で入院日もしく
は翌日までに結果を得ることが出来た。一方，細菌培養は
最長で 1週間程度を要した（質量分析計導入前：2～7日，
導入後：1～3日）。原因特定にいたった 28例のうち細菌
感染症は 11例（39%）であり，全例で経験的治療を行う
ことなく治療開始時から適切な抗菌薬の選択が可能となっ
た。また，FilmArrayで細菌が検出されなかった症例で
は抗菌薬を使用せず経過を診ることが可能となり，抗菌薬
適正使用の観点からも有用であった。FilmArrayはノロ
ウイルスやロタウイルス，STECなども早急に判明するた
め，病棟の感染対策にも効果を発揮した。

3．重症感染症における迅速診断について
坂梨 大輔 1，三鴨 廣繁 1,2

1愛知医科大学病院感染制御部
2愛知医科大学病院感染症科
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重症感染症，例えば敗血症・血流感染症あるいは髄膜
炎・脳炎は最も重篤な病態であり，原因微生物の早期診断
と早期の適切な抗微生物薬治療が患者予後に直結する。血
液培養検査および髄液培養検査は診断と適切な抗菌薬治療
のために重要な検査であるが，原因細菌と薬剤感受性の判
明までに時間がかかる。また，髄膜炎・脳炎においてはウ
イルス感染症も考慮しなくてはならない。このような課題
に対し，2017年 6月にサブカルチャーを行うことなく血
液培養陽性検体から直接細菌核酸同定・薬剤耐性遺伝子検
出を同時に行う自動多項目遺伝子検査システムが保険収載
となった。本システムは菌種および一部の薬剤耐性遺伝子
の迅速かつ正確な検出が可能である。また，血液培養から
黄色ブドウ球菌が検出された場合にMRSAか否かを迅速
に判別できる遺伝子検査も保険収載されている（ブドウ球
菌メチシリン耐性遺伝子検出）。追って 2022年 9月，脳脊
髄液検体から直接 14種類の病原体（ウイルス・細菌・真
菌）を約 1時間で検出可能なウイルス・細菌核酸多項目同
時検出システムが保険収載となった。これらのシステムは
turn-around timeを短縮でき各感染症の診断と治療への有
用性が報告されている。一方，本システムが有効に機能し
なかった症例も報告されている。当院では，検出対象外の
耐性遺伝子を保有していたグラム陰性桿菌の血流感染症例
において，抗菌薬適正化に苦慮した経験がある。本シンポ
ジウムでは，その他の演者らの経験も踏まえ，核酸検出を
中心に重症感染症における迅速診断検査の有用性と検査の
限界について情報を共有し議論したいと考える。

4．感染症起炎菌迅速同定＆定量検査法（Tm map-
ping法）の開発と新規バイオマーカー NE-WY
（好中球の蛍光分布幅指標）の迅速性の評価

仁井見 英樹
富山大学学術研究部医学系臨床分子病態検査学講座
我々は独自開発した技術（細菌 DNA汚染の無い

eukaryote-made Taq polymerase，および敗血症起炎菌迅
速同定法：Tm mapping法）を応用して，患者検体中の
未知の起炎菌を迅速（採血後 4時間程度）に同定かつ定量
する技術を開発した。この検査法を用いると，迅速な同定
結果が得られると共に「血液検体中の起炎菌数（菌数/
mL）」を正確に測定することが出来，菌数を感染症の重症
度を判断するための新規バイオマーカーとして使用できる
ようになる。
また，敗血症の新規バイオマーカー NE-WY（好中球の
蛍光分布幅指標）は，多項目自動血液分析装置 XNシリー
ズ（シスメックス社，以下 XN）による血球算定の過程で
同時に（＝迅速に）算出でき，敗血症で優位に高くなる。
我々は NE-WYと敗血症の診断基準である SOFAスコア
に高い相関があることを見出した（シスメックス社との国
内特許共同出願：特願 2023-148647）。フランスでは XN
の好中球関連パラメーターが他の炎症マーカーよりも高い

感度・特異度で敗血症患者の DIC合併を予測できる可能
性が報告されている。NE-WYは，他の敗血症診断バイオ
マーカーと比較し迅速性・簡便性・コストパフォーマンス
に優れている点が利点であり，特異度に課題はあるが敗血
症や敗血症性ショック時の経時的モニタリングとして有用
である。
以上，本シンポジウムでは Tm mapping法や NE-WY
について，その迅速性や有用性を評価したため，結果を含
めて詳細に報告したい。

シンポジウム 8 発熱性好中球減少症の抗微生物薬適
正使用を再考する

1．発熱性好中球減少症における抗菌薬選択と治
療戦略

酒巻 一平
福井大学医学部感染症学講座
発熱性好中球減少症（febrile neutropenia：FN）は，が

ん化学療法などに伴い発症する重篤な感染症の一つであり，
早期の広域抗菌薬投与が予後を左右する。初期治療では，
緑膿菌などのグラム陰性桿菌をカバーする広域抗菌薬の単
剤療法が推奨されており，セフェピム，タゾバクタム/ピ
ペラシリン，カルバペネム系抗菌薬が選択される。セフェ
ピムは FNに対するランダム化比較試験のメタアナリシス
の結果，他の抗菌薬よりも死亡率をあげる可能性が示唆さ
れたが，後の米国食品医薬品局（Food and Drug Admini-
stration：FDA）が行ったランダム化比較試験のメタアナ
リシスではセフェピムが死亡リスクを上昇させるという結
果は得られていない。しかしながら，本邦の保険診療にお
いて，セフェピムは海外に比して用量が少なく，好中球減
少の程度が軽度で，短期間になると予想される場合に選択
されることが多い。好中球減少が高度で，長期になること
が予想される場合，また，重症例や敗血症が疑われる場合
はタゾバクタム/ピペラシリンやカルバペネム系抗菌薬が
選択される。一方で，抗菌薬適正使用の観点から，初期か
らの使用は慎重を要する，との考え方もある。治療中は培
養結果や臨床経過に応じて抗菌薬の de-escalationも検討
され，原因菌が特定されれば感受性に応じた薬剤への変更
を考慮する。解熱，全身状態安定の場合には，抗菌薬の早
期中止も考慮されるが，実際には好中球回復まで抗菌薬投
与を続行することが多い。病原体や感染病巣の有無により
治療期間は異なるため，症例ごとに慎重に判断する必要が
ある。FNに対する抗菌薬治療は，リスク評価に基づいた
初期治療の選択と，適切なタイミングでの見直しが必要で
ある。
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2．発熱性好中球減少症における抗真菌薬治療戦
略の進化と最適化

田代 将人 1,2

1横浜市立大学大学院医学研究科感染症内科学
2横浜市立大学附属病院感染制御部
発熱性好中球減少症（FN）において抗真菌薬の選択と
投与タイミングは，患者予後だけでなく医療経済にも影響
を及ぼす。本講演ではこれまでの主要臨床試験を整理し，
（1）予防投与，（2）経験的投与，（3）先制的投与という三
つの戦略を俯瞰する。予防投与はフルコナゾールからポサ
コナゾール，さらにキャンディン系抗真菌薬へと発展し，
急性骨髄性白血病の寛解導入療法や同種造血幹細胞移植な
どハイリスク患者で深在性真菌症を有意に減少させ，ポサ
コナゾールは全生存率の改善も示した。一方，短期の好中
球減少や固形腫瘍患者に対する予防投与では生存率向上が
確認されておらず，投与の意義と薬剤毒性およびコストの
バランスが課題となる。経験的投与は従来のアムホテリシ
ン Bからリポソーム化製剤，カスポファンギン，ボリコ
ナゾールへと置換が進み，治療成功率を維持しながら有害
事象を低減した。先制的投与では胸部 CT所見やアスペル
ギルス・ガラクトマンナン抗原測定を活用し，抗真菌薬使
用量と医療費を抑えつつ経験的治療に対する死亡率非劣性
を達成した。先制的投与では深在性真菌症の発症率が上昇
するため迅速診断体制の整備が不可欠である。最新ガイド
ラインはリスク層別化を基盤とし，ハイリスク患者には糸
状真菌をカバーする予防投与を推奨している。一方，短期
好中球減少や固形腫瘍など中・低リスク群には予防を推奨
せず，診断インフラが整った施設では先制的投与を選択肢
として提示している。本シンポジウムでは，各施設の診療
体制に最適化した抗真菌薬戦略を再考し，明日からの臨床
現場で即応用できる実践的な知見を共有したい。

3．発熱性好中球減少症の予防治療：リスク別対
応と薬剤選択の実際

江里口 芳裕
九州大学病院免疫・膠原病・感染症内科
発熱性好中球減少症（FN）は，癌化学療法や造血幹細
胞移植に伴う代表的な重篤感染症であり，予防的介入の適
正化が予後改善に直結する。近年，抗菌薬の耐性化や疾患・
治療に伴う多彩な免疫修飾を背景に，従来の「一律予防」
から「リスク別層別化」に基づく予防戦略が推奨されるよ
うになった。本講演では，ガイドラインやエビデンスをも
とに，好中球減少のリスク因子，病原体プロファイルの変
化，抗真菌薬を除いた各種予防薬の選択とその適応，なら
びに実臨床での応用について概説する。キノロン系薬剤は，
長年にわたり FN予防の主軸であったが，近年は腸内細菌
叢への影響や耐性菌出現の懸念から使用には慎重さが求め
られている。一方，ST合剤は Pneumocystis jiroveciiや
Toxoplasma gondiiに対する有効な選択肢として，特に造血

幹細胞移植後や造血器悪性腫瘍において重要性を増してい
る。さらに，ヘルペスウイルスや B型肝炎ウイルス再活
性化に対してはアシクロビルやエンテカビルなどの抗ウイ
ルス薬による予防が求められる。サイトメガロウイルスに
関しては，ガンシクロビル総投与量が増加すると，骨髄抑
制による細菌・真菌感染症のリスク増加が問題となるため，
抗原血症検査または核酸定量でのモニタリングに基づいた
先制治療が行われている。多発性骨髄腫に対するプロテア
ソーム阻害薬や免疫調節薬，抗 CD38抗体などの新規分子
標的治療に伴う FNの予防戦略も進化しており，個別対応
が必要である。加えて，近年急増している CAR-T細胞療
法に伴う免疫抑制やサイトカイン放出症候群後の持続的好
中球減少における予防的アプローチも，本講演で触れたい。
本講演では，最近の知見をもとに，FNに対する個別化予
防戦略とその課題，今後の展望について整理し，感染症専
門医として臨床の現場で直面するジレンマを共有したい。

4．発熱性好中球減少症において抗微生物薬の治
療効果を最大限に引き出すためのストラテ
ジー

尾田 一貴
熊本大学病院薬剤部
感染症の治療は微生物に対する様々な手段があり，白血
球を中心とした免疫応答の賦活に加え，外科的ドレナージ
や抗微生物薬などが挙げられる。つまり感染症の治療は意
図せずとも多面的に行われることが通常である。しかし，
発熱性好中球減少症（FN）では免疫応答が期待できず，感
染臓器の特定も困難であるために外科的手段も取れない。
このため，FNでは抗菌薬治療への依存度が極めて高く，
その用法・用量の不備による失敗は許されない。そこで重
要となるのが，pharmacokinetics/pharmacodynamics（PK/
PD）理論である。
PK/PD理論では，微生物の感受性指標（MIC）に基づ
き，薬物の血中濃度推移を制御する必要がある。理論上は
MICの値によって必要とされる薬物濃度が異なってくる
一方で，範囲のあるMICそれぞれで症例毎に薬物濃度を
調節することは，臨床実務的には現実的ではない。従って，
一般には感受性の指標となるブレイクポイントMICを対
象に，目標濃度を達成する確率（90%以上など）を参考
に投与設計が行われている。しかし，FNのように薬物治
療への依存度が高く，さらに薬物動態の変動によって濃度
が低下しやすい病態では，従来の 90%という集団目標達
成率で十分とは言い切れない。より確実な治療効果を得る
ためには，治療薬物モニタリング（TDM）や長時間点滴，
個別の目標濃度設定など，さらなる工夫が求められる。
本講演では，演者の研究成果と臨床経験を基に，FNに

おいて治療効果を最大限に引き出すための戦略を紹介する。
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シンポジウム 9 β ―ラクタマーゼ産生菌感染症の現
状と対策

1．臨床で重要な β ―ラクタマーゼ産生菌の基礎
中野 竜一
奈良県立医科大学微生物感染症学講座

β ―ラクタマーゼは，ペニシリン系やセフェム系，カル
バペネム系などの β ―ラクタム系抗菌薬を加水分解し，そ
の効果を失わせる酵素であり，細菌の薬剤耐性機構として
極めて重要である。特に，日常診療で問題となるグラム陰
性桿菌は，多様な β ―ラクタマーゼを獲得・発現すること
で治療選択肢を著しく制限しうる。近年では ESBL
（Extended-Spectrum β -Lactamase），AmpC β ―ラクタマー
ゼ，カルバペネマーゼ（KPC，NDM，IMP，VIM，OXA-
48型など）の産生菌が国内外で報告されており，それぞ
れの酵素の基質特異性や阻害剤感受性，遺伝子の伝播様式
などの理解が，診療現場における適切な抗菌薬選択と感染
対策の基盤となる。本講演では，β ―ラクタマーゼの分類
（Ambler分類，機能型分類）をはじめ，それぞれの遺伝
学的・生化学的特徴，臨床で遭遇頻度の高い菌種との関連，
耐性機構としての意義について概説する。また，遺伝子の
水平伝播やモバイル遺伝因子の関与といった細菌学的観点
も取り上げ，β ―ラクタマーゼ産生菌の拡散におけるリス
ク評価にも言及する。臨床現場における，検査，治療，感
染対策などに対する実効性を高めるためには，β ―ラクタ
マーゼそのものの性質や分布，感染制御上のリスクを正し
く理解することが求められる。本講演では，β ―ラクタマー
ゼにおける理解を深め各職種が共通認識を持って対応する
ための情報を提供したい。

2．検査の現状と工夫
森田 未香 1，仁井見 英樹 1,2，森永 芳智 3

1富山大学附属病院検査・輸血細胞治療部
2富山大学学術研究部医学系臨床分子病態検査学講座
3富山大学学術研究部医学系微生物学講座

β ―ラクタマーゼは，抗菌薬を不活化することで耐性へ
と導くが，その検出には β ―ラクタマーゼの特性に合わせ
た検査を行う必要がある。
検査方法には，β ―ラクタマーゼを阻害することで，存
在を証明する方法がある。基質特異性拡張型 β ―ラクタマー
ゼ（ESBL）はクラブラン酸，AmpC β ―ラクタマーゼ
（AmpC）はボロン酸やクロキサシリン，メタロ―β ―ラク
タマーゼ（MBL）はメルカプト酢酸ナトリウムに阻害さ
れることから，この特性を利用した検査が行われている。
この中では，ESBLについて標準化が進んでおり，CLSI
M100 Ed35に検査方法が記載されている。CLSIでは菌種
を限定しているが，対象菌種以外からの ESBL産生につ
いても報告がある。また AmpCを同時に産生するケース
も認められることから，当院では菌種を限定せず ESBL

と AmpCの両方について同時に検出を行っている。
その他に，β ―ラクタマーゼによる抗菌薬分解の有無を

確認する方法がある。改良型 Carbapenem inactivation
method（mCIM）や CarbaNPテストは，カルバペネム薬
の分解を確認することで，その存在を証明する。これらの
方法について，カルバペネマーゼの種類や菌種による感度
の違いを念頭に置き検査を行う必要がある。今後は，カル
バペネム耐性腸内細菌目細菌感染症の届出基準の変更から，
いわゆる「ステルス型」のカルバペネマーゼの対応も必要
である。
表現型の検査以外に，耐性遺伝子の検出がある。カルバ
ペネマーゼについては，遺伝子検査によりその種類まで同
定することが可能となる。近年，新型コロナウイルス感染
症の流行により自動遺伝子検査装置が普及したが，適切な
場面で活用していく必要がある。

β ―ラクタマーゼの検査は，その種類に合わせて検査を
選択するだけでなく，検査結果についても「誰に」「何を」
報告するかということも重要である。正確な検査の実施と
多職種での情報共有により，感染制御及び治療に貢献でき
ると考える。

3．β ―ラクタマーゼ産生菌感染症の現状と治療面
からの工夫 ペニシリナーゼ～カルバペネ
マーゼとどう闘うか

井本 和紀 1,2,3,4

1大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
2大阪公立大学医学部附属病院感染症内科
3大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
4大阪公立大学大阪国際感染症研究センター

β ―ラクタマーゼは細菌感染症を治療する際に最も問題
となる薬剤耐性機構の 1つである。Amblerのクラス分類
や Bush-Jacoby分類などで分類されており，ペニシリナー
ゼに始まり，多くの β ―ラクタム系抗菌薬を分解するカル
バペネマーゼまで多くの β ―ラクタマーゼが知られている。
それぞれの β ―ラクタマーゼを産生する細菌や治療に用い
る抗菌薬は多種多様であり，各 β ―ラクタマーゼの分類や
酵素名だけではなく，その特性をしっかりと理解して治療
に当たる必要がある。また，昨今では様々な β ―ラクタマー
ゼ阻害剤配合薬や β ―ラクタマーゼに安定な抗菌薬が登場
しており，さらに β ―ラクタム系以外の抗菌薬もうまく組
み合わせ治療戦略を組み立てることが求められ，これらの
抗菌薬と β ―ラクタマーゼとの関係性についても知識を整
理しておくことが肝要である。本セッションでは，代表的
な β ―ラクタマーゼである，ペニシリナーゼ，基質特異性
拡 張 型 β ―ラ ク タ マ ー ゼ（Extended Spectrum β -
lactamase：ESBL），AmpC β ―ラクタマーゼそしてカルバ
ペネマーゼについて，産生する細菌，その疫学的情報や特
性，さらに治療戦略について解説する。
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4．ICT/ASTからの対策と工夫
浜田 幸宏
高知大学医学部附属病院薬剤部
近年，基質特異性拡張型 β ―ラクタマーゼ（ESBL）や

カルバペネマーゼ産生菌など，β ―ラクタマーゼ産生菌に
よる院内感染が問題視されており，感染制御（ICT）と抗
菌薬適正使用支援（AST）の両面からの対応が重要となっ
ている。ICTでは，これらの耐性菌が検出された際に，様々
なシチュエーションを考慮しながら個室隔離の推奨，医療
器具の専用化，手指衛生の徹底，環境消毒の頻度増加など
の対策を講じたり，排水口などの水回りには 0.1%次亜塩
素酸ナトリウムを用いた消毒を行い，バイオフィルムの形
成を防ぐ取り組みをされている施設もある。一方 ASTで
は，抗菌薬感受性試験の結果をもとに，広域 β ―ラクタム
薬の過剰使用を避けるよう支援している施設もあり，具体
的には，セファマイシン系やオキサセフェム系などの選択
肢を踏まえた適正な抗菌薬の選定をされている施設もある。
ICTと ASTの協力体制を強化し，連携を図りながら，治
療方針の見直しを行うことも重要であろう。

シンポジウム 10 侵襲性真菌感染症

1．Candida auris を中心とする侵襲性カンジダ
症への対応

中嶋 一彦
兵庫医科大学感染制御学
侵襲性カンジダ症において，現在，世界的に最も懸念さ
れる事項としては Candida auris感染症の増加である。本
菌は他のカンジダ属と違い，院内での伝播が広く認められ，
短時間での伝播も報告されている。本菌は既存の検査で他
の Candida属と誤って同定されている可能性も指摘されて
いる。Candida aurisは遺伝子によるタイピングで clade 1～
6に分類され，日本で主に検出されているものは clade 2
である。一方，院内でのアウトブレイクは clade 1，3，4
で生じることが多いとされている。日本での最新の報告で
は 70株の解析の結果，67株は耳漏からで，69株が clade
2であったとしている 1）。当院でも入院患者の耳漏から
clade 2の Candida aurisの検出例があり，個室隔離し，同
室患者のスクリーニング検査，環境調査などの感染対策が
おこなわれた。また，検出菌の感受性試験ではフルコナゾー
ルは耐性であった。他の cladeと比較すると菌血症などの
報告は少ないものの，抗真菌薬耐性や感染対策の必要性に
ついて注意を要する菌種である。本菌に対する対応につい
ては，2025年に発表された ECMM/ISHAM/ASMによる
global Candida 2025 guidelineでも治療と感染対策を組み
入れている。今後，日本においても伝播を来しやすい clade
が入り込む可能性が十分に考えられる。本講演では Can-
dida aurisをはじめとする侵襲性カンジダ症における最新
知見を示す。

1）Abe M, Jpn J Infect Dis. 2025.

2．クリプトコックス症
川口 剛
宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳神
経内科学分野
クリプトコックス症はクリプトコックス属（主に Crypto-
coccus neoformans，C. gattii）による感染症であり，肺，中
枢神経，皮膚に感染することが多い。クリプトコックス属
が脳脊髄液や血液などの無菌検体から検出されると播種性
クリプトコックス症と診断される。播種性クリプトコック
ス症は 2014年から感染症法に基づく全数報告対象疾患と
なり，約 140～150例/年の報告がある。基礎疾患を有する
症例が約 8割を占めるが，本邦では HIV/AIDS関連は
3.7%と少なく，臓器移植後，血液悪性腫瘍，自己免疫疾
患，ステロイド投与例など様々な免疫不全の病態が関連し
ている。診断の遅れが予後不良と関連するため，本症を積
極的に鑑別に含めることは重要である。
治療に関しては，フルコナゾール耐性菌の増加が報告さ
れており，寛解導入療法としてのフルコナゾール単剤投与
は耐性化との関連が指摘されている。クリプトコックス脳
髄膜炎患者の髄液圧亢進は，頭痛，嘔気，意識障害，脳神
経障害などの症状や死亡率上昇と関連している。連日の腰
椎穿刺や腰椎ドレーン，脳室-腹腔シャントなどによる髄
液圧のコントロールが重要である。
C. gattiiはコアラの病原体として知られヒトへの感染は
稀とされていたが，1999年以降に北米での集団発生が報
告され，本邦では 2007年以降に散発的に C. gattii感染症
が認められる。免疫正常者において重症化することがあり，
長期の寛解導入療法を要する場合がある。
クリプトコックス症に関連する今後の課題として，より
早期の診断・治療をどう実現するか，非 HIV患者におけ
る Post-Infection Inflammatory Response Syndrome
（PIIRS）への対応法の確立，免疫正常者が播種性クリプ
トコックス症を発症するメカニズムの解明などがある。
本講演では症例提示を交えながら重要なテーマについて
解説し，クリプトコックス症診療への理解を深めることを
目標とする。

3．侵襲性肺アスペルギルス症 Up to Date
髙園 貴弘 1,2

1長崎大学病院呼吸器内科
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学
アスペルギルス感染症には，世界で年間約 400万人が罹
患し，約 200万人死亡していると推計されている。わが国
においても，アスペルギルス症の死者はこの 20年で 3倍
に上昇している。その理由の一つとして考えられるのが，
移植医療の普及，高齢化があげられるが，ガラクトマンナ
ン抗原を含む診断技術の向上もあげられるであろう。一方



218 ���������	 Vol.74No.2

で死亡者についても上昇しており，診断が出来ていても救
命にいたっていないとも考えられる。近年では，COVID-
19関連肺アスペルギルス症（CAPA）も Invasive aspergil-
losisの原因のひとつとなっている。日本医真菌学会を通
じて我々が実施した全国アンケート調査では，COVID-19
重症患者数 10,276名のうち，CAPA患者数は 69名，発症
率は 0.67%と非常に低率であった。一方で，呼吸器専門医
や感染症専門医の在籍数と CAPA発症率に強い正の相関
を認めたことから，診断率の低さを示す結果であった。治
療に関しては，真菌は，ヒトと同じく真核細胞であり，抗
真菌薬は一概に有害事象が多い薬剤が多い。実際，世界的
に抗真菌薬の開発は滞っており，わが国において，承認さ
れた抗真菌薬はこの 61年間でわずか 10薬剤にとどまって
いる。肺アスペルギルス症のキードラッグは，アゾール系
抗真菌薬であるが，特に慢性領域では，長期治療を要する
ことから有害事象が問題となる。したがって，アスペルギ
ルス症の治療には，新しい作用機序の薬剤の開発が望まれ
る。細胞膜の GPIアンカー蛋白の阻害薬である Fosmano-
gepix，Pyrimidine合成阻害薬である Olorofim，週 1回投
与が可能なキャンディン系である Rezafunginなどの新規
抗真菌薬の開発が待たれる。また，我々は γ 9δ 2型 T細胞
による肺アスペルギルス症の治療法という免疫療法につい
ても研究を行っており，本シンポジウムではその可能性も
含めて，今後のアスペルギルス感染症への治療戦略につい
て考えたい。

4．ムーコル症の最新トピックス
柴多 渉 1,2，掛屋 弘 1,2

1大阪公立大学医学研究科臨床感染制御学
2大阪公立大学医学部附属病院感染症内科
ムーコル症は，血液悪性腫瘍，造血幹細胞移植，糖尿病
などを背景に発症する侵襲性真菌症であり，その死亡率は
依然として高い。本症の病原体は古くから報告されており，
最初のヒト症例は早くも 19世後半に報告されているが，近
年の診断技術や免疫抑制療法により症例は増加していると
みられており，臨床における注目も増している。基礎研究
では，ムーコル菌が持つ侵襲性と血管親和性の分子機序，
宿主免疫応答との相互作用が明らかになりつつあり，感染
初期の宿主防御の破綻が重篤化の鍵であることが示されて
いる。
近年の臨床トピックスとしては，旧来の画像診断・病理
診断に加えて早期診断・先制攻撃的戦略も検討されており，
新規治療法の検討が活発である。特に，リポソーム化アム
ホテリシン B（L-AMB）の適正投与量と投与期間，新規
アゾール系薬剤との併用療法の可能性が注目されており，
国際的ガイドラインに基づく治療戦略の標準化が進みつつ
ある。また，新規薬剤の臨床試験データも蓄積され，個別
化治療の方向性が模索されている。さらに，分子診断法の
発展により，迅速かつ感度の高い病原体同定が可能となり，

早期介入と治療効果の評価が行われつつある。
本シンポジウムでは，ムーコル症の歴史的背景から基礎
的知見，最新の診断・治療動向までを総合的に整理し，臨
床現場における今後の課題と展望を提示する。

シンポジウム 11 外来での抗菌薬適正使用を考える

1．クリニックにおける抗菌薬適正使用
髙橋 佳紀
みずほ台クリニック
薬剤耐性（AMR）は世界的な課題として認識され，日
本では 2016年に「AMR対策アクションプラン」が策定
された。抗菌薬使用量減少など一定の効果を認めるが，
WHO推奨の AWaRe分類において日本の Access群使用
割合は 23％にとどまり，目標の 60％以上を大きく下回っ
ている。日本の抗菌薬処方の 90％を外来が占める中，ク
リニック（以下，診療所）では上気道感染症や急性下痢症
など本来抗菌薬が不要な疾患への処方が多く，Watch群
であるセファロスポリン系，マクロライド系，フルオロキ
ノロン系の使用割合が高いことが問題となっている。2024
年度診療報酬改定で「抗菌薬適正使用体制加算（5点）」
が新設され，抗菌薬使用状況のサーベイランス参加と Ac-
cess群抗菌薬使用比率向上が評価されるようになり，診
療所でも抗菌薬適正使用へのインセンティブが得られるよ
うになった。
診療所には上気道感染症を疑う多くの患者が来院し，限
られた時間と情報で「抗菌薬が必要か否か」の迅速な判断
が日々求められる。多くはウイルス感染症と考えられるが，
肺炎，急性扁桃炎，急性胆管炎など抗菌薬使用が必要な細
菌感染症の患者も混在しており，見逃しのないよう緊張感
を持った診療が不可欠である。上気道感染症の診療で不必
要な抗菌薬を避けるには，「抗微生物薬適正使用の手引き
第三版」を十分に活用することに加え，普段から患者との
信頼関係を構築すること，上気道感染症の自然経過につい
て患者に理解を促すことも重要なポイントと考える。また，
OASCISを活用し地域単位で外来での抗菌薬適正使用を促
す体制の構築も重要である。
本講演では診療所における抗菌薬適正使用の現状と今後
の展望について，現場医師としての葛藤と工夫を交えなが
らお話ししたい。

2．見過ごされてきた AMRの温床？～歯科領域
における抗菌薬処方の課題と今後の展望～

比地岡 浩志
鹿児島大学病院口腔外科/感染制御部
【背景】薬剤耐性（AMR）は世界的な公衆衛生上の脅威
であり，わが国の AMR対策アクションプランでも抗菌薬
使用量削減等の具体的成果目標が掲げられている。歯科領
域の抗菌薬使用量は医科の約 10%と少ないものの，処方
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の 8割が予防目的であること，またWHOの削減対象であ
るWatch薬への依存度が高いことから，これまで「見過
ごされてきた AMRの温床」となっている可能性が指摘さ
れる。本発表ではこの問題意識に基づき，歯科における抗
菌薬処方の課題を多角的に分析し今後の展望を論じる。
【現状と課題】歯科の抗菌薬処方には診療形態による二
極化という課題が存在する。大学病院では各種ガイドライ
ンが推奨するペニシリン系薬（Access薬）の処方が大部
分を占め適正使用が進む一方，歯科医師の 9割近くが勤務
する一般歯科診療所ではその約半数が依然として第三世代
セファロスポリン系薬（Watch薬）を第一選択薬として
処方しており推奨薬への移行が遅れている。この背景には
エビデンスに基づかない処方慣行があると推察される。つ
まり本来不要な場面での予防的抗菌薬の慣習的投与や歯性
感染症に対し広域抗菌薬を強力であるとの誤解に基づき選
択していることなどが挙げられる。
【今後の展望】この現状を改善し歯科医師が AMR対策
の担い手となるためには多角的アプローチが不可欠である。
まず最新のエビデンス，ガイドラインに基づいた抗菌薬適
正使用（AMS）を普及させる教育的取り組みが急務であ
る。また薬剤師との連携による処方監査やサーベイランス
システムへの歯科参入による処方動向の可視化，さらには
ガイドラインと保険制度との不整合の解消など制度的な後
押しも重要である。これらの取り組みを大学病院に所属す
るわれわれは国・地域連携のハブとして主導し，歯科全体
の AMSを推進していく責務があると考える。

3．クリニックにおける微生物検査―検査セン
ターとしての diagnostic stewardshipへの貢
献―

星 紫織
福岡市医師会臨床検査センター検査 2課
クリニックにおける抗菌薬適正使用への貢献は限定的で
あるが，検査センターがその可能性を広げる余地は大きい。
基本は，適切な微生物検査の実施とわかりやすい報告であ
るが，検査センターでの微生物検査の課題がいくつかある。
クリニックにおける微生物検査の大きな問題点は，検査前
工程の不適切さに起因する。最も重要視されるべきは，適
切な検体採取である。適切なタイミングでの採取，正しい
採取方法，そして適切な保存方法は，検査結果の信頼性を
担保する上で極めて重要である。病院では不適切検体がリ
ジェクトされる一方，検査センターではそのルールが曖昧
なため，不適切な検体でも検査が進行している現状がある。
また，検査目的の不明確さも課題である。細菌感染を強
く疑うのか，鑑別目的であるのか，あるいは動物咬傷のよ
うな追加情報があるのかといった情報が共有されないこと
は，検査の感度や特異度を損なう可能性がある。ある程度
の情報共有があれば，より的確な検査判断と結果解釈が可
能となり，全体の検査感度向上につながる。

薬剤感受性試験に関しても，カテゴリー報告（S/I/R）
のみで良いのか，MIC値報告が必要なのかは，臨床医の
ニーズと情報過多のバランスを考慮し，再検討の余地があ
る。耐性菌報告ルールが施設毎で異なる現状もあり，今一
度確認が必要である。
これらの課題を踏まえ，検査センターが目指すべきは，
わかりやすい検査報告書の提供である。検査結果の羅列だ
けでなく，臨床医の判断を助けるコメントの充実化は，今
後の大きな課題となる。こうした課題に対し，検査センター
はクリニックの微生物検査パートナーとして Diagnostic
Stewardshipに貢献できる大きな可能性がある。検査セン
ターは，検査前工程の質向上，情報共有の促進，報告書の
改善といった取り組みを通じて，薬剤耐性菌問題の解決に
向けたクリニックとの協力体制を強化し，地域全体の医療
の質の向上に貢献していきたい。

4．地域連携を通じたクリニックへの支援
中村 宏洋 1,2

1中ノ丸薬局
2岐阜薬科大学地域医療実践薬学研究室
薬剤耐性（AMR）は世界共通の問題であり，わが国で
は薬剤耐性サーベイランスシステムの構築や抗菌薬の有効
性温存の観点，ひいては抗感染症薬の適正使用推進の観点
から，入院患者を対象とした Antimicrobial Stewardship
Team（AST）が編成された。その中で病院薬剤師はその
中核的な役割を担っているが，わが国の抗菌薬の使用割合
に関しては，外来診療で用いられる経口薬が，入院患者に
用いられる注射薬をはるかに上回っている。また経口薬だ
けではなく，抗菌薬，抗真菌薬，抗ウイルス薬を含有する
外用薬も多く使用されている。これらのことから，AMR
対策は病院内における抗菌薬の適正使用だけではなく，外
来診療および在宅医療で処方されるあらゆる剤形の抗微生
物薬の適正使用も併せて推進していく必要があり，地域医
療における抗菌薬適正使用および薬剤性耐性菌の出現抑制
のためにも，外来処方を扱う主に保険薬局の薬剤師も抗菌
薬適正使用を推進していく役割が求められる。そのような
中，2022年 4月より日本化学療法学会において，外来診
療に係る感染症や抗感染症薬（外用薬含む），AMRにつ
いて専門知識を有し，感染症治療の領域でその真価を発揮
できる認定薬剤師を輩出するべく，外来処方を扱う主に保
険薬局の薬剤師を対象とした外来抗感染症薬認定薬剤師制
度が立ち上げられた。本講演では外来抗感染症薬認定薬剤
師として地域医療，医療連携の観点から求められるもの，
またその職能を生かした取り組みについて述べる。
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シンポジウム 12 非結核性抗酸菌症 up-to-date

1．非結核性抗酸菌症の疫学―こんなに身近で
やっかいな感染症

𠮷田 志緒美 1,2

1結核予防会結核研究所抗酸菌部
2近畿中央呼吸器センター臨床研究センター
抗酸菌症は，結核菌やらい菌あるいは非結核性抗酸菌

（non-tuberculous mycobacteria；NTM）により引き起こ
された感染症である。自然界には 200種類以上の抗酸菌が
存在し，NTMの宿主域は，自然界の土壌，水系，ヒト生
活環境，動物種，ヒトと広範である。抗酸菌属は細胞寄生
菌であることから，宿主に取り込まれると永続的もしくは
半永続的に共生する。また，同じ菌種であっても，菌の蔓
延状況や宿主の進化的免疫背景の違いにより発症頻度は異
なる。そのため，発症リスクを最小限に抑えるには，「常
に持っている」前提で対応することが推奨される。地理的
な分布の違いによる発症の差がなぜ生じるのかについては
不明であるが，肺 NTM症は世界的に増加しており，日本
や米国のような結核罹患率の低い地域では，肺 NTM症の
罹患率はすでに肺結核の罹患率を上回っている。一方，結
核負担の高い地域では，肺 NTM症はまれである。この結
核菌と NTMのトレードオフは細菌学的な相互関係を示唆
しているかもしれない。最近のマイクロバイオーム研究か
ら，結核菌は肺内で単独で存在するのではなく，NTMを
初めとする多種の微生物の叢として宿主に適応あるいは影
響することがわかってきた。肺内微生物叢も薬剤の圧力等
によって絶え間ない生態学的淘汰が生じ，菌種比率の変動
が起こる。薬剤感受性結核の標準化学療法は長期に及ぶこ
とから，抗結核薬に抵抗性を持つ NTMが生残し，後発的
感染症の温床となりうると考えられている。一方，BPaL
や BPaLMといった耐性結核の短期治療レジメンは，高用
量の薬剤を投与するため，菌交代の可能性が高くなる。こ
の菌交代は，「抗菌薬レジストーム」を引き起こし，薬剤
の相互作用により NTMの抵抗性が進むとされている。今
回，感染症対策にかかわる幅広い分野の先生方に，抗酸菌
症疫学から取り巻く現状と課題について知っていただけれ
ば幸いである。

2．非結核性抗酸菌の遺伝子検査
金城 武士
琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学
非結核性抗酸菌（NTM）は現在約 200菌種が登録され
ているが，臨床的に重要な，Mycobacterium aviumとM. in-
tracellulareについては PCR法や TRC法による病原体診断
が可能である。これ以外の菌種については，培養陽性検体
の質量分析によって菌種同定するのが主流となっているが，
NTMは遺伝子相同性が高い近縁種が複数存在し，質量分
析では正確な菌種同定にいたらないことがある。また，同

一菌種でも亜種によって病原性や薬剤感受性が異なる菌種
があるが，質量分析では亜種レベルまでの正確な同定は難
しい。このような状況のなか，我々は大阪大学微生物病研
究所と共同で，MLST法を応用した迅速，正確な菌種同
定法を開発した。本手法を用いることで亜種レベルまでの
正確な同定が可能となり，また，新種の発見にも繋がって
いる。本講演では NTMの遺伝子検査について，我々の研
究成果を交えながら解説したい。

3．NTMの肺外感染症―臨床現場での診断と対応
大森 慶太郎
広島大学病院感染症科
非結核性抗酸菌症（NTM症）の患者は，世界的に増加
している。NTMの主な感染臓器は肺であり，経過観察の
みで増悪なく経過する症例もあれば，薬物治療に難渋し進
行性に悪化する症例まで多様な臨床像を呈する。完全治癒
にいたる症例は限られており，多くは慢性疾患としての経
過をたどる。一方で NTMは肺外臓器にも感染することが
あり，肺外 NTMは原則として診断後に治療が行われる。
肺 NTM症に比べて治療効果が得られる症例が多い印象で
あるが，症例数の少なさから，診断，治療，予後に関する
エビデンスは限られている。
当院で新たに NTM感染症と診断された 261例を解析し
た結果，90.4％が肺 NTM，9.6％が肺外 NTMであった。
肺外 NTM症は，肺 NTM症に比べ，年齢が若く（平均 53.4
歳 vs. 69.3歳），ステロイド使用や AIDS発症など免疫抑
制状態にある患者が多かった。また迅速発育菌群の割合も
肺外 NTMで有意に高かった（56.0％ vs. 5.5％）。感染部
位としては皮膚・軟部組織が最も多く（44％），次いで血
液（20％），腱鞘滑膜およびリンパ節（各 12％）であった
（J Infect Chemother. 2023；29：875-881）。さらに症例を
追加して免疫不全者 14例と免疫正常者 16例を比較検討し
たところ，皮膚感染症においては多発病変が免疫不全群に
多く（4例 vs. 0例），播種性の経過をとる傾向がみられた。
また NTM関連の死亡も多い傾向にあった（3例 vs. 0例）。
肺外 NTM症の診断には，本症を念頭において抗酸菌培
養を行う必要があることや，培養の感度も必ずしも高くな
いため，診断まで時間を要することも少なくない。治療に
ついても，デブリードマンなど外科的治療も必要なことも
多く，臓器別の専門家と感染症医もしくは抗菌薬適正使用
支援チームなどが連携して診療にあたる事が望ましい。肺
外 NTM症の診療と治療について，自験例を紹介し共有し
たい。

4．ここまで進歩した非結核性抗酸菌症の治療―
肺MAC症を中心に―

伊藤 明広
倉敷中央病院呼吸器内科
近年，基礎疾患を有さない中高年女性を中心に非結核性
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抗酸菌症（NTM症）の増加がみられている。NTMは 200
種類以上の菌種が存在し，国や地域により菌種の内訳や頻
度は異なる。日本では NTM症のうち約 90%程度をMyco-
bacterium avium complex（MAC）が占めると報告されて
おり，現在結核よりも NTM症による死亡患者が多くなっ
ているため，今後 NTMの多くを占める肺MAC症に対す
る対策が重要である。
肺MAC症の治療は，マクロライドを含めた多剤併用化
学療法が基本である。以前の国際ガイドライン，日本の肺
NTM症に対する化学療法の見解では，肺MAC症の治療
としてリファンピシン（RFP），エタンブトール（EB），
クラリスロマイシンやアジスロマイシン（AZM）に加え，
アミカシン（AMK）やストレプトマイシンなどのアミノ
グリコシドの使用を推奨していたが，患者ごとにどのよう
なレジメンで治療を行うかの目安はなかった。2020年に
ATS/ERS/ESCMID/IDSAから NTM症のマネージメン
トに関する国際ガイドラインが発刊され，その中で肺
MAC症の病型を大きく 3つに分けてそれぞれに対する治
療レジメンの推奨を行った。具体的には①空洞を伴わない
結節・気管支拡張型の患者に対して RFP＋EB＋AZMの 3
剤を週 3日投与，②空洞を伴う結節・気管支拡張型，線維
空洞型，高度の気管支拡張を伴う患者に対して RFP＋EB
＋AZMの 3剤連日投与に可能であれば AMK静注の併用
を行う，③標準治療を 6カ月以上行っても排菌陰性化を認
めない難治例に対しては RFP＋EB＋AZMに AMKをリ
ポソーム化した吸入製剤であるアリケイス吸入用懸濁液あ
るいは AMK静注のどちらかを併用する，とした。2023
年 6月，日本でも国際ガイドラインにならい日本結核・非
結核性抗酸菌症学会と日本呼吸器学会から成人肺 NTM症
化学療法に関する見解が発表された。これにより日本でも
肺MAC症の治療が世界水準で行えるようになった。
本講演では，現在までのエビデンスをもとにより良い肺
MAC症治療について考えてみたい。

5．肺非結核性抗酸菌症における慢性肺アスペル
ギルス症の合併

髙園 貴弘 1,2

1長崎大学病院呼吸器内科
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学
肺非結核性抗酸菌症（Non-tuberculosis mycobacteria

（NTM）症）では，その経過中にさまざまな合併症を来し
得る。呼吸器疾患としては気管支拡張症やそれに伴う一般
細菌の感染である。他にも，特発性胸膜肺実質線維弾性症
（PPFE）のような肺の線維化を来す場合もある。これら
の中でも，感染症として，特に治療に難渋するのが，慢性
肺アスペルギルス症（Chronic pulmonary aspergillosis
（CPA））の合併である。これまで本邦では，CPAの基礎
疾患として肺結核後遺症が多かったが，近年は結核罹患率
低下と NTM罹患率増加も相まって，CPAの原因疾患と

しても NTM症が逆転しつつある。結核後遺症とは異なり，
NTM症の場合，アクティブな感染が併発していることも
あり，その予後は非常に不良である。NTM症の中では，
特に線維空洞型，ステロイド併用例，COPD合併例，M. in-
tracellulare感染では CPA合併率が高いとも報告されてい
る。CPA合併は，NTM症の予後規定因子であることが
国内外から報告されており，CPAの発症を早期に的確に
診断し，治療を導入することが重要である。当教室では，
NTM症における CPAの合併について，多施設共同研究，
リアルワールドデータベース研究を実施し，そのリスク因
子や予後への影響について明らかにしてきた。また，NTM
とアスペルギルスの菌種間相互作用，共感染の動物モデル
に関する基礎的な検討を行っており，両菌種が相互的に定
着・発育に有利な状況を生み出している可能性が示唆され
ている。本シンポジウムでは臨床的・基礎的側面から CPA
合併 NTMについてアプローチしたい。

シンポジウム 13 サイトメガロウイルス感染症：進
化する診断と治療の最前線

1．先天性サイトメガロウイルス感染：診療の進
歩と今後の課題

森内 浩幸
長崎大学高度感染症研究センター
サイトメガロウイルス（CMV）は，多くの国・地域に
おいて最も深刻な先天性感染を引き起こす。国内では 30%
強の妊婦は未感染であり，そのうち数%は妊娠中に初感染
すると推測され，その場合 30～50%の確率で胎内感染が
起こる。既感染妊婦の再感染や再活性化から胎内感染が起
こる確率は低いものの，再感染そのものが非常に多いため
に，結果として胎内感染に繋がる。こうして 0.31%の児は
胎内感染して生まれるが，出生時に何らかの異常が認めら
れるのは約 2割である。しかし不顕性児の 10数%は遅発
性に発症するため，全出生の千人に一人は先天性 CMV感
染のためにトラブルを来すことになる。
近年，診断のための尿中 CMV核酸増幅検査や症候性感
染に対するバルガンシクロビル療法が保険適用下で使える
ようになったことを受けて，診療ガイドラインが作成され
た。重要なことは，（1）症状や抗体検査結果から妊婦の初
感染が疑われる場合，（2）胎児エコーで先天性感染を示唆
する所見があった場合，（3）新生児の理学的所見で先天性
感染を疑う所見があった場合，そして（4）新生児聴覚ス
クリーニングで referとなった場合には，必ず生後 21日
以内の尿検体を用いて CMV核酸増幅検査を行い，もし陽
性であれば速やかに血液検査・眼底検査・聴力検査・頭部
画像検査を実施して抗ウイルス療法適応の是非を判断し，
適応があれば生後 60日以内に治療を開始し 6カ月続ける。
そして治療の有無に関わらず，感染児の発達と聴力のフォ
ローを続ける。
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それでもなお抗ウイルス療法の適応がある先天性感染児
の多くが診断されていないのが現実である。見逃し例をな
くすためには，全ての新生児をスクリーニングすることが
望ましく，現在新生児尿を用いたスクリーニングキットが
開発され，自費診療として徐々に浸透している。また遅発
性難聴児への抗ウイルス療法の有効性・安全性を調べる臨
床治験が開始されている。

2．サイトメガロウイルス感染症：進化する診断
と治療の最前線

竹中 克斗
愛媛大学大学院医学系研究科血液・免疫・感染症内科
サイトメガロウイルス（CMV）は，ヘルペスウイルス

科に属する 2本鎖 DNAウイルスで，通常，幼少期に不顕
性感染の形で感染し，生涯，体内に潜伏感染の状態で存在
し，免疫不全状態でウイルスが再活性化し，様々な病態を
引き起こす。IgG抗体保有率で見ると，ほとんどの日本人
が CMVに感染しているが，経時的に抗体保有率は低下傾
向にある。CMVの再活性化は，臓器移植後，造血細胞移
植後の CMV感染症のリスクとなっており，とくに造血細
胞移植後の CMV肺炎は致死率が高く，多くの対策がなさ
れてきた。最近では，B細胞リンパ腫，多発性骨髄腫など
のリンパ球を強く抑制する治療や，キメラ抗原受容体 T
細胞治療後，また，膠原病に対する免疫抑制療法後など，
多様な疾患を背景に再活性化がみられる。CMVは再活性
化しても，すべての症例で CMV感染症を発症するわけで
はない。一定レベル以上にウイルスが増加すると感染症を
発症するため，移植後では，CMVウイルス量を CMV抗
原血症検査，標準化定量 PCR法で定期的にモニタリング
し，CMV再活性化を検出した段階で，CMV感染症を発
症する前に抗ウイルス薬を投与する先制治療が一般的であ
る。また，近年では，予防薬として新規抗ウイルス薬レテ
ルモビルが登場し，移植後の CMVマネジメントは，先制
治療から予防治療に移行しつつある。CMV感染症として
は，肺炎，胃腸炎，網膜炎，肝炎，脳炎が知られている。
診断にあたっては，血液中のウイルスの検出に加えて，侵
襲臓器の CMVの証明が必要である。移植後は，CMV肺
炎はほぼ抑制されており，相対的に CMV腸炎が増加して
いる。治療薬として抗ウイルス薬は，注射薬のガンシクロ
ビル，ホスカルネットと，ガンシクロビルの経口薬である
バルガンシクロビルの 3剤が用いられる。既存の抗ウイル
ス薬に抵抗性になった場合も，新規抗ウイルス薬マリバビ
ルが登場し，新たな治療選択肢となっている。

3．TDMを活用した抗 CMV薬の適正使用
片田 佳希
京都大学医学部附属病院薬剤部
サイトメガロウイルス（CMV）感染症は，造血幹細胞

移植や固形臓器移植を受けた免疫不全患者において重篤な

合併症を引き起こしうる疾患であり，治療および予防の両
面において抗 CMV薬の適正使用が極めて重要である。現
在，本邦ではガンシクロビル，バルガンシクロビル，ホス
カルネット，レテルモビル，マリバビルといった複数の抗
CMV薬が使用可能であるが，薬物動態の個人差や副作用
リスクの管理が依然として課題となっている。特にガンシ
クロビルおよびバルガンシクロビルは骨髄抑制や腎障害の
発現頻度が高く，これらの副作用を回避しつつ有効性を最
大化するためには，治療薬物モニタリング（TDM）の活
用が有用と考えられている。
京都大学医学部附属病院（当院）では，特定薬剤治療管
理料の対象外ではあるが，ガンシクロビルおよびバルガン
シクロビルに加えて，レテルモビルやマリバビルに対して
も TDMを導入し，血中濃度に基づいた個別投与設計を実
施している。また一部の症例では，ガンシクロビルおよび
バルガンシクロビル投与患者に対して，ガンシクロビル三
リン酸の脱リン酸化酵素である Nudix hydrolase 15
（NUDT15）のファーマコゲノミクス（PGx）検査を併用
し，遺伝子多型検査に基づくより精密な個別投与設計を目
指している。
本シンポジウムでは，当院の肺移植領域での TDMおよ

び PGx検査を活用した抗 CMV薬の適正使用の実践例を
紹介し，個別化医療の観点から今後の CMV感染症治療お
よび予防戦略の展望について考察する。

4．サイトメガロウイルスのワクチン開発の現状
と課題

佐藤 好隆
名古屋大学大学院医学系研究科ウイルス学
サイトメガロウイルス（CMV）は母子感染を起こすウ
イルスであり，妊娠中に胎児が CMVに曝露されると先天
性 CMV感染症を生じる。この先天性 CMV感染症は，
300～1,000人に 1人程度に発生し，非常に頻度の高い先天
性疾患である。胎児への CMV感染は流早産の原因となる
ことに加え，出生した児に低出生体重，小頭症，難聴など
の多様な症状を引き起こす場合がある。症候性の先天性感
染児には抗ウイルス薬の投与が行われるが，十分な治療効
果が得られておらず，ワクチンが最も必要な感染症のひと
つである。また，先天性感染のみならず，免疫抑制状態に
ある移植患者でも CMV感染症は深刻な影響を与える場合
も多い。
現在，承認された CMVワクチンは存在しないが，有望
な候補が臨床試験中であり，CMVワクチンの実用化は目
前に迫っている。本発表では私達が開発を進めている
CMVワクチンも含めて，CMVワクチンの開発の現状と
その課題について紹介したい。
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スポンサードシンポジウム 4（新薬シンポジウム）
新しい肺炎球菌ワクチン キャップバックスⓇの使い
方―肺炎球菌ワクチン，さらにその先へ―

1．小児における肺炎球菌結合型ワクチンの普及
と血清型置換

西 順一郎
鹿児島大学
小児の肺炎球菌ワクチンは，2010年の 7価肺炎球菌結
合型ワクチン（PCV7）導入で始まり，2012年には 5歳未
満の侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）の罹患率は 55%減少
した。2013年 4月に 5歳未満を対象とした定期接種とな
り，同年 11月 PCV13に置き換えられたが，IPD原因菌
の血清型がワクチン含有型から非含有型に変化する「血清
型置換」が進み，その後は IPD罹患率が減少せず，COVID-
19対策で一時的に半減したものの，2024年には再増加し
ている。
小児 IPD原因菌の中で PCV13含有型による IPDは数%
に低下し，PCV13の有効性は高い。一方，進行する血清
型置換に対して，PCVの含有血清型数を増やすワクチン
戦略が進み，2024年 4月に PCV15，同年 10月に PCV20
が定期接種となった。2024年の IPD原因菌の血清型は，
PCV15含有型が 19.0%，PCV20含有型が 32.8%を占め，
IPDのさらなる減少が期待されている。
成人に承認された PCV21（キャップバックス）は，ワ

クチン非含有型を多く含むため，2024年の小児 IPD原因
菌の 69.0%を占めている。しかし，PCV21は PCV7含有
血清型を含んでおらず，PCV21の小児への導入はビルレ
ンスの高い PCV7含有血清型による IPDの再増加につな
がりかねず，健常小児に適応拡大すべきではないと考える。
肺炎球菌の鼻咽腔保菌率は成人では約 10％だが，乳幼

児では 20～40%，集団保育児では 90%と高い。したがっ
て，成人の肺炎球菌感染症の多くは，小児からの伝播によっ
て起こるとされており，成人 IPD原因菌の血清型は，小
児での PCV普及の影響を間接的に受ける。小児と成人の
肺炎球菌感染症のそれぞれの特性に応じたワクチン戦略が
今後望まれる。

2．知っておきたい成人の肺炎球菌感染症，最新
の血清型分布を中心に

森本 浩之輔
長崎大学熱帯医学研究所呼吸器ワクチン疫学分野
肺炎球菌感染症は，高齢者において特に重要であり，肺
炎球菌性肺炎の発生と死亡者数は 65歳以上で急増し加齢
と共に増加すると報告されている。肺炎球菌結合型ワクチ
ン（PCV）が小児の予防接種プログラムに導入された 2013
年以降，その間接効果により，成人における肺炎球菌感染
症の血清型分布には経時的に変化がみられる。そのため，
特にハイリスクの高齢者に対する肺炎球菌ワクチンの接種

の方針は，変化し続ける血清型分布を評価し慎重に検討す
る必要がある。本講演では，肺炎球菌感染症による疾病負
担と最新の疫学情報を紹介し，これからの成人における肺
炎球菌感染症の予防に如何に向き合うべきかを考えてみた
い。

3．肺炎球菌予防は新しい時代へ，キャップバッ
クスⓇ（PCV21）への期待

迎 寛
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科呼吸器内科学分野（第
二内科）
65歳の者及び 60歳以上 65歳未満で日常生活が極度に
制限される程度の基礎疾患を有する者を対象とした肺炎球
菌ワクチンの定期接種率を高めるため積極的に接種勧奨す
ることが重要であるが，その定期接種率は 40%未満であ
る状況が続いている。一方，本年 8月 8日に初めて成人に
特化して開発された 21価肺炎球菌結合型ワクチン（製品
名：キャップバックス）が承認され，ワクチン未接種また
は既接種者に対する積極的な肺炎球菌による肺炎予防の観
点から，任意接種におけるこのワクチンの活用の期待が高
まっている。本講演では，この 21価肺炎球菌結合型ワク
チン（製品名：キャップバックス）の臨床試験および特徴
を紹介し，本邦においてどのように用いていくべきかを考
えてみたい。

4．ハイリスク者への肺炎球菌ワクチン Up to
Date

山本 和子
琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学
講座（第一内科）
肺炎球菌感染症は依然として世界的に重要な感染症であ
り，わが国においても高齢者だけでなく，基礎疾患を有す
る若年から中年層において重症化リスクが高いことが明ら
かとなっている。高齢者の定期接種に用いられている肺炎
球菌莢膜多糖体ワクチン PPSV23と比し免疫原性の面で
優れた選択肢となる肺炎球菌結合型ワクチン（PCV）の
開発が進み，2024年に 20価結合型ワクチン（PCV20，プ
レベナー 20），2025年には 21価結合型ワクチン（PCV21，
キャップバックス）が承認され，65歳未満のハイリスク
成人に対しても新たな予防戦略が可能となった。侵襲性肺
炎球菌感染症（IPD）の 25％が 5～64歳に発症し，その
約 6割が糖尿病，慢性心疾患，慢性肺疾患，腎疾患，肝疾
患，悪性腫瘍，免疫抑制療法などの基礎疾患を有している。
特に 50～64歳では IPDの罹患率が若年成人の約 5倍に達
し，予後不良因子を併存する例も少なくない。しかしなが
ら，国内調査によれば 15～64歳の IPD患者におけるワク
チン接種歴は依然として 2～3％に留まり，任意接種の低
さが最大の課題である。
もう一つの課題として，小児に導入された PCVの定期
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接種が成人の IPD罹患率や血清型分布に大きな影響を及
ぼし，ワクチン血清型による IPDが減少する一方で，成
人では非ワクチン血清型による肺炎球菌感染症の比率が増
加する血清型の置換が進行し，この“間接効果”を踏まえ
たワクチン戦略の最適化が重要となっている。PCV21は
PPSV23にカバーされていない 9血清型を含み，より成人
IPD予防に特化した血清型を網羅する新しいワクチンであ
る。
本講演では，PCV21を中心とした最新の臨床試験成績
と国際的ガイドラインの動向を紹介するとともに，基礎疾
患別のリスク層別化に応じた啓発活動，さらに診療科横断
的連携や多職種関与による予防の重要性に関する具体的な
コミュニケーション内容について議論し，ハイリスク者へ
の肺炎球菌ワクチンの更なる展開を展望する。

日本呼吸器学会 合同シンポジウム 超高齢者に対す
るワクチン接種勧奨

1．ストップ! 肺炎による啓発活動の重要性
岩永 直樹
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科呼吸器内科学分野
日本呼吸器学会より 2024年に改訂された成人肺炎診療
ガイドラインを受けて，同学会が監修する多職種連携型教
育資材「ストップ！肺炎_医療従事者版」も大幅な改訂が
行われた。本資材は，肺炎予防の実践的啓発を目的に，医
療・介護分野の現場で活用されてきたものであり，予防医
療における実用的ツールとして高く評価されている。
今回の改訂では，ガイドラインの要点を簡潔に反映しつ
つ，高齢者肺炎の予防において特に重要とされるワクチン
接種（肺炎球菌ワクチンおよびインフルエンザワクチン），
栄養状態の適切な評価と支援，ならびに口腔ケアの重要性
に関する最新のエビデンスを加味した情報が網羅されてい
る。さらに，COVID-19の流行によって再認識された感染
対策およびワクチン接種の位置づけについても加筆された
ことで，現行の感染症対策の実情に即した内容へと進化し
た。
日本は世界に先駆けて超高齢社会に突入しており，肺炎
は依然として高齢者における主要な死亡要因の一つである。
高齢者肺炎では，倦怠感や食欲不振，意識変容，転びやす
いといった非典型的症状を呈することが多く，医療・介護
従事者による初期対応の質が重症化予防の鍵となる。本資
材では，高齢者肺炎における早期発見と多職種連携による
介入を実現するための実践的知識が体系的に整理されてお
り，在宅医療や地域包括ケアに従事する医師・看護師・介
護職等にとって極めて有用な内容となっている。
本改訂は，単なる内容更新にとどまらず，「予防」「見逃
さない」「多職種で支える」という，肺炎対策の新たなス
タンダードを提示する意義を有する。今後，本資材が地域
の臨床現場で広く活用されることで，高齢者肺炎に起因す

る医療的・社会的負担の軽減に資することが期待される。

2．肺炎球菌ワクチンの接種率向上を目指して
山本 和子
琉球大学大学院医学研究科
肺炎球菌感染症は世界的に重要な感染症であり，65歳
以上の高齢者における罹患率と重症化リスクはきわめて高
い。高齢者では加齢に伴う免疫機能低下や多様な基礎疾患，
フレイルを背景に肺炎球菌性肺炎や侵襲性肺炎球菌感染症
（IPD）を発症しやすく，その多くは入院や死亡に直結す
る。2014年以降，65歳以上を対象に 23価肺炎球菌莢膜多
糖体ワクチン（PPSV23）が定期接種として導入されたが，
接種率は 40％未満に留まった。一方，小児に導入された
肺炎球菌結合型ワクチン（PCV）の定期接種は，成人 IPD
の血清型分布にも影響を与えた。ワクチン型血清型が減少
したが，非ワクチン型が増加する「間接効果」が顕著となっ
た。近年，PCV15，PCV20，PCV21といった新しい結合
型ワクチンが相次いで承認され，免疫原性の高さと血清型
カバー範囲の拡大により，高齢者肺炎予防における役割が
大きく期待されている。2025年 9月 30日に改訂された「65
歳以上の成人に対する肺炎球菌ワクチン接種の考え方 第
7版」では，65歳以上の成人に対し PCVを基本とした接
種が推奨されている。具体的には，定期接種対象である 65
歳の者以外の高齢者は PCV20または PCV21の単回接種，
あるいは PCV15と PPSV23の連続接種が選択肢とされる。
これらの方針は，免疫応答の持続性や広範な血清型カバー
を重視したものであり，高齢者に対する肺炎球菌ワクチン
戦略の転換点を示している。今後の課題は，接種率の実効
的な向上である。自治体補助制度，学会の積極的推奨，他
ワクチンとの同時接種の推進，多職種連携などが不可欠で
あるが，さらに重要な点はかかりつけ医による推奨と高齢
者のワクチンの重要性の理解である。本講演では，「65歳
以上の成人に対する肺炎球菌ワクチン接種の考え方 第 7
版」の改訂内容を概説し PCVの位置付けを確認するとと
もに，日本呼吸器学会・日本感染症学会による学会横断的
な肺炎球菌ワクチン接種啓発プロジェクトを紹介する。

3．予防接種におけるライフコースアプローチ
神谷 元
三重大学大学院医学系研究科
ライフコースアプローチ（life course approach）は，人
の一生を通じて起こる出来事・環境・行動が「連鎖」して
健康や社会的成果を形づくるという見方にもとづき，介入
や支援を「その時々の年齢だけ」ではなく前後のつながり
まで含めて設計する考え方で，「年齢ごとの個別対策」を
並べるだけでなく，前後の因果の道すじを踏まえて，次の
段階に有利になるよう連結設計する点が特徴である。これ
まで，予防接種は主に乳幼児を中心に考えられてきたが，
長寿化，新規高齢者ワクチンの開発，新型コロナウイルス
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感染症で顕在化した社会的防御の必要性を背景に，予防接
種のライフコースアプローチは国際的に普及が進む。イン
フルエンザ，肺炎球菌，新型コロナウイルス感染症，RSV，
百日咳等の呼吸器関連ワクチンを中心に，効果・安全性・
同時接種・追加接種のエビデンス，課題等について整理し，
「超高齢者への予防接種」を踏まえ，ライフコースアプロー
チの視点から，超高齢者本人の重症化予防と慢性呼吸器疾
患の増悪抑制，さらに地域全体の呼吸器ヘルス向上を両立
させる実装戦略について，皆様と検討したい。

4．透析患者における肺炎球菌ワクチン接種の現
状と普及に向けた工夫

吉藤 歩
慶應義塾大学医学部感染症学/腎臓内分泌代謝内科
透析患者は免疫機能の低下により，感染症に罹患しやす
く，重症化しやすい。実際，慢性透析療法の現況報告では，
感染症が慢性維持透析患者ならびに新規導入患者の死亡原
因として最も多く，その中でも肺炎が最も頻度の高い致死
的感染症であることが示されている。肺炎球菌は透析患者
の肺炎における主要な原因菌の一つであり，肺炎球菌ワク
チンによる予防の重要性は極めて高い。
日本透析医会が発行する「透析施設における標準的な透
析操作と感染予防に関するガイドライン（六訂版）」では，
「全透析患者に肺炎球菌ワクチン接種を推奨する（Level
2B）」と明記されている。近年のシステマティックレビュー
では，肺炎による死亡を減少させるエビデンスは乏しい一
方で，心血管死亡および全死亡率の低下に関連する可能性
が示唆されており，心血管疾患の高リスク群である透析患
者にとって，ワクチン接種は多面的な意義を持つ。
また，透析患者は腎機能障害により高度な日常生活制限
を有することから，定期接種の対象年齢が 65歳以上では
なく 60歳以上とされているが，実際の接種率は依然とし
て低調である。さらに，ワクチンの種類や接種スケジュー
ルにおいても，多糖体ワクチンの 5年毎の接種や結合型ワ
クチンとの併用接種は十分に普及していない。
私たちは，こうした背景を踏まえ，透析患者へのワクチ
ン接種の促進を目指し，患者向けに視認性の高いリーフ
レットを作成し，透析中や外来の場面で活用しながら情報
提供を行っている。また，患者と日常的に関わる多職種と
の連携を図り，患者の接種に対する不安や疑問に寄り添う
姿勢を大切にしながら，納得や接種への前向きな姿勢につ
ながる工夫を行っている。
本演題では，透析患者における肺炎球菌ワクチン接種の
現状と課題を整理し，情報提供ツールとしてのリーフレッ
トの活用法と，多職種協働による接種支援の具体的な取り
組みについて紹介する。

日本感染症学会•日本環境感染学会 合同シンポジウ
ム 災害時の感染対策の課題～それぞれの立場から～

1．災害時の感染対策の課題 市中病院での備え
古宮 伸洋
日本赤十字社和歌山医療センター
近年，医療や福祉の現場では，自然災害や新興感染症へ
の備えとして BCPの策定が進められている。特に福祉施
設では，BCPが未策定の場合に介護報酬の減算に直結す
るため，急速に普及している。一方，医療機関においては，
災害拠点病院など一部の施設では指定要件として策定が求
められているものの，全体としては十分に浸透していると
は言い難い。
地震など自然災害に備えた BCPの必要性と有用性は広
く理解されているが，感染症対策の観点からみると必ずし
も十分ではない。一般に BCPは突発的事態に直面した際
に混乱なく初動対応できるよう策定されるが，初期対応に
重点が置かれやすく，以降の時期については十分検討され
ていない場合がある。また，自然災害を想定した BCPで
は生命に直結する緊急対応が優先され，感染症流行の想定
が乏しい傾向がある。逆に新興感染症を想定した BCPで
は，ライフライン障害など災害後に起こりうる事態が十分
に考慮されていないことが多い。感染症対策向上加算を取
得している医療機関などは地域の感染症対策を支援する役
割を期待されるが，避難所支援までの想定はされていない。
災害後の感染症流行は，不衛生な環境に関連して発生す
ることが多く，急性期からの対応が重要である。したがっ
て，自然災害用 BCPと新興感染症用 BCPをそれぞれ策定
した上で，その有効な部分を相互に応用していくこと，不
足分を確認することが重要である。一般に災害用 BCPは
災害医療担当者が，新興感染症用 BCPは感染管理担当者
が策定することが多いため，両者が連携し，共通理解のも
とで備えを進めていく必要がある。

2．災害時の感染対策の課題 看護師の立場から
寺坂 陽子
長崎大学病院感染制御教育センター
新型コロナウイルス感染症の流行や度重なる自然災害の
経験から，医療施設には不測の事態においても役割・機能
を維持できる体制整備が求められている。具体的には，事
業継続計画（Business Continuity Plan，BCP）を作成し，
体制の整備，物資の備蓄，研修や訓練の実施等が必要であ
る。一方で，新興感染症のまん延や大規模自然災害発生時
には多方面からの協力支援体制が不可欠である。新興感染
症に関しては，改正感染症法や第 8次医療計画に基づき，
新興感染症対応に係る医療措置協定の締結が進められてい
る。また大規模自然災害では，避難施設等における感染対
策を支援するために，感染制御の実務経験者により編成さ
れる災害時感染制御支援チーム（Disaster Infection Con-
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trol Team, DICT）による活動がある。DICTは東日本大
震災を契機に発足した日本環境感染学会の職能集団であり，
2024年 1月の能登半島地震の活動経験を踏まえ，新たに
厚生労働省委託事業としての活動が開始されることとなっ
た。当院は，基幹災害拠点病院および第一種感染症指定医
療機関に指定されており，院内の災害対応力を高めるとと
もに，地域の医療従事者への教育を通じて，地域全体の災
害への対応力の充実と強化を目指す役割を担っている。こ
こでは，感染制御の役割を担う看護師の立場から，熊本地
震，能登半島地震，また新型コロナウイルス感染症対応の
経験を振り返り，今後の災害時の感染対策に求められる看
護師の役割や課題を検討する。

3．薬剤師が関わる災害時の感染対策―BCPの策
定や災害支援での実例―

酒井 義朗 1，樋口 恭子 1，三浦 美穂 2，渡邊 浩 2

1久留米大学病院薬剤部
2久留米大学病院感染制御部
災害とは，地震や台風，豪雨，洪水などの自然現象や，
火災・事故などの人為的要因によって，人々の生命や健康，
生活基盤に重大な被害をもたらす。日本は自然災害の多い
国であり，災害発生時には医療体制や物資供給が制限され，
避難所や仮設住宅では衛生環境の悪化や集団生活により感
染症の発生・拡大リスクが高まる可能性がある。こうした
状況で薬剤師は，医薬品の確保と適正使用の維持，感染対
策資材の管理と分配，避難所での感染対策の啓発，基礎疾
患を持つ被災者への薬物療法継続支援など，多面的な役割
を担うことが必要となる。特に抗菌薬については耐性菌出
現を抑制するため，限られた資源の中で適正使用を維持す
ることが求められ，災害時にも薬剤耐性（AMR）対策の
推進を心がけることが重要である。
さらに，これらの活動を確実に行うためには，平時から
の BCP（事業継続計画）の策定と運用のための準備が必
要である。BCPは，災害発生時においても医療機関や薬
剤部がその機能を維持し，必要な医薬品・資材を供給し続
けられるようにする計画であり，薬剤師はその立案と実行
に関わる必要がある。BCP作成においても感染担当の薬
剤師は関わる必要がある。具体的には，災害時に優先的に
使用すべき医薬品（特に抗微生物薬）リストの整備，在庫
の適正管理，代替薬の検討，通信手段や情報共有体制の維
持が含まれる。
本シンポジウムでは，過去の災害対応の経験や薬剤師の
活動事例を振り返りながら，災害時に直面する感染対策上
の課題を整理するとともに，薬剤師の役割と BCPの重要
性について講演予定である。

4．能登地震被災地での感染対策と COVID-19対
応からの教訓―DICT隊員医師としての立場
から―

串間 尚子
福岡大学筑紫病院感染制御部呼吸器内科
人々が「災害」を認識するのは，日常の生活基盤が突然
失われたときである。COVID-19のパンデミックもまた，
感染症が災害規模の脅威となり得るという事実を突きつけ
た。さらに，2024年 1月 1日 16時 10分，石川県能登半
島における最大震度 7を記録した地震では，建物の倒壊や
断水・停電が長期化するなど甚大な被害が生じ，多数の避
難所が設置された。ライフラインが途絶した中で避難所で
は人が密集するという過酷な環境は，災害時に感染症が拡
大しやすい典型的な状況を浮き彫りにした。私自身，災害
時 感 染 制 御 支 援 チ ー ム（Disaster Infection Control
Team：DICT）の隊員として，能登半島地震に際し石川
県で活動する機会を得た。現地では断水が長期間続く中，
避難所のトイレや手洗い場の確保，換気やゾーニングの工
夫，消毒の徹底を支援し，インフルエンザ，COVID-19，
ノロウイルスの流行予防に努めた。DICTは医師・看護
師・薬剤師・感染管理認定看護師・臨床検査技師など多職
種で構成され，災害時のこうした極限状況下で生存環境を
守り維持するための支援チームであるが，概ね 72時間ご
とに隊員が入れ替わる中で共有する情報の質を維持しつつ，
ロジスティクスの役割も職種を越えて担わざるを得なかっ
た経験から，感染対策は医療の一部にとどまらず，被災者
の生活全体を支える基盤であると痛感した。本シンポジウ
ムでは，DICTの活動概要と現場での具体的経験を共有し，
医師の立場から課題と今後の展望について論じる。能登地
震での活動と COVID-19への対応から得られた教訓を共
有し，平時からの BCP（事業継続計画）への組み込みや
多職種・多機関連携の推進が不可欠であることを強調した
い。

JaSAジョイントシンポジウム（JaSA：日本感染症
学会，日本救急医学会，日本集中治療医学会） 救急•
集中治療で遭遇する重症感染症

1．劇症型溶血性レンサ球菌感染症に対する集中
治療と課題

関野 元裕
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科麻酔集中治療医学分野
劇症型溶血性レンサ球菌感染症（Streptococcal toxic

shock syndrome：STSS）は，主に A群溶血性レンサ球
菌から産生される外毒素によって，急激な循環不全，呼吸
不全，腎不全などの多臓器不全を来す疾患で，死亡率は約
40％と報告されている。本邦では 2023年以降，STSS報
告数が増加傾向にあることに加え，50歳未満の症例にお
ける死亡割合が急増し，社会的な問題となっている。
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予後改善には早期診断と迅速な治療介入が不可欠である。
治療の主軸は，ペニシリン系抗菌薬と毒素産生抑制作用を
有するクリンダマイシンの併用投与，および壊死性軟部組
織感染症に対する外科的デブリードマンである。また，毒
素中和を目的とした静注用免疫グロブリン投与も補助療法
として行われる。
一方，STSSの死亡症例は発症から数日以内に致死的経
過を辿ることが多く，急性期における臓器不全へ適切な集
中治療を行うことができるかどうかが患者予後に大きな影
響を与える。敗血症性ショックに対する循環管理，急性呼
吸窮迫症候群に対する肺保護換気戦略，急性腎障害に対す
る血液浄化療法などに加え，近年では致死的循環不全およ
び呼吸不全に対する膜型人工肺の有用性にも注目が集まっ
ている。また，救命後における，四肢切断による機能喪失，
臓器機能障害の残存，集中治療後症候群（post intensive
care syndrome：PICS）といった後遺症への対応が重要な
課題となる。
STSSの治療においては，早期診断および集中治療によ

り致死的病態からの早期離脱を目指すと同時に，救命後の
社会復帰を見据えた介入を行う必要がある。これには感染
症医，救急医，集中治療医はもとより，看護師，理学療法
士，臨床工学技師など，患者と関わる全ての医療スタッフ
による連携体制の構築が求められる。

2．侵襲性真菌感染に対する ICU診療の現状と今
後の展望：単施設疫学と重症例を通じて

小松 聖史，山下 千鶴，川治 崇泰，早川 聖子，
原 嘉孝，栗山 直英，中村 智之
藤田医科大学医学部麻酔・集中治療医学講座
集中治療領域における真菌感染症は，診断の困難さと治
療開始の遅れ，高い致死率を伴う重大な合併症である。特
に人工呼吸管理，ステロイド，免疫抑制薬の使用といった
ICU特有の侵襲的治療環境は，侵襲性真菌感染のリスク
を著しく高める。従来 ICUではカンジダ属による真菌感
染症が中心であったが，COVID-19パンデミック以降は他
の重症真菌感染症に遭遇することが多くなってきた。当院
では年間約 1,400件の ICU入室があり，2020年 7月から
2024年 12月までの期間にアスペルギルス感染症を 27例
経験した。うち 8例は入室前に診断されていたが，19例
は ICU在室中に新規発症し，その過半数にあたる 11例が
死亡している。また，COVID-19関連肺炎に伴うアスペル
ギルス感染（CAPA：COVID-19-associated pulmonary as-
pergillosis）は近年注目されており，当院でも 44例の
COVID-19関連 ICU入室のうち 5例（11.4%）に CAPA
を認めた。こうした疫学的背景は，重症呼吸不全と真菌感
染の密接な関連性を示している。本発表では，これらの疫
学データに加え，COVID-19罹患後に発症した播種性ムー
コル症の 1例も紹介する。症例は糖尿病と免疫抑制療法を
背景に有していた。経過中，β -Dグルカンは一度も陽性化

しなかったが，入室 17日目に真菌感染を疑い，ミカファ
ンギンを開始した。しかし治療の甲斐なく 30日目に死亡
した。剖検では多臓器に血栓を認め，Rhizopus microsporus
による播種性感染と診断された。肺や腎など多臓器の血管
内にムーコルの浸潤が確認され，強い血管侵襲性を示す典
型例であった。ICUにおける真菌感染症対応には，診断
確定前に治療を開始する判断力と，適正使用を前提とした
治療戦略の両立が求められる。新たな抗真菌薬の登場によ
り治療選択肢は広がりつつあるが，真に必要な症例を見極
める視点がますます重要となる。本セッションでは，当院
の実例をもとに，集中治療における真菌感染の実態と課題，
そして今後の展望について報告する。

3．重症患者における人工物関連感染症：実症例
に学ぶ診断と治療のポイント

宮本 恭兵
和歌山県立医科大学救急集中治療医学講座
集中治療領域においては，中心静脈カテーテルや人工呼
吸器，体外循環装置など，さまざまな医療器具・人工物の
使用が避けられない。一方で，これら人工物は感染症のリ
スクを高め，治療を複雑化させる要因ともなりうる。本講
演では，実際に経験した ICU症例をもとに，中心ライン
関連血流感染症（CLABSI），人工呼吸器関連肺炎（VAP），
体外式膜型人工肺（ECMO）関連感染など，人工物に関
連した重症感染症の診断・治療・感染対策の実際を解説す
る。画像や微生物検査，治療経過などを交えて，現場での
判断の難しさや工夫について共有したい。あわせて，最新
のガイドラインやエビデンスも紹介し，日常の臨床に役立
つ知見を提供することを目的とする。

4．重症急性膵炎における感染症治療―救急医・
集中治療医・感染症医の連携―

蛯原 健，中島 一，南 健介，清水 健太郎，織田 順
大阪大学医学部附属病院高度救命救急センター
重症急性膵炎の初期は，非感染性の全身性炎症反応が病
態の主体であるが，経過中に各種臓器障害や感染性合併症
を生じることが多い。重症急性膵炎の臨床経過は非常に多
彩であり，個々の症例に応じたきめ細やかな治療戦略が求
められる。今回，当救命救急センターで経験した 2例を通
じて，重症急性膵炎における感染症治療の実際と課題を検
討する。
症例 1は 42歳男性。副甲状腺機能亢進症に伴う高 Ca
血症が誘引と考えられた重症急性膵炎。膵全体に壊死を認
めWalled-Off Necrosis（WON）を形成した。WONは胃
後面から腸管膜内へ広範囲に及んだ。経胃的ドレナージ，
内視鏡的ネクロゼクトミー，経皮的ドレナージに加え長期
にわたる抗菌薬治療を要した。本症例を通じて，感染性
WONを含む感染巣の多角的な管理について考察する。
症例 2は 70歳女性。胆石に伴う重症急性膵炎。ERCP
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によるドレナージに加え，人工呼吸管理，持続緩徐式血液
濾過透析などの集中治療管理により病状は改善し，第 18
病日に抜管した。第 22病日に撮像した CTにて，上腹部
を中心に広範囲にガス像を伴う膿瘍がみられたため，開腹
ドレナージ術を実施した。膿汁培養から Clostridium bu-
tyricumを検出した。本症例ではプロバイオティクスとし
て Clostridium butyricum含有製剤を使用していたため，腹
腔内膿瘍の発症との関連が疑われた。本症例を通じて，重
症急性膵炎におけるプロバイオティクス使用の適応とリス
クについて考察する。
重症急性膵炎の診療には，全身管理に加え，感染症の評
価と治療が不可欠であり，救急医・集中治療医・感染症医
を含め各診療科の緊密な連携が救命に向けた鍵となる。

委員会報告

薬剤耐性（AMR）治療ガイダンス
栁原 克紀
長崎大学大学院病態解析・診断学分野/長崎大学病院臨床
検査科・検査部
本ガイダンスは，日本化学療法学会および日本感染症学
会が中心となり，「薬剤耐性（AMR）治療ガイダンス作成
委員会」によって策定された，グラム陰性薬剤耐性菌に対
する最新の診療指針である。対象菌種は，ESBL産生菌，
AmpC産生菌，カルバペネム耐性腸内細菌目細菌（CRE），
多剤耐性緑膿菌・アシネトバクター，Stenotrophomonas
maltophilia，バクテロイデス属，インフルエンザ菌と多岐
にわたり，それぞれの耐性機構，疫学的動向，成人および
小児における治療法が詳細にまとめられている。また，新
規抗菌薬の臨床的位置づけや，感受性試験に基づく抗菌薬
の選択，カルバペネム系薬の温存戦略など，実臨床を強く
意識した内容となっている。とくに小児領域においては，
成人とは異なる病態や薬剤選択の課題にも配慮がなされて
いる。本ガイダンスでは委員の選出に際し，地域的な偏り
を避けるよう全国から多様な専門家を選出し，地域性と専
門性の両立を図った。本ガイダンスは日常診療で直面する
グラム陰性耐性菌感染症の対応において，実践的かつ信頼
性の高い指針として活用されることが期待される。

パネルディスカッション 1 （難治性）薬剤耐性グラ
ム陰性菌対応とどう対峙するか―CAZ/AVI，セフィ
デロコル，CTLZ/TAZ，IPM/CS/RELを使い分ける―

司会のことば
小泉 祐介
和歌山県立医科大学臨床感染制御学
薬剤耐性菌問題が世界的に深刻さを増す昨今，アジアで
は際立って少ないと言われたわが国においても多剤耐性グ
ラム陰性桿菌の難渋症例が続発しつつある。インバウンド

に加えて高齢化・医療の複雑化が進む現状でカルバペネム
耐性腸内細菌目細菌や難治性緑膿菌などに対する治療戦略
は喫緊の課題であるが，そんな中，新たに 4つの薬剤（セ
フトロザン/タゾバクタム，イミペネム・シラスタチン/レ
レバクタム，セフィデロコル，セフタジジム/アビバクタ
ム）が上市された。これからも大きく変化し続けていく日
本の疫学を見据えて我々は今これらの薬剤を熟知し，適切
な使用が出来るよう備える必要がある。
本セッションではこれらの 4剤について，一部は症例も
交えて 4人の演者に解説いただき，来るべき「更なる多剤
耐性菌 Crisis」への備えとしたい。また，時間の許す限り
ASTの現場視点から，耐性菌治療の実際についてディス
カッションが出来ればと考えている。

パネルディスカッション 2 敗血症における抗微生物
薬の適正使用と課題

1．感染症による臓器障害のメカニズム
新山 修平
鹿児島大学病院救命救急センター
敗血症は，「感染に対する宿主の調節不全反応により引
き起こされる生命を脅かす臓器障害」と定義され，現在で
も世界中で高い罹患率と死亡率を引き起こす。この定義は
Sepsis-3と呼ばれ，2016年に従来の敗血症の診断基準に大
きな変更が加えられ再定義された。この 20年間，敗血症
における血管内皮細胞を独立した臓器として認識する概念
が確立されたことで，数多くの実験的・臨床的研究が行わ
れてきた。細菌，真菌，またはウイルス等の微生物感染時，
主に外因性の病原体関連分子パターン（PAMPs）と内因
性のダメージ関連分子パターン（DAMPs）が血管内皮細
胞の活性化を引き起こし，その構造や機能に障害を及ぼす。
病原体認識受容体の活性化は，血管内皮細胞を炎症促進型
フェノタイプへ再プログラム化する。血管内皮細胞はサイ
トカインや凝固促進因子等を発現し，接着分子の分泌が誘
導される。グリコカリックスの損傷と血管内皮細胞死は，
タンパク質や液体成分の透過性亢進を引き起こし，間質漏
出を引き起こす。敗血症による血管内皮細胞変化は，微生
物の拡散を制限し，好中球の活性化と微生物の除去を調整
する役割を担う。活性化した好中球は，微生物を貪食する
とともに，好中球細胞外トラップ（neutrophil extracellular
traps：NETs）と呼ばれる網状構造物を細胞外に放出し，
生体防御としての血栓形成を促進する。この血栓形成は免
疫血栓と呼ばれる。NETsは刺激を受けた好中球から放出
される網状の構造体で，DNAを主成分に，ヒストン，好
中球エラスターゼ，ミエロペルオキシダーゼなどのタンパ
ク質が結合した構造体である。NETsの放出に伴う細胞死
は，apoptosisや necrosisとは異なる機序であり，NETosis
と呼ばれる。しかしながら，この免疫応答が制御不能に陥
ると，全身性の血栓形成が進行し，微小循環の恒常性が破
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綻することで，組織障害や臓器不全が加速する。

2．敗血症におけるバイオマーカー
仲村 佳彦
福岡大学医学部救命救急医学講座
抗菌薬の適正使用とは，抗菌薬の治療効果を最大限に導
くと同時に，有害事象をできるだけ最小限にとどめ，いち
早く感染症治療が完了できるようにすることである。抗菌
薬の適正使用は敗血症のような重要感染症の際はより重要
性は高くなる。本邦における敗血症バイオマーカーは C-
reactive protein（CRP）, Interleukin-6（IL-6）, Procalcitonin
（PCT），Presepsin（P-SEP）の 4つが保険収載されてお
り，日本版敗血症診療ガイドライン（The Japanese Clinical
Practice Guidelines for Management of Sepsis and Septic
Shock；J-SSCG）2024においてクリニカルクエスチョン
として取り上げられている。しかし，いずれのバイオマー
カーも一般病棟，救急外来，集中治療室いずれにおいても
単独で高い敗血症診断精度は示されておらず，バイオマー
カー単独での診断は一般的に困難である。そのため，これ
らバイオマーカーを敗血症診断に用いる際は全身状態の観
察などに加えた補助的な位置づけである。また，同ガイド
ラインでは敗血症あるいは敗血症性ショックと認知した後
は抗菌薬を原因微生物診断の推定を十分に行った上で，可
及的早期に投与することが推奨されている。バイオマー
カーは敗血症診断の補助的な位置づけであるため，バイオ
マーカー単独では抗菌薬開始基準とするのは困難であると
考えられる。一方で PCTは J-SSCG2024においてその値
を指標に抗菌薬治療の中止を行うことが弱く推奨されてお
り，感染症治療を早期に安全に終了させるのに有用なバイ
オマーカーである可能性がある。さらに各バイオマーカー
には特徴があり，その特徴を活用することで抗菌薬の適正
使用に寄与する可能性がある。本パネルディスカッション
では 4つのマーカーの位置づけを整理し，その特徴から，
敗血症患者における適正抗菌薬使用への活用法およびその
課題を考察する。

3．迅速診断と ASPで最適化する敗血症初期抗菌
薬選択の実践

狩野 謙一
京都大学大学院医学研究科
【背景】SSCG2021と J-SSCG2024は「1時間以内の広域
経験的抗菌薬開始」と，培養判明後の早期 de-escalation
を推奨する。迅速診断技術（Rapid Diagnostic Testing；
RDT）と抗菌薬適正使用支援プログラム（Antimicrobial
Stewardship Program；ASP）の併用は，初期治療の最適
化と薬剤耐性菌対策の鍵である。
【内容】multiplex PCR，MALDI-TOF，T2Dxなどの RDT
導入により病原体同定は従来より 1日以上早まり，有効治
療開始が平均 5.0時間短縮，死亡オッズ比は 0.66（95%CI

0.54～0.80）と報告されている。さらに RDTと ASPを併
用すると最適治療開始が平均 29時間短縮し，死亡オッズ
比は 0.72（0.59～0.87）へ低下した。敗血症性ショックや
真菌リスクが高い症例では初期からMRSAや真菌をカ
バーする広域微生物薬が必要だが，カルバペネムの安易な
使用は避け，他の広域 β ―ラクタムに置換すべきとされる。
プロカルシトニンを用いた早期中止プロトコルと電子カル
テ連携 ASPにより抗菌薬使用日数が平均 1から 2日短縮
し，欧州のランダム化比較試験では薬剤費が 1人あたり約
65ユーロ減少した。有害事象（急性腎傷害など）や薬剤
耐性菌の発生も抑制される可能性が示唆される。抗菌薬投
与前に 2セットの血液培養を徹底すれば病原体検出率が向
上することも報告がみられる。COVID-19後は AmpC産
生菌の増加が報告されており注意が必要である。
【結論】RDTと ASPを組み合わせた敗血症初期抗菌薬
選択の最適化は，迅速な救命と薬剤耐性菌対策の両立に寄
与する。本パネルにおいて，導入コスト，人材育成，地域
展開などの課題と将来の研究方向を議論し，各施設での臨
床実装の一助となる視点を提供したい。

4．デエスカレーションを実践するには？
小佐井 康介，栁原 克紀
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学
感染症の治療には，原因菌が判明する前に推定される原
因菌を広くカバーする抗菌薬を選択する経験的治療と，検
査で同定された原因菌や薬剤感受性に基づいて狭域な抗菌
薬を選択する標的治療がある。
デエスカレーションは広域抗菌薬を狭域なものへ，ある
いは複数使用している抗菌薬を単剤にすることにより抗菌
薬治療を最適化するプロセスである。デエスカレーション
を効果的に行うことができれば，治療の有効性を損なわず
に，クロストリジウムディフィシル感染症を含む広域抗菌
薬の使用に起因する有害事象を低減できる。また，薬剤耐
性菌の選択圧の抑制にもつながることが期待される。デエ
スカレーションの実施に際しては，原因菌や薬剤感受性，
重症度や免疫不全の状況，感染巣がコントロールされてい
るか，バイオマーカーを含めた臨床経過など多角的な評価
が求められる。
原因菌を同定するためには通常，培養検査や薬剤感受性
検査が行われるが，近年は全自動核酸検査装置などによる
分子診断法の導入も進みつつある。迅速に微生物学的情報
を得られるこれらの診断法はデエスカレーションの判断を
支援する手段としても期待される。また，抗菌薬選択の適
切性や分子診断法の有効性を客観的に評価することで，抗
菌薬適正使用の更なる実践と薬剤耐性菌の抑制につながる
可能性がある。
本講演では，デエスカレーションの概略と実践に向けた
アプローチ，そして抗菌薬選択における分子診断法の活用
について概説し，抗菌薬適正使用の推進にむけた今後の展
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望についてお話しする。

5．敗血症治療における β ―ラクタム系薬の有効な
投与方法

尾田 一貴
熊本大学病院薬剤部
敗血症とは，感染症に対する過剰な生体反応の結果とし
て引き起こされる臓器不全および生命の危機的状態である。
原因が感染症である以上，敗血症患者の救命のためには，
微生物に対する殺菌効果を可能な限り迅速かつ確実に得る
ことが不可欠である。そのためには，敗血症の診断基準や
原因微生物の早期同定に向けた技術革新とあわせて，必要
な抗微生物薬を過不足なく患者に届ける戦略が求められる。
この課題を克服するためには，pharmacokinetics/pharma-
codynamics（PK/PD）理論に基づき，抗微生物薬の治療
効果の最大化と副作用の最小化を図ることが重要である。
敗血症治療における PK/PD理論の役割を整理すると，1

敗血症患者の救命，2耐性化リスクの低減，3 de-escalation
の確実な実施による広域抗菌薬の使用量削減，の 3点に集
約される。1については，抗微生物薬の殺菌効果を確実に
引き出すことで救命に寄与することは，もはや論を俟たな
い。2に関しては，狭義にはmutant prevention concentra-
tion（MPC）を意識した薬物濃度の推移を実現することで，
耐性菌の出現を抑制するものである。そして 3では，狭域
抗菌薬による確実な殺菌効果を通じて，早期 de-escalation
の成功につなげることが期待される。しかしながら，敗血
症患者の病態や臓器機能の変化を適切に把握し，それに応
じた PK/PD理論の適用を的確に行うことは簡単ではない
ことから，場合によっては治療薬物モニタリング（TDM）
による支援が望ましい。
本講演では，β ―ラクタム系薬を対象に，敗血症治療に

おける有効な投与法について，PK/PD理論および TDM
の可能性という観点から，自身の研究成果および臨床実践
例を交えて論じる。

パネルディスカッション 3 感染症専門医をどのよう
に増やし育てるか 真剣しゃべり場

1．医学生よ…Be A First Penguin!!
萩谷 英大
岡山大学病院感染症内科
大学の教育現場で「感染症内科（感染症科）とはどのよ
うな仕事をしているのか」と訊ねると，たいていの医学生
は視線をそらし口を閉ざす。「では，感染症内科（感染症
科）という診療科をそもそも聞いたことがあるか」と訊ね
てみても，同様である。時に返事をする学生がいても，「コ
ロナの時は大変そうでしたよね…」といった具合だ。コロ
ナ禍を経て，感染症専門医の存在がクローズアップされた
ことは間違いない。様々なメディア・SNSで彼ら・彼女

らの活躍（？）が取り上げられたが，その実態が本当に理
解・解釈されているのか，甚だ疑問である。加速するグロー
バリゼーションを背景に，我々，感染症専門医の多くはそ
の立場・存在意義を主張し，改善の乏しい医療・労働環境
に辟易しながらも，自身をなんとか褒め称え鼓舞しながら
各々の戦場で日々の課題解決に向きあっている。
感染症専門医はミクロ（微生物）からマクロ（社会・疫
学）までをカバーする稀有な専門医業態である。だからこ
そ面白いのであるが，だからこそ理解されにくいのかもし
れない。
本講演では，医学生に対して実施したアンケート結果を
主軸に，感染症専門医に対する彼らの理解状況について推
察し，今後の専門医育成につなげる議論の材料を提供する。

2．寄附講座での活動を含めた鹿児島県での感染
症専門医育成について

川村 英樹
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科感染症専門医養成講座
鹿児島県内には 17名の日本感染症学会認定感染症専門
医がいるが，九州では人口あたりの専門医数が最も少なく
（人口 10万人あたり専門医数 1.1人 全国 1.5人），また県
内にある第 1種感染症指定医療機関 1施設および第 2種感
染症指定医療機関 12施設のうち感染症専門医が在籍する
のは 2施設のみという状況である。また本県は南北 600 km
と広域，かつ 28の有人離島を有する一方，医療資源の多
くは県庁所在地である鹿児島市に集中していることもあり，
新型コロナウイルス感染症の対応では，地域支援が大きな
課題となった。このような背景から鹿児島大学が事業提案
を行い，鹿児島県からの寄附の下，2023年 7月 1日に，本
学に平時から感染症の発生やまん延時における医療体制の
整備について，指導・助言等を行う感染症専門医を養成す
るため本講座が設置された。2023年度から 2026年度まで
の 4年間で 6名程度の感染症専門医を集中的に養成するこ
とが目標として掲げられた。その背景には日本感染症学会
に入会しているものの，専門医取得をされていないが地域
の中核を担っている医師が県内に複数存在していたことか
ら，これら医師に対する感染症専門医養成と，さらに県内
外の感染症専門家とネットワークを構築することで，体制
強化を図ることができるのでは，という期待も挙げられる。
現在鹿児島県内で 10名のさまざまな基礎領域専門医を有
する感染症専門医取得希望医師がおり，鹿児島大学病院を
含む県内 3施設が連携した研修を実施することに加え，本
講座は研修会開催・症例相談・研究活動や専門医受験申請
手続き支援などを行う形で，これら医師が集う場となって
いる。一方，継続的な専門医養成のスキームづくりには課
題が多くあり，2026年度までの寄附講座で整備を図る必
要がある。本パネルディスカッションでは鹿児島県におけ
る課題から専門医育成の問題提起を行い，今後の専門医育
成の在り方を議論したい。
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3．香川県における感染症医の育成について
横田 恭子
香川大学医学部附属病院感染症教育センター
新型コロナウイルス感染症の流行以降，全国で感染症専
門医の育成が急務とされ，多くの講座が新設されてきた。
しかし，「何年間で X人育成」といった数値目標が先行し
がちで，本来の目的である「社会を感染症リスクから守る」
という視点が置き去りにされやすいのが現状である。求め
られるのは，単なる専門医数の増加ではなく，その能力を
十分に発揮し，地域に定着させるための仕組みづくりであ
る。行政的課題としては，専門医の配置について十分な議
論が行われていない点が大きい。地方には専門医のポスト
が乏しいことから，貴重な人材を地域対策の要として位置
づけ，どのように新たなポストを設置するかが極めて重要
である。さらに，感染症コンサルテーションに診療報酬が
設定されていないため，活動が可視化されにくく，「働い
ていない医師」と誤解される危険もある。加えて，HIV
診療や渡航感染症など特定分野の人材不足も深刻であり，
それらを含めた将来的な体制像を描く必要がある。教育的
課題としては，既存診療科を有する大学では比較的円滑に
教育を進められるものの，新規立ち上げの場合には人員確
保や体制構築が困難である。また，寄附講座においても，
母体診療科の有無によって持続性に大きな差が生じる。香
川大学では 2012～2016年に香川県の寄附講座として感染
症講座を設置し，さらに 2021年からは感染症教育センター
を開設し，これらの課題に取り組んできた。こうした経験
を通じて，地方が直面する行政的・教育的課題を数多く体
験してきた。本シンポジウムでは，その経験を踏まえ，地
方における感染症専門医育成の現状と今後の展望について
報告・議論したい。

4．大学病院における感染症医の育成―医局制度
を再考する―

今北 菜津子
奈良県立医科大学
奈良県立医科大学感染症内科学講座は 2023年 10月に設
立されたが，実質的には 2006年に感染症センターとして
発足以来，約 20年にわたり医局としての機能を果たし，奈
良県内を中心に関連病院へ医師を派遣してきた。2025年 9
月現在，大学には感染症専門医 7名を含む 11名が所属し，
県内 5施設に加えて県外 4施設に常勤医を，さらに県内外
6施設に非常勤医を派遣している。これにより地域全体の
感染症診療水準の向上とネットワーク形成が進み，医局員
にとっても複数施設での経験蓄積，人脈を生かした人材交
流，大学院での研究活動など多様なキャリア形成の選択肢
が提示されている点は，大学病院をハブとした医局制度の
大きな強みといえる。一方で，COVID-19流行以前は全国
的に感染症科を有する大学が少なく，当学には他地域から
も多数の医師が集い，人材交流の場となっていた。しかし

現在は各地域に講座が整備され，都市部に集中，あるいは
地域内で完結する傾向が強まり，他地域から当医局に年単
位で在籍する医師は減少し，内科専攻医プログラムに伴う
短期研修が増えている。地方大学として，今後は地域の将
来を担う人材を確保・育成することが喫緊の課題であり，
どのようにプロモーションを行い，研修医や学生に魅力を
発信していくかが重要である。循環器，消化器，外科系な
ど他科に比べると感染症内科の医局制度は十分に機能して
いるとは言い難く，現代に即した新たな医局制度のあり方
を再考する必要がある。本シンポジウムでは，これまでの
経験を踏まえ，大学病院における感染症医育成の将来像に
ついて議論したい。

5．藤田医科大学における感染症医の育成につい
て

本田 仁
藤田医科大学
感染症医の育成は時間のかかるものであり，一朝一夕に
は成し得ない。数多くの診療科が存在する中で，若手が感
染症医になろうと考えるきっかけはなんなのか考える必要
がある。また，ミレニアル世代，ゆとり世代，Z世代といっ
た若い世代が何を考え，どのように行動しているかを掴み，
彼らが満足のいくようなキャリア形成を支えることは，次
世代の育成のためには欠かせない。その中でメンターの存
在は非常に大きいが，そのメンターの意味を理解していな
い指導医，若手も多い。修学すべき事項も多岐にわたり，
臨床感染症，さらにはその中の subspecialty training，感
染対策，抗菌薬適正使用，その後の研究と非常に高いモチ
ベーションが求められる。さらに，現実の医療環境におい
ては，感染症診療，感染対策，抗菌薬適正使用の際に他科
との折衝など，厳しい環境も存在しているのは事実で，若
手の希望に迎合しすぎた育成には私自身は賛同していない。
感染症診療における姿勢，accountabilityの確保，interper-
sonal skillsの獲得，リサーチスキルの獲得など，彼らの
するべきことをきちんと見定めて若手のキャリア形成を行
うことが求められる。藤田医科大学での感染症プログラム
もまだ発展途中であるが，現在の状況をみなさんと共有し
ながら，感染症専攻プログラムはどうあるべきかを考える。

パネルディスカッション 4 抗菌薬適正使用の評価指
標について多角的に再考する

1．薬剤師が関わるべき抗微生物薬適正使用の推
進

酒井 義朗 1，天本 雄大 1，樋口 恭子 1，森田 真介 2，
三浦 美穂 2，渡邊 浩 2

1久留米大学病院薬剤部
2久留米大学病院感染制御部
薬剤耐性（Antimicrobial Resistance, AMR）対策は世
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界中でなされている。AMR対策の一つに抗微生物薬の適
正な使用が挙げられる。この適正使用を行うために，抗微
生物薬適正使用支援チーム（Antimicrobial Stewardship
Team, AST）が組織され，感染症の予防，診断，治療に
関して取り組みを行っている。ASTにおいては医師，薬
剤師，検査技師，看護師がメンバーとなるが，その中で薬
剤師は中心的な役割を担っている。「薬剤耐性（AMR）対
策アクションプラン 2023-2027」や「抗微生物薬適正使用
支援プログラム実践のためのガイダンス 2024年度改訂
版」において，ASTが取り組むべき内容が示され，これ
らの資料を参考に薬剤師は抗微生物薬適正使用を推進して
いる。
その他，薬剤師は抗微生物薬適正使用の推進のために
ASTの一員として様々な活動を行っているが，当院では
年度ごとに目標を立て，重点項目を挙げることで，その目
標を達成するために日々活動を行っている。さらに，薬剤
師は病棟担当薬剤師への教育や連携施設とのつながり，地
域の医師を含めた医療従事者への教育にも関わり，抗微生
物薬適正使用の推進に取り組んでいる。
本パネルディスカッションでは，薬剤師が抗微生物薬の
適正使用の評価をどのように捉え，どの指標を選び，どの
ように活用しているのかについて，現在使用される評価指
標の概要から自施設での取り組みを交えて講演する予定で
ある。

2．抗菌薬適正使用の評価指標の再考
久保 有子，大森 慶太郎，繁本 憲文，野村 俊仁，
北川 浩樹，大本 卓司，吉川 博，木場 由美子，
田寺 加代子，森 美菜子，大毛 宏喜
広島大学病院感染制御部
抗菌薬適正使用支援プログラムの評価指標として，カル
バペネム系抗菌薬使用量の削減がしばしば用いられる。切
り札的な薬剤を温存し，薬剤耐性率を低く抑えることで，
重症感染症の治療成績を維持することが目標である。一方
で，カルバペネム系薬のみにフォーカスするあまり，tazo-
bactam/piperacillin（TAZ/PIPC）等の広域薬にシフトす
るのみで，抗菌薬適正使用の妥当性に疑問を感じる場面も
ある。今後は薬剤耐性率や重症感染症での治療成績を評価
するなど，抗菌薬適正使用のアウトカムを標準化すること
が求められていると考える。
当院では，カルバペネム系薬の使用は主治医の判断を尊
重しており，積極的な使用削減は行っていない。抗菌薬適
正使用支援チーム（AST）では，投与開始前の培養検体
採取に関する助言や De-escalation及び投与期間に関する
意見を行うのみである。結果としてカルバペネム系薬の使
用量は比較的多く，薬剤耐性率の上昇が懸念される。そこ
で主な菌種の薬剤耐性率と抗菌薬使用量との関係を後方視
的に検討した。
対象菌種はカルバペネム系薬の使用が薬剤感受性に影響

しうる緑膿菌と Bacteroides fragilisとした。2016年から
2024年の 9年間における緑膿菌のmeropenem（MEPM）
耐性率は平均 5.8％，B. fragilisでは 7.1％，緑膿菌の TAZ/
PIPC耐性率は平均 6.9％であった。各年のMEPM使用量
（AUD）と両菌種の耐性率との相関を検討したところ，統
計学的に有意な相関は認めなかった（緑膿菌；相関係
数－0.448，P=0.226。B. fragilis；同－0.235，P=0.543）。ま
た TAZ/PIPCの AUDと緑膿菌の耐性率との関係も同様
であった。ただし AUDと薬剤耐性率との関係を同じ年で
評価しており，この検討方法が妥当かは明らかでない。
単施設の検討ではカルバペネム系薬や TAZ/PIPCの使

用量と薬剤耐性率との関係を明らかにすることはできな
かった。抗菌薬適正使用の目標設定とアウトカム指標のあ
り方について，検討が必要と考える。

3．中小規模施設における ASP評価指標の選定と
運用の工夫

杢保 貴幸
屋島総合病院薬剤部
『抗菌薬適正使用』という課題を共有して久しいが，そ
の適切性評価において堅牢な指標は存在せず，その定義も
要因の多様性から曖昧なままである。しかし，各施設で懸
命に取り組んでいる抗菌薬適正使用支援プログラム（ASP）
の方略をマクロな視点から評価し，研鑽を重ねるためには
持続可能な指標設定が不可欠である。特に演者が所属する
ような中小規模施設では，感染症専門医や ICT環境，人
的資源が限られ，現実的で実効性のある指標の選定と運用
が求められる。
講演では，感染症専門医が不在の 300床未満の中小規模
施設において，専任薬剤師が中心となり導入した評価指標
の事例を紹介する。具体的には，日常診療で容易に収集可
能なプロセス指標（例：de-escalation実施率，抗菌薬選択・
用法用量の適正率，血液培養 2セット実施率など）とアウ
トカム指標（例：入院期間，30日死亡率/再燃率など）を
選定し，後方視的に当院の AS活動の有効性評価を行った。
また，特定の感染症にフォーカスを当てる「選択と集中」
により持続可能な運用を図った。
評価指標の設定にあたっては，『抗微生物薬適正使用支
援プログラム実践のためのガイダンス 2024』で推奨され
るプロセス・アウトカム評価を参考とし，日常臨床の範囲
内で蓄積されるデータを最大限に活用した。限られたリ
ソースの中でも，薬剤師主導による実効性ある AS活動の
評価・継続は可能であり，中小規模施設における現実的な
アプローチについて見識を高める機会としたい。

4．造血器悪性腫瘍における抗菌薬適正使用の評
価指標

浦上 宗治
佐賀大学医学部附属病院感染制御部
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免疫不全患者に対する抗菌薬適正使用は大きな課題であ
る。中でも造血器腫瘍は感染症の治療には慎重な姿勢を取
らざるを得ない。そのため，造血器悪性腫瘍は antimicro-
bial stewardship teamの中でも治外法権的に扱われやす
い。しかし，2020年頃より，行き過ぎた広域抗菌薬の使
用は予後不良因子となることが報告されており（Rhee C,
JAMA Netw Open. 2020），聖域なき抗菌薬適正使用が求
められている。
【造血器悪性腫瘍における評価指標活用の自験例】
・抗菌薬開始・変更時の血液培養提出率
血液培養は，あらゆる感染症の原因菌を特定できる可能
性がある唯一無二の検査である。感染臓器や原因微生物を
特定できるのが 30％に満たないと報告されている発熱性
好中球減少症（FN）においては，抗菌薬開始・変更時の
血液培養は 100％の実施を目指すべきである。
・抗緑膿菌薬の使用量に占めるカルバペネム系の割合
日本で使用できる FNの治療薬の中で，カルバペネム耐
性グラム陰性菌のリスクを考慮すればメロペネムを温存す
べきである。一方で，AmpC過剰産生菌と ESBL産生菌
の両方に有効なのはメロペネムのみである。これら 2つの
耐性菌が同時に原因菌となったり，患者が保菌している
ケースは稀であることから，本来メロペネムが必要となる
場面は多くないはずである。2024年当院の腫瘍・血液科
病棟における AUDに占めるカルバペネム系の割合は
0.7%である。
・バンコマイシン注射の DOT
日本の FNのガイドラインでは経験的治療後に発熱が持
続し，血行動態が不安定な際は抗MRSA薬の追加が推奨
されているが，その後グラム陽性菌が検出されなければ抗
MRSA薬は 2～3日で中止が推奨されている。このような
短期的使用では症例数は増えても DOTの増加は限定的と
なる。2024年当院の腫瘍・血液科病棟におけるバンコマ
イシン注射の DOTは 0.78（100 patient-days）。
聖域なき抗菌薬適正使用のため，造血器悪性腫瘍におい
ても評価指標の活用法について議論したい。

パネルディスカッション 5 若手薬剤師で ASを考え
よう

1．長崎大学病院における AST活動の実際と教育
効果，今後の課題について

福重 友理
長崎大学病院薬剤部
抗菌薬の不適正使用に起因する薬剤耐性（AMR）は世

界的課題であり，日本でも AMR対策アクションプランや
診療報酬改定を契機に抗菌薬適正使用支援チーム（AST）
の活動が推進されている。当院では 2017年 12月に AST
を設置し，広域抗菌薬や抗真菌薬を対象に診療支援を開始
した。当初は ASTによる処方提案の主治医受諾率が低く，

2018年より病棟薬剤師と協働することで，受諾率は改善
した。病棟薬剤師へのアンケートから，AST薬剤師の情
報提供が処方提案や相談のしやすさにつながり教育的効果
も得られた。2018～2023年までの AST活動を振り返ると，
投与量調整や de-escalationといった介入が中心であった
が，近年は介入件数が減少傾向にある。ASTによる診療
支援は，処方意識の改善や薬剤師の感染症領域への関与拡
大などに寄与したと考える。また，現在は，評価のタイミ
ングについても検討を進めている。現在は抗菌薬開始翌営
業日に評価しているが，培養結果判明時に介入する方が
de-escalationや治療期間短縮を効果的に促せる可能性があ
る。この論点は diagnostic stewardshipとも関わるもので
あり，両者の連携も今後の課題である。
そのほか，クリニカルパスに含まれる予防的抗菌薬の適
正化にも取り組んでいる。AST薬剤師がガイドラインや
文献を基に評価し，AST医師と協議の上で修正を提案し，
診療全体の質向上に寄与している。また業務均等化のため
に，AST活動を担当する薬剤師を専従化せず，10名の薬
剤師で業務を分担する“チーム制”をとっている。メンバー
内で切磋琢磨するとともに，部内教育活動（感染領域の教
育機会の提供や，若手への専門分野の体験学習など）にも
力を入れている。
本セッションではこれまでの経験を共有し，若手薬剤師
が ASTで果たすべき役割，今後の ASTの方向性につい
て議論を深めたい。

2．AST専従薬剤師の取り組みと今後の展開
崎山 達矢
山口大学医学部附属病院薬剤部
当院では，2019年より抗菌薬適正使用支援チーム（AST）
の活動を開始し，当初から薬剤師が ASTの専従者として
中心的な役割を担ってきた。2023年にチームメンバーが
交代となり，演者がその活動を引き継いでいる。この数年，
AST活動を取り巻く環境は大きく変化しており，「薬剤耐
性（AMR）対策アクションプラン」や「抗微生物薬適正
使用の手引き」の改訂，2024年診療報酬改定での加算評
価見直しなど，AS活動を推進する流れが加速している。
一方で抗菌薬供給制限問題など，ASの推進にあたり新た
な課題に直面している。若手薬剤師は，感染症診療に関す
る研鑽に加え，このような変化を把握し，多岐にわたる
ASの取り組みを主体的に進めていくことが求められると
考え，日々模索しながら AS活動を実施している。
当 院 で の AS活 動 は prospective audit and feedback

（PAF）が中心ではあるが，抗菌薬処方前からも関われる
よう抗菌薬治療ガイドを医師と協働作成して活用している。
これは，医師の感染症診療における抗菌薬選択を支援する
ものであり，病院情報システムを通じて提供している。こ
のガイドを共有することで，薬剤師が個々の症例に対する
コンサルテーションや，抗菌薬処方後も医師へフィード
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バックを行いやすい体制としており，AS活動の標準化に
もつながっている。さらに ICUや特定診療科と ASTラウ
ンドを協同実施し，質向上を図っている。また，診療科・
職種横断的なリンクスタッフ会を組織し，AST活動の目
的や経過，成果を共有する体制をとっている。従来の評価
指標に加え，新たな指標も取り入れながら，取り組みの改
善を試みている。
本パネルディスカッションでは，当院における AST専

従薬剤師の取り組みを紹介し，今後の AS活動について議
論を深めたい。

3．大分大学医学部附属病院の ASTにおけるカル
バペネム系薬の適正使用支援活動

岩男 元志
大分大学医学部附属病院薬剤部
広域抗菌薬使用量と耐性菌検出率は密接に関連しており，
AMR対策においてその適正使用が重要視されている。
2023年度からの AMR対策アクションプランにおいては
カルバペネム系薬の使用量に対する数値目標が新設され，
不適切使用の抑制が求められている。当院のカルバペネム
系薬の使用量は全国平均よりも多く，ASTとして ICU・
ERや血液内科等の特に使用量が多かった部署を対象に，
診療科のカンファレンスや病棟での直接的な処方提案等の
適正使用支援の取り組みを実施した。その結果，カルバペ
ネム系薬使用量は減少したが，依然として国公立大学病院
の平均を上回る。そのため，更なる適正使用推進策として，
現在は特定抗菌薬の使用届出制としている Empiric ther-
apy開始段階の介入を強化したいと考えている。その対策
として使用許可制が挙げられるが，当院 ASTの薬剤師は
専任であり，活動時間に制限があるため，そのような状況
下で有効な方法を検討する必要がある。
本発表では，薬剤師が専任として業務に従事する当院で
の ASTの運用方法や，カルバペネム系薬の適正使用へ向
けた取り組みについて紹介し，同じような環境で活動する
AST担当薬剤師に参考となる情報を提供する。また，専
任等で時間的制限がある中での Empiric therapy開始段階
における抗菌薬適正使用への介入方法についても議論した
い。

4．若手薬剤師が動かす抗菌薬適正使用：制約下
での AS実践とその展望

中野 祐樹
佐賀大学医学部附属病院薬剤部
抗菌薬適正使用（Antimicrobial Stewardship：AS）は，
医療機関の規模にかかわらず求められる取り組みである。
しかし，日本における多数の中小規模病院では，感染症専
門医の不在や細菌検査室・機器の未整備といった構造的制
約が存在し，ASの実践には多くの困難が伴う。加えて，
こうした施設では薬剤師が一定の経験を積むと管理職とな

る傾向もあり，AS活動の担い手が若手薬剤師となるケー
スも少なくない。そのため，大学病院や大規模施設での
ASの知見をそのまま外挿することが難しく，現場の状況
に応じた柔軟な対応が求められる。
このような環境下において，ASの実行可能性を担保す
るためには，限られた人材とリソースの中で，日常業務と
両立可能な実践的活動が必要となる。そのため，日常の処
方提案や抗菌薬使用状況の把握を通じて，臨床現場に密着
した介入や対象施設の特性を踏まえた個別対応が求められ
る。また，教育・研修の機会が限定される中で，現場での
経験を積極的に ASに転化し，実践知として蓄積していく
姿勢が重要となる。
感染症専門医や細菌検査室を有さない中小規模病院で
あっても，薬剤師が主体となり，処方支援，使用実態の
フィードバック，抗菌薬の事前承認などを通じて ASを実
践することは十分に可能である。実際，薬剤師主導の介入
を継続的に行うことで，広域抗菌薬の使用量を大幅に削減
し，重症菌血症患者における臨床アウトカムの改善にも寄
与する成果が得られた。こうした制約下で得られた実地の
知見は，同様の環境にある他施設における AS推進にも応
用可能であり，限られたリソース下における ASの在り方
を多角的に検討する一助となるだろう。
本シンポジウムでは，若手薬剤師が AS活動の中核を担
う機会が増えている現状に着目し，教育的アプローチ，多
職種との連携構築，活動の継続性の確保といった観点から，
今後の AS実践を推進する具体的な手がかりを整理・議論
したい。

パネルディスカッション 6 IMP-6を究める

1．IMP-6とは？
中野 竜一
奈良県立医科大学微生物感染症学講座
薬剤耐性菌問題は世界が直面する課題であり，早急な対
策が求められる。WHOなどは特にカルバペネム耐性腸内
細菌目（CRE）やカルバペネム耐性アシネトバクターを
最も優先度の高い耐性菌としている。これら耐性菌は治療
の難渋化や院内感染などでも懸念されるため注視しておく
必要がある。CREの主な耐性機構としてカルバペネマー
ゼの産生が挙げられ，日本ではこれらの分離頻度は低いも
のの，その多くが IMP型カルバペネマーゼで占めるとい
う特徴がある。
IMP-6はカルバペネム系薬に加水分解活性を持つメタ
ロ―β ―ラクタマーゼの一種であり，1996年に関東の病院で
分離された Serratia marcescensから初めて発見された。特
に日本において独自の流行を示しており，主に関西を中心
とした西日本において大腸菌や肺炎桿菌など腸内細菌目か
ら分離されている。遺伝学的には，blaIMP-6遺伝子として
class 1 integron内に存在し，伝達頻度の高い IncN型プラ
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スミドにコードされることが多い。酵素学的には，IMP-1
とは 1アミノ酸異なることによって，メロペネムに対する
加水分解活性が高く，イミペネムには感性を示す。さらに
IMP-6産生株の多くが ESBL（CTX-M-2など）を共産生
することによって，ペニシリンなどに広域に耐性を示す。
こうした性質から，従来のカルバペネム耐性菌スクリーニ
ング法では検出が困難なケースも少なくない。
本セッションでは，IMP-6の菌株やプラスミドを含む細
菌学的特徴，および遺伝学的生化学的特徴，薬剤感受性の
特徴とその背景となる分子機序について概説し，臨床およ
び検査現場での留意点を共有したい。

2．本邦におけるカルバペネマーゼの状況
口広 智一
公立那賀病院臨床検査科
カルバペネマーゼは，カルバペネム系薬を含む多くの β ―
ラクタム系薬を加水分解することが可能な酵素であり，主
に腸内細菌目細菌やブドウ糖非発酵菌群などのグラム陰性
桿菌における主要な耐性メカニズムである。グラム陰性桿
菌において，カルバペネム耐性の獲得は有効な抗菌薬の選
択肢が極めて限定的となるため，これらの耐性菌が原因と
なる感染症治療においては大きな問題となっている。わが
国のカルバペネマーゼ産生菌の検出状況は，世界各地と比
較するとその割合は高くはないが，日本全国各地で分離報
告があることから水面下での拡大が懸念されている。カル
バペネマーゼの種類としては，Ambler分類でクラス Bに
分類されるメタロ型カルバペネマーゼと，クラス A，D
に分類されるセリン型カルバペネマーゼに分類されるが，
わが国は以前よりメタロ型である IMP型産生菌の検出が
多くを占めており，現在もその様相は変わっていない。本
セッションのテーマである IMP-6は，近畿地区を主とし
た西日本で多く分離されているタイプである。しかしなが
ら，近年同じくメタロ型である NDM型の検出が少しずつ
増加傾向を示している。加えて，薬剤感受性検査にてカル
バペネム系薬に感性を示すカルバペネマーゼ産生菌，いわ
ゆるステルス型の分離報告が散見されており，問題視され
ている。特にセリン型カルバペネマーゼである GES型や，
OXA-48-like型などにおいて，ステルス型が多く存在する
ことが報告されている。これらは薬剤感受性検査や表現型
試験などの微生物検査をすり抜けて見逃されている可能性
があるため，施設におけるカルバペネマーゼ産生菌の検査
体制の確認が重要である。本セッションでは本邦における
カルバペネマーゼの状況を報告させていただき，各地域に
おける現状と対策を検討する機会になれば幸いである。

3．IMP-6の検出法
中村 竜也
京都橘大学健康科学部臨床検査学科
IMP-6は，日本で検出率が高いメタロ―β ―ラクタマーゼ

（MBL）型のカルバペネマーゼであり，Escherichia coliや
Klebsiella pneumoniaeなど腸内細菌目細菌からの検出報告
が多い。IMP-6産生株の特徴として，カルバペネム系薬の
うちイミペネムに対して高いMICを示す一方で，メロペ
ネムには比較的低いMICとなることがあり，薬剤感受性
検査において見落とされるリスクがある。したがって，ス
クリーニング検査を含む表現型と遺伝子型の両面からの多
角的な検出体制が求められる。分離培養の段階では，
CHROMagar™mSuperCARBAなどの選択培地を用いる
ことで，カルバペネマーゼ産生菌のスクリーニングを効率
的に行うことが可能である。また，mCIMや CARBANP
テストを用いてカルバペネム加水分解活性の有無を評価す
る方法が有用である。近年は，質量分析による検出も開発
されている。さらに，SMAや EDTAなどのMBL型酵素
阻害剤を用いた検出法により IMP型カルバペネマーゼの
可能性を示唆できる。確定診断には，カルバペネマーゼ産
生遺伝子（IMP，NDM，KPC，OXA-48，VIMなど）を
標的とした PCR法や NG-Test CARBA 5などのイムノク
ロマト法を用いた迅速診断も実用化されている。加えて，
リアルタイム PCRや全自動遺伝子解析装置の導入により，
検査の迅速化と検出精度の向上が進んでいる。IMP-6は，
薬剤感受性検査では「感受性」と判定されやすいため，見
逃し防止には段階的かつ多面的な検出アプローチが不可欠
であり，感染対策と診療支援の両面で重要な意義を有する。

4．IMP-6産生腸内細菌目の治療法
小川 吉彦
堺市立総合医療センター感染症内科
カルバペネマーゼ産生腸内細菌に関しての治療は，新規
の薬剤の登場によって経年的に変化している。一方でこれ
らは KPCや VIMなどの海外で流行している耐性遺伝子
のデータに限られているのが現状である。その上で自分自
身は，2012年から 2014年にかけて，同一病棟で IMP-6産
生腸内細菌による感染症のアウトブレイクを経験した。そ
の際は海外での他のタイプのカルバペネマーゼの治療報告
を元に抗菌薬選択などを実施した。治療内容や経過などを
当時のエビデンスをもとに提示し，その上で現在推奨され
ているカルバペネマーゼ産生菌の治療と，IMP-6の特徴を
もとにした治療選択の可能性に関して論じていきたい。

パネルディスカッション 7 Clinical Microbiology
Roundをいかに臨床に活かすか

1．基礎と臨床で連携した微生物ラウンドの構築
と運用

関口 敬文 1，森永 芳智 2

1富山大学附属病院検査・輸血細胞治療部
2富山大学学術研究部医学系微生物学講座
感染症診療において，微生物検査結果の解釈や薬剤耐性
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菌の同定，抗菌薬選択の適正化は重要である。当院では
2023年より診療支援と教育の双方を目的に「微生物ラウ
ンド」を試験的に導入し，2024年から定期的に実施して
いる。導入にあたっては，多職種・多文化の参加者が話し
やすい環境づくりを心がけ，診療現場での微生物学の重要
性を共有する意識づけにも取り組んだ。
ラウンドには医師，AST薬剤師，臨床検査技師に加え，
若手の感染症科医師，研修医，実習生，基礎研究者も参加
し，多職種で症例検討を行っている。毎週 1回，グラム染
色像や培養結果，菌種同定，薬剤感受性試験の結果をもと
に，症例の臨床経過を踏まえた議論を行っている。特に薬
剤耐性菌が検出された症例を中心に，抗菌薬選択や感染対
策の実践的な議論を展開している。
また，微生物学講座と連携し，Candida aurisの分子同定
や Staphylococcus aureusの small-colony variants（SCVs）
解析など，稀な菌に対しては微生物学講座による追加検
査・評価を行い，基礎研究の知見を臨床に還元する“Bench
to Bed”の連携を強化している。特徴的なのは，設定した
トピックスについて日常検査と学術的理解を共有する機会
を設けることで，参加者の知識をアップデートしている。
薬剤耐性菌（MRSA，ESBL，多剤耐性緑膿菌など）の
実例を通じて，参加者は臨床と基礎の接点を実感しながら
学びを深めている。ラウンドを開始してまだ間もないが，
微生物検査に不慣れな研修医や若手検査技師にとって，知
識と判断力を高める貴重な機会となっており，さらにどの
ような工夫ができるのかを考える時期にきている。
本ラウンドは，基礎と臨床，多職種，多文化が連携した
実践的教育・診療支援モデルであり，今後は教育プログラ
ムとしての体系化に加え，活動成果の発信を継続していく
予定である。

2．検査室業務への活かし方
大友 志伸
松下記念病院診療技術部
微生物検査を感染症診療に繋げるうえで，診断支援（Di-
agnostic Stewardship；DS）の実践が重要視されている。
当院では，微生物検査を実施する際に全ての培養検体で患
者背景を確認し検査を行い，診断・治療に必要な情報を積
極的に臨床医へフィードバックしている。その検査体制を
構築するうえで，当院で実践してきたMicrobiology Round
が大きな役割を果たした。今回は，当院のMicrobiology
Roundの取り組みとそれによってもたらされた感染症診
療と微生物検査への効果を紹介する。
当院は 323床の市中病院であり，常勤の感染症専門医は
在籍していない。2015年に総合診療科が開設された際，そ
の教育担当であった臨床医がグラム染色や感染症の知識を
習得する目的で，週 1回，微生物検査室を訪れるようになっ
た。そのなかで感染症症例を通して，原因菌の微生物学的
特徴や治療関連情報などのディスカッションを検査技師と

行った。そこで得られた情報は，週 1回の総合診療科カン
ファレンスやWEBサイトで共有され，臨床医への感染症
教育に繋がった。これらの取り組みは 3年以上続き，その
間多くの臨床医が微生物検査室を訪れた。検査技師も臨床
医とのディスカッションを通して臨床的視点を培うことが
でき，どのタイミングでどの情報を臨床医に提供すれば診
療に貢献できるかを考えた検査の実践に繋がった。さらに，
微生物検査室と臨床医の連携を取りやすい風土醸成にも繋
がった。現在では総合診療科に限らず，多くの診療科への
積極的な情報フィードバックを行っている。また逆に臨床
医から微生物検査室への相談件数も増加している。このよ
うなやり取りを継続することで，随時，臨床医のニーズを
微生物検査に取り入れ，さらに質の高い検査の実践が可能
になる。
当院におけるMicrobiology Roundの実践は，臨床医と
検査技師の双方の知識習得と連携強化のきっかけとなり，
病院全体の感染症診療の活性化に繋がっていると考える。

3．診療への活かし方
篠原 浩
京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学
Microbiology Roundは，微生物検査室と臨床現場の橋
渡しの場であり，感染症診療にも大きな役割を果たす。感
染症診療において臨床現場の情報と，検査室で得られる原
因微生物の同定結果や感受性結果などの情報は車の両輪で
あり，双方が有機的に交換されることで質の高い感染症診
療を行うことができる。喀痰の塗沫培養検査を例に考えて
みる。診療側の情報として，患者の基礎疾患や臨床経過，
画像所見などから放線菌症が疑わしい，とあれば，Kinyoun
染色などの特殊染色を追加できるし，放線菌を逃さぬよう
“気合い”をいれて分離を試みることもできる。あるいは，
レジオネラが疑わしい，となれば核酸増幅検査や尿中抗原
の追加を提言したり，培養に BCYE培地を追加する，な
どの対応も可能である。一方で，適切に解釈できるスタッ
フがいる環境下では，喀痰グラム染色の塗沫検査で GPC
が見えているが肺炎球菌が疑わしい，あるいは GNRは緑
膿菌の可能性が考えられる，のような塗沫所見のレポート
に載せきれないような情報が早期標的治療に有用である。
さらに塗布翌日の培地のコロニー所見から概ね検出菌の当
たりをつけ，診療情報とあわせて判断した上で早期の抗菌
薬の適正化につながる可能性もある。こうした臨床検査技
師の“引き出し”を，臨床現場に活用するために重要なの
は臨床現場と検査室の密な連携であり，その場となるのが
Microbiology Roundである。加えて，Microbiology Round
は，耐性菌等集団発生の早期覚知など感染制御や病院疫学
に関わる部分にも大きく寄与する。さらに，感染症科医に
とって重要な微生物および微生物検査の知識や技術・実践
について，若いレジデントやフェローが学ぶ場としても大
切である。このように，Microbiology Roundは診療に大
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きなインパクトをもたらしうる。今回のディスカッション
では実例を交えながら，その重要性と診療への活かし方に
ついて論じたい。

4．臨床微生物学的アプローチによる感染症医療
人育成

金森 肇
金沢大学医薬保健研究域医学系感染症科学・臨床検査医学
多職種からなる抗菌薬適正使用支援チーム（antimicro-
bial stewardship team；AST）は病院全体の抗菌薬使用
状況を評価するとともに，適切な検体採取や微生物検査の
選択，迅速検査の活用，検査結果の解釈とフィードバック
といった感染症診断支援（diagnostic stewardship；DS）
を行い，感染症治療の最適化を目指している。また，院内
感染対策チーム（infection control team；ICT）は薬剤耐
性菌など病原微生物の伝播防止に取り組んでいる。感染症
診療および感染対策を実践するにあたり，病原微生物の検
出，アウトブレイクの探知，感染対策上問題となる微生物
の疫学的データ，薬剤耐性菌の伝播防止（耐性菌の迅速報
告，環境調査，分子疫学的手法等），微生物検査の質の向
上（適切な検体採取，保管方法等）に関して，微生物検査
は非常に重要な役割を担っている。微生物検査室では病原
微生物の検出により感染症アウトブレイクを早期に探知し
介入することが可能となり，診療上必要であれば先進的検
査の実施や外部研究機関への検査依頼も考慮される。医療
機関に感染症の遺伝子検査が導入され，迅速な検査診断に
活用されている。近年では感染症診療や感染対策，アウト
ブレイク調査において次世代シーケンサーが臨床応用され
ている。感染制御部/感染症科と微生物検査室の連携を強
化し，Microbiology Roundや ICT/AST会議など院内カ
ンファレンス，ケースレポートを通して，感染症診断・治
療・管理の向上，人材育成につながることが期待される。
本講演では，臨床微生物学の観点からMicrobiology Round
の実施，感染症医療人育成について考えてみたい。

ワークショップ 1 ワンヘルスの観点から考える薬剤
耐性菌の疫学

1．医療環境・自然環境（surface water）由来の
薬剤耐性菌の疫学

山本 正樹
京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
1980年代後半にメチシリン耐性黄色ブドウ球菌の院内
感染事例が，マスメディアで取り上げられたことを皮切り
に，最近では多剤耐性アシネトバクター属菌のアウトブレ
イク事例など，わが国でもたびたび薬剤耐性菌による院内
感染事例が報告されてきた。医療現場において，院内感染
は常に向きあい，対策を講じなければならないものといえ
る。

薬剤耐性菌がアウトブレイクする背景として，感染予防
策の破綻や薬剤耐性菌が高頻度接触面を含む院内環境中に
おいて長期に生存するといった点があげられる。院内感染
対策を講じるうえで，ヒトだけでなく，院内環境に対する
対応が求められる。当院でも，かつて多剤耐性緑膿菌のア
ウトブレイクが起こり，抗菌薬適正使用や感染予防策の徹
底だけでなく，シャワーヘッドなどの水回りを中心とした
院内環境整備の重要性を痛感してきた。
アウトブレイク事例を検証するうえで，ラインリストの
作成をはじめとしたサーベイランスを通じた臨床面からの
調査はもちろんのこと，同一耐性菌の伝播なのか，もしく
は耐性遺伝子が拡散しているのかなど，臨床微生物学的な
側面から検証することが重要であり，その対象は患者由来
検体だけでなく，環境由来の検体にもおよぶ。2010年代
以降，全ゲノム解析が劇的な発展をみせ，臨床微生物学分
野にも浸透してきた。今日では，パルスフィールドゲル電
気泳動を用いた菌株の遺伝子相同性の確認といった，いわ
ゆるコンベンショナルな手法から，全ゲノム解析へ解析手
法がシフトしてきており，その知見の蓄積も進んできてい
る。
本セッションでは，院内環境における薬剤耐性菌疫学情
報に加え，自然環境における疫学情報についても昨今の知
見をレビューし，どのように今後の臨床および研究に役立
てることができるかを考える機会としたい。

2．薬剤耐性感染症におけるキャリアとしての伴
侶動物の重要性

安木 真世 1,2，鳩谷 晋吾 1，元岡 大祐 3，嶋田 照雅 1

1大阪公立大学大学院獣医学研究科
2大阪国際感染症研究センター
3大阪大学微生物病研究所
薬剤耐性感染症はヒトに限られた問題ではなく，伝播の
観点から動物における対策の必要性が謳われている。国内
の疾病に罹患した伴侶動物（イヌ・ネコ）を対象に行われ
た耐性菌保有調査では，ブドウ球菌属の 60%がメチシリ
ン耐性，腸内細菌目細菌の 40%が第三世代セファロスポ
リン耐性（3GCR）やフルオロキノロン耐性であることが
明らかとなった。これら保有の現状と，接触という点でヒ
トと最も密接な関係性にあることから，伴侶動物とヒトに
おける双方向の耐性菌の伝播が懸念されている。しかし伴
侶動物における耐性菌の動向調査は始まったばかりであり，
耐性菌の宿主間伝播の実態に関する知見は乏しい。伴侶動
物は今や一般家庭だけではなく，病院や老人ホームなどで
の動物介在活動において重要な役割を果たしており，その
耐性菌保菌や伝播の実態把握ならびにキャリアとしての重
要性を評価することは医学・獣医学・公衆衛生学的見地か
ら重要課題である。
演者はこの課題に取り組むべく，大阪公立大学獣医学部
附属獣医臨床センターとともに，受診した伴侶動物を対象
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に薬剤耐性菌の分離同定を行っている。また世界保健機関
が掲げる優先監視されるべき病原細菌リストのうち，criti-
cal groupに属する 3GCR腸内細菌目細菌に注目しそれら
菌株の全ゲノムシーケンスによる特性評価を行っている。
これまでにイヌがヒトの腸管外病原性 3GCR大腸菌に感
染すること，少なくとも一部の 3GCR大腸菌や耐性遺伝
子保有プラスミドはヒトとイヌで共有され得ること，近年
ヒトで問題となっている可動性コリスチン耐性 3GCR大
腸菌がイヌにも感染すること，を明らかにした。本発表で
はこれら現在までの研究成果を紹介し，薬剤耐性感染症に
おいて伴侶動物が果たす役割についての知見を共有したい。

3．院内感染症における薬剤耐性菌の疫学
森永 芳智
富山大学学術研究部医学系微生物学講座
One Healthアプローチの実践においては，医療現場に
おける薬剤耐性菌の疫学を正確に把握することが，環境や
動物由来の耐性菌との関連性を理解する上での基盤となる。
院内感染の主要な病原体として，メチシリン耐性黄色ブ
ドウ球菌（MRSA）や 3世代セフェム耐性腸内細菌目細菌
が挙げられるが，これらの疫学的動向は施設の特性や地域
によって大きく異なることが明らかになっている。特筆す
べきは，代表的な院内感染病原体の検出割合が病床数の少
ない施設ほど高い傾向を示す点である。この現象の背景に
は，施設規模による感染管理体制の差異，抗菌薬使用パター
ンの違い，患者背景の相違など，複合的な要因が関与して
いると考えられ，抗菌薬使用と耐性菌出現の関連性は医
療・獣医療・環境を横断する One Healthの中核的課題で
もある。わが国では厚生労働省院内感染対策サーベイラン
ス事業（JANIS）が薬剤耐性菌の全国的疫学データを蓄積
しているものの，データへのアクセスや効果的な可視化に
は改善の余地がある。本講演では，利用可能な疫学データ
から読み取れる現状と課題を提示し，医療・環境・動物領
域を横断的に捉える One Health視点が，今後の薬剤耐性
菌対策にどのような示唆を与えうるかについて議論する機
会としたい。

4．環境由来の薬剤耐性アスペルギルスの世界的
拡散

田代 将人 1,2

1横浜市立大学大学院医学研究科感染症内科学
2横浜市立大学附属病院感染制御部
抗菌薬の使用量増加に歯止めをかけるワンヘルスアプ
ローチでは，ヒト・動物・環境の三領域で抗微生物薬を統
合的に管理する視点が必須である。農薬として散布される
アゾール系抗真菌薬も例外ではなく，その影響は臨床現場
にまで波及している。我々は代表的な深在性真菌症である
アスペルギルス症の研究を通じ，薬剤耐性アスペルギルス
（以下，耐性株）の存在と臨床的インパクトを明らかにし

てきた。抗真菌薬の選択肢が限られる現在，耐性化は患者
予後を著しく悪化させる大きな要因である。慢性肺アスペ
ルギルス症患者に対する長期アゾール療法が体内での耐性
株出現を誘導し得ることは既に示しているものの，それだ
けでは説明しきれない規模で耐性株が世界的に増加してい
る。実際，環境から検出される特異的変異をもつ耐性株が
各国で報告され，これらは農薬アゾールの環境選択圧によ
り出現したと考えられている。環境起源の耐性株は過去 10
年で地理的障壁を容易に乗り越え，島国である日本におい
ても臨床検体・環境検体の双方から検出されている。さら
に我々は，輸入農産物がこれら耐性株の国内流入経路と
なっている実態を解明したほか，病院周囲や院内空気中に
も耐性株が浮遊していることを初めて確認した。これらの
株は野生型と同等の増殖能を備えており，すでに国内で潜
在的に拡散していると推察される。今後，臨床現場での耐
性株頻度の増加が強く懸念され，早急なサーベイランス体
制の構築と拡散阻止策の策定が急務である。

ワークショップ 2 消化器外科 SSI予防ガイドライン

1．横断的調査でみた周術期抗菌薬の使用状況
森岡 悠
名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
周術期抗菌薬の適正使用は，術後感染予防において極め
て重要である一方で，過剰使用や不適切な選択は薬剤耐性
菌の増加や医療資源の浪費につながる。本講演では，我々
が実施した 2つの横断的調査の結果をもとに，日本の医療
機関における周術期抗菌薬使用の実態と課題について報告
する。
最初の調査では，大学病院を中心とした施設において，18
の術式の抗菌薬選択と投与期間の適正性を評価した。その
結果，術前・術中と術後の抗菌薬選択は 78.5～78.9%でガ
イドラインに準拠していたが，投与期間に関しては 61.4%
と低い遵守率にとどまった。腹部外科の手術の全体遵守率
が高い一方で，心血管埋め込み型電子デバイス留置術や抜
歯術では低い遵守率がみられ，また，大学間でも大きな差
異が認められた。
2つ目の研究は，地域の中核病院を含む 27施設を対象
に，Point Prevalence Surveyを実施した。557名の患者
が国内のガイドライン対象の様々な術式に対して抗菌薬が
処方されており，これらの患者を更に調査した。整形外科
領域の手術でのガイドライン遵守率（薬剤選択・投与期間）
が高い一方で（58.7%），歯科口腔外科・眼科では非常に低
いことが判明した（0～3.3%）。
これらの調査結果から，周術期抗菌薬の使用においては，
診療科・術式・施設間でのばらつきが大きく，ガイドライ
ンが十分に浸透していない現状が浮き彫りとなった。当日，
演者の私見や文献的な考察も交えて周術期抗菌薬投与の現
状を報告する。
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2．脳神経外科領域の感染症・SSI対策ガイドライ
ン構築に向けて

井川 房夫
島根県立中央病院脳神経外科
2024年 9月 Lancetによると 2050年までに耐性菌での
世界の死者は 3,900万人に上方修正され，耐性菌への対策
の一つとして SSI対策が急務である。2020年我々は，脳
神経外科手術の予防的抗菌薬使用のガイドラインを作成し
た。PubMedを用い，surgical site infection，skull base sur-
gery等，prophylactic antibioticsのキーワード，Full text，
Humansで検索し，その関連論文を抽出した。その内，他
領域や 1990年以前の論文を除き検討した。脳神経外科手
術は多岐にわたるため，開頭術はクリッピング術，腫瘍摘
出術など 5項目に分類，経蝶形骨洞手術，頭蓋底手術，脊
髄手術などは別術式とした。常在菌により推奨抗菌薬は
CEZ，CTRXで β ―ラクタム系抗菌薬・アレルギー患者で
の代替薬は CLDM，VCMとし，投与期間は現使用可能目
標を考慮し術後 24～48時間（推奨グレード・エビデンス
レベル：C1～III）とした。レベルの高いエビデンスはな
いが，鼻腔・副鼻腔は創部クラス II（clean-contaminated
wound）に入り，術後 48時間以内とした。術後髄液ドレ
ナージ全留置期間の抗菌薬予防投与はすすめられなかった。
2022年脳神経外科手術と機器学会と日本化学療法学会合
同でアンケート調査を行った。その結果，周術期抗菌薬継
続期間の縮小などが確認されたが，十分とは言えなかった。
今回，脳神経外科手術と機器学会，日本整容脳神経外科学
会，日本脳神経外科学会と合同で脳神経外科領域の感染
症・SSI対策ガイドラインを作成するための委員会が設置
され，2026年の完成を目指すこととなった。

3．頭頸部癌手術における SSIと周術期抗菌薬管
理の課題

玉川 俊次，保富 宗城
和歌山県立医科大学医学部耳鼻咽喉科・頭頸部外科
頭頸部癌手術は，解剖学的構造が複雑で，術野が気道と
消化管を交通するため，他の外科領域と比較して術後の手
術部位感染（Surgical Site Infection：SSI）やその他の周
術期感染症の発症リスクが高いとされる。さらに，長時間
にわたる切除・再建術，多数の吻合部，広範囲な皮弁使用，
死腔の形成，誤嚥リスクの存在といった複数の因子が重な
り，感染制御は困難な課題となっている。「術後感染予防
抗菌薬適正使用のための実践ガイドライン」が示され，実
際，過去の報告でも頭頸部癌手術に対する SBT/ABPCの
周術期投与の妥当性が示されている。しかしながら，実臨
床の現場では必ずしもこのプロトコール通りに管理できな
いケースも多い。特に頭頸部癌の再建手術では，皮弁の部
分壊死，死腔形成，術後誤嚥性肺炎，原因不明な炎症所見
の持続などにより，抗菌薬投与の延長を余儀なくされる症
例がしばしば認められる。これらの症例では，感染源の同

定が難しいことが多く，創感染を完全に否定できない状況
下で抗菌薬を中止することが困難となる。感染制御の基本
として，感染源の除去が第一である。頭頸部は体表からの
アクセスが比較的容易な部位であり，SSIが疑われる場合
には創部を開放することで排膿・洗浄を図り，抗菌薬単独
に頼らない感染源管理が可能である。一方，口腔や咽頭の
広範囲欠損後など誤嚥を繰り返す症例では，感染が持続・
反復性に生じるリスクが高く，抗菌薬選択と投与期間の最
適化が困難となる。さらに，抗菌薬の長期使用は，真菌症
の発症や，常在菌の崩壊，難治性感染症へ移行するリスク，
多剤耐性菌の出現を招く要因にもなり得る。これらの背景
を踏まえると，頭頸部癌手術における SSIと周術期抗菌薬
管理の課題は極めて多因子的で多様な戦略が求められるた
め，本ワークショップで議論を深めたい。

4．消化器外科 SSI予防のための周術期管理ガイ
ドライン 2025のポイント

小林 美奈子
三重大学先進医療外科
「消化器外科 SSI予防のための周術期管理ガイドライン」
が 2025年に改訂される予定となっている。本ガイドライ
ンのポイントについて解説する。術前処置として，術前栄
養不良の患者における術前栄養状態改善は有意に SSI発生
率を低下させるため，術前に栄養状態を改善することが C
で提案された。鼻腔黄色ブドウ球菌保菌者に対する術前除
菌は Bで提案された。術前の禁煙介入は創感染率，術後
合併症率の低下が認められるため行うことが Bで提案さ
れた。術前の機械的腸管処置のみでは SSI予防効果は認め
られないが，経口抗菌薬による腸管処置のみ，あるいは経
口抗菌薬と機械的腸管処置の併用は SSI予防効果が認めら
れるため，行うことが Bで提案された。周術期の口腔ケ
アは SSI予防効果および肺炎予防効果があるため，行うこ
とが Cで提案された。周術期のプロバイオティクス・シ
ンバイオティクスの投与は SSI予防に有用であり，投与す
ることが Aで提案された。予防抗菌薬投与では，180分
以上の長時間手術では術中再投与を行うことが Cで提案
された。過体重・肥満患者では体重に応じて投与量を調節
することが Cで提案された。術中対策として，術野消毒
はアルコール含有クロルヘキシジンあるいはオラネキシジ
ンの使用が Bで提案された。開腹手術において SSI予防
のために 2重リング創縁保護器具を使用することが Aで
推奨された。創洗浄として生理食塩水による高圧洗浄は
SSI予防に有用であり，行うことが Cで提案された。皮膚
切開創の閉鎖において SSI予防のため，吸収性縫合糸を使
用した真皮縫合が Aで推奨された。筋膜閉鎖は SSI予防
のため，抗菌吸収糸を使用することが Bで提案された。
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5．ガイドライン遵守のために薬剤師が行ってい
ること

東垂水 郁圭 1，塚原 優太 1，稲田 顕慶 1，
保井 健太 1，辰己 晃造 1，福田 利明 1，畑 啓昭 2

1京都医療センター薬剤部
2京都医療センター外科
手術部位感染（surgical site infection：以下，SSI）は全

ての外科的手術に関連がある合併症である。厚生労働省の
院内感染対策サーベイランス事業によると，消化器外科領
域の SSI発生率は 9.6％と全体平均（約 6％）と比較して
高頻度である。SSIの発生により，入院期間の延長に伴う
医療費の増加や，患者満足度の低下等も生じるため，特に
予防されるべき医療関連感染の一つである。
京都医療センター（以下，当院）では，SSI予防のため

抗菌薬の適正使用を推進している。特にガイドラインに基
づく投与量・投与間隔の遵守は重要であるが，当院では周
術期抗菌薬はクリニカルパスであらかじめ設定された用量
が処方されるため，患者の体重や腎機能に応じた投与設計
を行う必要があると考えた。
そこで当院薬剤部では，抗菌薬投与設計支援ツールを作
成し，2018年より運用を開始した。本ツールは，患者の
年齢，体重，腎機能を入力すると，術後感染予防抗菌薬適
正使用のための実践ガイドラインに準拠した至適投与量お
よび投与間隔を自動算出する仕様とした。また，アレルギー
歴を合わせて参照し，アレルギーがある場合にはガイドラ
インに準じて代替薬を提案している。提案内容については
電子カルテに記載することで麻酔科医，手術室看護師まで
情報提供し，術前投与の適正化と再投与タイミングの遵守，
重大なアレルギーの回避を支援している。
ガイドラインに基づいた抗菌薬投与設計支援ツールの使
用により，予防抗菌薬の適正使用割合は介入前 62.0％/介
入後 87.4％と改善が認められた。腎機能低下例における
過量投与や低用量投与の防止に繋がった。また，本ツール
により薬剤師と医師間の情報共有が円滑化し，投与設計の
迅速化にも寄与することができた。
現在は，外科系診療科を中心に取り組みを行っているが，
今後は他診療科への展開も検討し，SSI予防抗菌薬の適正
使用をより広く推進できるよう努めていきたい。

ワークショップ 3 誤嚥性肺炎の予防・治療における
口腔ケア・オーラルマネジメントの役割

1．誤嚥性肺炎の病因について―口腔ケアの重要
性―

松村 香織 1,2

1公立八女総合病院歯科口腔外科
2九州大学病院顎顔面口腔外科
人口の高齢化に伴い，肺炎に起因する死亡者数は増加傾
向にある。日本における肺炎死亡者の多くは 65歳以上の

高齢者であり，2020年の人口動態統計では，肺炎と誤嚥
性肺炎の死亡者数を合わせると，日本人の死因の第 4位に
なった。中でも，誤嚥性肺炎は，嚥下機能の低下した高齢
者や，脳梗塞後遺症などの既往がある患者に発生すること
が多い。
誤嚥に引き続き肺炎が生じるかどうかは，侵襲と抵抗の
バランスで決まる。侵襲が大きくなるか，もしくは抵抗が
小さくなったときに肺炎の発症へとつながる。侵襲とは，
誤嚥物の量や内容であり，抵抗とは，喀出機能や免疫機能
を指す。誤嚥をしても，喀出が可能で，免疫機能が適切に
働けば，肺炎を生じることなく経過する。しかし，喀出力
が弱く，抵抗力も低下した症例，例えば肺機能が低下した
高齢者では，少量の誤嚥であっても肺炎になりやすい。こ
のため，口腔ケアによる誤嚥内容物の改善が誤嚥性肺炎の
発症を予防すると考えられている。実際に，肺炎および肺
化膿症患者からの経皮的肺吸引物から歯周病原因菌や歯性
膿瘍原因菌などの口腔内細菌が分離されており，口腔ケア
による肺炎予防効果についても多くの報告がある。
これらの背景から，2024年に改訂された成人肺炎診療
ガイドラインにおいては，肺炎予防の項に口腔ケアが明記
された。加齢に伴うサルコペニアを背景とした誤嚥性肺炎
患者に対して口腔ケアは不可欠であり，当院では呼吸ケア
チームに歯科衛生士が参画し専門的口腔ケアを提供してい
る。専門的口腔ケア実施時は，口腔内細菌カウンタによる
口腔細菌定量検査を行い，他職種との口腔内環境に関する
情報共有に利用している。今後も口腔内環境の改善により
誤嚥性肺炎の治療に貢献したいと考えている。

2．患者の力で防ぐ誤嚥性肺炎：口腔ケアの新た
な可能性

西 裕美
広島大学病院口腔総合診療科
誤嚥性肺炎は，高齢者や入院患者において最も頻度が高
く，死亡率や医療資源の消費に大きく関わる医療関連感染
症の一つである。口腔内は人体最大の細菌の貯留部位であ
り，バイオフィルムを介した病原菌の定着・増殖が，嚥下
時の気道流入を通じて肺炎発症の一因となる。これまで，
看護師や歯科による医療従事者が行う口腔ケアの有効性は
数多く報告されてきたが，入院中の患者自身が主体的に取
り組む「セルフ口腔ケア」の効果については，検討されて
こなかった。
我々は，入院時に約 10～15分の簡便な教育と口腔ケア
用品の配布を行い，患者によるセルフケアを促進するプロ
グラムを実施した。対象は，急性期病院に 1週間以上入院
し，セルフケアが可能であった 2,587名の患者であり，同
一施設において前年度に入院した 5,206名の非介入患者と
比較する後ろ向きコホート研究を行った。傾向スコアマッ
チングを用いて背景因子を調整した上で解析を行った結果，
誤嚥性肺炎の発症率は介入群で有意に低下していた（OR
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=0.54，95%CI：0.38～0.78）。加えて，入院中に多くみら
れる他の感染症である敗血症（OR=0.34，95%CI：0.22～
0.53）および尿路感染（OR=0.66，95%CI：0.53～0.82）に
ついても，同様に発症率の有意な低下が認められた。特筆
すべきは，一度限りの簡単な説明であっても，患者の行動
変容が生じ，感染予防につながった点である。
本プログラムは，特別な機器や人員を必要とせず，汎用
性の高い感染対策であると考えられる。今後は，口腔細菌
叢の変化やバイオフィルム形成能の解析を含め，微生物学
的視点からの評価も進めていく予定である。今回のワーク
ショップでは，このような成果を得た大規模臨床研究を紹
介し，今後の展開や現場での活用について，参加者の皆様
と共に考える機会としたい。

3．口腔ケアではなくオーラルマネジメント
岸本 裕充
兵庫医科大学医学部歯科口腔外科学講座
医師国家試験において，誤嚥性肺炎の予防に効果が期待
できるものとして「口腔ケア」が正解肢として出題される
時代になった。しかしながら，現場の声として，「口腔ケ
アをしても誤嚥性肺炎がなかなか減らない」という声があ
るのも事実である（口腔ケアの方法は適切であろうか）。
また，予防ではなく，誤嚥性肺炎を生じた患者の「治療」
として口腔ケアは，あまり意識されていない印象がある。
演者は「口腔ケアではなくオーラルマネジメント」を実
践すべきと提唱している。オーラルマネジメントとは，口
腔清掃（Cleaning），咀嚼や嚥下のリハビリ（Rehabilitation），
患者・家族だけでなく医療従事者への教育（Education），
的確な評価（Assessment），歯科治療（Treatment）の 5
要素が適切に揃うことが重要であり，これらを達成するこ
とで「食べる（Eat）」あるいは「楽しむ（Enjoy）」こと
が可能となるという概念である。Cleaningから Eat/Enjoy
までの頭文字を並べ，「食べられる口を CREATE（つく
る）」ことがオーラルマネジメントの目標である。口腔ケ
アのみならず，義歯の調整などの歯科治療を積極的に行う
ことが，オーラルマネジメントにおいて極めて重要である
と考える。
誤嚥性肺炎を生じた患者は，嚥下機能に問題があること
は事実であるが，絶食にするか否かは別問題である。飲食
物の誤嚥による肺炎は必ずしも多くなく，睡眠中の不顕性
誤嚥によるものが多い，という知識はあっても，「とりあ
えず絶食」にしていないだろうか。絶食にすることで，口
腔の自浄性が著明に低下し，睡眠中に不顕性誤嚥を生じた
際のリスクが高まることが，あまり理解されていない印象
がある。
「食べていない口が意外に汚い」を意識して，「とりあえ
ず絶食」を少なくできれば，抗菌化学療法の有効性も高ま
ることを期待できるはずである。

4．誤嚥性肺炎における口腔細菌の役割
大原 直也 1,2

1岡山大学学術研究院医歯薬学域口腔微生物学分野
2岡山大学腸健康科学研究センター
口腔内細菌あるいは慢性歯周炎が肺炎や慢性閉塞性肺疾
患（COPD）などの発症，病態の進展や増悪に関連してい
ることを示す臨床研究が多く報告されている。唾液中には
108/mL，またデンタルプラーク中には 1011/gの菌が存在
し，口腔内全体では 100億個の菌が存在する。質重量では
10 gに及ぶと推定される。唾液中の細菌の多くは唾液と
ともに消化器に入るが，誤嚥により気管に入ると気管支や
肺に炎症を起こす。さらには下気道の疾患の発症に関与す
ると考えられる。誤嚥性肺炎の原因菌として，過去には偏
性嫌気性桿菌が注目されたが，次世代シークエンサーの登
場により細菌叢解析を行うことができるようになったこと
もあり，呼吸器感染症患者の呼吸器検体からさまざまな口
腔細菌が検出されている。中でも口腔レンサ球菌は多く検
出されているが，同時に偏性嫌気性桿菌も検出される。細
菌叢解析はその場に存在する菌の種類・割合を明らかにで
きる有力な手法であるが，検出された菌が原因菌であるか
を明らかにするにはさらなる解析が必要となる。下気道に
おいても常在菌叢の存在が明らかになっている。その関与
についても検討が必要かもしれない。このようなことを踏
まえ，誤嚥性肺炎における口腔細菌の役割をこれまでの報
告を基に考察したい。

ワークショップ 4 他科の医師に伝えたい，泌尿器科
医からのメッセージ

1．難治性膀胱炎の病態とマネジメント―無症候
性細菌尿とカテーテル関連尿路感染症を含め
て―

和田 耕一郎 1,2

1島根大学医学部泌尿器科学講座
2島根大学医学部統合腎疾患制御研究・開発センター
（IKRA）
尿路感染症は頻度の高い細菌感染症であり，泌尿器科医
ならずとも遭遇する Common diseaseである。無症候性細
菌尿は無症状であるため「尿路感染症」とはいえないが，
混同しやすい病態で注意を要する。有症状であれば膀胱炎
や腎盂腎炎といった尿路感染症に分類され，治療適応とな
る。
無症候性細菌尿は非常に高頻度に認められ，女性では外
陰部から，男性では包茎によるコンタミを除外する必要が
ある。妊婦，泌尿器科的処置・手術前の症例を除いて抗菌
薬による治療適応はない。膀胱刺激症状と細菌尿を呈し，
発熱がない場合には膀胱炎と診断し，超音波検査や残尿測
定によって単純性，複雑性膀胱炎を分類し，尿培養と抗菌
薬投与を行う。「難治性膀胱炎」に明確な定義はないもの
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の，一般的には抗菌薬治療に抵抗性，あるいは治療終了後
も繰り返す反復性の膀胱炎を指す。いずれも尿路に基礎疾
患のある複雑性尿路感染症であれば原因療法が必須である
が，菌種と薬剤感受性が類似した細菌が複数回分離される
「再燃」と，異なる株が分離される「再発」を見極める必
要がある。再燃では抗菌薬治療を強化し，再発では生活習
慣を見直すことで治療に成功する可能性が高い。尿路カ
テーテル留置状態は，無症候性細菌尿が必発となる。発熱
や炎症反応の上昇を来した状態がカテーテル関連尿路感染
症（CAUTI）であり，早急な治療が必要となる。一方，カ
テーテル留置患者が発熱しただけで CAUTIと診断，泌尿
器科にコンサルトするのは拙速であり，画像診断等で他の
感染症を否定しておいて頂きたい。CAUTIと診断した場
合にはカテーテル交換，尿培養，抗菌薬投与を迅速に行う
ことで敗血症にいたらしめず治療が可能となる。CAUTI
で完全な除菌は困難であるため，抗菌薬は漫然と投与せず，
解熱と炎症反応の低下を目途に終了する。
泌尿器科医として他科の医師に伝えたいと日頃から考え
ていることを，できるだけシンプルにお伝えできるよう努
めたい。

2．急性・慢性前立腺炎
東郷 容和 1，吉岡 慎平 1，貝塚 洋平 1，長澤 誠司 1，
川上 翔雅 2，草刈 康平 2，山本 新吾 3

1川西市立総合医療センター泌尿器科
2川西市立総合医療センター薬剤部
3兵庫医科大学泌尿器科
前立腺炎は「性器感染症」に分類される。一般的に，膀
胱炎や腎盂腎炎は尿路感染症，前立腺炎や精巣上体炎は男
性性器感染症とされている。しかし，日常診療（特に入院
患者）においては，前立腺炎が尿路感染症として治療され
ているケースが非常に多いのが現状である。その理由とし
て，泌尿器科以外の診療科では前立腺炎の診断に必要な直
腸診が行われないこと，また尿路感染症と同様に抗菌薬投
与のみで症状が改善することが多いため，前立腺炎を特に
切り分けて診断する必要がないと考えられていることなど
が挙げられる。
しかし，前立腺炎と尿路感染症を正確に区別して診断す
ることは極めて重要である。なぜなら，両者では推奨され
る抗菌薬の種類や投与期間が明確に異なるためである。抗
菌薬の適正使用が強く求められている昨今においては，尿
路感染症と性器感染症を正確に診断し，それぞれに適切な
抗菌薬を適切な期間投与することが必要不可欠である。ま
た，適切な治療を行うことは，難治性となりうる慢性前立
腺炎への移行を防ぐという点でも極めて重要となってくる。
前立腺炎は，急激な局所症状（排尿時痛，頻尿，排尿困
難など）と発熱などの全身症状を伴う急性前立腺炎と，比
較的緩徐な局所症状（排尿時痛，会陰部・下腹部・鼠径部
などの鈍痛）が持続する慢性前立腺炎に大別される。細菌

感染が関与する前立腺炎の多くは，抗菌薬治療のみで改善
する。ただし，前立腺膿瘍を合併すると発熱が遷延するた
め，抗菌薬治療で十分な改善が得られない場合には膿瘍を
念頭に置き，造影 CTを施行して前立腺膿瘍が認められれ
ば外科的ドレナージが必要となる。このため，抗菌薬治療
で治療反応が不十分な場合には泌尿器科へコンサルトして
いただく必要がある。
本ワークショップの内容が，泌尿器科医からのメッセー
ジとして，聴講いただく先生方の日常診療の一助となれば
幸いである。

3．フルニエ壊疽
桧山 佳樹，北村 寛
富山大学学術研究部医学系腎泌尿器科学講座
フルニエ壊疽は，外陰部・会陰部を中心に発症する壊死
性筋膜炎であり，重篤な敗血症を引き起こす致死的疾患で
ある。急速に進行するため，早期の認識と適切な初期対応
が患者の予後を大きく左右する。糖尿病や免疫抑制，慢性
疾患を有する中高年男性に多く見られる一方で，女性や若
年者に発症することもある。侵入経路は外陰部皮膚，尿道
周囲，直腸およびその周囲が主体であり，局所感染が蜂窩
織炎を経て深部筋膜へ波及する。初期症状は陰部の痛み，
腫脹，発赤など非特異的な所見にとどまることが多く，診
断が遅れる要因となる。進行すると皮膚壊死や皮下気腫，
悪臭，ショックなどが出現し，緊急を要する状態にいたる。
診断には身体診察に加え，CTによる皮下のガス貯留像の
確認が有用であり，疑わしい症例では迅速な画像診断が重
要である。
治療は抗菌薬治療と壊死組織のデブリードメントが基本
である。病原微生物は混合感染の割合が高く重症感染症で
あるため，初期治療薬には広域抗菌薬を選択すべきである。
外科処置に関しては，壊死組織を必要十分な切除縁を確保
しながらデブリードメントすべきである。また，治療経過
中の追加切除もためらわずに行うべきである。また，壊死
組織切除後には，植皮，皮弁を用いた皮膚欠損部再建など，
形成外科的治療が必要となることが多い。
このようにフルニエ壊疽の治療には集学的な治療が必要
となる。本講演では，臨床現場でスムーズな連携を行うた
めに必要な知識を整理していく。

4．気腫性腎盂腎炎を見逃さない！ “CTでガス”
にいち早く気づくことが鍵―泌尿器科コンサ
ルトの最適タイミングを逃さないために―

小林 加直
中国労災病院腎泌尿器外科
気腫性腎盂腎炎（emphysematous pyelonephritis，EPN）
は，腎実質や腎周囲組織にガスを形成する壊死性の重症尿
路感染症であり，特に糖尿病患者に高頻度に発症する。近
年の報告によれば，EPNの 90%以上に血糖コントロール
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不良が背景にあり，死亡率は最大 25%にも達することが
ある。また，その病態は初期には一般的な腎盂腎炎と臨床
症状が類似しているため，見逃されやすく，治療介入の遅
れが予後に直結する。
診断には腹部 CTによるガス像の確認が必須であり，画
像分類（Huang分類）と臨床的重症度因子（血小板減少，
ショック，急性腎障害，意識障害など）の組み合わせによ
り治療戦略が決定される。抗菌薬単独治療では限界があり，
尿路閉塞の解除および膿瘍・ガスのドレナージが重要とな
る。特に近年では，初期の外科的腎摘除ではなく，腎温存
を目的とした段階的ドレナージ戦略が注目されており，生
存率改善が報告されている。
本ワークショップでは，EPNの最新の診断アルゴリズ

ムと治療体系を解説し，他科の医師，とりわけ内科や救急
科の先生方に対し，泌尿器科への早期コンサルトの必要性
を強調したい。特に，糖尿病を背景に発熱と背部痛を呈す
る患者に対し，抗菌薬単独ではなく，画像診断と泌尿器科
的ドレナージの視点を共有し，適切な連携の構築を目指し
たい。

5．尿路結石を伴う尿路感染症
惠谷 俊紀 1,2

1名古屋市立大学大学院医学研究科腎・泌尿器科学分野
2名古屋市立大学病院感染制御部
尿路結石の嵌頓に伴う腎盂腎炎は日常臨床でよく遭遇す
る病態であり，結石性腎盂腎炎と表現される場合もある。
結石性腎盂腎炎は，尿路結石の嵌頓により尿の停滞が生じ，
腎盂内圧が上昇し，敗血症に移行しやすいとされる。この
ため，治療には速やかな尿管ステント留置や経皮的腎瘻造
設によるドレナージ，および抗菌薬投与が必要とされる。
閉塞を伴う有熱性感染症であるため，ドレナージは原則的
に考慮されるべきであるが，全例にドレナージを行うこと
は過剰治療となる可能性もはらんでいる。また，各施設の
時間内・時間外の勤務体制は様々である。このため，ドレ
ナージの手法の選択や，ドレナージを緊急で行うべき症例
と待機的に行うことも許容される症例の鑑別に苦慮する場
合もあると思われる。また，腎盂腎炎治療後に結石の治療
をどのように行うかということを考慮にいれる必要がある
ことも特徴である。排石療法や一部の結石では溶解療法な
どの内科的手法も検討されるが，特にドレナージ施行症例
においては手術療法が中心に検討されると考えられる。尿
路結石症の手術は，体外衝撃波砕石術（extracorporeal
shockwave lithotripsy：ESWL），経皮的腎砕石術（percuta-
neous nephrolithotripsy：PNL），経尿道的尿管砕石術
（transurethral ureterolithotripsy：TUL），腎・腎盂・尿
管切石術などが挙げられ，それぞれ手術のアプローチが異
なる。また，経皮的操作と経尿道的操作を併用する endo-
scopiic combined intrarenal surgery：ECIRSもその治療
効果の高さから，近年本邦で増加している。本ワークショッ

プは，企画段階では「他科の医師に伝えたい，泌尿器科医
からのメッセージ」をその趣旨としている。本講演では，
上記の点を踏まえ，結石性腎盂腎炎の診断や治療において
泌尿器科医がどのように思考し対応しているのかを述べさ
せていただき，尿路結石を伴う尿路感染症診療の要点を整
理したい。

ワークショップ 5 若手で臨床研究を盛り上げよう！

1．幅広い基盤に根ざして進める若手臨床研究
川筋 仁史
富山大学学術研究部医学系感染症学講座
感染症臨床研究を合理的に進めていくためには，臨床現
場における課題を的確に捉え，研究成果を社会に還元する
までの一連の過程を見通し，幅広い基盤のもとで研究を進
めることが重要である。基礎と臨床の連携，薬学分野との
協働，地域におけるネットワークが相乗的に機能すること
で，若手も研究に参画し，臨床研究を着実に進めることが
可能となる。
富山大学では COVID-19パンデミック以前より総合感
染症センターが設立され，感染症科・検査部・微生物学講
座が一体となってトランスレーショナルリサーチを推進す
る体制が整備されてきた。また，日本大学薬学部 辻泰弘
教授との協力体制が以前より構築されており，薬物動態に
関する専門的知見を学びつつ，若手として研究に携わる機
会を得てきた。さらに，我々医局員は感染症医として地域
の医療機関にも従事するなかで，職種を超えた多くの先生
方との連携の機会をいただいている。このようなネット
ワークは臨床研究の協力体制へと発展し始めており，研究
を推進する上で不可欠な基盤となりつつある。加えて，演
者は日本感染症学会臨床研究促進助成のもと，多施設共同
研究を進められる機会を得ることができた。これは，若手
研究者が研究を進める際の大きな後押しとなるとともに，
同世代の先生方との新たな交流の契機となっている。これ
までのご協力への感謝を胸に，今後も若手の先生方が進め
る研究への積極的な協力・貢献を通じて，これまでの支援
に応えていきたいと考えている。
演者は若手として十分な経験を有しているわけではない
が，これまでの指導と実践を通じて得られた学びを振り返
りつつ，若手の立場から臨床研究をどのように盛り上げて
いけるかを共に考える契機としたい。

2．「学会発表で終わらせない」臨床研究への取り
組み方

井手口 周平
琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学
講座
若手の先生は日々の忙しい臨床の中で毎日多くの臨床的
疑問を持ち，その疑問は大きく「Background question」と
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「Foreground question」に分かれます。Background ques-
tionは既知のエビデンスや知識を問うものであり，現在
様々な AIツールの進歩により，情報収集の速さ，量，質
は以前と比較して格段に高くなっています。一方で，色々
調べたものの未だ答えのない Foreground questionに関し
ては，自らの経験や先輩方の意見を参考に日々の臨床を遂
行しているものと思います。本セッションではこの Fore-
ground questionに対して「いかにエビデンスを自ら作っ
ていくか」について実例を交えてお話しします。「時間が
ない」「やり方がわからない」「統計はどうする」「指導者
がいない」というハードルを少しでも下げ臨床研究に興味
を持っていただき，そして何より「学会発表だけ」に留ま
らず「論文化」を目指してほしいと思います。完成臨床現
場の疑問を，患者に還元できる知に変える主役は若手医師
です。研究は特別な才能ではなく，正しい型と仲間で誰で
も進められます。あなたの病棟から次のエビデンスを生み
出しましょう。

3．臨床研究の実践と考察
岩永 直樹
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科呼吸器内科学分野
呼吸器・感染症領域は，パンデミックや耐性菌の拡大，
新興再興感染症の出現など，臨床課題が絶え間なく変化す
る領域であり，その最前線にいる医師の経験や直観は貴重
な研究の種となる。しかしながら，診療の多忙さや研究支
援体制の脆弱さにより，現場で得られる知見が十分にエビ
デンス化されずに埋もれている現状がある。本講演では，
呼吸器・感染症領域において日常診療から臨床研究を立ち
上げるための視点と実践例を提示する。具体的には，日常
臨床で着想した疑問を深堀りした後方視的研究，ガイドラ
イン検証のための研究，多施設共同研究の実例，免疫不全
コホートにおけるワクチン有効性評価，などを取り上げる。
呼吸器・感染症領域は，疾患の急性期・慢性期を問わず多
様な研究デザインが適用可能であり，臨床現場こそが知的
資源の宝庫である。本講演を通じて，診療の中から研究仮
説を見出す視点，現実的な研究の進め方，そして研究成果
を実臨床へと還元する姿勢を共有したい。感染症と向き合
うすべての医療者が，明日の標準治療を形づくる一翼を担
う存在であることを再認識する機会となれば幸いである。

4．地域特性を活かして感染症の臨床研究を展開
する

川口 剛
宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳神
経内科学分野
臨床研究のテーマ，題材を見つけることは容易ではない。
一般的に重要なテーマであっても，自身の能力や研究環境
を考慮すると，実行可能性の高い研究計画を作成すること
は難しい。新規性のある臨床研究を計画・実行するには工

夫が必要であり，地域特性を活かすことはその一つの方法
と言える。
ここでは，我々が実施している重症熱性血小板減少症候
群（SFTS）のレジストリ研究を紹介する。2013年 1月の
IASRで国内初の SFTS症例が報告された。同年 5月，県
内 1例目の SFTS患者が当院に入院し，担当することと
なった。意識障害，下血，血球貪食症候群を合併する重症
例。ステロイドの効果があったか分からないまま，幸い患
者は回復した。この症例を感染症学会の英文誌に投稿し，
何度か引用されたことが臨床研究のモチベーションとなっ
た。SFTS患者の入院は毎年数例ずつ続き，重篤な転帰を
辿る例もあった。そうした中で「リケッチアとの鑑別」「死
亡・重症化のリスク因子」など，SFTS臨床での疑問点が
貯まっていった。宮崎県内の SFTS症例は大学病院と 3
つの基幹病院に集中しており，その 4病院でのレジストリ
研究を開始し，県内症例の約 8割を登録することができた。
2編の論文を発表したが，数十例規模のレジストリ研究で
あり，より詳細な解析にはさらに症例数を増やす必要が
あった。そのため，SFTS研究会で知り合った先生方を中
心に，西日本の基幹病院にレジストリ研究への協力を依頼
し，現在は 43施設まで拡大することができた。また，学
内の臨床研究支援センターから EDCシステムの構築や統
計解析の支援を得ている。
SFTSという新興感染症の多い地域，症例を集積しやす
い地域特性，専門家とのネットワーク，これらが本研究を
後押ししてくれた。本講演では，我々の実例を提示しなが
ら，地の利を生かした感染症の臨床研究についてお伝えし
たい。

スポンサードシンポジウム 1 感染症と常在細菌叢の
制御

1．移植医療と腸内細菌叢
長尾 美紀
京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学
近年，移植医療において腸内細菌叢の役割が注目されて
いる。造血幹細胞移植（HSCT）や固形臓器移植（SOT）
のレシピエントは免疫抑制剤や抗菌薬の使用，大手術によ
り長期にわたり dysbiosisの状態となる。HSCTでは腸内
細菌叢の多様性低下が生存率の低下，移植片対宿主病
（GVHD），菌血症の増加と関連することが示されている。
近年では GVHDの予防や治療としての fecal microbiota
transplantationが着目され，さまざまな知見が得られてき
ている。一方，SOT領域においては大規模メタゲノム解
析によって腸内細菌叢とグラフト不全の関係などの検討が
進められているが，HSCT領域と比較すると不明な点が多
い。両者に共通する免疫抑制薬の使用は腸内細菌叢の構成
や代謝経路に大きな影響を及ぼし，短鎖脂肪酸産生の低下
や耐性菌の選択を助長することも示されている。こうした
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知見は，腸内細菌叢が感染制御や拒絶反応，さらには長期
予後に関与することを示唆しており，腸内細菌叢を標的と
した介入が移植医療に新たな展開をもたらす可能性がある。
本講演では，HSCTおよび SOTにおける腸内細菌叢研究
の最新の知見を概説し，臨床応用に向けた課題と展望を考
察する。

2．セプシスと腸内細菌叢
山岸 由佳
高知大学医学部臨床感染症学講座
セプシスは腸内細菌叢の変化（dysbiosis）が病態進行に
重要な役割を果たすことが近年明らかになってきており，
腸内細菌多様性の著明な減少，有益菌の消失，病原性細菌
の増殖が認められ，腸管バリア機能の破綻により腸内細菌
が血中に移行し，全身の炎症反応が増悪する。セプシスで
は門レベルでは正常腸内細菌叢の主要構成要素である Fir-
micutes門（特に Clostridium属，Lactobacillus属）と Bacter-
oidetes門が著明に減少し，病原性の Proteobacteria門が
著しく増加する。また，Actinobacteria門（Bifidobacterium
属を含む）も減少し，腸内細菌叢の構成バランスが大きく
崩れる。病型別では，腹腔内感染症由来で最も顕著な多様
性の減少と Proteobacteria門の優勢化が認められる。ま
た短鎖脂肪酸産生菌である Faecalibacterium属や酪酸産生
菌の減少により腸管バリア機能が破綻し，細菌転座が促進
される。治療法として，侵襲によって破綻した細菌叢に，
プロバイオティクス・プレバイオティクス療法また糞便移
植療法を行うことで，細菌叢の dysbiosisを改善するとと
もに，短鎖脂肪酸や pHを保ち，粘液層や粘膜バリアが強
化され，免疫機構が活性化されるといった研究が報告され
ており，セプシスの予後改善にも期待されている。これら
は患者の年齢，重症度，抗菌薬使用により変化パターンは
異なるため，個別化された腸内細菌叢を標的とした治療戦
略が重要である。本セッションではセプシスと腸内細菌叢
について述べる。

3．免疫チェックポイント阻害薬と腸内細菌叢
三鴨 廣繁
愛知医科大学医学部臨床感染症学講座
免疫チェックポイント阻害薬（Immune Checkpoint In-
hibitors：ICIs）は，がん治療において劇的な臨床効果を
示す一方で，奏効率には個体差が大きく，その背景要因の
一つとして腸内細菌叢が注目されている。近年，腸内細菌
叢の構成が ICIsの有効性や免疫関連有害事象（irAEs）の
発現に影響することが国内外で報告されている。特定の腸
内細菌（Akkermansia muciniphila，Bifidobacterium属，Faecali-
bacterium prausnitziiなど）は抗腫瘍免疫応答を増強し，治
療効果に寄与する可能性が示唆されている。また，抗菌薬
投与による腸内細菌叢の撹乱が ICIsの治療成績を低下さ
せるとの報告もあり，臨床的にも重要な論点である。本講

演では，腸内細菌叢と ICIsの相互作用に関する最新の知
見を整理し，細菌叢制御を介した治療効果増強の可能性に
ついて論じる。さらに，プロバイオティクス，プレバイオ
ティクス，糞便微生物移植（FMT）などの介入戦略や，そ
の限界・課題についても概説する。感染症学的観点からは，
腸内細菌叢制御ががん治療における新たな付加価値を持つ
と同時に，耐性菌や感染症リスクをどう回避するかという
課題も存在する。こうした点を踏まえ，腸内細菌叢研究と
免疫療法の接点から，今後の臨床応用に向けた展望を提示
したい。

スポンサードシンポジウム 2 急性ウイルス性呼吸器
感染症 Update

1．COVID-19との共存時代に
伊藤 功朗
群馬大学大学院医学系研究科呼吸器・アレルギー内科学分
野
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が発生して早

や 5年が経過した。当初は 2～5%と高い死亡率であり，若
年者・非高齢者でも重症化・死亡したが，第 7波以降では
0.1%以下へと低下した。それに伴いわが国では，2023年
5月 8日に感染症分類のレベルが新型インフルエンザ等感
染症（2類相当感染症）から 5類感染症へと下げられた。
この 5年間，少なくとも近代では経験したことのなかった
新興呼吸器感染症のパンデミックに対して人類は立ち向か
い，これまでにない早いペースで治療薬やワクチンが開発
され，実用化された。また，当初の予想以上に速いペース
でウイルス変異が起こり続け，ヒトに対する病原性や感染
性が変化してきた。これらのお蔭であろうか，COVID-19
は当初ほど恐れられなくなってきた。そして社会が，医療
現場が，新型コロナウイルスとの共存の道を歩んでいる。
しかし，オミクロン株に移行して以降，感染者数は当初
より大幅に増加しているため，死亡率は低くなったものの
死亡者数は依然として多く，その大部分は高齢者となって
いる。純粋なウイルス性肺炎が主流であった当初と比較し
て，オミクロン株に変異した頃から入院患者の多くは高齢
者となり，重症化例も変化し，ウイルス感染が高齢者肺炎
のトリガーになったと考えられる症例が増加したように思
われる。また，相変わらず院内感染症への懸念も必要であ
る。こうした中，COVID-19への対処に必要なものは何で
あろうか？やはり抗ウイルス薬とワクチンであろう。抗ウ
イルス薬が開発された当初とくらべ，ウイルスがオミクロ
ン株に移行したことで臨床像は変化しているが，それに伴
い臨床エビデンスも以前とは異なるリアルワールドデータ
を中心としたものへと変化してきている。本シンポジウム
では，COVID-19の臨床像について振り返りつつ，対処に
ついて議論したい。
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2．バロキサビルのウイルス量低減効果への期待
青木 洋介
なゆたの森病院
インフルエンザウイルス感染症の流行拡大の抑制は，1）
ウイルス排出期間の短縮，2）人の接触機会，3）ウイルス
への伝播効率の低減，および 4）感受性者人口割合の削減，
の四点に集約される（Adam Kucharsky. The Rules of Con-
tagion）。しかし，2），3）は人流制限，マスク着用など，
ヒトの行動変容に依存し，4）については，現行ワクチン
の免疫原性および接種体制では集団免疫閾値を達成できな
いのが現状である。
実効再生産指数を 1未満に抑えるのに有効な戦略の一つ
は，抗ウイルス薬の積極的な投与により 1）を短縮し，ウ
イルスの infectiousnessの減衰を図ることである。これは
「U=U」（undetectable = untransmittable），即ち，早期に
抗ウイルス薬を開始し，ウイルス量を低減することで感染
伝播を防ぐことを基軸とする，HIV感染症の治療の原則
と同じである。
Baloxavir（BXA）はウイルスmRNAの複製を阻害す
る抗インフルエンザ薬であり，その抗ウイルス効果は，感
染細胞からの virus progenyの放出抑制を機序とする NAI
に比べ，総じて優れている。低感受性ウイルスの割合は
NAIと同様，低いままであり，治療効果は損なわれてい
ない。また，BXAで治療された感染者の household con-
tactsへのウイルス伝播が抑制される報告も国内外から発
表されており，この知見は BXAが個人の症状緩和のみで
なく，伝播・拡大に収束的に作用することを示唆する。
抗インフルエンザ薬の処方は，薬剤低感受性株の分離機
序も含め，抗菌薬適正使用のアナロジーでの批評には該当
しないことを強調したい。

3．小児の呼吸器感染症 Update：COVID-19とイ
ンフルエンザ

中野 貴司
川崎医科大学小児科学
COVID-19のパンデミック当初，小児患者は非常に少な
かった。2021年夏のデルタ株流行時に小児患者は増加傾
向となり，2022年からのオミクロン株流行では成人と変
わらないかそれ以上の集団感染や施設内発生が報告される
ようになった。小児に特徴的な病態として，熱性けいれん
や脳症など中枢神経合併症，クループ症候群による呼吸障
害などが報告された。また，2022年 1月～9月のオミクロ
ン株が出現した当初の 9カ月間で，50例の 20歳未満の
COVID-19による死亡例が国内で報告され，最も多かった
のは急性脳症様の病態，次いで急性心筋炎や致死性不整脈
が疑われた症例であり，それまで健常であった児が急激な
経過で亡くなっていた。現状で抗 SARS-CoV-2薬はレム
デシビルを除いて 12歳以上や成人が投与対象で，小児に
おけるワクチンの接種率も低いので，さらなる対策の充実

が望まれる感染症である。
インフルエンザの疾病負荷が最も大きいのは，高齢者と
年少児である。呼吸器合併症に加えて，インフルエンザ脳
症は幼児を中心に発生し，流行期には熱性けいれんによる
救急搬送も増加する。ポストコロナ期は，2023～24年は
ほぼ年間を通じて患者が発生し，2024年 12月は A/H1亜
型の急峻なピークがあり，流行パターンが予測できず油断
できない。治療については，2000年代以降，複数のノイ
ラミニダーゼ阻害薬が国内で広く普及している。2018年
に登場した単回経口投与薬バロキサビルは，キャップ依存
性エンドヌクレアーゼ阻害薬であり，臨床症状の速やかな
改善やウイルス排出の早期消失による周囲への伝播抑制が
期待される。2025年秋には顆粒製剤の小児への適応も承
認された。予防ワクチンは，わが国では不活化 HAワク
チンが半世紀以上にわたって使用されているが，2024年
秋から経鼻弱毒生ワクチンが使用可能となった。2歳以上
19歳未満の者が対象で，流行シーズン前に 1回投与する。

スポンサードシンポジウム 3 高齢者の呼吸器感染症
ワクチン最新情報

1．高齢者の呼吸器感染症
的野 多加志
佐賀大学医学部附属病院感染制御部/飯塚病院感染症科
高齢化の進展に伴い，高齢者における呼吸器感染症は，
その罹患率と死亡率の双方において臨床的，さらには社会
的な意義が増している。日本において，肺炎は依然として
主要死因の一つを占めており，とりわけ誤嚥性肺炎は医
療・介護における疾病負荷の中心的課題である。近年は分
子診断技術の進歩により病原体同定の感度が向上しつつあ
るが，臨床的に高齢者は典型症状に乏しく，診断遅延をき
たしやすいという問題を抱えている。治療においては，薬
剤耐性菌（特に多剤耐性グラム陰性桿菌やMRSA）や偏
性嫌気性菌が本当に肺炎の原因菌として関与しているのか
を考えつつ，抗菌薬の適正使用を実践する必要がある。ま
た，予防戦略として，ワクチン（肺炎球菌，インフルエン
ザ，新型コロナウイルス，RSウイルス）の有効性が示さ
れているものの，他の先進国と比較し，ワクチン接種率は
伸び悩んでおり，接種率向上に向けた戦略が望まれる。さ
らに，誤嚥性肺炎の予防には嚥下リハビリテーション，口
腔衛生管理，栄養介入など多職種連携による包括的アプ
ローチが推奨されており，嚥下障害の要因検索や薬剤の調
整なども重要な観点である。
本講演では，最新の疫学データ，抗菌薬選択のエビデン
ス，予防戦略を概観し，高齢者呼吸器感染症の診療におけ
る課題と展望を提示する。
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2．高齢者における新型コロナウイルス感染症と
季節性インフルエンザ―ワクチンの位置づ
け―

山岸 由佳
高知大学医学部臨床感染症学講座
新型コロナウイルス感染症は流行から約 6年となった。
しかしながら依然として高齢者を中心に重症化・死亡の主
要因となり続けており，その疾病負担は社会的・経済的に
も大きいことが報告されている。最新の疫学データによれ
ば，重症化リスクは年齢と基礎疾患の有無により大きく異
なるものの，オミクロン株以降も入院率や死亡率は依然と
して無視できない水準にある。また，ワクチン接種歴や感
染歴の有無によって免疫の層が異なることも明らかになっ
ており，継続的なワクチン接種の重要性が示されている。
2025年秋冬接種に使用可能となったコロナワクチンはオ
ミクロン株 LP.8.1と XEC対応ワクチンであるが，複数の
派生株に対して中和抗体応答を誘導することが報告されて
いる。また昨年度の秋冬は季節性インフルエンザも流行が
みられた。インフルエンザワクチンは接種率が高いがコロ
ナワクチンの接種低迷が明らかとなった。本講演では高齢
者における新型コロナ感染症の疾病負担の状況と，コロナ
ワクチンおよびインフルエンザワクチンに関するワクチン
について考える機会としたい。

3．高齢者における肺炎球菌感染症の疾病負荷と
ワクチン接種の考え方

宮崎 泰可
宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳神
経内科学分野
市中肺炎のなかでも特に肺炎球菌肺炎は，頻度および重
症化リスクがともに高く，高齢者における疾病負荷が大き
い。免疫老化や併存疾患の存在，さらには生活環境要因も
関連して，65歳以上での肺炎球菌関連疾患の罹患率と死
亡率は増加傾向にあり，医療費や介護負担を含めた社会
的・経済的影響も看過できない。こうした背景から，予防
医学的介入としての肺炎球菌ワクチンの意義は大きい。
2025年 9月現在，日本では 23価肺炎球菌莢膜多糖体ワ
クチン（PPSV23）が 65歳を対象とした定期接種に用い
られている。肺炎球菌結合型ワクチン（PCV）に関して
は，オランダで実施された 65歳以上を対象としたプラセ
ボ対照二重盲検比較（CAPiTA）試験で有効性と安全性が
検討されている。現在は PCV20と PCV15が任意接種ワ
クチンとして使用可能であり，2025年 8月に PCV21も薬
事承認された。
現在日本では，PPSV23による定期接種が開始されて 10
年を超え，PCVを含めてワクチンの未接種者・既接種者
および接種からの年数も様々であり，再接種も含めたワク
チン戦略が複雑化してきた。今後も定期接種に用いるワク
チンと対象者についての議論は続いていくが，現時点にお

ける各ワクチンの位置付けを理解して医療関係者による医
学的観点からの接種勧奨が重要となる。本シンポジウムで
は，これらのワクチンの特徴を整理して，高齢者に対する
肺炎球菌ワクチン接種の考え方を概説する。高齢者の健康
寿命延伸と医療・介護負担の軽減を見据え，肺炎球菌ワク
チンの活用をいかに進めるか議論を深めたい。

4．高齢者 RSV感染症の特徴とワクチンの効果
髙園 貴弘
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学/長崎大
学病院呼吸器内科
呼吸器合胞体ウイルス（RSV）感染症は小児領域で広く
知られているが，高齢者においても肺炎を含めた下気道感
染症の原因として近年注目されている。高齢者では，基礎
疾患や加齢に伴う免疫応答の低下が相まって，RSV感染
はインフルエンザに匹敵する入院・死亡リスクをもたらす
ことが明らかとなっている。わが国においても，肺炎の原
因として RSVが関与する症例が一定の割合で報告されて
おり，その疾病負荷は軽視できない。
高齢者における RSV感染の臨床的特徴としては，全身
症状だけではなく咳嗽，喘鳴などの呼吸器症状が強い点に
あるが，特異的な症状ではなく，また，抗原検査の感度が
低いことから診断率も低い。また，心不全や慢性閉塞性肺
疾患（COPD）など基礎疾患の急性増悪を誘発する点も重
要であり，患者予後に大きな影響を与える。こうした背景
から，高齢者における RSV感染症対策は，臨床現場にお
ける未解決の医療ニーズの一つといえる。
この状況に対し，日本で承認された RSVワクチンが予

防戦略の鍵を握る。アブリスボⓇは，RSV A，B型の 2種
類の Fタンパク質の安定化前駆体（preF）を抗原とする
2価ワクチンであり，大規模臨床試験において高齢者の
RSV関連下気道疾患についての有効性および安全性が検
討されている。アブリスボⓇは今後の感染症対策において
重要な選択肢の一つとなることが期待される。
本講演では，高齢者における RSV感染症の疫学・疾病
負荷・臨床的特徴を長崎県のウイルス性肺炎の後方視研究
の結果も交え概説し，最新の RWDを含めたアブリスボⓇ

のエビデンスについて紹介する。

スイーツセミナー 1

1．SSI撲滅へ！ガイドラインと臨床実践が導く大
腸外科の進化

水内 祐介
九州大学臨床・腫瘍外科
外科手術における surgical site infection（SSI）は依然

として主要な合併症であり，とくに大腸外科領域では発生
率が高い。SSIは入院期間延長や医療コスト増大のみなら
ず，長期予後や再発リスクにも影響を及ぼすことが報告さ
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れており，その予防は臨床上きわめて重要である。近年，
国内外のガイドラインは周術期管理に関する推奨を改訂し，
エビデンスに基づく感染制御戦略が整理されている。特に
注目されるのは，腹腔鏡やロボットなどの低侵襲手術，機
械的腸管前処置と経口抗菌薬併用（OABP）の有効性，適
切な周術期抗菌薬投与，創縁保護や抗菌縫合糸の使用，術
中体温維持や手袋交換など多面的な「SSIケアバンドル」
の実践である。本セミナーでは，まず大腸外科領域におけ
る SSI予防ガイドラインのアップデートを概説する。さら
に，演者が所属施設で実践している周術期 SSI対策―術前
の禁煙・栄養・口腔衛生指導から，術中の低侵襲手技や機
器の工夫，術後の感染徴候早期対応にいたるまで―を紹介
する。とくにロボット支援手術を含む低侵襲手術の普及が
SSI発生率の低下につながっているが当科での取り組みに
ついても紹介し，内科系・外科系を問わず感染症医が日常
診療に活かせる，実践的かつ最新の SSI予防戦略を共有し
たい。

2．宮崎大学における SSIサーベイランスの導入
と食道癌手術における SSI防止対策

武野 慎祐
宮崎大学医学部外科学講座消化管・内分泌・小児外科
【緒言】現在では，Surgical Site Infection（SSI）防止対
策の重要性は共通の認識となっている。なかでも，食道癌
手術は消化器癌手術の中で最も SSI発生頻度が高いことが
知られている。今回，この 10年間の宮崎大学医学部附属
病院における感染制御部の SSI防止対策の変遷とその成果，
および食道癌手術における取り組みと成績についてお話し
させていただく。
【感染制御部の取り組み】2016年の赴任時には，感染制
御部における SSIに対する認識や取り組みは決して十分と
いえるものではなかった。このため，まず消化器外科領域
の JANISへのデータ登録開始を第一歩として導入した。
データ入力のためには術後病棟サーベイランスが必要とな
るため，感染制御部のみならず病棟スタッフにも SSI対策
の意識付けがなされた。また，全国データのフィードバッ
クにより，自施設の SSI発生率やその内訳について全国と
比較が可能となり現状の認識においてもその成果は顕著で
あった。具体的な取り組み成果として，手指消毒液使用量
の増加，包交ラウンドの開始，包交車の廃止などが挙げら
れる。これによって，表層 SSIの発生率は対策導入前の
19％から導入後は 7％へ改善が得られた。
【食道癌手術における SSI防止の取り組み】食道癌手術
における SSIは，主に食道・胃管吻合における縫合不全で
ある。この防止対策としては以下の項目をバンドルとして
導入を行った。1，術中 ICG蛍光造影による再建胃管の血
流評価 2，自動縫合器を用いた三辺外反三角吻合の独自
の改良 3，手縫い吻合時には抗菌縫合糸を使用。これら
のバンドル導入によって食道癌手術における SSI発生率を

全国の 15％に対して 7.5％と半分に抑えることが可能と
なった。
【結語】以上，自施設の取り組みについてその成果を交
えてご報告させていただいた。SSI発生防止には，総論的
には病院やチーム全体の意識統一が，各論的には SSI防止
バンドルの導入が成果への重要な一手である。

スイーツセミナー 2

抗菌薬の未来を切り開く～アップデートされたガ
イドラインが示す呼吸器感染症におけるキノロン
系薬の新たな役割～
三木 誠
仙台赤十字病院呼吸器内科
近年，呼吸器感染症領域における抗菌薬治療は，世界的
な課題である耐性菌問題（Antimicrobial Resistance）や
抗菌薬適正使用（Antimicrobial Stewardship）の観点から
大きな転換期を迎えている。特にキノロン系薬は，呼吸器
感染症の原因菌を広くカバーする抗菌スペクトラムを有し，
優れたバイオアベイラビリティ・肺組織移行性から，外来
および入院患者の双方で頻用されてきた。しかし，耐性菌
出現や副作用リスク（QT延長・腱障害・中枢神経症状な
ど）への懸念から使用抑制の議論が活発化している。2023～
2025年にかけて改訂された国内外の呼吸器感染症診療ガ
イドラインは，この議論を踏まえキノロン系薬の位置づけ
を再定義した点が注目される。本講演では，肺炎を中心に
最新ガイドライン（日本呼吸器学会，日本感染症・化学療
法学会，ATS，NICEなど）の呼吸器感染症診療に関する
推奨を整理し，キノロン系薬の第一選択・代替選択として
の具体的適応を明示する。特に（市中）肺炎においては，
β ―ラクタム系薬±マクロライド系薬が基本選択として推
奨される一方，重症例，慢性呼吸器疾患患者，高齢者，非
定型肺炎，β ―ラクタム系薬アレルギー患者に対するレス
ピラトリーキノロン単剤療法の有用性が示されており，臨
床現場では迅速な全身評価ならびに副作用や耐性菌リスク
と治療効果を天秤にかけた適切な薬剤選択が求められてい
る。講演ではさらに，近年上市された新規レスピラトリー
キノロン系薬のエビデンスをまじえ，具体的な処方例，ガ
イドラインに基づく意思決定プロセス，静注から経口への
シームレスなスイッチ療法の有用性，結核の診断遅延との
関係，ガイドラインのピットフォールにも言及する。また，
抗菌薬の未来を見据えた合理的かつ柔軟な治療戦略の構築
に向け，キノロン系薬の可能性，今後の課題，臨床現場へ
の実装戦略を多角的に展望する。
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スイーツセミナー 3

『5学会による新型コロナウイルス感染症診療の指
針』を読み解く：入院患者マネジメントを中心に。
松本 哲哉
国際医療福祉大学医学部感染症学講座/国際医療福祉大学
成田病院感染制御部
2025年現在の COVID-19感染症においては，患者数が
減少傾向にある一方で，高齢者および基礎疾患（腎・肝・
免疫不全など）を有する患者など重症化リスクの高い入院
患者への対応が依然として重要です。とりわけ，重症化リ
スクが高い患者に対しては，早期に抗ウイルス薬治療を開
始する必要があります。
本セミナーでは，『5学会による新型コロナウイルス感
染症診療の指針』を踏まえ，診断および治療方針の活用ポ
イントを中心に解説します。
また入院治療の中心として用いられるベクルリーに関す
る話題として，入院エビデンス（RCT/RWD）の振返り，
軽症から重症までの多様な入院患者に対するベネフィット
を提示し，腎障害・肝障害・免疫不全を有する入院患者へ
の対応を含めたデータならびにポイントも紹介いたします。
入院時の重症度分類に基いた迅速な診断と治療介入，患
者の基礎疾患の評価を踏まえた薬剤選択，また院内マニュ
アルの見直しなど，先生方の診療現場でお役立て頂ける機
会となれば幸いです。

スイーツセミナー 4

医療 DXが開く近未来の感染管理のビジョン
松村 泰志
大阪医療センター
世界では，診療情報の電子化に続けて患者に関する医療
情報を関係者が共有できる環境が整備されつつある。日本
でも，この動きに追従すべく，医療 DXとして，オンライ
ン資格確認，電子処方箋，電子カルテ情報共有サービスを
展開しようとしている。この実現により，傷病名，感染症
データ，検体検査結果，薬剤・その他のアレルギー等情報，
処方情報が患者自身に返され，患者が指定する医療機関間
で共有されることになる。これらの情報に加え，大阪大学
では三井住友銀行と共同で，疾患毎に必要なデータ項目を
予め定め，電子カルテのテンプレートで医師にデータ入力
を誘導して必要データを収集する方式の Personal Health
Record（PHR）の実証をしている。PHRは，患者の在宅
中の情報を収集することが可能であり，血圧，体重，体温，
心拍心電，SpO2の計測データを遠隔からモニターできる
ことになる。
病院においては業務負荷軽減が課題であるが，スマート
フォン（スマホ）の活用がその鍵を握る。医療職にスマホ
を持たせ，相互の連絡が取りやすくなることに加え，ベッ

ドサイドで計測したバイタル等の記録は，スマホを介して
電子カルテに記録し，観察・実施したことをスマホで記録
する。さらに，ナースコールに加え，輸液モニター，生体
モニターのアラームを担当看護師のスマホに表示させるこ
とでセル看護提供方式が実現しやすくなる。
病院の電子カルテ化によって ICT，ASTの活動が可能
となったが，DXの推進により，より進化することが期待
できる。院内では，チームと患者の担当医師・看護師の連
携がとりやすくなり，効果的な介入が可能になると期待さ
れる。また，施設を超えて情報がプラットフォームに集約
されることで，地域での感染の広まりが把握しやすくなり，
介入による効果も評価しやすくなること，在宅の患者の見
守りができるようになると期待される。

ミニセミナー 1

医療関連感染から患者を守る～医療器具の適切な
取り扱いと再処理～
金森 肇
金沢大学医薬保健研究域医学系感染症科学・臨床検査医学
再使用可能な医療器具を介したアウトブレイク事例が多
数報告されており，医療器具関連感染の予防と対策は喫緊
の課題である。近年の文献レビューでは，加湿器，ネブラ
イザー，吸引装置，体温計，聴診器，手指消毒用ディスペ
ンサー，さらには超音波プローブ，十二指腸内視鏡など様々
な医療器具が感染伝播の媒介となり，多剤耐性菌によるア
ウトブレイクが報告されている。これらの要因には，患者
ケアに使用される医療器具の不適切な取り扱い，不十分な
環境清掃・消毒や単回使用器具の再利用など，再処理手順
の逸脱が存在する。ノンクリティカル器具は感染リスクが
低いと見なされ，標準化された消毒法が欠如している場合
も多いことから，使用区分に基づいた清掃・消毒の徹底，
消毒薬の適切な選択と接触時間の遵守が必要である。また，
体腔内に使用する超音波検査用プローブ（経膣，経直腸，
経食道プローブ等）や十二指腸内視鏡などセミクリティカ
ル器具では現行の再処理が不十分な可能性が指摘されてい
る。超音波プローブでは，経腟・経直腸プローブを介した
病原微生物の伝播リスクが報告されており，超音波プロー
ブの取り扱いと再処理に課題が残る。複雑な構造を有する
十二指腸内視鏡では，特にカルバペネム耐性腸内細菌目細
菌の感染事例が報告されている。医療関連感染を未然に防
ぐために，医療従事者は医療器具が感染源となる可能性を
常に認識し，医療器具の清掃・消毒に係る教育と実践を積
み重ねていくことが重要である。本セミナーでは，医療器
具関連感染の現状と課題，医療器具の再処理と感染対策に
ついて考えてみたい。
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ミニセミナー 2

百日咳の下剋上！？
萩谷 英大
岡山大学病院感染症内科
三種混合ワクチンの定期接種化によって百日咳の罹患率
は大幅に低下したが，2025年，我々はこれまでにない大
流行を経験した。新生児・乳児における重症化・死亡例は
依然として重要な公衆衛生的課題であることに加え，成人
での感染例も著明に増加し社会問題として顕在化した。
本講演では，演者なりに抽出した百日咳対策として考慮
するべき 3つのポイント（予防・診断・治療）を紹介する。
まずは，予防の観点から（i）免疫の減衰によるブレイク
スルー感染である。コロナ禍に未感染者が増加したことに
加え，そもそも諸外国に比べてワクチン接種の機会が少な
いことは日本特有の事情として認識する必要がある。ワク
チン株と流行株との抗原性の乖離についても昨今指摘され
ているところであり，技術的な開発が期待される。次に，（ii）
検査技術の進歩による診断率向上にも着目したい。抗原・
抗体検査に加えて，コロナ・パンデミックを通して医療機
関への導入が進んだ PCR機器による診断アクセスの向上
は，これまで未診断だった症例の診断確定を促進した。さ
らに，治療的側面からは，薬剤耐性（AMR）時代の中で
（iii）マクロライド耐性百日咳株の出現は大きな脅威であ
る。特に東アジア地域で高頻度に報告されており，今後日
本でも喫緊の臨床的課題となる可能性が高く，臨床家はそ
の動向に注視する必要がある。
本発表では，百日咳の歴史的変遷から現在の疫学動向ま
でを概観し，薬剤耐性化を含む臨床的課題を抽出・整理す
る。
百日咳の疫学的・臨床的な「下剋上」をいかに制御しう
るかを，様々な立場で考える機会にしていただければ幸い
である。

ランチョンセミナー 1

1．セフィデロコルの特徴と薬剤感受性試験につ
いて

山野 佳則
塩野義製薬株式会社創薬疾患研究所
セフィデロコルは，2023年に日本で承認取得を受けた

シデロフォア・セファロスポリン系抗菌薬です。セフィデ
ロコルの特徴は，3価鉄とキレート複合体を形成し，細菌
の鉄透過経路を利用して効率よく菌体内に侵入できること，
メタロ型およびセリン型の各種 β ―ラクタマーゼに対する
安定性が向上していることです。これらの性状によって，
カルバペネム耐性菌を含む広範囲のグラム陰性菌に強い抗
菌力を発揮することができます。
セフィデロコルが利用する鉄透過経路は，生体内のよう

に，遊離鉄が少なく細菌にとって鉄が利用しにくい環境下
で誘導産生されます。セフィデロコルの感受性を測定する
ためには，生体内の環境を模した鉄欠乏培地を使用する必
要があり，実際に，鉄欠乏培地を用いて測定したMICが
マウス感染モデルにおける薬効と相関することが報告され
ています。他の抗菌薬の感受性測定時に用いる標準培地と
異なる鉄欠乏培地を用いる必要があるため，全自動感受性
測定機器にセフィデロコルはまだ搭載されていません。そ
の代替法として，鉄欠乏培地を用いた感受性測定用のドラ
イプレートやフローズンプレートが供給されています。
セフィデロコルを含有したディスクを用いたディスク拡
散法もセフィデロコルの感受性測定のためのより簡便な手
法として利用できます。ディスク拡散法に用いる標準培地
は，寒天の存在により遊離鉄量が少ないことが知られてお
り，セフィデロコルの場合も他の抗菌薬と同様に標準の寒
天培地を用いることができます。実際に，多数株を用いた
試験において，鉄欠乏培地を用いたMICとディスク拡散
法による増殖阻止円のサイズが相関することが報告されて
います。CLSIや EUCASTにおいては，一部の細菌（特
にアシネトバクター属）に対するセフィデロコルの感受性
測定の再現性に関する警告も出ておりますが，本講演にお
いてはその背景も併せて紹介させていただく予定です。

2．わが国における耐性菌の動向と新規抗菌薬に
対する感受性

菅井 基行
国立感染症研究所薬剤耐性研究センター
薬剤耐性研究センターでは，院内感染対策サーベイラン
ス（JANIS）事業を通じて，全国の医療機関から分離され
た臨床株の薬剤感受性データを集計し，年次報告として公
開している。本発表では，わが国における主要な耐性菌の
動向と，新規抗菌薬に対する最新の感受性情報について報
告する。
JANISのデータによると，メチシリン耐性黄色ブドウ
球菌（MRSA）の分離率は 2008年以降減少傾向を示して
いたが，2019年に一時的な増加が見られた後，再び減少
に転じ，近年はプラトー状態となっている。フルオロキノ
ロン耐性大腸菌および第三世代セファロスポリン耐性大腸
菌も 2020年まで増加傾向にあったが，COVID-19パンデ
ミックを契機に動向が変化した。2022年以降，フルオロ
キノロン耐性大腸菌はMRSAと同様にプラトー化してい
る一方，第三世代セファロスポリン耐性大腸菌は再び増加
に転じている。また，第三世代セファロスポリン耐性肺炎
桿菌は分離率こそ低いものの，一貫して増加傾向にあり，
COVID-19の影響は受けていない可能性がある。多剤耐性
緑膿菌，カルバペネム耐性腸内細菌目細菌，多剤耐性 Acine-
tobacter属菌，バンコマイシン耐性腸球菌は，引き続き低
い分離率で推移している。
さらに，2019年より開始された JARBS（Japan Antimi-
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crobial Resistant Bacterial Surveillance）では，全国から
種々の耐性菌を収集し，全ゲノム解析を通じた包括的な解
析が進められている。本発表では，JARBS-GNRにおいて
収集された IMP型カルバペネマーゼ産生菌（腸内細菌目
細菌，緑膿菌，Acinetobacter属菌）等を対象に，新規抗菌
薬 4剤（セフィデロコル，タゾバクタム/セフトロザン，レ
レバクタム/イミペネム，アビバクタム/セフタジジム）に
対する in vitro感受性結果について紹介する。

ランチョンセミナー 2

1．COVID-19治療薬の要点と盲点：薬剤的特徴
と使用のポイント

浦上 宗治
佐賀大学医学部附属病院感染制御部
モルヌピラビル，ニルマトレルビル/リトナビル，エン
シトレルビルは，COVID-19の治療薬として承認されてい
る 3種類の経口抗ウイルス薬である。これらの薬剤は，患
者の重症化リスクや併用薬との相互作用に応じて使い分け
られる。モルヌピラビルは，ウイルスの RNA依存性 RNA
ポリメラーゼに取り込まれ，複製エラーを誘発することで
抗ウイルス作用を示す。メタアナリシスにより，軽症から
中等症患者の入院や人工呼吸器使用のリスクを低減させ，
症状が消失するまでの時間を短縮することが示されている
（Sun M，JAC. 2024）。また，モルヌピラビルは腎機能に
よる投与量調節が不要であり，一律の投与量で対応可能で
あり，多忙なプライマリーケアの外来診療にとって実践的
な薬剤の一つであると考えられる。モルヌピラビルの最も
重要な利点の一つは，シトクロム P450の阻害による薬物
間相互作用がないことである。これにより，潜在的な薬物
動態的リスクを懸念することなく，他の COVID-19治療
薬と使い分けることができる。COVID-19の重症化率や死
亡率は当初に比べ低下しているものの，国内では流行株に
対応したワクチンの接種率が低いため，抗ウイルス薬によ
る治療の重要性は変わらない。本セッションでは，各
COVID-19治療薬の特徴を概説し，薬価やエビデンスだけ
では解決できない日常診療での疑問や課題に対応するため
の適切な使い分けについて解説する。

2．これからの COVID-19診療について考える
宮崎 泰可
宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳神
経内科学分野
新型コロナウイルス感染症は，パンデミックの初期に比
べるとワクチンの普及や流行株の変化によって全体的な重
症化率や死亡率は低下した。しかし，近年の COVID-19
を契機とした国内の入院患者数に減少傾向はみられず，少
なくとも年間 3～4万人が今でも死亡している。つまり，高
齢者や基礎疾患を有する患者の健康リスクは依然として重

要な課題である。
新型コロナウイルスは，免疫を回避する変異を繰り返し
ており，今冬も感染の流行が予想される。18歳以上では
COVID-19の症状の強さや重症化・死亡リスクはインフル
エンザと同等かそれ以上であり，定期接種の対象でなくて
もワクチン接種が推奨されるが日本では接種率の低迷が続
いている。そのような状況の中で，発症早期からの抗ウイ
ルス薬投与は重症化抑制の鍵を握っており，COVID-19治
療における中心的役割を担っている。ところが，費用など
の問題もあり実臨床では処方率の低下や処方タイミングの
遅れがみられている。
今後の COVID-19治療戦略を考える上では，急性期・
慢性期双方へのアプローチが不可欠である。特に高齢者は，
感染後の ADLの低下やフレイルの進行といった負のスパ
イラルに陥るリスクがあり，ウイルス量を早期に減少させ
ることで，重症化や入院を回避することは重要である。さ
らに，年齢を問わず罹患後症状の存在は社会的・医療的課
題となっている。炎症の持続や自己免疫的機序，微小血管
障害など多因子的病態が報告されているが，画期的な治療
法は確立されておらず，リハビリテーションや包括的な多
職種介入の重要性が示されている。今後は，個々の患者背
景に応じた個別化医療の実践，再感染や重症化を防ぐため
のワクチン戦略，抗ウイルス薬の早期投与，地域・社会全
体での感染管理体制の整備が求められる。本講演では，最
新のエビデンスを整理しつつ，急性期から慢性期にいたる
COVID-19治療の現状と課題を俯瞰し，今後の臨床現場に
おける治療の方向性を考察する。

ランチョンセミナー 3

インフルエンザと COVID-19：流行と治療の現状
とワクチンのこれから
池松 秀之
日本臨床内科医会インフルエンザ研究班
インフルエンザは，2022～23年シーズンから再び流行
がみられるようになり，2024～25年シーズンも冬季に流
行がみられた。一方，COVID-19は，2024年末から 2025
年初めにかけて流行がみられ，さらに夏にも流行の波がみ
られた。この 2つの呼吸器感染症は今後も同様に流行を繰
り返すことが予測される。インフルエンザに対して，日本
では，迅速診断キットを用いて発症早期に診断し，抗イン
フルエンザ薬を用いて治療を行うことが一般的になってい
る。抗インフルエンザ薬として 4つの NA阻害薬と，
キャップ依存性エンドヌクレアーゼ阻害薬が使用可能であ
り，さらに吸入，内服薬，注射剤に加えてラニナミビルの
ネブライザ製剤も開発され，個々の患者の状態に応じた薬
剤選択が可能となっている。抗インフルエンザ薬では，耐
性ウイルスの出現とその流行が懸念されている。しかし，
これまで，ラニナミビルとザナミビルでは耐性ウイルスの
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流行は確認されていない。オセルタミビルとバロキサビル
では，耐性ウイルスの出現が確認されているが，その使用
を制限しなければならないような状況にはなっていない。
今回，2024～25年シーズンの成績を加えて報告したい。ま
た，予防のためのワクチンに関して，その効果についての
報告は多くなされているが，高齢者での効果は限定的なよ
うである。これまでのワクチン効果について振り返るとと
もに，更に近年日本でも承認されたインフルエンザワクチ
ンについても紹介したい。一方，COVID-19は，一般外来
で診療されるようになり，抗ウイルス薬の使用について考
えていく必要があると思われる。また，その予防のために
はワクチンが有効な手段と考えられ，そのワクチンの選択
肢は増えている。今回，COVID-19ワクチンの 2024年接
種における副反応について報告し，今後接種率を向上させ
るための方法について考察したい。

ランチョンセミナー 4

日本人の特性から考える COVID-19対策～ヌバキ
ソビッドへの期待
小宮 幸作
大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座
近年の日本における COVID-19定点把握による発生数
は，流行の波を繰り返すごとにそのピークが徐々に低下し
ているようにみえる。一方で，入院患者数は発生数と必ず
しも相関せず，むしろ増加傾向を示す状況も生じている。
この乖離の理由として，流行株における病原性の変化を
もって説明することは困難である。下水中 SARS-CoV-2
の定量的測定調査によると，その検出量は発生数ではなく
入院患者数の推移と相関しており，報告される発生数が必
ずしも感染実態を正確に反映していないことが示唆される。
すなわち，検査や診断にいたらない症例が増加している可
能性が考えられる。パンデミック初期には，重症化リスク
を有する多数の感染者が致死的経過をたどり，一部地域で
は医療崩壊が生じた。その状況を大きく変容させた主な要
因は，流行株の変化や抗ウイルス薬の登場ではなく，ワク
チンの開発・承認と接種拡大であった。現在，パンデミッ
クが沈静化したかのように見える状況下においても，多く
の国や地域では高齢者をはじめとする重症化リスクを有す
る者に対し，継続的なワクチン接種が推奨されている。し
かし，日本における 65歳以上の高齢者における接種率は，
近年は他地域と比較して際立って低い水準に留まっている。
この背景には，国際的にも指摘されている「日本人特有の
ワクチン忌避傾向」が影響している可能性がある。この現
象を理解するためには，日本人の国民性を形成してきた歴
史的背景，あるいは幕末期の天然痘予防接種に始まる国家
的ワクチン施策の展開とその社会的影響を学ぶことが必要
と思われる。加えて，ホフステッド指数に代表される国別
文化特性の指標を参照することで，日本人の特徴を客観的

に捉えることも重要である。本セミナーでは，COVID-19
ワクチン接種の意義が社会防衛から個人防衛へと移行した
現在において，日本人の文化的・社会的特性を客観的に見
直すことで，今後の COVID-19対策のあり方を考察する。

ランチョンセミナー 5

呼吸器感染症治療におけるマクロライドとニュー
キノロンの臨床的役割
迎 寛
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科呼吸器内科学分野（第
二内科）
呼吸器感染症は日常診療で頻度が高く，適切な抗菌薬選
択は，治療成績の向上のみならず，薬剤耐性菌の出現抑制
にも寄与するため，常に最新の知見に基づいた判断が求め
られます。マクロライド系薬は肺炎マイコプラズマやクラ
ミジアなど非定型病原体に有効であり，特にクラリスロマ
イシンはマイコバクテリウム・アビウムコンプレックス
（MAC）症を含む非結核性抗酸菌症にも適応を有し，非常
に重要な役割を担っています。一方，ニューキノロン系薬
は広域抗菌スペクトルと高い組織移行性を有しており，経
口薬においてはレスピラトリーキノロンが推奨され市中肺
炎治療には欠かせない薬剤となっています。本セミナーで
は「成人肺炎診療ガイドライン 2024」および「咳嗽・喀
痰の診療ガイドライン第 2版 2025」（いずれも日本呼吸器
学会）を踏まえ，マクロライド系薬とニューキノロン系薬
に対する最新の考え方と臨床的位置づけを整理します。さ
らに，使用上の留意点や耐性菌対策を含めた最適な治療戦
略を解説し，日常診療に直結する実践的なポイントを共有
します。

ランチョンセミナー 6

Out of Sight，Critical Site：見落とされやすい，
排水管の感染制御
柿内 聡志
長崎大学病院総合感染症科感染制御教育センター
近年，シンクの排水管を感染源とした薬剤耐性菌の定
着・感染伝播に関する報告が増えている。特に，集中治療
室等，シンクと患者の距離が近い施設での報告が多い。排
水管は，環境に常に曝露しており，湿潤な環境であり，清
掃が行き届かない場所であることから，細菌定着の温床と
なりうる。排水管から分離される菌にはカルバペネム耐性
を獲得した緑膿菌やアシネトバクター属などのグラム陰性
桿菌が含まれ，水回り環境からのカルバペネム耐性菌分離
32報告の解析（重複あり）では，排水管由来の報告が最
多（53.1%），次いでシンク表面（42.8%）であった。これ
らのことから，環境感染対策において排水管の管理は重要
な位置を占めている。しかし，さまざまな排水管の管理方
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法と効果が提案・報告され，実践されているが，主に行わ
れているシンク表面の清掃や排水管内への消毒剤（次亜塩
素酸ナトリウム等）の注入のみでは定着した細菌の除去に
対する効果が不十分であるとされている。最近，金属製排
水管を自動的・定期的に加熱する Drainpipe Thermal Dis-
infection Unit（DTDU）が開発された。我々は，DTDU
を用いて，断続的に水が流れるシンク排水管における細菌
定着の抑制効果について非盲検並行群間比較試験を行い，
検証を行った。本講演では，排水管を由来とする薬剤耐性
菌の伝播・感染事例の紹介と，我々が行った研究の結果を
解説し，日々の臨床を行う上で必要だが，清掃の手が届か
ず細菌定着の温床となる排水管の感染制御の方法について
議論したい。

ランチョンセミナー 7

呼吸器感染症の治療戦略 カルバペネムの適正使
用について再考する
髙園 貴弘 1,2

1長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学分野
2長崎大学病院呼吸器内科（第二内科）
抗菌薬耐性（Antimicrobial Resistance：AMR）は，21
世紀における最も重大な公衆衛生上の脅威の一つと位置づ
けられている。現状を放置した場合，2050年には年間 1,000
万人が薬剤耐性菌によって死亡すると予測されている。抗
菌薬処方のうち約 70％が呼吸器感染症に関連していると
の推定もあり，その適正使用は AMR対策の鍵を握る。呼
吸器感染症治療の基本は原因菌の同定と標的治療であるが，
広域抗菌薬や抗MRSA薬の不適切な経験的使用が市中肺
炎の予後を悪化させるとの報告もある。その機序は明確で
はないものの，緑膿菌肺炎のマウスモデルを用いた研究で
は広域抗菌薬による正常な腸内細菌叢の破綻とそれに伴う
免疫能低下が予後悪化の原因であると推測されている。
カルバペネム耐性菌は国内では低頻度ながら依然注視す
べき耐性菌であり，日本の AMR対策 2023－2027ではカ
ルバペネム使用量削減が目標化されている。
しかしながら，カルバペネム系抗菌薬の使用が考慮され
るべき呼吸器感染症の病態もあることを理解しておく必要
がある。原因菌が特定できない重症細菌性肺炎や，緑膿菌・
ESBL産生菌を含む耐性菌の関与が疑われる院内肺炎
（HAP/VAP）では，迅速な初期治療が予後を左右するた
め，エンピリックな使用が推奨される。また，高粘稠性 Kleb-
siella pneumoniaeによる肺炎は，カルバペネム系抗菌薬が
より高い効果を示すことが報告されている。
一方で，適正使用の徹底には，迅速診断技術の導入，De-
escalationの実践，抗菌薬適正使用支援（ASP）の活用が
不可欠である。本講演では，呼吸器感染症領域におけるカ
ルバペネムの適応を最新の知見とともに再考し，AMR対
策と臨床効果の両立を目指す戦略を提示したい。

ランチョンセミナー 8

1．アゾール系抗真菌薬の有用性と新規薬剤の臨
床的役割

髙園 貴弘
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学分野（長
崎大学病院呼吸器内科）
アゾール系抗真菌薬は，真菌の細胞膜合成に必須なエル
ゴステロールの生合成を阻害することで広範な抗真菌活性
を示し，深在性真菌症の治療・予防において中心的役割を
果たしてきた。フルコナゾールやボリコナゾールといった
既存薬は長年臨床現場で広く使用されてきたが，耐性真菌
の増加や免疫不全患者の複雑化に伴い，新規アゾール薬の
導入が進んでいる。本セミナーでは，まずアゾール系薬剤
の基本的な作用機序と既存薬の特性を整理した上で，ポサ
コナゾールやイサブコナゾールといった新規アゾール薬に
焦点を当てる。これらは広域な抗真菌スペクトル，良好な
薬物動態，臨床試験による有効性の裏付けなど，既存薬に
ない利点を有している。侵襲性アスペルギルス症，カンジ
ダ症，ムーコル症などの難治性真菌症における治療効果や，
造血幹細胞移植後・化学療法後のハイリスク患者における
予防投与の有用性について，最新のエビデンスを紹介し，
今後の深在性真菌症治療戦略においてそれぞれの新規ア
ゾール薬が果たす役割とその展望を提示したい。

2．アゾール系抗真菌薬の臨床課題とリスク管理
田代 将人
横浜市立大学大学院医学研究科感染症内科学/横浜市立大
学附属病院感染制御部
本セミナーでは，アゾール系抗真菌薬の臨床上の課題を，
耐性，薬物相互作用，薬物動態のばらつき，安全性，予防
下ブレイクスルーの観点から整理する。アスペルギルスで
は cyp51A変異や環境由来アゾール耐性 Aspergillus fumi-
gatusの増加が問題であり，アゾール耐性が初期治療の失
敗と関連する。環境由来耐性 A. fumigatusの臨床影響を踏
まえ，当院では病院環境サーベイランスを開始し，検出と
対策の枠組み構築を進めている。イサブコナゾールはムー
コル症の治療にも用いられるが，属ごとにイサブコナゾー
ルの活性が異なる点に注意が必要である。Rhizopus属への
活性は高い（MIC50=1 μg/mL）が，Cunninghamella属（MIC50
=16 μg/mL）やMucor属（MIC50=8 μg/mL）には活性が
低い。薬物相互作用は CYP3A/2C19や P-gp（P糖タンパ
ク質）を介して免疫抑制薬，抗腫瘍薬，鎮静薬等に影響し，
過量や効果不十分の危険がある。相互作用は免疫抑制薬の
血中濃度上昇や酵素誘導薬による曝露低下を招くため，開
始・中止時の用量調整と監視を徹底する。薬物動態は吸
収・代謝・病態により大きく変動し，重症例や ECMO管
理下では曝露不足の可能性がある。安全性では肝障害，中
枢・視覚症状，QT間隔変化，光線過敏症が臨床上の論点
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である。特にボリコナゾール長期投与では光線過敏症と皮
膚腫瘍リスクが課題であり，日光曝露回避と皮膚所見の定
期評価が必要である。予防投与下のブレイクスルーは，ボ
リコナゾール下のムーコル症，フルコナゾール下の非 albi-
cans Candida属や糸状菌が代表例である。以上の課題を統
合的に捉え，薬剤選択・相互作用管理・安全性監視・環境
耐性対策を一体的に運用することが，アゾール治療の実効
性を最大化し失敗を最小化する鍵である。

ランチョンセミナー 9

COVID-19診療の“今”を読む：ガイドラインと
エビデンスの交差点
倭 正也
りんくう総合医療センター総合内科・感染症内科感染症セ
ンター
COVID-19は 2023年に 5類感染症へ移行後も流行波を
繰り返し，日本では 2025年 9月現在も NB.1.8系統を中心
に感染が持続している。全国の定点報告数は減少傾向にあ
る一方，高齢者を中心とした入院患者数は横ばいで推移し
ており，依然として医療負荷は高い。2024年には推計患
者数が 1,500万人を超え，インフルエンザを上回る疾病負
荷が報告されている。治療に関しては，国内外のガイドラ
インにおいて，抗ウイルス薬の適応と選択が重症化リスク
に基づき整理されている。わが国の「診療の手引き」では，
パキロビッドが優先的治療として記載されており，その裏
付けとして RCTにおいて入院・死亡リスクが検討されて
いる。また，オミクロン株流行期におけるリアルワールド
エビデンスでも有用性が確認されており，適正使用には発
症からの時間，薬物相互作用，腎機能評価が重要である。
今後の課題として，COVID-19後遺症への対応や免疫不全
患者における長期感染・治療抵抗性が挙げられる。免疫不
全者に対する臨床対応指針案では，免疫状態に応じた治療
戦略の必要性が強調されており，抗ウイルス薬の適正使用
が検討されている。本講演では，最新の疫学・治療ガイド
ライン・薬剤評価を踏まえ，COVID-19診療の現状と今後
の展望について概説する。

ランチョンセミナー 10

「Hazardous Drugsの 安 全 な 取 り 扱 い～な ぜ
CSTD（閉鎖式薬物移送システム）は必要なの
か？」
北原 隆志
山口大学医学部附属病院薬剤部
抗がん薬は，治療を受ける患者への効果だけでなく，そ
れを取り扱う医療従事者が曝露することによる健康被害が
懸念される薬剤です。欧米では 1970年代後半からその危
険性が報告され，抗がん薬を含む健康被害を引き起こす可

能性のある薬剤を HD（Hazardous Drugs）と総称し，国
や学会が安全な取扱いに関する指針を作成してきました。
特に米国では，2019年に米国薬局方（USP）のチャプター
800が法的強制力を持つ基準として発効し，HDの曝露対
策が厳格化されています。国内におきましても，1991年
の日本病院薬剤師会による指針公開を皮切りに注意喚起が
なされてきました。そして 2014年には厚生労働省から曝
露防止対策の実施を強く推奨する通知が出され，これを受
け，日本がん看護学会，日本臨床腫瘍学会，日本臨床腫瘍
薬学会の 3学会合同で「がん薬物療法における曝露対策合
同ガイドライン」（2019年版より「職業性曝露対策ガイド
ライン」へ改題）が発表され，国内の標準的な指針となっ
ています。がん薬物療法の職業性曝露は，薬剤の調製や投
与だけでなく，運搬，廃棄，患者の排泄物の取り扱いなど，
業務のあらゆる場面で起こりえます。この曝露を防止する
物理的な対策として，閉鎖式薬物移送システム（CSTD）
の使用が強く推奨されています。こうした背景を踏まえ，
当院でも上記ガイドラインに準拠し，CSTDを導入して曝
露対策に取り組んでいます。しかし，その運用は一部の抗
がん薬に限定されており，全ての HDに対して適用できて
いないのが現状です。また，導入コストや手技の煩雑さか
ら，部署やスタッフによって遵守率にばらつきが見られる
といった課題も浮き彫りになっています。今回は，国内外
の動向とガイドラインの推奨事項を概観した上で，当院に
おける CSTDの使用実態，導入による効果と課題も報告
します。本講演が，医療従事者の安全を確保し，より質の
高いがん薬物療法を実践するための一助になれば幸いです。

ランチョンセミナー 11

1．VREの基礎と対策の要点 ― 環境管理と紫外
線照射の活用

宮﨑 博章
小倉記念病院感染管理部
バンコマイシン耐性腸球菌（Vancomycin-resistant En-
terococci：VRE）は欧米で広く流行しており，本邦でも
2020年に 136例，2021年に 124例の報告があり，増加傾
向にある。VRE感染症は 5類感染症に分類され，全例届
け出の対象である。当院では 2007年に vanB型 E. faecium
を初検出し，2017年までに 98例のアウトブレイクを経験
した。ゲノム解析により，これらは世界的に流行する ST78
（CC17）に属する株であり，一部は VCMに対するMIC
が 8 μg/mL以下の「ステルス型」VREであった。現行
の感染症法ではMICが 16 μg/mL以上で VREと判定さ
れるため，これら低感受性株は検出をすり抜ける可能性が
ある。
当院では，BD BBL™ VRE選択培地によるスクリーニ
ングと GeneXpertによる VanA/VanB遺伝子同定を併用
し，さらに一部の菌株では次世代シーケンサーによる解析
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を実施している。2011～2016年に検出された vanB型 14
株に対しコアゲノム SNVs解析を行った結果，院内で 2つ
のクラスターが形成され，感染源は同一クローンに由来す
ることが判明した。
また，2020年 1月以降，院内環境対策としてパルス方
式キセノン紫外線照射装置（ライトストライク）を導入し，
環境表面の除菌に活用している。本発表では，VREの分
子疫学的解析，検出困難な「ステルス型」VREへの対応，
紫外線照射による環境管理，さらに地域連携による広域対
策の実践例について報告する。

2．感染対策の費用対効果を考える 紫外線照射
導入と経営的示唆

山田 晴士
岡山市立市民病院感染症内科
医療現場における感染対策は臨床的有効性のみならず，
資源をいかに効率的に活用するかという経営的視点からの
評価も不可欠である。とりわけ人材コストの高騰や医療財
政の制約を背景に，感染対策の費用対効果を定量的に把握
することの重要性は増している。例を挙げると手指衛生は
最も費用対効果に優れた介入であり，最小の投資で大きな
感染予防効果を発揮すると言われている。消毒・滅菌や抗
菌薬適正使用などは即時的な経済効果に差があるものの，
いずれも中長期的には医療安全や薬剤耐性菌抑制に寄与す
る点で無視できない。
紫外線照射は，環境消毒の新たな選択肢として注目され
ている。紫外線による除菌は科学的にも高い効果が示され
ており，従来の清掃に比べて短時間で高い水準の環境消毒
が可能である。当院では新型コロナウイルス感染症の感染
拡大を契機として，2020年 9月に PX-UX照射装置 2台を
導入した。感染症病棟，血液内科を含めた一般病棟を中心
に，新型コロナウイルス等の流行性感染症や薬剤耐性菌を
持つ患者の退室後に年間数百回の運用を行っている。導入
後にはカルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）等の薬
剤耐性菌や Clostridioides difficile腸炎の新規発生件数が減
少傾向にある。並行して行っている抗菌薬適正使用の推進
や環境整備による影響も考慮されるため，全てが PX-UX
照射装置の効果ではないと思われるが，仮にその半分に寄
与としたと仮定しても院内感染による追加医療費回避に大
きく貢献していると考えられる。導入コストが高額である
設備であるが，医療の質の改善効果，医療費削減効果をあ
わせて考慮することで投資対効果が得られる可能性がある。
本講演では，感染対策を医療の質・医療経済の両面から
捉え直し，紫外線照射導入の経験を具体的データとともに
提示する。当院の実績とともに，学術的根拠と経営的視点
を交え，今後の感染対策投資の在り方を議論したい。

ランチョンセミナー 12

1．院内空間を守る科学 ―Airdogが変える院内
感染制御の新戦略

丸毛 聡
医学研究所北野病院呼吸器内科・感染症科
COVID-19流行で空気感染対策の要諦は「希釈（換気）
×除去（清浄）×遮断（防護）」の多層防御であることが再
確認された。中央式の設備換気は重要な基盤である一方，
老朽化した病棟や多床室では，改修コスト・工期・騒音・
気流不均一といった制約が臨床運用のボトルネックとなる。
本講演では，設備換気の限界を補完するポータブル空気清
浄の役割，特に Airdogの導入が実臨床の感染制御に与え
た影響を，当院データを用いて検証する。
当院にて多床室を中心に Airdogを 24時間運転した介
入期と，未導入の対照期を比較する単施設後方視的対照研
究を実施した。運用は病棟の標準的換気基準を維持しつつ，
Airdog X5を各室に追加配置。主要評価項目は同室内二次
感染の発生，主要副次項目はクラスター規模・持続期間と
した。結果，同室内伝播件数は 20件から 14件に減少し，
曝露同室者に対する二次感染率は 55.6％から 30.4％へ有
意に低下（p ＝0.0389）。1回のクラスター規模は 16.3人か
ら 8.3人，持続期間は 16.3日から 11.3日に短縮した。設
備換気を土台に，空気清浄によるエアロゾル除去を重ねる
ことで，病室内の曝露量を実効的に低減しうることが示唆
された。Airdogは可搬・洗浄再利用型で運用の柔軟性が
高く，病棟構造の多様性や季節変動，夜間巡回など臨床現
場の制約に適応しやすい。単施設・後方視的という限界は
あるが，クラスター規模・持続期間の一貫した縮小は，病
床回転・人員配分・検査運用の安定化にも寄与するものと
考えられた。
院内空間を守る現実解は，多層防御の中核として「換気
×空気清浄×行動対策」を最適化することである。本研究
は，設備換気の限界を補完する空気清浄の実装が，クラス
ター抑制と運用持続性の両立に資することを示した。本講
演では，ポータブル空気清浄の標準化と，病棟ごとの最適
配置・費用対効果評価，さらには多施設前向き検証へと発
展させ，院内感染制御の新戦略を具体化する予定である。

2．COVID-19後遺症リスクコントロールの可能
性

平畑 光一
ヒラハタクリニック
COVID-19後遺症（Long COVID）は倦怠感・認知機能

低下・身体の疼痛・自律神経症状など多様な症状を呈し，
患者個人の生活を制限するのみならず，社会的・医療的影
響も極めて大きい。世界の後遺症患者数は少なく見積もっ
ても約 4億人に達し，その経済的損失は年間約 1兆ドルに
上り，世界経済の約 1％に相当すると推計されている。当
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院の診療経験でも，発症前に就労していた患者の 14％が
離職し，少なくとも 3名が自死にいたるなど，生活基盤や
精神面に深刻な影響を及ぼしている。
発症メカニズムは未解明の部分が多いが，持続するウイ
ルス残存や慢性炎症・自己免疫反応，微小血栓や血管内皮
障害，自律神経系の機能異常，EBウイルス再活性化，肺
障害，慢性上咽頭炎など，多因子が複雑に関与することが
報告されている。また，SARS-CoV-2の排除に時間を要し
た症例で後遺症発症リスクが高いとする報告が複数あり，
感染後のウイルス量推移と後遺症発症率に関連が示唆され
る。すなわち，感染時には可能な限りウイルス曝露を抑制
し，体内のウイルス量を早期に減少させることが後遺症予
防の鍵となる可能性がある。
具体的なリスクコントロール策として，ワクチン接種に
よる発症・重症化抑制，密集環境回避や換気徹底，空気清
浄機の活用，高性能マスク（N95等）の着用，鼻うがいに
よる局所的なウイルス排除，さらに抗ウイルス薬による早
期治療によるウイルス増殖抑制が候補として挙げられる。
COVID-19後遺症は単なる「罹患後の運不運」ではなく，
曝露量とクリアランス速度を制御することでリスク低減が
可能である可能性がある。

第 498回 ICD講習会

1．SSI予防のための周術期管理戦略：改訂ガイド
ライン 2025を踏まえて

福田 泰也
大阪国際がんセンター
2025年に「消化器外科 SSI予防のための周術期管理ガ
イドライン」が改訂された。改訂に伴い「周術期管理」の
章は削除されたものの，周術期管理プログラム，口腔ケア，
血糖管理といった SSIおよび術後合併症に関連する要素は
さらに改訂により内容がより強化されている。また，新た
な CQとして周術期プロ・シンバイオティクス投与，周術
期リハビリテーション，早期補完的静脈栄養の有用性が取
り上げられた。いずれも臨床現場に直結する重要なテーマ
であり，SSI予防における周術期管理の役割を再認識させ
る内容となっている。本講習会では，改訂の要点と新規 CQ
を中心に，消化器外科領域における周術期管理による SSI
予防効果について概説する。

2．SSI予防のための栄養管理
山下 千鶴
藤田医科大学医学部麻酔・集中治療医学講座
栄養不良は好中球機能低下などの免疫反応低下を引き起
こし，術後回復遅延，死亡率上昇などに関与することが報
告されている。また，近年飛躍的に進歩した術前補助化学
療法によっても術前栄養障害患者は増加している。さらに，
高齢化に伴う術前のサルコペニア/フレイルも術後合併症

発生や手術死亡率増加に関連していることが報告され，術
前栄養療法の重要性が注目されている。消化器外科 SSI予
防の周術期管理ガイドライン 2025では，術前栄養障害や
サルコペニア/フレイルと SSI発生の関連や栄養介入によ
る効果，術後栄養不十分患者への早期補完的静脈栄養
（SPN）の有用性などについて取り上げた。
栄養不良と SSIの関連については本邦からの報告が多く，
メタ解析の結果，術前栄養不良は SSIの有意なリスク因子
であった。ただし，低侵襲手術においても低栄養は SSI発
生に関連するのか？や，新規の低栄養の国際基準である
GLIM基準による解析については今後の課題である。次に
低栄養患者への術前栄養介入に関しては，SSI発生率の有
意な低下［OR 0.27（95％ CI 0.17～0.43）］，入院期間の有
意な短縮が認められたため，術前の栄養改善を弱く推奨し
た。今回，免疫調整栄養と通常経口栄養剤の比較も行った
が，小規模の RCT 2報のみで，使用栄養剤についての明
確な推奨はできなかった。また，栄養介入期間についても
明確な推奨ができなかった。サルコペニア/フレイル患者
に対しては，SSI予防効果は定かではないものの術後合併
症予防効果は認められ，プレハビリテーション（術前の運
動療法や栄養療法）を行うことを弱く推奨した。
術後早期経口摂取，早期経腸栄養に関しては，SSI予防
の有用性は示されていないが，入院期間の短縮や腸蠕動の
早期回復を認め，周術期管理の一環として実施されている。
また，術後経腸栄養困難，投与量不十分例に対する早期
SPNによる SSI予防効果については，明確な推奨はでき
なかった。

3．消化器外科 SSI予防のための周術期感染管理
ガイドライン 2025術中対策

内野 基
兵庫医科大学消化器外科学講座炎症性腸疾患外科
2025年に改訂された SSI予防ガイドラインについて解
説する。術中対策には【汚染度の高い手術で粘着式ドレー
プは SSI予防に有用か？】，【リングつき創縁保護器具は
SSI予防に有用か？】，【術中の手袋交換や二重手袋，術中
再手洗いは SSI予防に有用か？】，【術中の手術器具交換は
SSI予防に有用か？】，【創洗浄は SSI予防に有用か？】，【閉
創前の腹腔内洗浄は SSI予防に有用か？】，【術中保温は
SSI予防に有用か？】，【消化器外科手術の筋膜閉鎖におい
て，抗菌吸収糸の使用は非抗菌吸収糸の使用と比較して
SSIを減少させるか？】がクリニカルクエスチョン（CQ）
として挙げられた。それぞれの CQに対しエビデンスを収
集しシステマティックレビュー，メタアナリシスを行い，
ガイドライン作成委員会でエビデンスレベルの確認，推奨
度の投票による決定を行った。各々の解析結果，推奨度に
ついて解説する。なお，個々の対策だけでは SSI予防効果
が十分でない場合でも，ケアバンドルとして予防対策を行
うことで有効性を発揮できる可能性があることは認識いた
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だきたい。

4．消化器外科 SSI予防のための周術期管理ガイ
ドライン改訂の概説：消化器外科手術におけ
るドレーン留置は SSI予防に有用か？

田村 公二 1，内野 基 2，新川 寛二 2，大毛 宏喜 2，
水口 徹 2，真弓 俊彦 2

1九州大学病院臨床・腫瘍外科学
2日本外科感染症学会ガイドライン作成委員会
消化器外科 SSI予防ガイドライン改訂にあたり検討され
た，ドレーン留置に関する CQについて解説する。術式と
しては，胃切除，胆嚢摘出，肝切除，膵頭十二指腸切除（PD），
膵体尾部切除（DP），直腸切除（経腹と経肛門），虫垂切
除，さらに皮下ドレーン留置について合計 9個の CQが検
討された。ここでは初版からの変更・追加点と，新たに取
り挙げられた「DP後のドレーン留置」「直腸癌術後の経
肛門ドレーン（TDT）留置」について主に概説する。
1）CQ6-5「DPで SSI予防にドレーン留置は有用か？ま
た，早期抜去は SSI予防に有用か？」
DPにおけるドレーン留置の有無に関する RCTは 2報

のみで，臨床的膵液瘻（Grade B，C）発生率と死亡率に
ついて解析を行った。非留置で膵液瘻発生率が低下する
（RR：1.88，95%CI；1.30～2.73）一方，腹腔内液貯留や死
亡率増加（RR：0.16，95%CI：0.02～1.35）の可能性があ
り，有益性は明確でない。国際研究グループ（ISGPS）コ
ンセンサスでも一定の見解は得られておらず，全例留置の
推奨はできない。一方，ドレーン留置例ではドレーンアミ
ラーゼ値や臨床所見に基づく早期抜去が膵液瘻発生率を有
意に低下させるとの報告が複数あり，死亡率増加は認めら
れないため，症例選択の上で早期抜去を提案する。
2）CQ6-6「直腸癌手術後の TDT留置は SSI予防に有用
か？」
3報の RCTに加えて 18報の OBSが採用され解析を
行った。主要評価項目は縫合不全（AL）とした。全体と
して AL率・再手術率低下の有意差は RCT単独解析では
示されなかったが，OBSや回腸人工肛門非造設例に限っ
たサブ解析（RR：0.57，95%CI：0.33～0.99）では有意な
低下を認め，術後在院日数も短縮した。一方，吻合部出血
の増加が RCTで報告されており，ドレーンの種類や留置
期間は一定でない。全例への留置は推奨できず，人工肛門
非造設例など選択的留置が提案される。
その他の一部の CQについては，初版からの変更点に焦
点をあてて概説する。

一般演題

10．緑膿菌エフェクターを介した宿主細胞障害メ
カニズムの解析

奥田 潤 1,2，岡田 燦 2，比江島 欣愼 3，末澤 千草 1,2

1香川県立保健医療大学保健医療学部臨床検査学科
2香川県立保健医療大学大学院保健医療学研究科臨床検査
学専攻
3香川県立保健医療大学保健医療学部看護学科
緑膿菌による腸管経由内因性血液感染を防ぐため，これ
までに本菌の腸管上皮透過に関与する重要な病原因子の同
定を進めてきたが，その内の一つとして，針状の III型分
泌装置を介して細胞内に注入されるエフェクターも含まれ
る。注入されたエフェクターは宿主細胞に複雑な経路で強
い細胞障害を誘導することが知られているが，エフェク
ターの細胞障害活性が本菌の腸管上皮透過にどの程度寄与
するのかは未だ不明な点が多い。そこで先ず，エフェクター
を介した複雑な細胞障害メカニズムに着目し，細胞障害メ
カニズムの未知の部分について解析を行った。緑膿菌野生
株と種々の III型分泌装置関連遺伝子変異株を作製し，そ
れらを用いた感染実験を行い，感染した宿主細胞における
細胞障害活性を指標に比較解析を行った。その結果，これ
までに報告されていないエフェクターを介した細胞障害メ
カニズムの存在を示唆する実験結果が得られた。現在，得
られた実験結果に着目し，このエフェクターを介した細胞
障害メカニズムの解明に向けて検討を進めているところで
ある。

14．コアゲノムMLSTによるキノロン非感性
Haemophilus influenzae の伝播解析

加勢田 富士子 1,2，村田 美香 2，菊地 勝太 1,2，
賀来 敬仁 1,2，小佐井 康介 1,2，栁原 克紀 1,2

1長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
2長崎大学病院臨床検査科/検査部
【目的】キノロン系薬は Haemophilus influenzae（H. influ-
enzae）に対し優れた抗菌力を有しており，2023年院内感
染対策サーベイランス（JANIS）検査部門の入院検体より
検出された H. influenzaeは 93.7％が LVFX感性と報告さ
れている。しかし，ある高齢者病院ではキノロン非感性
H. influenzaeの分離率が高い状態が持続しており，院内伝
播の可能性も考えられたため，今回伝播調査を行った。
【方法】高齢者病院にて 2018年 11月より 2020年 3月に
検出され，菌株が保存されており再培養可能であった H.
influenzae 52株に対しMiseqにより全ゲノムシーケンスを
行い，Ridom SeqSphere＋を用いてコアゲノムMLST解
析を行った。また菌株が検出された患者に対しては，臨床
情報を診療録より収集した。
【結果】52株のうち，CPFXもしくは LVFXが非感性
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であったものは 28株（53.8%）であった。キノロン非感性
H. influenzaeは sequence type（ST）により 3つに分けら
れ，ST2876 16株，ST164 8株，ST2874 4株であった。ST164，
ST2874はそれぞれ全て同じ病棟から検出されており，病
棟内の伝播が疑われた。ST2876は複数の病棟より検出さ
れていたが，コアゲノムMLSTによるminimum spanning
treeでは菌株間の相同性が高く，複数の病棟にわたる伝
播が疑われた。キノロン非感性 H. influenzae 28株中 27株
（96.4%）は慢性期病棟より検出されていた。また，キノロ
ン非感性株が検出された患者は，感性株が検出された患者
と比較し有意に高齢で（82.6±13.7 vs 75.3±11.8歳，p=
0.023），連日喀痰吸引が必要であった者の割合が有意に高
率（85.7% vs 41.7%，p=0.001）であった。
【結論】コアゲノムMLSTにより，日常診療では気づか
れていない H. influenzaeの院内伝播が明らかとなった。慢
性期病棟における喀痰吸引の手技の見直し，標準予防策の
徹底が必要と考えられた。

24．プロテアーゼ阻害剤とカルシニューリン阻害
剤を併用した COVID-19 2症例における薬物
血中濃度の推移と用量検討

明下 佳祐，末廣 拓
愛媛県立中央病院薬剤部
【背景】免疫抑制剤を使用中の COVID-19患者では重症
化リスクが高く，早期の抗ウイルス薬の導入が推奨されて
いる。一方で，ニルマトレルビル/リトナビル（NMV/r）
およびエンシトレルビル（ESV）などのプロテアーゼ阻害
剤（PI）は CYP3A阻害作用を有し，CYP3A4で代謝さ
れるカルシニューリン阻害剤（CNI）との併用により，CNI
の血中濃度が上昇し，副作用の発現頻度が高まる懸念があ
る。
【方法】当院において，PIと CNIの併用が必要であっ
た以下の 2症例に対し，ASTとして CNIの用量調整の介
入を行い，血中濃度をモニタリングした。・症例 1：タク
ロリムス（TAC）と ESVの併用・症例 2：シクロスポリ
ン（CyA）と NMV/rの併用。
【結果】症例 1では，ESV開始翌日の TACを休薬，2
日後から TACを通常量（8 mg）の 25％に減量した。ESV
終了後からは半減期を考慮して通常量の 37％へ増量，ESV
終了後 7日目に通常量まで増量した。症例 2では，NMV/
r開始初日の夕内服分より CyAを休薬。2日目から CyA
を通常量（350 mg）の約 14％に減量して再開したが，3
日目の血中濃度が高値（300 ng/mL）であったため，4日
目より通常量の約 7％まで減量した。NMV/r終了 2日後
から通常量へ増量したところ，翌日に再び血中濃度高値
（531 ng/mL）を認めたため CyAを休薬した。休薬 3日目
で血中濃度が正常範囲まで回復したため，CyAを通常量
で再開した。
【考察・結論】NMV/rおよび ESVは強力な CYP3A阻

害作用を有し，CNIの血中濃度を上昇させるため，併用
時には CNIの用量調整あるいは一時的な中止が必要とさ
れている。今回の結果では，ESVと CNI併用例では CNI
の減量により正常な血中濃度で推移した。一方で，NMV/
rと CNIの併用例では CNIを減量したにも関わらず血中
濃度が著しく上昇したことから，NMV/rと CNI併用時は
CNIの減量ではなく中止が望ましいと考える。CNIの用
量検討について文献的考察を踏まえて報告する。
会員外共同研究協力者：本間 義人

27．Remdesivirに関する疑義照会を受けた当院
の COVID-19症例の臨床的特徴と経過につい
て

盛田 篤広 1,2，澤田 真嗣 1,3

1日本赤十字社京都第二赤十字病院感染制御部
2日本赤十字社京都第二赤十字病院消化器内科
3日本赤十字社京都第二赤十字病院薬剤部
【背景と目的】COVID-19診療において Remdesivir
（RDV）の果たす役割は大きいと考えられる。また RDV
は腎障害を有する患者への投与を慎重に行う必要があり，
投与後の肝障害の可能性から厳重な肝機能のモニタリング
が必要とされている。当院において RDVに関する疑義照
会が行われた COVID-19症例の臨床的特徴と治療後の経
過について検討することを目的とした。
【対象と方法】対象は 2021年 8月から 2025年 5月まで
に当院で RDVに関する薬剤部へのまたは薬剤部からの疑
義照会が行われた COVID-19患者 56例である。これらに
ついて 1．年次推移（全体，職種別）2．内容 3．肝機能，
腎機能に関する疑義照会症例の臨床的特徴，RDV投与後
の検査数値の変化を検討した。
【結果】1．年次推移は 2023年の 25例が最も多く，職種
は医師が最多であった。2．疑義照会の内容は肝機能，腎
機能が 27％，投与量，投与時間，投与期間が 27％，配合
変化，生食溶解可否が 21％などであった。3．肝機能，腎
機能に関する疑義照会は 14例であり，年齢（median，
［IQR］）：77.00［74.25，83.50］，肺炎あり：71.4％，酸素
投与なし：1～5：6～10 L/min：HFNC= 5：4：3：2，背
景疾患は関節リウマチ，脳出血，大腸がん，糖尿病，肝硬
変などで，投与前の eGFR（median，［IQR］）：31.00［28.00，
65.00］であった。RDV投与後の検査数値の変化は BUN，
eGFR，AST，ALT，ALP，GGTでは有意な変化を認め
なかったが，クレアチニン値（平均±標準偏差）は RDV
投与前 1.48±0.73 mg/dL，投与後 0.97±0.39 mg/dLであ
り，Wilcoxonの符号付順位検定により有意差を認めた（P
= 0.022）。
【考察と結語】RDVに関する疑義照会の 27％は肝機能，
腎機能に関連することであったが，治療後の増悪症例は認
められなかった。クレアチニンには有意な低下が認められ，
治療に伴う状態の改善が関与している可能性が考えられた。
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30．菌血症における緑膿菌とそれ以外のブドウ糖
非発酵グラム陰性桿菌の相違点―AST助言
を含めた多変量解析

詫間 隆博 1,2，前田 真之 3，宇賀神 和久 4，
石野 敬子 3，森 伸晃 2，時松 一成 2

1昭和医科大学横浜市北部病院内科系診療センター感染症
内科
2昭和医科大学医学部内科学講座臨床感染症学部門
3昭和医科大学薬学部臨床薬学講座感染制御薬学部門
4昭和医科大学病院臨床検査室
【目的】ブドウ糖非発酵グラム陰性桿菌（NF-GNR）は
好気性で多剤耐性菌が多いなど似通った性質を示すが，そ
の中でも緑膿菌は抗緑膿菌薬と呼ばれる薬剤が有効など，
一部異なる性質を示す。昭和医科大学病院および昭和医科
大学病院附属東病院では，Antimicrobial Stewardshipの
一環として，血液培養陽性者回診での助言を行っている。
その記録を用いて緑膿菌および緑膿菌以外の NF-GNR（以
下非発酵菌）菌血症とそれ以外の菌血症の相違点を明らか
にするために，特徴を比較し報告する。
【方法】2015年度から 2023年度までの初回血液培養陽
性の 6,201例の診療録を調査し，logistic modelを用いた
多変量解析で臨床的背景を調整した助言内容について比較
検討し，臨床的背景についても検討した。なお，血液培養
で複数菌同時検出したものについては NF-GNRを優先し
て整理した。
【結果】緑膿菌菌血症は 176例，非発酵菌菌血症は 104
例，他の菌血症は 5,921例であった。年齢，性別，診療科，
感染巣について，交互作用を加味し，尤度比検定を用いて
整理し，助言内容を追加し検討した。緑膿菌菌血症と非発
酵菌菌血症はそれ以外の菌血症に比べ，助言内容では多く
は類似した傾向を示したが，抗菌薬変更（緑膿菌；P=0.004，
非発酵菌；P＜0.001）で有意に他の菌血症よりも多い他は
有意差は認めなかった。臨床背景は類似した傾向を示した
が，尿路感染症については緑膿菌（P=0.006）で有意に多
く，逆に非発酵菌（P=0.026）で有意に少なかった。
【考察】緑膿菌も非発酵菌も臨床背景は比較的類似し，抗
菌薬変更については助言を必要とすることが多いという点
では同じような菌との見方も出来るが，尿路感染症の頻度
が全く異なるという点では区別される。

42．当院における黄色ブドウ球菌菌血症診療の改
善に向けたマネジメント・バンドルの導入と
その成果

坂本 凌，西山 徳人，宮下 修行
関西医科大学附属病院感染制御部
【背景と目的】黄色ブドウ球菌は，重症感染症の原因と
して重要な微生物の一つである。黄色ブドウ球菌菌血症
（Staphylococcus aureus bacteremia：SAB）は，感 染 性 心
内膜炎などの血管内合併症や膿瘍形成を含む全身性合併症

を引き起こし，高い死亡率を伴うことが知られている。近
年，SABに対しては，心エコー検査の実施，血液培養陰
性の確認，適切な抗菌薬治療の実施を含むマネジメント・
バンドルに基づく包括的治療が推奨されている。当院（関
西医科大学附属病院）では，2024年 4月より，黄色ブド
ウ球菌（S. lugdunensisを含む）菌血症患者を対象に，SAB
バンドルの導入を開始し，適切な治療の実践に取り組んで
いる。本研究では，SABバンドル導入前後の各 1年間に
おけるバンドル遵守率および予後について検討することを
目的とした。
【方法】2023年 4月から 2024年 3月をバンドル導入前，
2024年 4月から 2025年 3月を導入後とし，当院に入院し
血液培養から黄色ブドウ球菌または S. lugdunensisが検出
された患者を対象に，SABバンドルの遵守状況，30日後
の生存率，および抗菌薬治療日数を後方視的に評価した。
【結果】SAB症例数は，バンドル導入前が 72例，導入
後が 70例であった。バンドル導入後には，心エコー実施
率が 48％から 77％，抗菌薬治療開始から 96時間以内に
血液培養を再検査した割合が 19％から 60％，推奨される
抗菌薬治療期間を完遂した割合が 13％から 47％へと，い
ずれも有意に改善した。また，中心静脈カテーテル抜去率
は 74％から 82％，30日生存率は 72％から 83％に改善し
た。
【考察】SABバンドルの導入は，心エコー実施や早期の
血液培養再検査，適切な抗菌薬治療の遂行など，予後改善
に関連する要素の実施率を向上させるうえで有用であるこ
とが示唆された。

48．統計学的に有意でも臨床的に意味がない場
合―緑膿菌菌血症と非発酵菌菌血症の比較か
ら―

詫間 隆博 1,2，前田 真之 3，宇賀神 和久 4，
石野 敬子 3，森 伸晃 2，時松 一成 2

1昭和医科大学横浜市北部病院内科系診療センター感染症
内科
2昭和医科大学医学部内科学講座臨床感染症学部門
3昭和医科大学薬学部臨床薬学講座感染制御薬学部門
4昭和医科大学病院臨床検査室
【目的】緑膿菌菌血症と緑膿菌以外のブドウ糖非発酵グ
ラム陰性桿菌（以下非発酵菌）菌血症の特徴を比較したと
ころ，統計学的に有意差があっても，似ていると考えられ
る場合が認められた。これを臨床的に意味がない差の候補
として，有意差を分類し，報告する。
【方法】昭和医科大学病院および附属東病院において，
2015年度から 2023年度までの初回血液培養陽性 6,201例
の診療録を調査し，緑膿菌，非発酵菌，その他の菌種に分
類し，背景因子と助言内容について Logistic modelを用い
て多変量解析を行い，交互作用まで検討した。［緑膿菌］-
［他の菌種］の差，［非発酵菌］-［他の菌種］の差を比較
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検討したが，［緑膿菌］-［非発酵菌］の差についても検討・
分類し，緑膿菌菌血症と非発酵菌菌血症が似ているかとい
う視点で評価した。
【結果】直接比較で有意差があるものは，パターン 1：
他の菌種との比較では逆向きに有意（例：尿路生殖器感染
症は緑膿菌で有意に多く，非発酵菌では有意に少ない）=
似ていないと判定，パターン 2：片方のみ有意または有意
差なし，パターン 3：同じ向きに有意（例：抗菌薬変更の
助言は，緑膿菌と非発酵菌の両者で有意に多い）= 似て
いると判定，に分類された。
【考察】臨床統計において統計学的有意差は症例数を増
やせば必ず出るため，臨床的な意味は別に解釈する必要が
あると言われるが，臨床的な意味を評価するのはしばしば
困難である。本研究の［他の菌種］に該当するような，他
の基準となる指標をおける場合は，その基準との差を比較
することで，臨床的意義を類推できる可能性が示唆された。

50．経尿道的結石破砕術前の尿培養結果に基づき
予防抗菌薬を強化することは術後の血流感染
症および敗血症予防に有効である

大西 克浩 1,3，森岡 悠 2,3，山本 将司 1,3，土本 大輔 1,3

1小牧市民病院薬局
2名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
3小牧市民病院感染対策チーム
【背景・目的】経尿道的結石破砕術（TUL）後の敗血症
は重大な合併症のひとつである。泌尿器科領域における周
術期感染予防ガイドライン 2023（以下 GL）では，術前尿
培養（PUC）の結果を参照し予防的抗菌薬（AP）を選択
することが推奨されているが，PUCで検出された菌のみ
に対応すべきか，また対応しない場合に術後敗血症の発症
リスクが上昇するかについては言及がない。本研究では，
PUCの結果に基づいた APの投与が TUL後の血流感染症
（BSI）および敗血症の予防に有効かを検討した。
【方法】小牧市民病院において，2019年 4月から 2025
年 3月に TULを施行した PUC陽性患者（n=251）を対象
に，APごとの BSIおよび敗血症の発生の有無と敗血症リ
スク因子について後方視的に調査した。なお，APは以下
の 3群に分類した：1．GC-AP群（n=74）：GLに準拠し
ているが，PUCの検出菌に対し感受性を示さない（例：E.
faecalis検出，CEZ使用），2．PD-AP群（n=28）：PUCの
検出菌に感受性を示すが，GLに記載されていない（例：
E. faecalis検出，ABPC使用），3．Perfect-AP群（n=149）：
PUCの検出菌に感受性があり，かつ GLに準拠またはそ
れ以上のスペクトルを有する（例 1：E. faecalis検出，SBT/
ABPC使用，例 2：緑膿菌検出，CFPM使用）。
【結果】BSIの発症率は GC-AP群の 8.11％（6/74）と比
較して Perfect-AP群では 0.67％（1/149）と有意に低く（p
=0.0059），PD-AP群では BSIの発症は認められなかった
（0/28）。一方，敗血症の発症率は PD-AP群の 28.6％（8/

28）と比較して，Perfect-AP群では 10.7％（16/149）と
有意に低かった（p=0.030）。多変量解析の結果，Perfect-
AP使用は TUL後の敗血症リスク低下と有意に関連して
いた（オッズ比：0.48，95%信頼区間：0.23～0.99，p=0.048）。
【結論】PUCの検出菌をカバーしつつ，グラム陰性桿菌
に対する一定の抗菌スペクトラムを有する APの選択は，
TUL後の BSIおよび敗血症の予防に有効である可能性が
示唆された。

54．大阪におけるマクロライド耐性マイコプラズ
マの経年的変化

矢村 明久，宮下 修行，福田 直樹，西山 徳人，
坂本 凌，尾形 誠
関西医科大学内科学第一講座呼吸器感染症・アレルギー科
【目的】わが国におけるマクロライド耐性マイコプラズ
マ株は，2012年は 80%以上と高率であったが（ただし，
地域差が大），これをピークに減少し，2018年には 20～30％
で推移していた。今回，我々は 2018年から 2024年までの
マクロライド耐性マイコプラズマ株の蔓延率と耐性機序を
調査した。
【方法】マイコプラズマ・ニューモニエ感染症患者 367
名を PCR法で解析した。耐性遺伝子の検出にはダイレク
ト・シークエンス法を用いた。
【結果】マクロライド耐性マイコプラズマは，2018年に
は 51人中 9人（17.6%），2019年には 63人中 13人（20.6%），
2020年には 30人中 8人（26.7%），2021年には 3人中 1人，
2022年には 3人中 1人，2023年には 6人中 3人，2024年
には 211人中 127人（60.2%）で確認された。マイコプラ
ズマのマクロライド耐性率は，2018～2020年と比較して
2024年に有意に増加した（p=0.0001）。耐性株の大部分は，
23S rRNAドメイン V遺伝子領域の 2,063番目の Aから
Gへの転座を有しており，マクロライドに高度の耐性を示
していた。また，p1遺伝子解析では 2014年の分離株の
90％以上が 1型であった。
【結論】本研究では，大阪府においてマクロライド耐性
マイコプラズマが再び増加していることが示唆された。

56．マクロライド耐性マイコプラズマ肺炎に対す
るラスクフロキサシンの効果

矢村 明久，宮下 修行，福田 直樹，西山 徳人，
坂本 凌，尾形 誠
関西医科大学内科学第一講座呼吸器感染症・アレルギー科
【目的】マクロライドに耐性を示すマイコプラズマ・
ニューモニエが日本において再び増加している。本研究で
は，マクロライド耐性マイコプラズマ肺炎患者に対する第
一選択薬として推奨されているミノサイクリンとフルオロ
キノロン系抗菌薬ラスクフロキサシンの治療効果を比較し
た。
【方法】関西医科大学病院附属病院関連 12施設において，
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2024年 1月から 2025年 1月の間にマイコプラズマ肺炎患
者を対象とした前向き観察研究を実施した。期間中に経験
したマイコプラズマ肺炎患者 93名のうち，51名（54%）
がマクロライド耐性マイコプラズマ株に感染していた。こ
れらの患者は全員，23S rRNA遺伝子のドメイン Vの
2,063番目の Aから Gへの転座を有しており，マクロライ
ドに対する高度な耐性を獲得していた。
【結果】マクロライド感受性患者 33名のうち，ラスクフ
ロキサシンおよびミノサイクリンによる抗菌薬投与開始後
48時間以内にそれぞれ 91%および 90%の患者が解熱した。
マクロライド耐性患者 42名のうち，ラスクフロキサシン
群およびミノサイクリン群のそれぞれ 90%が抗菌薬投与
開始後 48時間以内に解熱した。両群の患者において抗菌
薬の変更は認められなかった。
【結論】ラスクフロキサシンは，マクロライドに高度の
耐性を示すマイコプラズマ肺炎に対しても有効な治療薬と
なり得ることを示している。

57．市中肺炎初期治療におけるラスクフロキサシ
ンとレボフロキサシンの比較検討～単施設前
向きコホート患者の傾向スコア解析～

伊藤 明広，石田 直，中西 陽祐
倉敷中央病院呼吸器内科
【背景】ラスクフロキサシン静注（LSFX-IV）は，2021
年 3月に使用可能となった日本発の最新のニューキノロン
系抗菌薬であり，成人肺炎診療ガイドライン 2024におい
て市中肺炎の外来患者または一般病棟入院患者における治
療選択肢の一つとして明記されている。しかし，これまで
に市中肺炎入院患者において LSFX-IVとレボフロキサシ
ン静注（LVFX-IV）の有効性と安全性を比較検討した報
告はほとんどない。
【対象と方法】2010年 10月より 2024年 12月までに当
科に入院し前向き観察研究に登録された 15歳以上の市中
肺炎患者を対象とした。初期治療として LSFX-IVあるい
は LVFX-IVの単剤治療を行われた患者について，有効性
として初期治療失敗，30日死亡率，再発率，安全性とし
て副作用による抗菌薬変更の割合を検討した。両群におい
て，年齢，COPD，悪性疾患，呼吸数，Alb，BUN，人工
呼吸管理，PSIスコアの 8項目を IPTWにより背景の調
整を行った。
【結果】LSFX-IV群 37名，LVFX-IV群 112名であり年
齢（中央値 60歳 vs 65歳），性別（男性 62.2% vs 70.5%），
基礎疾患，肺炎重症度，ICU入室率（10.8% vs 15.2%）に
有意差は認めなかった。LSFX-IV群，LVFX-IV群におい
て，初期治療失敗率（0% vs 1.8%，P=1.00），30日死亡率
（5.4% vs 1.8%，P=0.26），再 発 率（0% vs 0.9%，P=1.00），
副作用による抗菌薬変更（0% vs 0.9%，P=1.00）はいずれ
も有意差を認めなかった。IPTWによる背景因子調整後も
全てのアウトカムにおいて両群で有意差は認めなかった。

【結論】市中肺炎入院患者において，LSFX-IVは LVFX-
IVと比較し有効性と安全性は同等であった。成人肺炎診
療ガイドライン 2024の推奨は妥当と考えられるが，今回
は単施設の検討で患者数が少ないため，今後多施設で患者
数を増やしての検討が必要と考えられる。

78．当院における気腫性腎盂腎炎の治療経験
前田 光毅，三田 淑恵
神戸大学大学院腎泌尿器科
【目的】気腫性腎盂腎炎は易感染状態の患者に発症する
重篤な感染症で，ドレナージが治療の要とされるが，実臨
床で遭遇する機会は限られる。そこで，当院で経験した症
例を後方視的に検討し，治療法や経過について報告する。
【方法】2014年 4月から 2025年 4月までに，当科で「気
腫性腎盂腎炎」と診断された症例をカルテより抽出し，患
者背景，治療内容，経過について検討した。
【結果】症例は 10例で，男性 3例・女性 7例，年齢中央
値 75歳（41～86歳），BMI中央値 22.1（17.1～50.2）であっ
た。既往歴は糖尿病 8例，腎移植後 1例を認めた。全例で
発熱を認め，腰痛は 7例，意識障害は 2例，ショックバイ
タルは 2例，ICU管理を 5例で要した。CTによる Huang
分類では，Class 1：4例，Class 2：1例，Class 3A：1例，
Class 3B：2例，Class 4：1例であった。ドレナージ手技
は，エコーガイド下腎瘻造設：2例，CTガイド下膿瘍ド
レナージ：4例，Single-Jステント留置：4例，ドレナー
ジなし：2例だった。初回抗菌薬治療は，MEPM：3例，
MEPM＋VCM：2例，MEPM＋FLCZ：1例，TAZ/PIPC：
3例，IPM/CS＋DRPM：1例だった。培養結果（重複含
む）は，Escherichia coli：6例，Citrobacter koseri：2例，En-
terococcus faecalis：2例，Klebsiella pneumoniae：1例，その
他：1例だった。治療経過は，9例が改善し退院または転
院となったが，1例が気腫性腎盂腎炎は改善したものの，
サイトメガロウイルス感染症の悪化による腎不全のため死
亡退院となった。腎摘除術は 2例に施行した。1例は入院
後 14日目に感染コントロール目的で開腹腎摘除術を実施
した。もう 1例は，気腫性腎盂腎炎改善後 5カ月目に患側
腎が無機能腎であり，膿瘍残存が否定できないため後腹膜
鏡下腎摘除術を行った。
【結論】当院での 10年間における気腫性腎盂腎炎は 10
例あり，うち 2例に腎摘除術を要した。重症例も含まれて
いたが，多くは抗菌薬治療および適切なドレナージにより
良好な経過をたどった。
会員外共同研究協力者：三宅 秀明
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86．当院で分離された Stenotrophomonas malto-
philia に対するセフィデロコルの薬剤感受性
の検討

原 稔典 1,2，北川 浩樹 3，木場 由美子 1,2，
田寺 加代子 1,2，長岡 里枝 1,2，野村 俊仁 3，
大森 慶太郎 3，繁本 憲文 3,4，樫山 誠也 1,2，
大毛 宏喜 3

1広島大学病院診療支援部臨床検査部門
2広島大学病院検査部
3広島大学病院感染症科
4広島大学トランスレーショナルリサーチセンター
【目的】Stenotrophomonas maltophiliaは種特異的な β ―ラ
クタマーゼ（L1および L2）を産生し，多くの β ―ラクタ
ム系抗菌薬に耐性を示すため，治療薬が限定される。今回，
S. maltophiliaにおけるセフィデロコル（CFDC）の薬剤感
受性を評価した。
【方法】2008年から 2024年にかけて当院で分離・保存
された S. maltophilia 81株を対象とした。同定は，MALDI
Biotyper sirius（BRUKER）で行った。CFDCの薬剤感受
性試験は，MICドライプレート セフィデロコル（塩野義
製薬）で行い，その他薬剤は，IA40 MIC-iドライプレー
ト‘栄研’（栄研化学）を用いて測定した。最小発育阻止
濃度（MIC）は，36℃で 20時間培養し判定を行った。判
定基準は CLSI M100-ED35に準拠した。
【結果】CFDC，MINO，ST，LVFXの感受性率は，そ
れぞれ 100%（81/81株），86.4%（70/81株），86.4%（70/
81株），76.5%（62/81株）であった。CFDC，MINO，ST，
LVFXのMIC50/MIC90は，0.06/0.25 μg/mL，≦1/2 μg/mL，
≦0.5/9.5/2/38 μg/mL，1/4 μg/mLであった。
【結論】CFDCは S. maltophiliaに対して良好な感受性を
示し，MINO，ST，LVFXのMIC値が高い株においても
CFDCの感受性は良好であった。既存の治療薬で治療が
難渋した際には治療選択肢になり得ると考える。

90．Mycoplasma hominis の薬剤感受性と妊婦の
膣スワブ検体におけるM. hominis，Urea-
plasma spp. の分離頻度

北川 浩樹 1，田寺 加代子 2，池田 光泰 3，
小濱 邦彦 4，野村 俊仁 1，大森 慶太郎 1，
繁本 憲文 1,5，大毛 宏喜 1

1広島大学病院感染症科
2広島大学病院診療支援部臨床検査部門
3JA広島総合病院臨床研究検査科
4中国労災病院中央検査部
5広島大学トランスレーショナルリサーチセンター
【目的】本邦においてMycoplasma hominisの CLSI基準
に準拠した感受性試験用キットが市販されておらず情報が
限られている。本研究では，M. hominisの薬剤感受性およ
び膣検体におけるM. hominisと Ureaplasma spp. の分離頻

度を明らかにする。
【方法】広島県内の 4つの医療施設で分離・保存されて
いたM. hominis 36株の薬剤感受性試験をMYCOFAST
RevolutioN ATB＋（ELITechGroup，以下MYCOFAST，
本邦未発売）および E-test（BioMerieux）を用いて実施
した。また，urea-arginine LYO2 broth（BioMerieux）と
栄研ドライプレート（栄研化学）を用いて薬剤感受性試験
も行った（LYO2 broth法）。結果は，CLSI M43-Aを用い
て判定した。E-testは，LVFX，MINO，CLDM，LYO2
broth法は LVFX，MFLX，MINO，CLDMについて検討
した。さらに，2023年から 2024年に広島大学病院に提出
された妊婦の膣スワブを対象に PCRを用いてM. hominis，
U. parvum，U. urealyticumの検出頻度を検討した。
【結 果】MYCOFASTを 用 い たM. hominisの LVFX，
MFLX，TC，CLDMに対する耐性率はそれぞれ 19%，11%，
0%，2.8%であった。LYO2 broth法では，MYCOFAST
でMFLX感性と判定された 1株が耐性と判定されたが，
LVFXと CLDMの結果は一致した。E-testでは，MYCOFAST
で LVFX耐性と判定された 1株において感性と判定され
たが，CLDMの結果は一致した。MINOの判定基準はな
いが，すべての株でMIC ≦0.25 μg/mLであった。妊婦
（n=160）の年齢中央値は 32歳で，M. hominis，U. parvum，
U. urealyticumの検出頻度はそれぞれ 4.4%，28%，10%で
あった。
【考察】LVFXの耐性率は 19%と高かったが，TCと
CLDMの感受性は保たれていた。LYO2 broth法と E-test
は，MYCOFASTと高い一致率を認めた。本邦の現状で
は LYO2 broth法もしくは E-testによるM. hominisの薬
剤感受性試験を実施することが望ましいが，一部薬剤で乖
離がある点に注意が必要である。
会員外共同研究協力者：吉田 知子，津田 真莉子，大本
卓司

91．AWaRe分類に基づく抗菌薬適正使用プログ
ラムが外来抗菌薬使用に与える影響：単一施
設中断時系列デザイン研究

八木 祐助 1,2，荒川 悠 1,3，浜田 幸宏 2，山岸 由佳 1,3

1高知大学医学部附属病院感染管理部
2高知大学医学部附属病院薬剤部
3高知大学医学部臨床感染症学講座
【目的】薬剤耐性（AMR）対策としてWHOが提唱する
AWaRe分類に基づき，大学病院の外来診療における抗菌
薬の使用実態を分析し，抗菌薬適正使用支援チーム（AST）
による支援効果を評価した。
【方法】2022年 4月から 2025年 3月にかけ，大学病院
の全外来患者を対象に抗菌薬の使用量（DDDs，DOTs）を
調査し，外来尿由来大腸菌の薬剤感受性率を評価した。
ASTは使用量の多い診療科に対し，エビデンスに基づく
教育的支援を実施した。
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【結果】AST支援後，Access抗菌薬の使用量は増加傾
向，Watchおよび Reserve抗菌薬は減少傾向を示したが，
いずれも統計的有意差は認めなかった。全使用量に占める
割合は，クラリスロマイシンが 23.9%，スルファメトキサ
ゾール/トリメトプリム（ST）合剤が 20.7%，リファキシ
ミンが 11.4%で上位を占めた。外来尿由来大腸菌の薬剤感
受性率は，レボフロキサシンが全体で 80%未満，extended-
spectrum β -lactamase（ESBL）産生株では約 10%と低かっ
た。ST合剤は全体で 80%以上を維持したが，ESBL産生
株では 80%未満であった。観察期間中，耐性率の有意な
上昇は見られなかった。
【考察】使用量の多かったクラリスロマイシンは COVID-
19流行初期の状況や慢性気道感染症，リファキシミンは
肝性脳症という特定の疾患治療が背景にあると考えられた。
非感染症治療薬も含まれるため，AWaRe分類による単純
な使用率評価には課題も示唆された。
【結論】ASTによる支援は，抗菌薬使用の適正化に向け
た短期的な改善傾向を示した。今後は長期的な効果検証に
加え，継続的な耐性菌サーベイランスと臨床への迅速な
フィードバックが AMR対策に不可欠である。

92．血液培養陽性症例における AST連日活動の
有効性の検討

澤田 真嗣 1,2，藤田 将輝 1,2，岸本 翔 1，盛田 篤広 2,3，
友金 幹視 1

1京都第二赤十字病院薬剤部
2京都第二赤十字病院感染管理室
3京都第二赤十字病院消化器内科
【背景・目的】抗菌薬適正使用支援チーム（Antimicrobial
Stewardship Team：AST）による介入は，抗菌薬治療の
質向上に寄与することが知られているが，その活動頻度が
臨床アウトカムに及ぼす影響については十分に検証されて
いない。そこで本研究では，血液培養陽性症例を対象に，
ASTの連日活動が与える効果を後方視的に検討した。
【方法】2012～2023年に当院で血液培養陽性となった
5,714件を対象とし，ASTが週 1回活動していた期間（週
1群）と平日連日活動していた期間（連日群）に分類した。
年齢，性別，基礎疾患，Pitt Bacteremia Scoreによるペ
アマッチングを行い，各群 1,450例を抽出した。統計解析
は EZR（ver.1.64）を用い，有意水準は 5％未満とした。
【結果】AST介入率は連日群 39.7％，週 1群 19.8％（p
＜0.05），適切な抗菌薬投与率は 93.5％ vs 83.8％（p＜0.05），
de-escalation実施率は 36.1％ vs 19.3％（p＜0.05），内服移
行率は 33.9％ vs 18.1％（p＜0.05）と，連日群で有意に高
値を示した。入院期間の中央値は 21日 vs 30日（p＜0.05），
30日以内の死亡率は 1.9％ vs 3.2％（p＜0.05）と，いずれ
も連日群で有意に良好であった。抗菌薬投与例における
DASC/DOTは 6.9 vs 7.6（p＜0.05）と連日群で低値を示
した。

【考察】ASTの連日活動はリアルタイムな介入を可能と
し，抗菌薬の適正使用率や治療の質を向上させることで，
入院期間短縮および死亡率低下といった臨床アウトカムの
改善に寄与することが示唆された。

93．当院における抗菌薬適正使用支援チーム
（AST）院内研修の教育効果の検討

宮崎 浩光，遠藤 亮佑
JR札幌病院薬剤科
【目的】抗微生物薬耐性（AMR）対策は国際的な課題で
あり，日本においても 2016年に「AMR対策アクション
プラン」が策定され，AST活動が推進されている。当院
においても 2021年より AST活動を開始した。さらに 2024
年には「抗微生物薬適正使用支援プログラム実践のための
ガイダンス」が改訂され，医療専門職への抗微生物薬適正
使用に関する教育・啓発も抗菌薬適正使用支援（AS）活
動の一つに挙げられている。本報告では，当院 ASTが実
施した院内研修について，研修前後に実施したアンケート
結果をもとに教育効果や理解度について検討した内容を報
告する。
【方法】研修時間は 30分，症例数は 1症例とし，実症例
を用いて，参加者にエンピリック療法からデフィニティブ
療法までの抗菌薬選択をさせる形式で研修を実施した。回
答は Googleフォームを用いた 4択形式とし，即時に集計
結果を開示する理解度を促進させる方法で実施した。
【結果】参加者 21名（内訳：看護師 66.7％，薬剤師 14.3％，
臨床検査技師 9.5％，医師 9.5％）で，うち経験年数 10年
以上の者が 76.2％と最も多かった。「デ・エスカレーショ
ンという言葉を知っているか」「どのように抗菌薬が選択
しているか知っているか」の質問に，講演前は約半数が
「まったく知らない」「知らない」と回答したが，講演後は
大半の参加者が「理解できた」「ほぼ理解できた」の回答
を占め，理解に深化が認められた。研修後，参加した看護
師から抗菌薬についての相談があり，この研修が日々の業
務における疑問解消の一助となったことが示唆された。
【考察】今回の研修参加者は，看護師 10年以上の職員が
一番多かった。今後は，多職種や若手職員にも参加を促す
広報方法の工夫が求められる。また，ガイダンスに示され
ている患者への教育・啓発が抗菌薬適正使用に寄与すると
考えられる。今後は院内職員だけではなく，患者を対象に
した AS活動を検討したい。

94．抗菌薬適正使用に関する啓発活動がメロペネ
ムおよび抗緑膿菌薬使用へ与える効果

大池 恵生 1，加藤 拓樹 1,2，高岡 龍蔵 3，渡邊 崇平 3，
杉村 聡 3

1トヨタ記念病院感染管理グループ
2トヨタ記念病院感染症内科
3トヨタ記念病院薬剤科
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【背景・目的】トヨタ記念病院では，血流感染症例に対
し感染症内科医が毎日個別対応し，5日以上抗緑膿菌薬を
使用する症例には薬剤師が週 2回モニタリングとフィード
バックを実施している。2022年 4月の診療報酬改定を契
機に，職員への抗菌薬使用状況の情報共有と啓発活動を開
始した。本研究では，この介入がメロペネム（MEPM）お
よび抗緑膿菌薬の使用日数（DOT）へ与える効果を評価
した。
【方法】2019年 4月から 2025年 3月までのMEPMおよ
び抗緑膿菌薬の月次 DOTを対象に，2022年 4月を介入
開始点とした分割時系列解析を実施した。また，介入前後
の DOT中央値も併せて比較を行った。
【結果】MEPMの DOTは介入前に増加傾向（β 1＝0.030，
p＜0.001）を示したが，介入後は増加が有意に抑制された
（β 3＝－0.054，p＜0.001）。抗緑膿菌薬全体では傾向変化
に有意差はなかった（β 3＝0.016，p＝0.43）が，介入前後
の中央値比較では DOTが有意に減少した（p＜0.05）。
【考察】MEPMの DOT減少に介入の効果が示された。
抗緑膿菌薬の DOTが介入前から経時的に減少しており，
これは啓発活動単独によるものではなく，日々の感染症内
科医による個別対応や薬剤師による定期的なモニタリング
など，継続的な取り組みが基盤になっていると考える。こ
れらに適切な情報共有と啓発活動を加えることで，広域抗
菌薬の適正使用がより推進されることが示唆された。
会員外共同研究協力者：鳥井 竜太 田中 孝正

98．医療従事者コミュニケーションアプリを活用
した遠隔医療機関への感染症診療支援の有用
性

川村 英樹 1,2，茂見 茜里 2，小田原 美智 3

1鹿児島大学大学院医歯学総合研究科感染症専門医養成講
座
2鹿児島大学病院感染制御部
3鹿児島県立大島病院
【背景】抗菌薬適正使用や，希少疾患や新興再興感染症
診療等で感染症専門医の役割は重要であるが，専門医数が
少なく，診療サポート体制の充実が急務となっている。本
県は南北 600 kmに 28の有人離島を抱えるなど，地理的
特性上の課題も多い。我々は離島基幹医療機関の ASTか
らの相談対応を充実するため，定期的な webカンファレ
ンスに加えて，PACS（医療用画像管理システム）などと
連携可能な医療従事者コミュニケーションアプリを活用し
相談体制を構築した。本研究の目的は今回構築した感染症
診療遠隔支援の有用性を検討し，ASTの支援活動への活
用を評価することである。
【方法】救命救急センターを併設しドクターヘリ基幹病
院である鹿児島県立大島病院（350床）と，2024年 10月
から月 1回のカンファレンスに加え，医療従事者コミュニ
ケーションアプリ（JOIN）を導入し，ASTで課題となっ

ている症例について相談対応を開始した。ASTの中心的
役割を担う薬剤師が細菌検査結果を含めて症例要約を作成
し，画像検査は AST担当医師から共有をおこなった。相
談症例に関する疾患分類，提案内容やフォローの実施状況
について検討した。
【結果】2024年 10月から 2025年 5月まで 35例，延べ 55
回の遠隔コンサルテーションが実施された。また 2例の鹿
児島大学病院へのヘリ搬送事例に関する情報共有も別途実
施した。腹腔内感染症（12例）が最も多く，呼吸器感染
（8例），骨関節感染症・菌血症（各 7例）と続いた。31例
が抗菌薬最適化の提案，4例が投与期間の提案であった。
初回コンサル後にフォロー可能だったケースは 12例で
あった。
【考察】医療従事者コミュニケーションアプリを活用し，
円滑な感染症診療支援が可能となった。一方，フォロー率
は低く，またコンサルテーション依頼医療機関の業務負担
が生じることから，情報共有の効率化が必要である。
会員外共同研究協力者：大川 大輔，中村 健太郎

99．中規模地域病院における週 1回の非常勤感染
症専門医と抗菌薬適正使用チームとの協働に
よる影響

羽田野 義郎 1,3，奥 龍一 2,3，柳原 美夏 2,3

1島根大学医学部附属病院感染制御部
2松江生協病院薬剤部
3松江生協病院抗菌薬適正使用チーム
【目的】大規模病院以外では感染症専門医が不在である
ことが多く，抗菌薬適正使用支援が課題となっている。本
研究では，週 1回の非常勤感染症専門医と抗菌薬適正使用
チームが共働することで，広域抗菌薬使用および黄色ブド
ウ球菌菌血症（SAB）のバンドル遵守に与える影響を検
討した。
【方法】351床のケアミックス病院で，介入前（2021年
4月～2022年 3月）と介入後（2022年 4月～2024年 9月）
の 2期間を比較した。介入内容は，週 1回行われる抗菌薬
適正使用チームの症例検討会への感染症専門医の参加，感
染症診療支援である。介入前後でのカルバペネム系抗菌薬，
およびタゾバクタム・ピペラシリンの抗菌薬使用量（DOT
および AUD）を算出し，SABバンドルの遵守率を評価し
た（評価対象：血液培養のフォロー，心エコー，第 1選択
の抗菌薬使用，および 14日以上の治療期間）。
【結果】介入後，カルバペネム系抗菌薬の DOTは，Inter-
rupted Time Series Analysis（ITSA）では介入による level
changeは認められなかったが（coefficient：0.39；95%信
頼区間：－0.15～0.93；p=0.16），介入期間中に有意な減少
傾 向 が み ら れ た（coefficient：－0.03；95%
CI：－0.04～－0.01；p＜0.01）。タゾバクタム・ピペラシ
リンの使用量に有意な変化はなかった。SABは 56例が解
析に含まれた（介入前 14例，介入後 42例）。介入後，血
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液培養のフォロー実施率（14.3%→69.1%）（p＜0.01），第 1
選択の抗菌薬使用率（57.1%→85.8%）（p=0.02）は有意に
改善した。
【結論】非常勤感染症専門医による週 1回の介入でも，抗
菌薬適正使用チームと共働する事で抗菌薬適正使用の推進，
SABの診療の質の向上に寄与する可能性が示された。

103．当院における外来内服抗菌薬 AWaRe分類
Access比率上昇に向けての取り組み

水谷 哲 1，寺地 つね子 1，長山 優介 2，井幡 圭佑 2，
東 加奈子 2

1大阪国際メディカル＆サイエンスセンター大阪けいさつ
病院感染管理センター
2大阪国際メディカル＆サイエンスセンター大阪けいさつ
病院薬剤部
【はじめに】2024年度診療報酬改定から外来内服抗菌薬
適正使用体制加算が新設され，AWaRe分類 Access抗菌
薬指標（使用比率 60%以上または順位上位 30％以内）で
算定可能。2024年 2月より感染管理センターが中心とな
り Access比率上昇の取組み開始，2023年 10月～2024年
3月［Access比率 19.6%，順位上位 67.6%］で算定できず，
対策を強化した。
【方法】管理者会議で病院方針として承認を得て開始。強
化期間：2024年 4～12月 対策の流れ：1］使用状況把握
と分析 2］診療科毎の対策を当該科部長に面談で事前協力
依頼 3］毎月管理者会議で使用状況報告と課題・対策を
feedback。Watch比率を減らし Access比率を上昇させる
対策として，1）MINOを採用薬から許可制に変更，DOXY
推奨 2）マクロライド長期使用例は短縮や中止の目安を提
示し協力依頼 3）クリニカルパス見直し 4）ケモ後発熱時，
キノロン屯用からペニシリン屯用＋早期受診へ変更を推奨
5）可能なら CAMから EMに変更依頼 6）医師への周知
は関連会議で科毎使用状況と課題・対策をフィードバック
7）感染管理センター感染症医から処方医師への直接電話
や院内 webでの協力依頼等をおこなった。
【結果】[Access比率；順位上位%］は，2024年 1～6月
［24.5%；55.4%]，4～9月［35.1%；26.2%]，7～12月［40.7%；
14.7%］2024年 12月 Access比率 41.4％は，2023年 10月
18.3％と比べ 2.3倍上昇した。
【考察】加算取得に向けて病院の方針として承認を得た
ことで，協力を得る上で大きな後押しとなった。毎月各科
別使用状況と課題・対策を各科部長含む管理者全員への
フィードバックで病院全体での問題意識共有につながった。
診療科の特徴に沿った対策立案し，トップダウンではなく
現場と相談しながら問題解決の姿勢で各科協力を得られた。
また推奨した対策は治療上問題が無かったことも推進に影
響した。加算取得を利用して，経済面だけでなく，外来内
服抗菌薬適正使用を大きく推進させることができた。

104．歯科開業医における歯科治療時の外来経口
抗菌薬使用に関するアンケート―2018年と
2025年時点での抗菌薬使用の経年比較―

新田 哲也 1，池田 賢一 2，児玉 祐一 3，楠生 亮 4

1鹿児島市立病院歯科口腔外科
2鹿児島市立病院内科
3鹿児島市立病院小児科
4鹿児島市立病院感染制御部
本邦では 2016年の「薬剤耐性対策アクションプラン」に
続き，2023年に新たなアクションプランが発表され経口
セフェム系薬の使用削減が掲げられた。しかし，歯科にお
ける同薬剤の処方減少は依然として不十分である。
【目的】開業歯科医師による抗菌薬使用の経年変化を明
らかにし，適正使用の普及・啓発に資する。
【対象と方法】2018年 5月のスタディグループ参加の開
業歯科医師（A群）と，2025年 3月の AMRに関する講
演会参加の開業歯科医師（B群）を対象に，歯科外来臨床
における抗菌薬投与に関するアンケートを実施した。回答
者は A群 43名，B群 61名で，臨床経験年数は 1～46年
であった。
【結果】AMR対策の認知度は A群 58％，B群 80.3％で，
抜歯等で最も使用されていた抗菌薬はアモキシシリン
（AMPC）A群 39％，B群 63.9％，一方，経口第 3世代セ
フェム系薬は A群 35.1％，B群 22.9％であった。SSIリ
スクのある患者への抗菌薬投与期間については，A群で
は「術後 3日間」が 36.5％，「術前 1回投与のみ」が 26.9％
であった。B群では「術前単回投与のみ」と「術前から 3
日間投与」が共に 24.6％であった。急性・慢性の歯性感
染症時に使用されていた抗菌薬は，AMPCが A群 33％，
B群 64％であり，経口第 3世代セフェム系薬は A群 29％，
B群 23％であった。最近の抗菌薬供給不足について，B
群の 31％のみが「供給不足はない」と回答した。経年比
較では，予防的および治療的投与ともに AMPCの選択率
は増加し，経口第 3世代セフェム系薬の選択率は減少した。
予防投与においては，術後投与よりも術前投与を選択する
割合が増加したが，経口第 3世代セフェム系薬の使用者は
未だ存在し，B群では抗菌薬供給不足の影響も認められた。
【結論】今後も開業歯科医師に対する抗菌薬適正使用に
関する啓発活動の継続と強化が求められる。

115．長期療養および急性期病棟における尿路関
連およびカテーテル関連血流感染症の比
較：単施設後ろ向きコホート研究

熊谷 康平 1,2，豕瀬 諒 2，村木 優一 2

1兵庫中央病院薬剤部
2京都薬科大学臨床薬剤疫学分野
【序論】長期療養病棟入院患者の血流感染症（BSI）の
特徴は不明な点が多い。本研究では，長期療養病棟入院患
者が発症する BSIとして頻度の高い尿路関連血流感染症
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（UTRBSI）およびカテーテル関連血流感染症（CRBSI）に
ついて，急性期病棟入院患者との相違を調査した。
【方法】調査対象は，神経筋難病などの患者が入院する
長期療養病棟（300床）および急性期病棟（100床）を有
する施設において，2015年 4月から 2024年 3月に入院 48
時間以降に UTRBSIまたは CRBSIと診断された患者とし
た。病棟間で患者背景と原因微生物を比較した。
【結果・考 察】BSI 252例 の う ち，108例（42.9%）が
UTRBSI，87例（34.5%）が CRBSIで あ っ た。UTRBSI
において，長期療養病棟群では長期入院（721日 vs. 16日，
P＜0.001）および膀胱留置カテーテルの使用（76.7% vs.
28.6%，P＜0.001）などの耐性菌のリスク因子の頻度が有
意に高かった。腸内細菌の分離率は両群ともに 90%以上
であったが，基質拡張型 β ―ラクタマーゼ（ESBL）産生
腸内細菌の分離率は長期療養病棟群で有意に高かった
（41.1% vs. 8.6%，P＜0.001）。よって，長期療養病棟での
UTRBSIは薬剤耐性により注意が必要と考えられた。
CRBSIにおいても両群の患者背景に相違を認めた。一方
で，両群ともに 50%以上の分離率であった薬剤耐性ブド
ウ球菌属において，メチシリン耐性黄色ブドウ球菌
（MRSA）（9.5% vs. 6.7%，P=0.707）およびメチシリン耐
性コアグラーゼ陰性ブドウ球菌（MRCNS）（40.5% vs.
48.9%，P=0.519）の分離率に有意差は認めなかった。よっ
て，CRBSIにおける原因微生物の薬剤耐性は，患者背景
による影響を受けにくい可能性が考えられた。
【結論】長期療養病棟入院患者に発症した UTRBSIは，
急性期病棟入院患者よりも ESBL産生腸内細菌を標的と
し，CRBSIでは入院病棟にかかわらず，MRSAやMRCNS
を標的とした経験的治療を考慮する必要性が推察された。
会員外共同研究協力者：木村 麻子

116．メチシリン感受性黄色ブドウ球菌菌血症に
おけるセファゾリンとセフトリアキソンま
たはタゾバクタム/ピペラシリンの臨床効果
比較

竹内 祐介 1，井本 和紀 2,3，山田 智之 4，石田 茂伸 1，
小泉 祐一 5

1ベルランド総合病院薬剤部
2大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
3大阪公立大学医学部附属病院感染症内科
4大阪医科薬科大学病院薬剤部
5泉大津急性期メディカルセンター薬剤部
【背景】メチシリン感受性黄色ブドウ球菌（MSSA）菌
血症において，セファゾリン（CEZ）と抗ブドウ球菌ペニ
シリン（ASP）は標準治療薬である。近年，これらと比較
しセフトリアキソン（CTRX）やタゾバクタム/ピペラシ
リン（TAZ/PIPC）の使用は予後悪化との関連が報告さ
れている。しかし，ASPが流通していない日本を含む国々
では，CEZ単独治療と代替抗菌薬の直接比較に関する報

告が限られている。本研究ではMSSA菌血症患者を対象
に CEZ単独投与群と CTRXまたは TAZ/PIPC投与群の
臨床効果を比較した。
【方法】2010年 1月から 2022年 12月に血液培養で
MSSAが検出され，培養結果報告後 48時間以内に CEZ
（CEZ群），CTRXまたは TAZ/PIPC（non-CEZ群）が開
始された症例を対象に単施設後ろ向き観察研究を実施した。
除外基準は，18歳未満，中枢神経系感染症，複数菌菌血
症，対象抗菌薬投与 48時間以内の中止，培養結果報告後
48時間以降に他の抗菌薬 48時間以上併用，治療中の転院
とした。主要評価項目は治療非成功（90日全死亡，抗菌
薬の広域化，内服抗菌薬による長期抑制療法の施行，治療
後 90日以内の感染症関連再入院または再燃の複合評価項
目）とし，多変量 Cox比例ハザード回帰分析で評価した。
【結果】CEZ群 60例，non-CEZ群 46例を解析対象とし
た。主要評価項目は CEZ群 22例（36.7%），non-CEZ群 26
例（56.5%）で発生した。年齢，性別，ICU入室，心血管
感染症で調整した多変量解析において，CEZ治療は主要
評価項目リスク低下と有意に関連していた（調整ハザード
比 0.44，95%信頼区間 0.24～0.82，p=0.010）。
【結論】MSSA菌血症治療において，CEZは CTRXま
たは TAZ/PIPCと比較して良好な臨床転帰との関連性が
示唆された。

117．ESBL産生大腸菌による菌血症患者に対す
る Prospective Audit and Feedback導入効
果の検証について

山田 楊太 1，宮崎 元康 1,2,4，串間 尚子 3,4，
小川 新 1,4，石井 寛 3,4

1福岡大学筑紫病院薬剤部
2福岡大学病院薬学研究室
3福岡大学筑紫病院呼吸器内科
4福岡大学筑紫病院感染制御部
【背景・目的】基質特異性拡張型 β ―ラクタマーゼ産生大
腸菌（ESBL-EC）は多くの β ―ラクタム系抗菌薬に耐性を
示し，入院期間の延長や医療費の増加を引き起こすことが
報告されている。Antimicrobial Stewardshipの一環とし
て Prospective Audit and Feedback（PAF）の導入が推
奨されているが，ESBL-EC菌血症患者における具体的な
臨床的有用性については十分に検討されていない。本研究
では，PAFが ESBL-EC菌血症患者における抗菌薬の適
正使用および臨床転帰に与える影響を明らかにすることを
目的とした。
【方法】福岡大学筑紫病院において，2020年 4月から 2024
年 3月にかけて ESBL-EC菌血症と診断され，抗菌薬治療
を受けた 62例を対象に後ろ向きコホート研究を実施した。
対象患者を PAF導入前群と導入後群の 2群に分類し，
デ・エスカレーション実施率および治療失敗率について比
較検討を行った。治療失敗は，診断から 30日以内の死亡
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または感染の再燃と定義した。
【結果】対象患者 62例の年齢中央値は 84歳（四分位範
囲：77.8～90），男性は 28例（45.2％）であった。PAF導
入前群・導入後群は，各 31例であった。デ・エスカレー
ション実施率は導入前の 32.4％から導入後は 80.7％へと
有意に上昇し（p＝0.0003），治療失敗率は導入前の 38.7％
から導入後の 12.9％へと有意に低下した（p＝0.04）。
【考察】本研究により，PAF導入が ESBL-EC菌血症に
おける抗菌薬の適正使用を促進し，治療失敗のリスクを低
下させる可能性が示唆された。本研究の結果は，菌血症患
者に対する PAFの有効性を支持するものであり，今後さ
らなる導入・普及によって薬剤耐性菌発現の抑制および臨
床転帰の改善が期待される。

118．AWaRe分類に基づいた EGFR阻害薬の皮
膚障害対策アルゴリズム改訂とその評価

佐々木 恵一 1,2，中島 貴史 1，石田 茂 1，廣田 豪 1，
下野 信行 2,3

1九州大学病院薬剤部
2九州大学病院グローバル感染症センター
3九州大学病院総合診療科
【背景・目的】上皮成長因子受容体（epidermal growth
factor receptor：EGFR）阻害薬は，分子標的薬であるが
特徴的な副作用として皮膚障害を有する。この皮膚障害は
治療効果と相関するため，皮膚障害を適切に管理しながら
治療を継続することが重要となる。これまで九州大学病院
（以下，当院）がん薬物療法部会では，EGFR阻害薬に対
する皮膚障害対策アルゴリズムを作成し，TCsのMINO
を推奨してきた。今回，AWaRe分類を参考に DOXYを
推奨薬に追加するアルゴリズム改訂を行い，TCsの処方
動向や皮膚障害発現状況への影響を調査した。
【方法】当院グローバル感染症センターとがん薬物療法
部会が協働し，第 1選択薬 DOXY，第 2選択薬MINOと
するアルゴリズム改訂を行った。2025年 4～9月にセツキ
シマブまたはパニツムマブを使用した患者で，MINOも
しくは DOXYが投与された患者を対象とした。TCsの使
用量は ITS解析で評価した。皮膚障害発現状況は CTCAE
ver 5.0で評価されたスコアを調査した。
【結果】改訂後，MINOの処方量は減少し DOXYの処
方量は有意に増加した（P＜0.05）。DOXY（7名），MINO
（15名）において，治療開始後 6週目時点での Grade 2以
上の皮膚障害や発現時期に有意な差は認められなかった。
【考察】AWaRe分類に基づいたアルゴリズム改訂によ
り，副作用対策に影響を与えず Access系抗菌薬の使用比
率を向上させるため，抗菌薬適正使用に貢献できる可能性
が示唆された。

119．AST薬剤師による SOFAスコア評価が診療
報酬に与える影響（II）

石津 智司 1，吉岡 睦展 1，小澤 拓 1，饒平名 長武 1，
若松 雄太 1，杉生 雅和 1，桑原 正篤 2

1宝塚市立病院薬剤部
2宝塚市立病院感染対策室
【目的】当院では日常業務として，重症度の高い患者に
対し，AST薬剤師が SOFA（Sequential Organ Failure As-
sessment）スコアを用いた重症度評価を実施し，敗血症
の診断名追加を主治医に提案しているが，診療報酬に与え
る影響の報告は見当たらない。今回，本取り組みが，診療
報酬へ与える影響について検証したので報告する。
【方法】対象は 2022年 4月～2024年 3月の 2年間に，血
液培養が陽性となり ASTが関与した尿路感染症（UTI）由
来および胆道系感染症（BTI）由来の菌血症患者とした。
AST薬剤師は抗菌薬選択等に加え，SOFAスコアによる
重症度評価を行い，敗血症診断名の追加が妥当と判断され
る症例において主治医へ提案を実施した。調査項目は，敗
血症診断名追加によって DPC包括評価上加算される診療
報酬点数とした。SOFAスコア上昇が 2点未満の症例，侵
入門戸が不明な症例，外来症例等は除外した。
【結果】対象患者 238例中，UTI由来 161例，BTI由来
77例であった。このうち医師主導で敗血症病名が既に追
加されていた 48例および追加しても加算点数が発生しな
い 70例を除外した結果，AST薬剤師の介入により診療報
酬加算が発生した症例は 120例であり，総加算点数は
1,292,699点であった。これに DPC係数を乗じた場合，約
1,900万円の診療報酬増収が 2年間で見込まれた。
【考察】患者重症度の変化について，本取り組みの SOFA
スコアを活用する病態把握は，感染症相談を受ける AST
薬剤師業務の一環として実践しているため，SOFAスコ
ア評価に要する時間も数分と短い。本取り組みは，主治医
から AST薬剤師へのタスクシフトとすることで診療報酬
の取り漏れが減少し，病院経営に有用であることが示唆さ
れた。
【結論】AST薬剤師による SOFAスコア評価と敗血症
診断名追加の提案は，費用対効果の高い介入として，診療
報酬増加に寄与することができる。

120．血液培養陽性症例における未治療の関連因
子の検討

藤田 将輝 1,2，澤田 真嗣 1,2，岸本 翔 1，盛田 篤広 2,3，
友金 幹視 1

1京都第二赤十字病院薬剤部
2京都第二赤十字病院感染管理室
3京都第二赤十字病院消化器内科
【背景・目的】抗菌薬の適正使用は抗菌薬適正使用支援
チ ー ム（Antimicrobial Stewardship Team：AST）活 動
の根幹をなすが，実臨床では血液培養が陽性であるにもか
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かわらず，抗菌薬治療が実施されない症例が一定数存在す
る。本研究では，血液培養陽性症例における未治療の関連
因子を明らかにすることを目的とした。
【方法】2012～2023年に当院で血液培養陽性となった
5,714件のうち，血液培養採取日から 14日以内に感受性の
ある抗菌薬治療が実施されなかった症例を「未治療群」，
治療が行われた症例を「治療群」と定義した。年齢・性別・
基礎疾患・Pitt Bacteremia Scoreによるペアマッチング
を行い，各群 197例を抽出した。統計解析には EZR
（ver.1.64）を用い，有意水準は 5％未満とした。
【結果】単変量解析では，尿路感染症の割合は未治療群
で 6.1%，治療群で 21.3%，グラム陰性桿菌（GNR）は 56.3%
vs 70.1%と，いずれも未治療群で有意に低値を示した。一
方，血液培養 1セットのみ陽性は 65.0% vs 44.2%，グラム
陽性球菌（GPC）の検出率は 41.1% vs 29.4%であり，い
ずれも未治療群で有意に高値を示した（すべて p＜0.05）。
ロジスティック回帰解析では，1セットのみ陽性（OR：2.21，
95%CI：1.45～3.37）と尿路感染症（OR：0.28，95%CI：
0.14～0.57）が未治療の独立関連因子として抽出された。
【考察】血液培養陽性例における未治療の要因として，血
液培養が 1セットのみ陽性であること，および尿路感染症
でないことが示された。前者はコンタミネーションと誤認
されやすく，治療判断が控えられる可能性がある。一方，
尿路感染症は臨床的に認識されやすく，治療につながりや
すいことが示唆された。今後は，血液培養陽性例に対する
リアルタイムなモニタリング，フィードバック体制の構築
が，未治療症例の減少に寄与すると考えられる。

121．終末期患者における抗菌薬使用の実態と
AST・薬剤師介入の現状

大橋 健吾，篠田 康孝，新井 かおり，堀田 奈央，
松岡 知子
大垣市民病院薬剤部
【目的】終末期において抗菌薬が漫然と継続されること
がある。しかし，薬剤耐性菌出現リスクおよび医療資源適
正化の観点から，その使用の妥当性を見極める必要がある。
本研究は，終末期患者における抗菌薬使用実態と抗菌薬適
正使用支援チーム（AST）および薬剤師の介入の現状を
明らかにすることを目的とした。
【方法】2023年 1～12月に当院で死亡した入院患者 1,218
例のうち，死亡前 14日以内に注射用抗菌薬を使用した 361
例を対象とした。このうち終末期疾患を有し，主治医より
看取り方針とされた 80例を電子カルテより後方視的に解
析した。調査項目は，看取り方針決定日，抗菌薬使用歴，
AST・薬剤師の介入状況および症状改善の有無とした。薬
剤師は全注射用抗菌薬使用患者に対して連日の早期モニタ
リングとフィードバック（PAF）を実施し，ASTは薬剤
師からの症例提示に基づいてカンファレンスを行った。
【結果】終末期疾患の内訳は，がん 70.0％（56/80例），

次いで心疾患，肺疾患，腎疾患および肝疾患であった。主
治医が抗菌薬使用について説明した患者は 45.0％（36/80
例）であった。看取り方針決定後の抗菌薬継続率は 63.8％，
継続期間の中央値は 3日，死亡日までの継続率は 41.2%で
あった。抗菌薬による効果が認められた患者は 15.0％（12/
80例）であった。看取り決定後に ASTカンファレンスが
行われたのは 5例（6.3％）で，そのうち「中止提案」は 1
例，その他は経過観察となった。PAFにおいて薬剤師が
提案したのは 3.8％（3/80例）で，「中止提案」2例，「培
養検査提案」1例であった。
【考察】看取り方針決定後も抗菌薬が高頻度で継続され，
使用の再評価や患者説明が十分に行われていない現状が明
らかとなった。ASTおよび薬剤師の介入が限定的だった
背景には，主治医の治療方針への配慮が影響していると考
えられる。今後は，終末期における抗菌薬の使用方針や介
入基準の明確化，多職種による支援体制の構築が重要であ
る。

122．過去 5年間に当院で検出した過粘稠性 Kleb-
siella による敗血症を伴った肝膿瘍におけ
る播種性感染の状況と抗菌薬選択の実際

藏本 裕信
明石市立市民病院医療技術部薬剤課
【目的】過粘稠性 Klebsiella（hvK）は肝膿瘍を原発巣と
し，血行性に眼内炎や髄膜炎など重篤な遠隔転移巣を形成
する事が特徴とされている。過去 5年間に当院で検出した
本菌による血流感染を伴った肝膿瘍における播種性感染の
実態と抗菌薬治療の実際を後方視的に検討した。
【方法】2020年 4月から 2025年 3月までに，血液培養
から string test陽性の hvKが検出された肝膿瘍 6例を対
象とした。診療録より，患者背景，播種性感染の有無や検
索状況，微生物学的特徴，使用抗菌薬などを調査した。
【結果】対象は男性 5例，女性 1例で，年齢中央値は 77
歳，6例中 3例に糖尿病の基礎疾患があった。播種性病変
の検索状況は全例で眼科診あり，その他は心エコー 2例，
頭部MRI 1例であった。6例中 1例は侵襲性肝膿瘍症候
群（眼内炎＋脳膿瘍疑）であったが，その他の症例では眼
内炎含む播種性感染はなかった。検出されたのは K. pneu-
moniae 5株，K. ozaenae 1株で，全て ESBL産生株ではな
く，感受性は良好であった。初期抗菌薬はタゾバクタム/
ピペラシリン（TAZ/PIPC）及びアンピシリン/スルバク
タムが各 2例ずつであったが，培養確定後にエスカレー
ションされた例もあった。死亡例はなかった。
【考察】眼病変は全例精査されていた一方で，その他全
身検索は大半が未評価であり，特に中枢病変の検索はほぼ
なされていなかった。これは本疾患の病変の実態が認知不
十分である事が背景にあると考える。検出された hvKは
薬剤耐性化率が低かったが，抗菌薬の選択時には重症度や
播種性病変の有無とそれらに対する移行性などを考慮する
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必要がある。それ故全身的検索の重要性を周知していく事
が極めて重要であると考えられた。今後は地域での検出状
況など疫学的調査も必要と思われる。

123．外来での減感作療法により治療が継続でき
た非結核性抗酸菌症の 1例

野島 一眞
高知県立あき総合病院薬剤科
【背景】非結核性抗酸菌症（NTM）の標準治療はクラリ
スロマイシン（CAM），エサンブトール（EB），リファン
ピシン（RFP）の 3剤併用だが，各薬剤のアレルギー報告
は多く，治療継続の障壁となる。特に，確立された外来で
の 3剤減感作プロトコルは存在しない。
【症例】72歳女性，Mycobacterium intracellulareによる
NTM。標準治療開始 4カ月後，好酸球増多（682→2,139/
μL）と皮膚掻痒感が出現し 3剤を中止。薬剤中止後に改
善したため，3剤全てを被疑薬と判断した。
【方法】治療継続のため，外来での減感作療法を計画。薬
物相互作用とアレルギー頻度を考慮し，RFP→EB→CAM
の順で実施した。RFPは 25 mg/日から 3日毎に倍量，EB
は 100 mg/日から 4～5日毎に 100 mg増量，CAMは 100
mg/日から 3日毎に倍量とした。全期間を通じ，週 1回の
血液検査と症状観察を徹底した。
【結果】減感作中，好酸球数は安定的に推移した。EB
増量中に AST/ALT上昇を認めたが，600 mgから 500 mg
への減量で対応可能であった。重篤な有害事象なく 3剤の
再導入を完遂し，治療継続が実現した。
【考察】本症例は，薬剤特性に基づいた導入順序，個別
化した漸増スケジュール，および密なモニタリングを組み
合わせることで，外来での 3剤減感作療法が安全に実施可
能であることを実証した。成功には，プロトコル遵守を支
える患者教育と多職種連携が不可欠であった。本法は，入
院を回避し患者 QOLと医療経済性に貢献する，外来減感
作療法の実践モデルとなり得る。
会員外共同研究協力者：戸梶 孝枝，鈴木 太郎，窪田 哲
也

132．急性 HIV感染症に併発したMRSAによる
深頸部膿瘍の若年成人症例

河野 正充，保富 宗城
和歌山県立医科大学医学部耳鼻咽喉科・頭頸部外科
【はじめに】深頸部膿瘍は，上気道閉塞による窒息や降
下性壊死性縦隔炎など，致死的病態に進展する可能性を有
する耳鼻咽喉科・頭頸部外科領域における緊急性の高い感
染症である。今回，急性 HIV感染症を背景にMRSAによ
る深頸部膿瘍を発症した症例を経験した。
【症例】症例は 31歳男性である。受診約 1カ月前より
39℃台の発熱，下痢，口内炎を認め，地域の中核病院で
HIV抗体陽性と判明した。その後，左顎下部の急速な腫

脹と疼痛，開口障害を認め当科を受診した。造影 CT検査
により左深頸部膿瘍と診断し，同日に全身麻酔下に切開排
膿術を施行，創部は洗浄処置を継続するため開放創とした。
術後，スルバクタム・アンピシリンおよびメトロニダゾー
ルの静注投与を開始したが，膿汁の排出が遷延した。膿汁
からMRSAが検出されたためリネゾリドに変更し，その
後血球減少に伴う再燃リスクを考慮してダプトマイシンに
変更した。術後 8日目に膿瘍の消失を確認し，ドレーンを
抜去した。以後，抗 HIV療法を開始し，再燃は認めてい
ない。
【考察】深頸部膿瘍の原因菌は嫌気性菌が多く，MRSA
を含む好気性菌が原因となることは稀である。特に若年成
人におけるMRSAによる深頸部膿瘍の報告は少ない。本
症例では，急性 HIV感染により CD4/CD8比が低下し，
MRSAに対する免疫応答能が障害された結果，口腔粘膜
より顎下間隙に侵入したMRSAが膿瘍を形成したと考え
られる。免疫不全を背景に有する症例では，MRSAを含
む多様な病原菌が重症感染の原因となりうるため，感染巣
からの培養による原因菌の同定が極めて重要である。

145．バンコマイシン TDM解析ソフト PAT
（ver. 3.0/ver. 4.0）とMEEKとの予測精度
に関する比較検討

田杭 直哉 1，小鹿 海里 1，近藤 匡慶 1，菅谷 量俊 1，
丸山 弘 2，林 太祐 1

1日本医科大学多摩永山病院薬剤部
2日本医科大学多摩永山病院感染制御部
【背景・目的】抗MRSA薬バンコマイシン（VCM）の
投与設計には，TDM解析ソフトの活用が不可欠である。
日本ではMEEKや日本化学療法学会提供の PATが用い
られるが，2025年 1月に PAT ver. 4.0が公開された。本
研究では，患者データを用いた後方視的手法により，PAT
（ver. 3.0/ver. 4.0）とMEEKの初期投与設計時における
VCM濃度予測精度を比較検証した。
【方法】VCMの TDMが実施された 63症例（定常状態）
を対象とした。PAT（ver. 3.0），PAT（ver. 4.0），および
MEEKにおける初期投与設計時の予測トラフ値・AUCを
実測値と比較検討した。評価指標には，ME（平均予測誤
差），MAE（平均絶対予測誤差），RMSE（二乗平均平方
根誤差）を用いた。
【結果】初期投与設計時における予測トラフ値および
AUCは，MEEK（トラフ値中央値 16.0 μg/mL）が PAT
両バージョン（ver. 3.0で 11.5 μg/mL，ver. 4.0で 14.8 μg/
mL）と比較し，いずれも有意に高値を示した（p＜0.05）。
実測値に対する予測性評価（ME，MAE，RMSE）におい
ては，PATの両バージョンがMEEKと比較して有意に
低値（高い予測精度）を示した（p＜0.05）。
【考察】本検証の結果，VCM初期投与設計の正確性に
おいて PAT両バージョンがMEEKより優位であること
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が示され，初期投与設計の際には PATの使用が推奨され
る。一方で，「女性」や「65歳未満」の患者層では予測性
の優劣に有意差を認めなかった。今後は症例数を増やし，
患者背景に応じた最適な解析ソフト選択基準の確立が喫緊
の課題である。

146．ポサコナゾールの血中トラフ濃度とカリウ
ム値との関連性の検討

柴田 祐一 1,2，浅井 信博 1,3，萩原 真生 4，三鴨 廣繁 1,3

1愛知医科大学病院感染制御部
2愛知医科大学病院薬剤部
3愛知医科大学病院感染症科
4愛知医科大学分子疫学・疾病制御学寄附講座
【緒言】ポサコナゾール（PSCZ）は，一般的に血中濃度
測定は不要とされているが，トラフ濃度が有効性と相関を
示す報告もある。一方，代表的な副作用である低カリウム
（K）血症と血中濃度の関連性についての報告は少なく，今
回，PSCZ濃度と K値の関連性を比較検討した。
【対象と方法】2022年 3月から 2025年 5月に，当院血
液内科で PSCZを 10日間以上投与した患者を対象とした。
日立ハイテクサイエンス製の LM1010高速液体クロマト
グラフを用いて PSCZ投与開始後 7日目以降のトラフ濃度
を測定し，投与開始後 60日間フォローした。低 K血症は，
K値＜3.0 mEq/Lかつ減少率＞10%と定義した。
【結果】対象は，24名（男性 13名，女性 11名），年齢：
52.0（21.0～77.0）歳，投与量：5.4（3.5～7.5）mg/kg，eGFR：
88.0（26.0～155.0）mL/min/1.73 m2，実測トラフ濃度は，2.3
（0.1～6.7）μg/mL［median（min～max）］であった。50.0%
がフォロー中に造血幹細胞移植（自家：12.5%，同種：
37.5%）を施行され，83.3%が下痢（BS≧5かつ便回数≧3
回/日）を合併していた。低 K血症：41.7%，K減少率：25.0
（3.0～51.0）%，最低値：3.0（1.7～3.9）mEq/Lであった。
PSCZ濃度と K減少率（r=－0.10，p=0.63）および最低値
（r=－0.16，p=0.47）に有意な相関は見られなかった。
【考察】PSCZ濃度と K値に相関は見られなかったが，既
報（9～22.0%）よりも高頻度に低 K血症が起きていた。多
くの症例で下痢を合併しており，消化管からの K喪失が
主因である可能性が示唆された。
【結論】下痢を合併している症例では PSCZ濃度に関係
なく，低 K血症に注意が必要である。

147．肥満およびやせ型患者におけるテイコプラ
ニン負荷投与量に関する検討

木村 光孝 1，山田 孝明 2，小島 光恵 3，森本 将矢 1,4，
小泉 祐介 1,4

1和歌山県立医科大学附属病院感染制御部
2和歌山県立医科大学薬学部医療薬剤学研究室
3和歌山県立医科大学附属病院看護部
4和歌山県立医科大学臨床感染制御学講座

【目的】テイコプラニン（TEIC）は，早期に目標トラフ
値（15～30 mg/L）を達成するために高用量負荷投与が推
奨されている。しかしながらやせ型および肥満患者におい
て，TEIC血中濃度に影響を及ぼす因子に関する情報は限
られており，体型に応じた投与設計法は確立されていない。
そこで各体型における最適な負荷投与設計法，および初回
トラフ値に影響する因子を明らかにすることを目的とし本
研究を実施した。
【方法】2018年 1月から 2024年 10月の期間に当院で
TEICが投与された成人患者のうち，投与 4日目のトラフ
値（最終投与から 18～30時間後の採血）が得られた 206
例を対象とした。対象患者を BMIに基づき，やせ型（BMI
＜18.5，35例），標 準 体 型（18.5≦BMI＜25.0，131例），
肥満（BMI≧25.0，40例）の 3群に分類し，各群における
3日間の累積投与量を比較した。またトラフ値/累積投与
量比（C/D比）と患者背景因子との相関解析を行った。
【結果】体重あたりの 3日間累積投与量の平均値は，や
せ型群で 41.5 mg/kg，標準体型群で 40.3 mg/kg，肥満群
で 35.3 mg/kgであり，肥満群では他の 2群と比較して有
意に低値を示した（p＜0.01）。一方トラフ値および eGFR
は，3群間で有意差は認められなかった。C/D比と体重の
相関解析の結果，全群で有意な負の相関を認め，やせ型群
で最も高い相関係数を認めた（ρ=－0.643，p＜0.001）。一
方 eGFRとの相関解析では，やせ型群では有意な相関を
認めず，標準体型群および肥満群で有意な負の相関を認め
た。
【結論】やせ型患者では実体重に基づく負荷投与量設計
が有用である可能性が示唆された。一方 eGFRについて
は血清クレアチニン値に基づく推算精度が低下している恐
れがあり，シスタチン Cを用いた腎機能評価が必要であ
ると考えられる。肥満患者では eGFRに応じた負荷投与
量設計が有用と考えられるが，その際に実体重を用いると
過量投与になる可能性があり注意が必要である。

148．痩せ型患者における Practical Antimicro-
bial TDM for vancomycin（PAT）の新旧
薬物モデルの予測精度比較

川端 俊介，松屋 翔太，山口 智江，白石 貴寿
関西労災病院薬剤部
【目的】バンコマイシン（VCM）はシミュレーションソ
フトである Practical Antimicrobial TDM for vancomycin
（PAT）を用いた投与設計を行うことが推奨されている。
昨年 Odaらにより新たな薬物モデル（NewM）が構築さ
れ PATに組み込まれており，既存モデル（ExM）に対す
る有用性が報告されている。しかし NewMに含まれる痩
せ型患者の割合は不明であり，痩せ型患者への有用性は確
かではない。今回，痩せ型患者に対して NewMにて投与
設計を行った際の血中濃度の予測精度を後方視的に調査し
たため報告する。
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【方法】2023年 4月～2024年 3月に VCMが投与された
BMI＜18.0の患者を対象とした（透析，腎機能に変動のあ
る患者を除く）。患者背景，VCM投与量，トラフ値，併
用薬等を調査し，トラフ値の差（予測値～実測値）を NewM
と ExMで比較した。P＜0.05を統計学的に有意と判定し
た。
【結果】対象患者は 93名，年齢，BMIの中央値（四分
位 範 囲）は 80（74～85）歳，16.1（14.9～17.0）kg/m2で
あった。全体集団における平均誤差（ME），平均絶対誤
差（MAE），平均平方二乗誤差（RMSE）は NewMにお
いて 0.87，2.89，3.66，ExMにおい て－0.08，3.11，3.91
であり，MEは ExMが有意に優れていた。層別解析では，
女性（NewM/ExM：0.17/－0.48），75歳以下（0.36/－1.07），
Ccr（mL/min）≧85（－0.02/－2.79）は NewMのMEが
有意に優れ，男性（1.33/0.18），75歳以上（1.11/0.39），Ccr
＜85（1.05/0.48）は ExMのMEが有意に優れていた。血
清クレアチニン低値で筋肉量低下が疑われる患者（パラ
メータ補正実施）（4.64/2.67）においても ExMが有意に
優れていた。
【考察・結論】MEは全体集団において ExMが優れて
いた。しかし層別解析では，男性・75歳以上・Ccr 85未
満・筋肉量低下が疑われる患者で ExMが優れている一方，
女性・75歳未満・Ccr 85以上の患者では NewMが優れて
おり，患者背景に応じたモデルの選択も考慮する必要があ
ると考えられた。

149．慢性腎臓病合併 B型慢性肝炎に対するテノ
ホビル・アラフェナミド長期投与の有効性
と安全性

小川 栄一，下野 信行
九州大学病院総合診療科
【目的】B型慢性肝炎の治療は長期的な核酸アナログ製
剤（NUC）が必要とされる。テノホビル・アラフェナミ
ド（TAF）は臨床試験において，長期的なウイルス抑制
効果と良好な安全性が報告されているが，TAF切り替え
や慢性腎臓病（CKD）症例における長期成績は十分に解
明されていない。今回，B型慢性肝炎患者を対象に，TAF
切り替え 5年間のウイルス学的効果および腎機能の推移を
検討した。
【方法】既存の NUCから TAF治療に切り替え，5年以
上経過した成人 B型慢性肝炎 414例を対象とした。CKD
（eGFR＜60）群（100例）と non-CKD群（314例）に 分
類し，主要評価項目として，TAF切り替え後 5年間のウ
イルス学的効果（HBV DNA＜10 IU/mL），ALT値正常
化，HBs抗原減少量，および腎機能（eGFR）を検証した。
【成績】TAF切り替え時の平均年齢 57.5±12.6歳，男性
254例（61.4%），肝硬変 54例（13.0%）であった。前治療
としてエンテカビル（ETV）177例，テノホビル・ジソプ
ロキシルフマル酸塩（TDF）122例，Combo（併用療法）

115例が含まれ，このうち 52例（12.6%）は HBV DNA
陽性であった。TAF切り替え 5年後の HBV DNA抑制率
は CKD群 100%，non-CKD群 99.4%であり，切り替え前
から有意に上昇した（P＜0.01）。また，前治療 Combo群
も含めて，TAF耐性による viral breakthroughは観察さ
れなかった。切り替え 5年後の ALT正常化率も CKD群
90.0%，non-CKD群 80.3%まで有意に上昇した（P＜0.01）。
CKD群における前治療 TDF/Combo症例の TAF切り替
え後の eGFRは最初の半年間で＋3.5 mL/minの回復が認
められたが，その後は生理的範囲内で緩やかに減少した（5
年後＋0.6 mL/min）。抗ウイルス効果および腎機能の推移
において，CKD群と non-CKD群に差は認められなかった。
【結語】B型慢性肝炎における TAF切り替え後の 5年
間にわたり，高いウイルス学的および生化学的効果が維持
されることを示し，CKDを有する症例でも腎機能正常者
と同等の治療効果と安全性が確認された。
会員外共同研究協力者：古庄 憲浩，野村 秀幸，林 純

150．ホスカルネットナトリウム水和物による腎
障害発現に係るリスク因子の解析

茂見 茜里 1，川村 英樹 2，高橋 菜緒 1，
有村 昂太朗 1，下野 奨平 1，金澤 直子 1，
末次 王卓 1,3，寺薗 英之 1,3

1鹿児島大学病院薬剤部
2鹿児島大学病院感染制御部
3鹿児島大学薬物動態制御学
【目的】抗サイトメガロウイルス薬のホスカルネットナ
トリウム水和物（PFA）による腎障害回避には十分な水
分補給と利尿確保，利尿時にはチアジド系薬使用が推奨さ
れている。今回，当院の PFA投与患者での急性腎障害
（AKI）の発現状況とそのリスク因子を検討した。
【方法】2012年 1月～2019年 1月の PFA投与患者 70
例（男性 38例，女性 32例）を対象に，PFA投与歴や生
化学的検査，併用薬を後方視的に検討した。AKIは KDIGO
分類で判定し，統計学的解析にはMann-Whitney U検定
および t検定，カテゴリー変数にはフィッシャーの正確確
率検定および χ 2乗検定を行い，P値＜0.05を統計学的に
有意とした。また，リスク因子解析にベイジアンネットワー
クの因果推論解析を用いて検討した。当院倫理審査委員会
の承認を得た（240088疫）。
【結果・考察】患者背景は平均年齢 53.7（18～79）歳，体
重 55.1（38.3～97.9）kg，推定糸球体ろ過速度 92.7（21.6～
276.3）mL/min/1.73 m2，PFA初期投与量 123.1（24.9～
198.2）mg/kg/日，投与日数 12.8（3～51）日であった。AKI
は 27例（32.9%）に発現し，PFA開始時の BUNおよび CRP，
ICU入室率，TAZ/PIPC投与率，利尿薬併用率は AKI発
現群で非発現群と比較し有意に高値であった。一方で PFA
初期投与量や投与日数，1日輸液量と明らかな関連性は示
さなかった。因果推論解析では利尿薬使用で腎障害のリス
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クが 19.7％から 48.6％まで上昇する結果，BUN上昇が惹
起されていることが示唆された。利尿薬併用患者の 78.3%
（29/37）でフロセミドが使用されており，同薬併用での
AKI助長が懸念され，投与早期から電解質・腎機能モニ
タリングが重要である。

152．基礎疾患のない若年者に生じた腎機能障害
を伴う Streptococcus pyogenes による感染
性心内膜炎の 1例

神足 杏子 1，池井 健 1，生方 綾史 2

1神戸赤十字病院薬剤部
2神戸赤十字病院内科
【症例】基礎疾患の無い 20代男性。入院数日前より発熱・
右膝痛があり近医を受診するも症状の改善なく，加えて右
上下肢麻痺が出現したため当院に紹介となった。来院時に，
眼瞼点状出血を認め，MRI検査および CT検査の画像所
見より IEによる多発脳梗塞および右膝化膿性関節炎が疑
われたため，CTRXと VCMで治療を開始した。右膝関節
液・血液培養より Streptococcus pyogenes（GAS）が検出さ
れ，TTEおよび TEEで疣贅を認め IEが確定した。入院
4日目には感受性結果に基づき，PCGと GMへ抗菌薬を
変更した。しかし，入院時 eGFR 64 mL/min/1.73 m2であっ
た腎機能が，入院 9日目に eGFR 48 mL/min/1.73 m2へ低
下し，血清 K値上昇を認めた。入院時点で血尿・尿蛋白
を認めており，腎臓内科医との協議により，腎機能低下の
要因として GASによる急性糸球体腎炎が疑われた。薬剤
性腎機能障害の可能性も考慮し，GMを減量したが，GM
の血中濃度トラフ値が 1.9 μg/mLと上昇したため，GM
の併用は 12日間で終了した。また，PCGによる K負荷を
懸念し一時的に CTRXへ変更したが，腎機能障害の改善
を確認した上で入院 26日目に PCGに再度変更するも，血
液データの悪化は無く経過した。入院 56日目に治療を終
了し，軽快退院となった。
【考察】本症例は基礎疾患の無い若年者に生じた GAS
による IEという稀な 1例である。本症例のように GAS
を含めた一部の微生物では感染症そのものによって腎機能
障害を起こす事があるため，腎機能低下が抗菌薬の影響だ
けではない可能性があることを考慮しながら薬剤選択をし
ていく事が重要である。

167．薬剤耐性緑膿菌感染により治療が難渋した
菌血症症例

黒田 香織 1,2，田杭 直哉 1,2，近藤 匡慶 1,2，丸山 弘 2，
菅谷 量俊 1，林 太祐 1

1日本医科大学多摩永山病院薬剤部
2日本医科大学多摩永山病院感染制御部
【緒言】現在，臨床分離される緑膿菌の数%がアミカシ
ン耐性を獲得しており，一方，カルバペネム薬やフルオロ
キノロン薬に耐性を獲得した緑膿菌もそれぞれ 2割程度を

占めるのが一般的な状況となっている。今回，カルバペネ
ム薬およびフルオロキノロン薬の耐性緑膿菌による菌血症
症例を経験したため報告する。
【本文】50代男性，交通外傷後遺症，症候性てんかんの
既往歴あり。前医にて急性腎不全，DIC疑いで加療して
おり，透析を含めた全身管理目的で当院へ転院，敗血症性
ショックと診断された。day 13採取の血液培養 1/1セッ
トと CVカテーテル先培養よりカルバペネム・キノロン耐
性 P. aeruginosa（以降，耐性緑膿菌）が検出された。医師
から相談を受け，Ccr：37 mL/minを考慮し day 17より
TAZ/CTLZ 0.45 g×3/日（初日 2.25 g×1/日）を提案，投
与開始された。day 23には CRPに改善が見られたが，汎
血球減少が認められたため，透析中であることから day 24
より CL 90 mg/日への変更を医師へ提案し開始となった。
しかし，day 26採血で改善乏しく，再度医師より相談を
受け day 27より CFDC 0.75 g×2/日へ変更，耐性緑膿菌
は陰性化にいたった。
【考察】近年，カルバペネム・キノロン系耐性緑膿菌が
問題となっており，治療薬選択が現時点では定まっていな
い。本症例は TAZ/CTLZによる汎血球減少が疑われたた
めに継続使用が困難となり治療に難渋した症例である。本
症例では DTR（Difficult-to-treat resistance）-P治療薬を複
数活用することで，細菌学的な有効性を認めることができ
た。

170．胸腔ドレーン感染に対する抗MRSA薬投与
において VCM，TEIC，LZDでの交差反応
による薬疹が疑われた症例

塚原 優太，保井 健太
京都医療センター薬剤部
【背景】抗MRSA薬は構造の類似性による交差反応が生
じることが知られている。VCMと TEICの交差反応に関
する報告はあるが，前述の 2剤と LZDは構造の類似性が
ないため，交差反応に関する報告は乏しい。今回気胸治療
中の胸腔ドレーン感染において LZDを含む 3剤で交差反
応が疑われた症例を経験したため報告する。
【症例】70台男性。既往歴：咽頭癌，小細胞肺癌，肺気
腫，糖尿病，末梢神経障害，前立腺肥大症，自己免疫性小
脳炎疑い，多発性骨髄腫。
【経過】入院 1週間前から咳嗽，呼吸困難を認め受診あ
り。CTにて右気胸を指摘され入院，胸腔ドレーン留置し
治療開始された。入院 5日目に発熱あり，血液培養とドレー
ン排液の培養を提出し LVFXが開始された。採取した胸
腔ドレーン排液からMRSE（Staphylococcus epidermidis）が
検出され，入院 7日目よりドレーン感染として VCM投与
が開始された。入院 8日目，投与直後に投与側の前腕に限
局した掻痒感を伴う皮疹が発現した。抗ヒスタミン薬を投
与し，翌日には消失している。入院 10日目に再度皮疹を
認め，入院 11日目より LZD投与開始されたが，初回投
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与で投与側の腕全域に皮疹が発現したため同日から TEIC
へ変更となった。入院 14日目にも TEIC投与側の腕に皮
疹を認めたが，抗ヒスタミン薬の投与と希釈濃度と投与速
度の変更にて対応し，皮疹の再発なく 11日間の投与で治
療終了となった。
【結論・考察】皮膚科医の診察では抗菌薬による皮疹が
最も疑わしく，交差反応が関連した薬疹として対応した。
留置針による金属アレルギーも疑われたが留置を継続した
所，皮疹の再発が見られず否定的だった。本症例では皮内
投与試験は実施されなかったため薬疹の確定診断にはい
たっていないが，VCMの薬疹に対する第 2選択薬として
LZDを投与する場合に交差反応を考慮する必要がある。

171．子宮体癌術後化学療法施行中の感染源不明
の敗血症治療中に，セフェピム脳症を認め
治療に難渋した透析患者の 1例

馬場 聡
虎の門病院産婦人科
【緒言】抗菌薬関連脳症は重篤な経過を辿る場合があり，
早期診断ならびに休薬が大切である。今回，子宮体癌術後
化学療法中の敗血症治療中に，セフェピム脳症を認めた透
析患者の 1例を報告する。
【症例】68歳，2妊 1産。ループス腎炎による慢性腎不
全に対し維持透析中。子宮体癌 1B期に対して手術療法を
施行後，化学療法（C療法：カルボプラチン）を施行して
いた。C療法施行 9日目に，39℃の発熱を呈した。血液
検査にてWBC 3,500/μL，CRP：20.9 mg/dLと炎症反応
高値を認めたが，明らかな熱源は不明であった。C療法に
よる骨髄抑制の進行も想定され，血液培養を採取の上でセ
フェピムとメトロニダゾールにて入院加療となった。第 2
病日も改善に乏しく，バンコマイシンを追加した。全身状
態は安定せず透析中は昇圧薬を要し，十分な除水が困難で
あった。第 4病日に血液培養より緑膿菌が検出され，バン
コマイシンを中止しセフェピムならびにメトロニダゾール
を継続した。敗血症は緩徐に改善したが，C療法の副作用
により全身倦怠感は持続した。第 6病日（化学療法 15日
目）に，強い全身倦怠感と血圧低下により透析が不完全と
なった。第 7病日に心不全や電解質異常も認めず透析は施
行しなかったが，同日より手指の不随意運動を自覚してい
た。その後透析は再開したが，安定した除水は困難であっ
た。神経症状は悪化し，第 14病日には左上下肢麻痺，発
語失行，左半側空間無視，見当識障害を認めた。頭部MRI
検査は異常なく，脳波にて前頭頭頂部に三相波を認め抗菌
薬関連脳症が疑われた。敗血症の再燃に注意しつつ，セフェ
ピム並びにメトロニダゾールは中止し，アズトレオナムを
開始した。経過良好のため 4日後にアズトレオナムを中止
し，PS悪化に対してリハビリテーションを施行し第 34病
日に退院となった。
【結語】除水困難にて血中セフェピム濃度が上昇し，脳

症をきたした可能性がある。総合的に判断し治療に当たる
ことで救命し得ると考える。

174．N―メチルチオテトラゾール（NMTT）側鎖，
メチルチアジアゾールチオール（MTDT）
側鎖を持つ抗菌薬で凝固能異常が生じた 1
例

保井 健太，塚原 優太
京都医療センター薬剤部
【背景】一般的に NMTT側鎖，MTDT側鎖を持つ抗菌
薬はビタミン K代謝サイクルを抗菌薬が阻害することで
凝固障害を生じ，非経口栄養摂取患者で特にリスクが高い
ということが知られている。当院で NMTT基，MTDT
基を持つ抗菌薬で凝固能異常を生じた 1例を報告する。
【症例】80歳代女性 ANCA関連血管炎（プレドニゾ
ロン 12.5 mg内服中）。
【経過】Day 1 38.4℃の熱発とシバリングあり。CRP 0.25
mg/dL白血球数（WBC）19.6×103/μL，好中球数（Ne）18.9
×103。血液培養 2セットより ESBL産生 Escherichia coli
が検出され，CMZが開始となる。Day 4意識障害あり，髄
液所見で細菌性髄膜炎と診断され，経験的治療として
MEPM＋VCMが開始となる。Day 7心房細動あり，エド
キサバン 30 mgが開始となる。Day 11髄液培養陰性であ
り，CRP 0.13，WBC 15.2×103，Ne 14.3×103と 改 善 し，
LMOXへ提案し変更となる。Day 15口腔内・鼻腔内出血
あり，血小板数（PLT）124×104/μLと低下傾向のため，
エドキサバン 15 mgへ減量となる。Day 17凝固異常が顕
在化し，エドキサバン中止，新鮮凍結血漿と赤血球濃厚液，
アンデキサネットアルファが投与された。Day 19広域抗
菌薬の長期投与＋摂食不良が凝固能異常の原因と考え，
PIVKA2の測定を提案した。Day 20凝固能異常は改善さ
れず，PIVKA2 5,042 mAU/mLと高値であり，ビタミン
K静注の投与を提案し開始となる。Day 24 PIVKA2 16,061
mAU/mLへ低下し凝固能異常も改善したため，経口ビタ
ミン Kへ切り替えを提案し変更となる。Day 25各所見が
改善し抗菌薬治療終了となる。
【考察】本症例の凝固異常は広域抗菌薬長期投与による
腸内細菌叢の減少，摂食不良からビタミン Kが欠乏した
ことが原因と考える。また抗凝固薬を内服していたことで
凝固能異常の評価が困難であった。今回の経験より広域抗
菌薬を長期投与している患者で凝固能異常が出現した場合，
早期の PIVKA2の測定が副作用発現の評価に寄与できる。

175．Chryseobacterium arthrosphaerae による
菌血症・胆管炎の 1例

足立 匠 1,2，松永 直久 2，渡部 多真紀 1,3

1帝京大学医学部附属病院薬剤部
2帝京大学医学部附属病院感染制御部
3帝京大学薬学部
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【背 景】Chryseobacterium arthrosphaerae（以 下，C. ar-
throsphaerae）は 2010年にヤスデの糞便から初めて検出さ
れたが，ヒトでの感染例の報告はほとんどない。今回，C.
arthrosphaeraeによる菌血症・胆管炎の 1例を報告する。
【症例】62歳男性。身長 173 cm，体重 79.5 kg。腎機能
正常。閉塞性黄疸を伴う膵体部腫瘤の精査目的で入院した。
入院日の心電図は QTcB：0.449であった。生検結果から
膵癌・肝転移の診断となり，閉塞性黄疸に対して胆管ステ
ントを留置した。その後も黄疸がみられ，入院 17日目，追
加のステントを留置の上，SBT/CPZ 1 g q12hが開始と
なった。入院 18日目，38.5℃の発熱と肝胆道系酵素の上
昇がみられ，血液培養を提出した。入院 19日目，血液培
養の好気ボトル 2セットからグラム陰性桿菌が検出され，
SBT/CPZ 2 g q12hへの増量を提案した。入院 20日目，血
液培養の結果が C. arthrosphaerae（PIPC 64 μg/mL，TAZ/
PIPC≦8 μg/mL，SBT/CPZ＞32 μg/mL，ST≦2 μg/mL，
LVFX≦0.5 μg/mL，MINO≦2 μg/mL）と判明した。解
熱したものの，腎機能の悪化（eGFR 48.3 mL/min），肝
胆道系酵素の上昇，炎症反応の上昇がみられた。STは輸
液負荷や腎機能障害，LVFXは QT延長，MINOは血液
滞留性不良の懸念があり，TAZ/PIPC 4.5 g q8hへの変更
を提案した。変更後も解熱を維持し，腎機能障害・ビリル
ビン以外の肝胆道系酵素・炎症反応は改善し，計 10日間
の TAZ/PIPC投与後に退院した。黄疸は改善せず，化学
療法も困難で支持療法のみの方針となった。退院 11日後
に意識障害で入院し，原病悪化により入院翌日に死亡した。
【考察・結論】我々の知る限り，わが国で初めての C. ar-
throsphaeraeによる菌血症・胆管炎の症例を経験した。C.
arthrosphaeraeは多くの抗菌薬に耐性を示すことから治療
の選択肢が限られるが，薬剤感受性試験結果や患者の背景
から最適な薬剤選択および投与設計を提案し，治療に貢献
することができた。
会員外共同研究協力者：板垣 智之，佐々木 潤平，鈴木
駿矢，曽根 雅之，山本 貴嗣，田中 篤，光永 義治，長瀬
幸恵，安野 伸浩

ポスター演題

6．当院の緑膿菌肺炎における再燃要因の検討
壇 梨恵
姫路医療センター薬剤部
【目的】姫路医療センターでは，緑膿菌肺炎に対して感
受性結果に基づいた抗菌薬治療が実施されている。しかし，
使用する抗菌薬の種類によって緑膿菌肺炎での再入院期間
に差があるのではないかとの指摘があった。本研究では，
緑膿菌肺炎における再燃に関与する要因を検討した。
【方法】2020年 4月～2024年 9月に緑膿菌肺炎と診断さ
れ，入院加療を受けた 42名の患者を対象とした。抗菌薬
投与終了後 180日以内の緑膿菌肺炎の再燃要因について後

方視的に調査した。
【結果】再燃を認めた症例は 24例（57.1％）であった。
ムコイド産生型緑膿菌検出例での再燃率は 61.5%（16/26），
非産生型では 50％（8/16）であった。再燃群と非再燃群
における抗菌薬治療期間の平均はそれぞれ 11.96±6.9日，
13.5±5.17日であり非再燃群において長期間投与されてい
る傾向があった。治療途中で抗菌薬変更をした症例を除く
34件中，最も多く選択されていた抗菌薬は TAZ/PIPC（13
件），次いで PIPC（7件）であった。抗菌薬別の緑膿菌肺
炎再燃率は TAZ/PIPCが 77%（10/13）と最も高く，PIPC
が 43％（3/7）と最も低い傾向が認められ，平均投与期間
は TAZ/PIPCで 8.08±3.28日，PIPCで 12.0±2.80日 と，
PIPCの方が長期間投与されていた。
【考察】緑膿菌肺炎は再燃率が高く，特にムコイド産生
型菌株ではより再燃傾向が高いことが本研究でも認められ
た。抗菌薬別再燃率は TAZ/PIPCで高い傾向が認められ
たが，投与期間の差が一因となっている可能性が考えられ
る。非再燃群が再燃群と比較し抗菌薬投与期間が長い傾向
を示しており，十分な治療期間が再燃抑制に寄与する可能
性が示唆された。一方，本研究では感染の重症度や抗菌薬
の投与量を考慮していないため，今後はこれらの因子も含
めて多角的に検討を行う必要がある。
会員外共同研究協力者：濱本 将成，山本 有紀，道角 和
之，松井 仁美，松井 尚美，永井 聡子

7．神経筋疾患におけるマクロライド系抗菌薬長
期投与の下気道感染症抑制効果の探索的検討

千﨑 宏樹，山下 歩美
大阪刀根山医療センター薬剤部
【目的】マクロライド系抗菌薬（MLs）は，抗菌作用に
加え免疫調節や緑膿菌の病原性抑制作用が報告されており，
慢性呼吸器疾患の増悪予防に有用である。筋ジストロ
フィー（MD）および脊髄性筋萎縮症（SMA）患者では，
嚥下・呼吸機能の低下により下気道感染症のリスクが高く
対策が求められている。MLs長期使用と下気道感染症の
関連を神経筋疾患で検討した報告は本邦では限られており，
本研究では，MLs長期投与が人工呼吸器管理下のMDま
たは SMA患者における下気道感染症抑制に与える影響を
後方視的に検討した。
【方法】大阪刀根山医療センターに 2020年 4月以前より
入院し，2024年 4月～2025年 3月に TPPV（気管切開下
人工呼吸療法）で管理されたMDまたは SMA患者を対象
とした。MLsを 5年以上継続した例を投与群，使用歴が
ないまたは間欠使用の例を非投与群とし，2024年 4月～
2025年 3月の下気道感染症エピソード数を比較した。年
齢，性別，経管栄養法，去痰薬/ACE阻害薬，ベンゾジア
ゼピン系薬（BZD）使用，緑膿菌分離の有無も収集した。
【結果】MLsは全例クラリスロマイシン 200 mg/日で
あった。投与群（n=5）では中央値 0回（範囲：0～2），



275���������	 Vol.74No.2

非投与群（n=7）では 2回（1～3）で，投与群で有意に少
なかった（p=0.031）。経管栄養は投与群：経鼻 3，胃瘻 2/
非投与群：経鼻 6，胃瘻 1。去痰薬は投与群全例，非投与
群は 1例除き使用。ACE阻害薬は各群 2例，BZD系薬は
非投与群 2例，投与群 1例。緑膿菌は両群とも 2例で検出
され，有意差はなかった。
【考察】MLs長期投与は TPPV管理下のMDまたは
SMA患者における下気道感染症発症抑制に寄与する可能
性が示された。一方で，対象症例数が限られ，交絡因子の
影響も十分に制御できていない点から，今後はより大規模
な研究による検証が望まれる。

10．胃癌術後に Capnocytophaga ochracea 菌血
症を発症した 1症例

内匠 幸恵 1，橋本 武博 2，田中 遼大 1，岩男 元志 1，
平松 和史 2，伊東 弘樹 1

1大分大学医学部附属病院薬剤部
2大分大学医学部附属病院感染制御部
【背景】Capnocytophaga属菌は動物やヒトの口腔内に常
在するグラム陰性桿菌であり，口腔内感染症の原因菌のひ
とつとされているが，まれに菌血症を引き起こすことも報
告されている。今回，胃癌術後患者において Capnocytophaga
ochraceaによる菌血症を経験したため報告する。
【症例】70歳代，男性。既往歴に無治療で経過観察中の
糖尿病を有していた。胃癌（cT4a（SE），N0，M0，Stage
IIB）に対して腹腔鏡下胃全摘術および下部食道切除術が
施行された（手術時間 9時間 43分）。術後第 7病日に発熱
と炎症反応の上昇を認め，血液培養採取の上，MEPMが
開始された。血液グラム染色で細長いグラム陰性桿菌を認
め，培養 4日目にMALDI-TOF MSおよび 16S rRNA遺
伝子解析により C. ochraceaが同定された。本菌株の最小
発育阻止濃度（MIC）は以下の通りであった：AMPC≦0.5
μg/mL，SBT/ABPC 0.5 μg/mL，CTX≦0.5 μg/mL，
CFPM≦0.5 μg/mL，MEPM≦0.5 μg/mL，CAM≦0.12
μg/mL，CLDM≦0.12 μg/mL。菌種同定後，口腔内不衛
生が認められたため歯茎部の培養を行ったが（第 10病日），
C. ochraceaは検出されなかった。MEPM投与により臨床
的改善を認め，5日間の投与で加療を終了した。
【考察】本症例では口腔内の不衛生が認められ，C.
ochracea菌血症の侵入門戸として口腔が推定された。C.
ochraceaは，通性嫌気性グラム陰性桿菌で，1979年に初め
て報告された。感染性心内膜炎，子宮内膜炎，眼瞼結膜炎
などの原因菌として報告が散見される。しかし本菌による
菌血症はまれであり，文献的考察を行い報告する。

16．Nivolumab＋SOX療法後に irAE腎障害と
Salmonella 菌血症を起こした 1症例

上ノ段 友里 1,2，林 秀樹 2

1中津市立中津市民病院診療部薬剤科

2岐阜薬科大学地域医療実践薬学研究室
【症例】60歳男性
【主訴】下痢，腹痛，嘔吐
【経過】胃癌 Stage 4にて Nivolumab＋SOX療法で治療
中。Nivolumab＋SOX療法 3コース 17日目に下痢，腹痛，
嘔吐を認め近医受診し BUN 23 mg/dL，Scr 1.97 mg/dL，
CRP 8.9 mg/dLで LVFX内服を処方され帰宅。翌日は下
痢増加と発熱，BUN 56 mg/dL，Scr 6.08 mg/dLにて当
院へ緊急搬送となった。入院時WBC 4,100/μL，BUN 60
mg/dL，Scr 6.51 mg/dL，CRP 21.45 mg/dL，プロカルシ
トニン＞100 ng/mL，下痢 20回/日で感染性腸炎，irAE
大腸炎疑いで細胞外補液 3 Lを開始。第 2病日には BUN
76 mg/dL，Scr 9.4 mg/dLと増加し，irAE腎障害を疑い
ステロイドパルスを開始。同夕方に入院時の血液培養 4本
からグラム陰性桿菌を認め TAZ/PIPC 1回 2.25 g（1日 2
回）を開始し，第 3病日に血液培養と便培養より Salmonella
group（O4:d;1,2）が検出された。BUN 103 mg/dL，Scr 11.16
mg/dLにて CFPM 1回 0.5 g（1日 1回）と AZM 1回 500
mg（1日 1回）へ変更した。患者より下痢が起きる 2日
前に海鮮料理を食べたこと・生卵が好きで 1回 3個ほど毎
日摂取していることを聴取した。第 6病日に下痢 3回/日
まで改善し，第 10病日は BUN 29 mg/dL，Scr 1.42 mg/
dLで食事も再開した。第 9病日まで抗菌薬を投与し，ス
テロイドを漸減し第 24病日に退院となった。
【考察】irAE大腸炎の発現率は 9.2%，腎障害 0.7%であ
り，治療はステロイドが基本となっている。腎機能障害に
関しては菌血症・高度下痢に伴う腎前性腎不全と irAE腎
障害との鑑別に苦慮したが補液反応性も悪く，腎機能の改
善もなく irAE腎障害が本態と判断し早期からステロイド
投与を行った。比較的速やかに腎機能改善が見られたこと
で irAE腎障害と考えたが，菌血症による腎前性腎不全も
完全には否定できない。感染症治療をする中でステロイド
投与を行うことは判断として難しいが，irAEを鑑別に考
えた場合は速やかな対応が必要であり血液検査のデータや
状況から適切な判断が求められる。
会員外共同研究協力者：池田 元彦，河田 一平，内田 博
喜

20．基質拡張型 β ―ラクタマーゼ ESBL産生細菌
菌血症に対する抗菌薬治療

茶谷 七菜 1，坂本 凌 2，西山 徳人 1,2，打谷 和記 1

1関西医科大学附属病院薬剤部
2関西医科大学附属病院感染制御部
【目的】基質特異性拡張型 β ―ラクタマーゼ（ESBL）産
生菌は薬剤耐性菌の一種であり，院内感染対策上の重大な
問題である。近年日本においても増加傾向であり，抗菌薬
の適正使用が重要である。今回は ESBL産生菌に対して
使用された抗菌薬について，CMZ・FMOXの狭域スペク
トラム抗菌薬による ESBL産生菌菌血症治療の可能性に
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ついて検討した。
【方法】2024年 4月～2025年 3月の期間で，当院入院中
に血液培養より ESBL産生菌が検出された患者を対象と
した。電子カルテから患者情報および臨床検査データを後
ろ向きに調査した。
【結果】対象期間中に血液培養から菌が検出された症例
は 830例あり，Escherichia coliは 108例，Klebsiella pneumo-
niaeは 64例であり，ESBL率はそれぞれ 27％（29例），31％
（20例）であった。ESBL感染症治療開始時に使用された
抗菌薬について，TAZ/PIPC・TAZ/CTLZ・MEPMの広
域群，CMZ・FMOXの狭域群，広域群から狭域群へ変更
した de-escalation群の 3群にわけ患者背景をみたところ，
有意な差は認められなかった。治療開始後 30日以内死亡
率は，広域群と他の 2群間で有意な差はみられなかった。
K. pneumoniaeの感受性は TAZ/PIPC 57％，CMZ 100％，
MEPM 100％であり，E. coliの感受性は，TAZ/PIPC 91％，
CMZ 91％，MEPM 100％であった。
【結論】ESBL産生菌に対しての抗菌薬は重篤な感染症
ではカルバペネムが推奨されており，CMZも使用可能な
抗菌薬としてガイドライン上記載されている。広域抗菌薬
で一貫して治療された症例が多かったが，狭域群および
de-escalation群で死亡率に有意な差が認められなかったこ
とから，感受性結果を確認した上で，全身状態が安定して
いる場合は de-escalationも選択肢の一つとなる可能性が
示唆された。今後は CMZ・FMOXによる治療が可能な症
例についてより詳細に検討するため，重症度分類に基づい
た解析を行う予定である。

21．ASTによる抗菌薬選択支援が奏功した
MSSA/MRSA感染性心内膜炎の 1例

波多野 洋介，関根 和晃，沢田 裕介
東京西徳洲会病院薬剤部
【緒言】感染性心内膜炎（Infective Endocarditis以下，IE）
は重篤な感染症であり，早期診断と適切な治療が予後に大
きく影響する。近年，原因菌として黄色ブドウ球菌の関与
が増加しており，特にmethicillin-resistant Staphylococcus
aureus（以下，MRSA）は治療選択肢が限られ，重症化し
やすい。一方，methicillin-susceptible Staphylococcus aureus
（以下，MSSA）も依然として高頻度で認められ，迅速な
治療開始が重要である。本症例では，MSSA菌血症から
発症し，最終的にMRSAも関与したと考えられる IEを
経験した。診断や治療経過を通じ，IE診療における再評
価の重要性，多剤併用下での抗菌薬選択と副作用管理につ
いて Antimicrobial stewardship team（以下，AST）が介
入し奏功した 1例を報告する。
【症例】50代男性。アトピー性皮膚炎を有する患者が
MSSA菌血症を発症したため ASTが介入し CEZ投与量
を増量した。初期心エコーで疣贅は確認されなかったが，
血液培養の持続陽性により再評価で IEと診断された。大

動脈弁の高度破壊により心不全が増悪し人工弁置換術を施
行した際，術中培養からMRSAも検出された。術後の抗
菌薬選択で主治医より ASTへ相談があり，CEZに加え
VCM，GM，RFPを導入したが，薬剤耐性や副作用に伴
い，中止または他抗菌薬の変更を適宜提案した。術後抗菌
薬 6週間継続投与し全身状態良好のため退院された。
【考察】本症例では，初期にMSSA菌血症が確認された
が，治療中にMRSAが同定され，混合感染または菌交代
が示唆された。IEでは，症状の遷延時には心エコーの再
評価が重要である。また，多剤併用に伴う副作用や耐性菌
の出現に対応するには，ASTの関与が有効であり，抗菌
薬の適正な選択と治療の継続に貢献した。本症例は，IE
における柔軟な治療戦略と多職種連携の重要性を示してい
る。

23．感染性心内膜炎の起因菌となった緑膿菌に対
して PCR-based ORF Typing（POT法）を
用いた 1例

岩﨑 瑛子，長澤 直幸，吾妻 優斗，吉田 光希，
北嶋 太志，平高 拓，立川 奈保美，村井 千恵，
綛谷 哲也，藤田 敬子
大阪急性期・総合医療センター薬局
【緒言】緑膿菌の遺伝子タイピングは，従来 PFGE法や
MLST法が用いられるが，大きな手間とコストが必要で
実施は大学などの研究施設に限られる。一方，POT法は，
汎用的な機器を用い多くの施設で測定可能である。
【症例】87歳女性。既往歴：喘息。大動脈弁疣贅＋にて
感染性心内膜炎（IE）を疑われ当センターに転院搬送さ
れた。入院初日（day 1）の血液培養（α）および画像所
見より，緑膿菌による IEと診断された。血液培養による
緑膿菌の薬剤感受性（α ’）は TAZ/PIPC：R，CAZ：R，
CFPM：R，AZT：Iであった。手術時（day 2）の組織検
体（β）より検出された緑膿菌の薬剤感受性（β ’）は，CAZ：
Sをはじめ，抗緑膿菌薬の感受性はすべて良好であった。α ’
と β ’の違いより，再度同一の血液培養検体（α）を分離培
養（γ）し，薬剤感受性検査（γ ’）を行った。その結果 β ’
と γ ’はほぼ同一で，IEに対する治療に CAZが選択された。
感受性の違いから異なる菌株の存在を疑い，POT法を用
いて菌体間の相同性を確認した。
【結果】α と γ について POT法を実施した。同一バン
ドパターンで POT 1値：791，2値：0で，菌体間に相同
性があった。また，day 10以降の血液培養はすべて陰性
であった。
【考察】α と γ は同一の血液検体にも関わらず，感受性
結果が異なったことは今後の検討課題である。また，β の
検体は保管期間を超過し，POT法を実施できていない。し
かし，β ’と γ ’の感受性パターンと実際に CAZで治療奏効
したことより，β と γ は相同性がある可能性がある。
【結語】IEは抗菌薬を長期使用するため，広域な抗菌薬
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で治療を行うと様々な不利益が生じる可能性がある。自施
設内で測定可能な POT法を活用することで Diagnostic
Stewardshipから Antimicrobial Stewardshipに繋がる可
能性がある。
会員外共同研究協力者：辻 優真

30．スルファメトキサゾール/トリメトプリムに
よる治療を受けた血液透析患者と非透析患者
の有効性及び安全性の比較についての解析

寺本 日路美，濱端 綾太，坂井 良美
兵庫県立尼崎総合医療センター薬剤部
【目的】スルファメトキサゾール/トリメトプリム（ST）
配合錠において，血液透析（HD）患者に対する適正量に
関する情報は不足している。臨床現場では通常量の 50%
で治療されることが多いため，HD患者における 50%用
量の有効性と安全性を非 HD患者と比較した。
【方法】2015年 7月から 2025年 5月の期間に入院中，
ニューモシスチス肺炎を除く感染症治療目的で，ST配合
錠が開始された患者のうち 1日 2錠投与例を対象とし，電
子カルテを用いて後方視的に調査した。投与期間 3日未満，
15歳未満の患者は除外した。調査項目は患者背景（性別，
年齢，体重）及び投与期間中の臨床検査値とし，主要評価
項目は治療失敗率（副作用発現による薬剤中止，同一細菌
による感染症の再発，治療不応）とした。副次評価項目は
副作用発現率とし，副作用の評価には CTCAE（ver. 5.0）
を用いた。2群間の割合の比較にはフィッシャーの正確確
率検定を用いた。有意水準は 5%未満（p＜0.05）とし，統
計パッケージは EZR ver 1.67を使用した。
【結果】対象は HD患者 19名，非 HD患者 38名であっ
た。治療失敗率は，HD患者 21%（薬剤中止：16%，再発
又は治療不応：5%），非 HD患者 19%（薬剤中止：11%，
再発又は治療不応：8%）であった。投与期間内の副作用
発現率は，AST上昇（HD：11%，非 HD：16%），血清 CRE
値上昇（HD：16%，非 HD：39%），血清 K値上昇（HD：
26%，非 HD：32%），血清 Na値低下（HD：5%，非 HD：
21%），好中球減少（HD：16%，非 HD：6%），血小板減
少（HD：21%，非 HD：5%）であった。両群間で治療失
敗率及び副作用発現率に有意差があるとは言えなかった。
【考察】HDにおける STの透析除去率は約 50%と報告
されているが，明確な投与量は定められていない。両群の
治療失敗率に有意差があるとは言えなかったことから，HD
患者の一般感染症治療に ST配合錠 1日 2錠を選択できる
可能性がある。一方，今回の症例数では有意差を検出でき
なかったが，HD患者で血球減少率が高い傾向にあったた
め，副作用に注意する必要性が示唆された。

33．多発膿瘍性病変を呈した Parvimonas micra
の 1症例

上田 博子 1，井角 崇 1，原 将之 2，中西 雅樹 3

1京都済生会病院薬剤部
2京都済生会病院腎臓内科
3京都岡本記念病院感染管理対策室
【緒言】Parvimonas micraは口腔，消化管の細菌叢を構
成するグラム陽性嫌気性球菌であるが，同菌による脳膿瘍
の報告は稀である。今回歯性感染症を契機とし血流感染か
ら多発肝膿瘍，多発肺膿瘍，多発脳膿瘍を呈した症例を経
験したので報告する。
【症例】60代男性。既往に急性心不全，解離性大動脈瘤
に対する上行大動脈置換術後。膀胱癌（ステージ 1）TUR-
BT施行後。
【経過】頭痛と 2カ月続く間欠的な発熱を主訴に救急受
診，CTにて多発肺・脳・肝腫瘤，炎症反応高値を認め入
院となった（1日目）。造影 CTにて肝腫瘤は肝膿瘍と診
断され，MEPMが開始された。肺腫瘤と脳腫瘤も共に多
発膿瘍が疑われたため，重症感染症として 3日目に VCM
が追加された。入院時の血液培養と 3日目の肝膿瘍ドレ
ナージ膿汁から Parvimonas micraと複数の嫌気性菌が確認
され，VCMは中止とし，CD陽性のためMNZ内服を提
案した。Parvimonas micraが検出されたため頭部（顔面）CT
施行し，両側上顎洞骨髄炎の指摘により感染源と推定され，
肺・脳の腫瘤も膿瘍と診断された。脳膿瘍は脳室穿破を
伴っており，脳室ドレナージが 13日間施行された。脳膿
瘍に対するMEPMの効果が十分でないと判断されたため，
医師と協議の上，薬剤感受性および髄液移行性がMEPM
と同等に良好である CTRXへの変更が選択され，MNZは
継続とした。経過中，胸腹部 CTにて肝・肺膿瘍の縮小が
認められた。27日目の脳室ドレーン髄液と肝膿瘍再ドレ
ナージ膿汁の培養は陰性であった。28日目に点滴投与が
困難となり CTRXの STFXへの変更とMNZ継続を提案
した。
【結語】Parvimonas micraによる歯性感染症を契機とし，
血流感染から多発肝膿瘍，多発肺膿瘍，多発脳膿瘍を呈し
た稀な症例を経験した。嫌気性菌は培養困難なことが多い
が，本症例では既往歴から腫瘍が疑われたものの，血液培
養と膿汁培養で原因菌が判明したことから膿瘍の診断と感
染源の探索・特定と適切な抗菌薬治療につなげることがで
きた。

36．ASTとして治療介入を行った string test（過
粘稠性試験）陽性 Klebsiella pneumoniae 感
染症の 2例

藤野 優 1，末延 道太 1，石井 稔浩 2，原尻 学志 1

1アルメイダ病院薬剤部
2アルメイダ病院総合診療内科
【背 景】hypermucoviscous Klebsiella pneumoniae：hvKP
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は肝膿瘍・肺膿瘍・髄膜炎といった侵襲性の高い疾患を引
き起こすことが知られており，抗菌薬感受性は比較的良好
にも関わらず，難渋な経過を呈する場合が多いとされてい
る。RFP等のバイオフィルム形成阻害効果のある抗菌薬
併用が有用とされる報告もあるが，治療法は未だ確立され
ていない。今回，抗菌薬適正使用支援チーム（AST）と
して hvKP感染症の治療に介入を行い，順調な経過を辿っ
た 2例を経験したので報告する。
【症例 1】77歳男性。X－2週間から右季肋部痛があり，
X病日に痛みが増悪したため，当院の救急外来を受診。画
像検査により肝膿瘍の診断。MEPM 3 g/日の投与を開始
し，PTAD実施となった。その際のドレナージ液培養か
ら，hvKPが検出された。主治医と ASTで協議を行い，ST
合剤＋CMZへの抗菌薬変更となった。その後，経過良好
だったため，CMZは CCLに変更し，day 17で退院となっ
た。退院 2週間後の再診時，肝膿瘍は縮小しており，炎症
反応が低下していたため，抗菌薬終了となった。
【症例 2】80歳女性。前医入院中，X－1病日に発熱，CT
により肺炎を認めた。CTRX投与開始するも血圧低下が
著明になったため，当院に救急搬送となった。重症呼吸器
感染，菌血症も考慮し，MEPM＋TZDで治療開始されて
いた。入院時の喀痰培養より hvKPが検出されたため，
ASTが介入し，MEPM＋LVFXへ変更となった。翌日よ
り炎症反応は著明に改善したが，抗菌薬変更 2日後に炎症
反応再燃。新規の肺炎像があり，BDGが陽性化していた
ため，MCFG追加となった。その後順調に炎症反応改善
し，MEPM＋LVFXは CTRXへ変更，day 21に転院した。
【考察】本症例で検出された hvKPは抗菌薬の感受性は
いずれも良好であったが，抗菌薬が効きにくい可能性を考
慮し，早期より抗菌薬の併用を行った。ST合剤または
LVFXの併用で経過良好であったことから，バイオフィ
ルム形成阻害効果のある抗菌薬併用は有用である可能性が
考えられる。

38．アメーバ性脳脊髄炎を疑い多診療科で治療選
択に介入し救命しえた 1症例

西山 徳人 1,2，坂本 凌 1,2，田中 雅幸 3，宮下 修行 1

1関西医科大学附属病院感染制御部
2関西医科大学附属病院薬剤部
3摂南大学薬学部
【背景】アメーバ性脳脊髄炎は極めてまれでありながら
致死的な中枢神経系感染症であり，致死率は 90％を超え
るとされる。しかしながら，現時点で確立された標準的治
療法は明確にされていない。今回，アメーバ性脳脊髄炎を
疑い，感染制御部を含む多診療科で治療方針を早期に協議
し，救命にいたった症例を経験したので報告する。
【症例】69歳，女性。自宅で倒れているところを発見さ
れ，意識障害，項部硬直，高熱を認め細菌性髄膜炎疑いで
救急搬送となった。入院後，感染性心内膜炎による多発脳

梗塞が示唆され，CTRX＋ABPC＋VCMで加療開始。Day
1の血液培養より S. pneumoniaeを検出し PCG＋CTRXへ
変更。その後，細菌検査室より Day 19，Day 21の髄液に
可動性のある微生物を認めると感染制御部に報告があり，
アメーバ類原虫による髄膜炎が疑われた。アメーバ性脳脊
髄炎の原因微生物は，国内では B. mandrillarisが 75％と
報告されており，B. mandrillarisを念頭に治療を行う事が
望ましいと判断した。感染制御部，脳神経内科，循環器内
科で協議の上，文献報告のあった FLCZ＋pentamidine＋
CAM＋albendazoleによる併用療法を開始した。
【経過と結果】Day 27に PLT：9.8万/μLと低下したた
め，pentamidineを中止し 5-FCへの変更を提案。Day 56
には髄液中に原虫様微生物が認められなくなり，抗微生物
薬は有効であったと考えられた。脳神経内科と相談し，Day
66に抗微生物薬は終了となった。本症例の髄液を国立感
染症研究所に送付し同定を依頼したが，原虫の同定にはい
たらなかった。
【結論】本症例は，感染制御部による迅速な対応と多診
療科の連携により，致死的疾患であるアメーバ性脳脊髄炎
の治療薬選択および治療に成功した貴重な 1例である。
会員外共同研究協力者：杠 祐樹，阿部 瑛紀子

40．福岡大学病院におけるセフィデロコルを投与
した 6症例

永江 寛子 1,2，神村 英利 2，戸川 温 1

1福岡大学病院感染制御部
2福岡大学病院薬剤部
【背景・目的】セフィデロコル（CFDC）は，2023年に
国内承認された新規シデロフォアセファロスポリン系抗菌
薬であり，カルバペネム耐性菌が適応となっている。適正
使用の観点からは，投与開始前に CFDCに対する薬剤感
受性検査を行うことが望ましい。今回，福岡大学病院にお
いて CFDCを投与した 6症例について報告する。
【症例】入院期間は 67～231日，CFDC投与期間は 4～24
日だった。全例において，CFDC投与前に 30日以上の広
域抗菌薬の使用歴があった。感染の原因菌は Pseudomonas
aeruginosa 3例，Klebsiella aerogenes 1例，Stenotorophomonas
maltophilia 1例，および P. aeruginosaと S. maltophiliaの混
合感染 1例だった。いずれの検出菌もカルバペネム耐性を
有し，ディスク拡散法にて CFDC感受性を示した。感染
部位は肺 4例，血液 1例，腹腔内 1例だった。全例 CFDC
投与後に C反応性蛋白（CRP）の低下を認めた。予後は
改善 3例，症状不変 1例，及び死亡 2例であり，死亡 2例
はいずれも肺移植後の患者であった。CFDCに対する薬
剤耐性は認めなかった。
【結論】CFDC投与症例は，いずれも 2カ月以上の長期
入院の間に繰り返す感染に対して広域抗菌薬が長期にわた
り投与されていた。主な原因菌は薬剤耐性 P. aeruginosa
だった。S. maltophiliaが検出された 2症例では，広域抗菌
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薬の長期使用による菌交代現象の結果，S. maltophiliaによ
る感染が引き起こされたと示唆された。全症例で CFDC
投与後に CRPの低下が認められ，検査値上は CFDCの有
用性が示唆された。今後，国内における CFDC使用経験
のさらなる蓄積により，使用すべき症例，使用タイミング
について議論が深まることが期待される。
会員外共同研究協力者：結城 万紀子，徳重 智絵美，宮
崎 里紗，橋本 丈代

41．Saccharomyces cerevisiae と Candida albicans
による持続真菌血症の 1例

近藤 健太，佐々木 暢琢，木村 匡男
鈴鹿回生病院薬剤管理課
【緒言】真菌血症はカテーテル関連血流感染症の一つで
あり，複雑化・難治化することも少なくない。今回，抗真
菌薬を投与中にもかかわらず酵母様真菌 2種の菌血症が持
続し，治療に難渋した真菌血症の症例を経験したので報告
する。
【症例】73歳男性，局所進行膵癌に対する化学療法中で
十二指腸水平脚狭窄の疑いで入院となった。
【経過】第 1病日に採取された血液培養が酵母様真菌陽
性となったため，第 4病日よりMCFGが開始となった。第
9病日に菌種は Saccharomyces cerevisiaeと判明。既報を参
考に L-AMBへ変更した。第 8，10病日にそれぞれ血液培
養の陰性化を確認した。その後も発熱が持続し，第 17病
日に血液培養を再検したところ，S. cerevisiaeに加え Can-
dida albicansが陽性となった。CVポート部感染が疑われ
たため，第 19病日に CVポート抜去となった。L-AMB
の投与を継続したが状態改善なく，第 21病日に永眠となっ
た。
【考察】S. cerevisiaeと C. albicansによる血流感染症を経
験した。本症例では臨床経過より腸管が侵入門戸となった
可能性は高いと考えられる。複数真菌の同時感染の報告は
散見されるものの，Saccharomyces属と Candida属の同時
感染は稀であり，同時感染で明らかに死亡率が増加すると
いった報告は探し得る限りではなかった。侵襲性カンジダ
症の診断・治療ガイドラインでは留置カテーテルを抜去で
きない場合，抗バイオフィルム作用を有する抗真菌薬の投
与が推奨されており，本症例でも L-AMBを使用したが真
菌血症が持続した。バイオフィルム形成による治療の難治
化を防ぐためには，主治医と協議した上で留置カテーテル
の早期抜去や抗真菌薬の併用を検討することも必要と考え
る。両菌種ともバイオフィルムを形成し得る真菌であり，
本症例の分離株の薬剤感受性，バイオフィルム形成能など
についても検討する予定である。
会員外共同研究協力者：中山 浩伸，村島 佑佳

43．MCFG耐性 Candida glabrata 菌血症に対し
ASTとして介入した急性骨髄性白血病の 1
症例

末延 道太 1，藤野 優 1，石井 稔浩 2，原尻 学志 1

1アルメイダ病院薬剤部
2アルメイダ病院総合診療科
【目的】血液疾患の患者では真菌感染が起こりやすく，状
況によっては致命的になることが一般的である。Candida
glabrata（以下，C. glabrata）はアゾール系不応であり，第
一選択薬としてはキャンディン系抗真菌薬となる。しかし，
C. glabrataはキャンディン系抗真菌薬に対しブレイクス
ルーし，不応となることが知られている。一般に少量の抗
菌薬を長期的に投与することで耐性化すると予測されてい
る。今回，MCFG耐性 C. glabrata菌血症に対し ASTとし
て治療介入した症例を経験したので報告する。
【患者背景】70歳代，男性。既往歴：骨髄増殖性腫瘍疑
い，発作性心房細動，急性骨髄性白血病（AML），胃潰瘍，
CVポート造設（20XX－1年）
【経過】20XX年 10月 C. glabrata菌血症治療（CVカテー
テル感染）を行った。その後，MCFGの予防投与が継続
された。20XX年 12月 AML継続治療目的に入院。化学
療法実施後，発熱。血液培養で酵母用真菌が検出された。
CVカテーテル感染の再燃として C. glabrataが疑われたた
め，MCFG開始。改善傾向なく，培養結果が出るまでは
MCFG継続となった。ASTとして介入し，MCFGのブレ
イクスルーを疑ったため，主治医に L-AMBへの変更を提
案した。培養結果は出ていないが，高熱が続くため，L-AMB
5 mg/kgで開始となった。培養結果は C. glabrataであり，
キャンディン系は耐性であった。L-AMBによる軽度腎機
能障害が起こり，L-AMBの継続も難しくなりそうな状況
となったため，L-AMB 2.5 mg/kg減量と 5-FCの併用を
提案した。治療は長期となったが，血液培養は陰性化した。
その後，AMLが悪化傾向となり，緩和ケアへと移行した。
【考察】本症例では，キャンディン系抗真菌薬に対して
ブレイクスルーした C. glabrata菌血症を経験した。使用
できる抗真菌薬が少ない中，ASTとして介入をすること
ができたと感じている。耐性菌が問題視されている中，こ
のような事例が増えてくる可能性もあるため，注意が必要
と考える。

51．使用後の爪楊枝誤穿刺により手指の化膿性屈
筋腱炎をきたした 1例

伊藤 成美 1，伊藤 明人 1，湧上 大介 1，高良 秀史 1，
田里 大輔 2

1北部地区医師会病院薬剤部
2北部地区医師会病院呼吸器・感染症科
【緒言】口腔内常在菌の一部は歯科口腔領域の感染症の
ほか，誤嚥性肺炎や膿胸，感染性心内膜炎などの原因とな
るが，咬傷以外では皮膚軟部組織感染症の原因になること
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はまれである。今回，当初は原因不明とされたものの，薬
剤師の介入により，爪楊枝の誤穿刺が原因と判明した手指
の化膿性屈筋腱炎の症例を経験したので報告する。
【症例】60代・男性。左環指の腫脹・疼痛で近医を受診
し，痛風疑いで鎮痛薬が処方されたが，症状改善しないた
め第 11病日に当院救急外来を受診した。感染症も否定で
きないとして LVFXが処方され，後日リウマチ科の受診
を指示され帰宅となった。しかし，症状悪化したため翌日
再診し，患部の切開で膿を認めたことから，デブリードマ
ン手術と抗菌薬投与（CEZ＋CLDM）が開始された。膿の
グラム染色では，陽性球菌や陰性桿菌が確認され，培養に
て複数菌（Streptococcus anginosus，Gemella morbillorum，Fu-
sobacterium sp）が検出された。これらが口腔内常在菌で
あったことから，服薬指導時に抗菌化学療法認定資格を持
つ薬剤師が詳しく問診したところ，症状が出る前日に使用
後の爪楊枝を誤って左環指に刺していたことが判明し感染
源と考えられた。抗菌薬適正使用支援チーム（AST）の
介入により抗菌薬は CEZから ABPCへ変更となり，その
後 CVA/AMPCへスイッチされ退院となった。
【考察】当初は原因不明とされた皮膚軟部組織感染症が，
特徴的な検出菌とそれに気づいた薬剤師によって原因が特
定され，ASTが介入できた症例であった。当院の ASTは，
血液培養陽性例や特定抗菌薬使用例などを主な介入対象と
しているが，日頃から臨床感染症学や微生物学的な視点を
もって多職種カンファレンスを行っており，それが生かさ
れた好例だったと考えられたため報告した。
会員外共同研究協力者：秋山 幸平

55．持続局所抗菌薬灌流（CLAP）におけるゲン
タマイシンの有効性と安全性の検討：多施設
共同後方視的研究

森川 祥彦 1，萩原 真生 2，潮平 英郎 3，辻中 海斗 4，
平井 潤 5，東恩納 司 6，鷲見 和之 7，大坪 愛実 7，
梅村 拓巳 8，濵口 真徳 9，中村 克徳 10，石澤 啓介 4，
丹羽 隆 7，加藤 秀雄 1

1三重大学医学部附属病院薬剤部
2愛知医科大学分子疫学・疾病制御学寄付講座
3昭和薬科大学臨床薬学研究室
4徳島大学病院薬剤部
5日本医科大学千葉北総病院感染制御部
6岡山大学病院薬剤部
7岐阜大学医学部附属病院薬剤部
8公立陶生病院医療技術局薬剤部
9伊勢赤十字病院薬剤部
10琉球大学病院薬剤部
【背景】ゲンタマイシン（GM）を用いた CLAPの臨床
的有効性および安全性を多施設で後方視的に検討した。
【方法】2018年 8月から 2023年 7月に CLAPを施行さ
れた 8医療機関の成人患者のうち，透析中または GM以

外の使用患者を除外した 49例を対象とした。有効性は感
染再燃の有無とインプラント温存の有無，安全性は腎・聴
覚障害の有無で評価した。GMの 1日平均投与量・総投与
量・体重あたりの量を比較検討した。
【結果】iSAPは 25例，iMAPは 15例であった。治療目
的での使用は 48例で，30例にデブリードマンが併用され
た。44例で感染は再燃せず，インプラントは 19例で温存
された。局所培養により細菌が確認された患者について，
感染再燃有無では，GM 1日平均投与量と総投与量に有意
差はなかった（p=0.1303，p=0.0768）が，インプラント温
存有無では抜去群で多かった（p=0.0264，p=0.0389）。腎
障害は 2例でいずれも軽度，聴覚障害の報告はなかった。
【考察】本調査では GMによる CLAPは高い効果を示し
たが，インプラント感染を認める症例では奏効しにくいこ
とが示唆された。
会員外共同研究協力者：新田 綾香，浅沼 邦洋，萩 智仁，
三宅 知宏，岩本 卓也

56．CLAP（Continuous Local Antibiotics Perfu-
sion）施行時のゲンタマイシン血中濃度と腎
障害に関する検討

土本 大輔，水野 彩花，桒原 悠里，大西 克浩，
山本 将司，宮川 佐和子
小牧市民病院薬局
【目的】ゲンタマイシン（GM）は抗菌薬 TDM臨床実
践ガイドライン 2022において，1日複数回投与時の目標
トラフ値は＜2 μg/mL，単回投与時は＜1 μg/mLとされ
ている。しかし，Continuous Local Antibiotics Perfusion
（CLAP）施行時の GM血中濃度と腎障害に関する報告は
少ない。そこで当院の CLAP施行患者を対象に，GM血
中濃度と急性腎障害（AKI）発症との関連を後方視的に検
討した。
【方法】2019年 5月～2025年 4月に GMを用いた CLAP
を 5日間以上施行し，GM血中濃度を測定した患者を対象
とし，eGFR＜30 mL/min/1.73 m2の高度腎機能低下例は
除外した。電子カルテより患者背景，腎機能，GM投与量・
血中濃度を収集した。AKIは血清クレアチニンがベース
ラインから 0.3 mg/dL以上，または 1.5倍以上に上昇した
場合と定義した。名義変数は Fisherの正確検定，連続変
数はMann-Whitneyの U検定で解析した。
【結果】対象は 34例であった。最も高値であった GM
血中濃度で＜1，1～＜2，≧2 μg/mLの 3群に分類したと
ころ，AKI発生率はそれぞれ 10.0％（2/20），9.1％（1/11），
66.7％（2/3）であり，有意差は認めなかったものの≧2 μg/
mL群で高率な傾向を認めた。この結果を踏まえ，＜2，≧
2 μg/mLの 2群に再分類して比較したところ≧2 μg/mL
群ではクレアチニンクリアランス（Ccr）が有意に低く，
最も良好な症例でも 63.8 mL/minであった。
【考察】本検討より CLAP施行時には GM血中濃度を＜2
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μg/mLに保つことが腎障害予防の観点から望ましいと考
えられる。また，≧2 μ g/mLの症例は全体の 8.8％（3/34）
にとどまったことから，全例に血中濃度測定を行う必要性
は低いと考える。Ccr＞63.8 mL/minでは高濃度例を認め
なかったことから，測定対象を腎機能低下例に限定するこ
とが妥当かもしれない。症例数が限られており，測定が必
要となる Ccrのカットオフ値は明確にできなかったが，今
後さらに症例を蓄積し，測定が必要な患者背景を明らかに
することが望まれる。

57．持続局所抗菌薬灌流療法施行における薬剤師
の関わり

潮田 真生，福谷 優希，松井 美恵子
協和会病院薬剤科
【背景・目的】骨軟部組織感染症では留置されたインプ
ラントや血流の悪い骨軟部組織に形成されたバイオフィル
ムによって治療が難渋することが多い。そのため，近年バ
イオフィルム破壊に必要な高濃度の抗菌薬を局所に持続投
与し陰圧を用いて創部に抗菌薬を誘導，ドレナージをする
持続局所抗菌薬灌流（CLAP）療法の効果が注目されてい
る。今回 CLAP療法開始前から薬剤師が介入した事で安
全な施行につながった 1例について報告する。
【症例】64歳男性。X－1年 11月，右人工股関節置換術
目的で入院。X－1年 12月，創部感染を起こし掻爬・洗浄
術，人工股関節再置換術を行い創部から Enterobacter cloacae，
Morganella morganiiが検出された。X年 1月，感染の再然
がみられたため再度掻破・洗浄術を行い術後よりゲンタマ
イシン（GM）を使用し CLAP療法が開始となった。
【介入方法】CLAP療法開始前に主治医へ GMの投与期
間や希釈濃度，血中濃度測定（TDM）の頻度を確認した。
看護師へ処方内容や薬剤混注手技の説明を行った。注射担
当薬剤師へ適正在庫の確保や血中濃度の確認依頼を行った。
発表者は病棟担当薬剤師として CLAP療法開始前に安全
に施行できる処方設計の支援や CLAP療法開始後，事前
に協議を行った内容が指示・施行されているかの確認，副
作用や血中濃度のモニタリングを行った。
【結果】CLAP療法施行中，1週間毎に血中濃度測定を
行い GMの血中濃度は 0.3 μg/mL未満であり腎機能障害
はみられなかった。また聴覚障害の副作用もなく経過した。
【考察】薬剤師が中心となって CLAP療法開始前から各
職種と協議し処方設計の支援を行い，指示内容や確認事項
を共有し治療の全体像を明確にしたことでトラブルなく治
療が終了したと考える。今回の手順を明文化し次回の症例
へ活かしていきたい。

58．下肢ガス壊疽の治療中に腎不全を併発したが
集学的治療で救命し得た 1例

竹迫 慎平
南風病院

症例は 45歳，男性。慢性腎不全，2型糖尿病で近医通
院中，左第 5足趾の鶏眼と潰瘍病変に対し自己治療を継続
したため左足底が壊疽し近医より紹介入院となった。来院
時，BT 36.8℃，BP 129/65 mmHg，HR 94/min。左足底
の壊死と左足浮腫・握雪感を認めた。白血球 47,260/μL，
CRP 28.81 mg/dL，BUN 96.8 mg/dL，Cre 6.70 mg/dL，
随時血糖 175 mg/dL，HbA1c 5.7%。左足 X-pガス像，膿
培養から糞便レンサ球菌が検出された。非クロストリジウ
ム性ガス壊疽と敗血症の診断で左足底のデブリドメントと
抗菌薬投与を行ったが，改善なく腎機能悪化し緊急透析を
行った。9日目，左下腿までガス壊疽が進行し，左下腿切
断術を施行した。その後，抗菌薬投与で改善した。下肢切
断の適応は本邦で確立されていないが下腿切断を行い，救
命し得た貴重な 1例として紹介する。

61．ヒトメタニューモウイルス感染を契機とした
間質性肺炎急性増悪の 1例

濱口 優，森本 俊規，松永 崇史，田原 正浩，
矢寺 和博
産業医科大学医学部呼吸器内科学
【症例】77歳男性。X－4年に胸部 CTで間質性肺炎を
認め経過観察中，冬季の咳嗽増悪と KL-6上昇から鳥関連
慢性過敏性肺炎が疑われていた。X－2年 6月に労作時呼
吸困難増悪と胸部 CTで間質性肺炎進行を認め入院となっ
た。膠原病を疑う身体所見や自己抗体の上昇はなく，抗ト
リコスポロン・アサヒ抗体や鳥特異的 IgG抗体は陰性で
あった。気管支鏡検査では気管支肺胞洗浄でリンパ球優位
（Lyn 33.3%，Neu 30.3%，Mono 29.3%，CD4/8 2.84）の所
見，経気管支肺生検では特異的な所見を認めなかった。過
敏性肺炎として抗原回避を試みるも改善乏しく，mPSL 40
mg/日にてステロイド治療を開始し，PSL 25 mg/日まで
減量して退院した。以降外来にてステロイドを漸減してい
たが，PSL 12.5 mg/日まで減量していた X年 3月 Y日に
咳嗽，労作時呼吸困難感が増悪し緊急入院となった。まず
は抗原回避のみで経過をみていたが，第 9病日に CTで両
肺野のすりガラス陰影増悪を認め，ヒトメタニューモウイ
ルス陽性が判明した。感染を契機とした間質性肺炎急性増
悪と診断し，ステロイドパルス療法を開始した。以降は両
肺野のすりガラス陰影は改善を認め，PSL 30 mg/日まで
漸減した。経過中に縦隔気腫を認めたが，安静で軽快し，
第 51病日に転院した。
【考察】ヒトメタニューモウイルスは成人では通常軽症
であるが，基礎疾患のある患者や免疫抑制状態では重症化
するリスクがある。ステロイド治療中にヒトメタニューモ
ウイルス感染を契機とした間質性肺炎急性増悪を認めた症
例を経験したため文献的考察を加えて報告する。
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67．ヘルペス脳炎後に発症し致死的経過をたどっ
た成人急性散在性脳脊髄炎（ADEM）の 1例

小林 優也
伊那中央病院
【はじめに】急性散在性脳脊髄炎（ADEM）は，ウイル
ス感染やワクチン接種に引き続いて発症する自己免疫性脱
髄疾患であり，小児に多くみられる。成人発症例は稀で，
特にウイルス性脳炎後に続発した報告はほとんどない。ヘ
ルペス脳炎後に ADEMを発症し，診断と治療の遅れによ
り死亡した成人例を報告する。
【症例報告】65歳の女性。右共同偏視と失語を呈し救急
搬送された。MRIで左海馬と島皮質に高信号域を認め，髄
液 PCRにて単純ヘルペスウイルス陽性であったためヘル
ペス脳炎と診断し，アシクロビルによる治療を開始した。
意識は一時改善したが，18日目に再び発熱と意識障害が
出現。薬剤熱，てんかん再燃，電解質異常などが疑われ治
療介入されたが，改善しなかった。その後のMRIでは皮
質下白質に多発病変が出現し，髄液検査では蛋白および細
胞数の著明な上昇を認めた。これらの所見から ADEMが
強く疑われ，メチルプレドニゾロンパルス療法を 2クール
施行した。画像上は改善傾向を示したものの，全身状態は
悪化し，発症から 73日目に死亡した。
【考察】小児における ADEMの発症には，直接的な原
因は同定されておらず，小児期の未熟な免疫系による過剰
な免疫応答，感染症やワクチン接種の頻回な曝露，遺伝的
要因など複数の要因の影響が考えられている。本症例では，
発熱が始まった 18日目から ADEMが存在し，診断が遅
れたため，ステロイド加療によりMRIでは改善が見られ
たが，死亡にいたった。一般的に，ADEMは治療に良好
に反応し予後良好あり，成人例であっても，ウイルス感染
後に神経症状が再燃した場合には，ADEMを含む自己免
疫性脱髄疾患の可能性を早期に検討し，迅速な治療介入を
行う必要がある。

76．肺胞出血を伴う重症呼吸不全を呈し ECMO
管理で救命し得たレプトスピラ症の 1例

森本 紳一 1，吉村 芳修 2，髙田 徹 3

1福岡大学医学部救急救命医学講座
2福岡大学医学部微生物・免疫学講座
3福岡大学医学部腫瘍・血液・感染症内科
【背景】レプトスピラ症は本邦では比較的稀な人獣共通
感染症であり，近年では毎年数十例程度が報告されている。
致死率は黄疸，出血傾向，腎障害を呈する重症型（ワイル
病）に移行すると 20～30%，さらに肺胞出血を合併した
場合は 50%に達するとの報告もある。今回我々は，肺胞
出血を伴う重症呼吸不全に陥ったレプトスピラ症に対して
Veno-venous extracorporeal membrane oxygenation（V-
V ECMO）で管理し救命し得た 1例を経験したので報告
する。

【臨床経過】症例は 60歳台の男性，草刈り作業後に頚部
に皮疹が出現し，皮疹は自然に消失したが，発熱，排尿困
難，筋肉痛を自覚した。その後，下痢と呼吸苦も出現し，
発熱 7日後に近医に救急搬送された。血液検査では，腎機
能障害と血小板低下を認めたため前医に転院となった。前
医搬入時，SpO2 80%（O2 10 L/分）であり気管挿管され
たが，肺胞出血を認め PaO2/FIO2比 76と高度の低酸素血
症状態のため V-V ECMOが導入された。また，総ビリル
ビン 1.8 mg/dL，クレアチニン 3.45 mg/dLと肝・腎機能
障害を認めた。ECMOの長期管理が必要と判断され，前
医入院 3日目に当センターへ転院となった。当院搬入後，
鑑別にレプトスピラ症を加え加療を継続した。その後，呼
吸状態は改善し，第 8病日に V-V ECMO，第 11病日に人
工呼吸器から離脱し，第 14病日前医に転院した。約 1カ
月後，国立感染症研究所細菌第一部で実施した顕微鏡下凝
集試験法にて Autunmailsおよび Rachmatiに対して抗体
陽転が確認され，レストスピラ症と確定診断した。全身状
態改善後，本人にレプトスピラへの曝露歴を再度確認した
が，感染の明らかな契機は不明であった。
【結論】レプトスピラ症は，本症例のように肺胞出血に
伴う呼吸不全を合併することがあり，人工呼吸器のみでは
管理困難な場合に V-V ECMOは有用である。レプトスピ
ラ症に対する ECMO管理に関して文献的考察も併せて報
告する。
会員外共同研究協力者：尾鶴 亮，仲村 佳彦

77．外来におけるキノロン系経口抗菌薬の適正使
用 に 向 け た Antimicrobial Stewardship
Team（AST）の取り組み

塚本 裕貴 1，大田 典正 1，由井薗 陽一 1，岩崎 教子 2

1済生会福岡総合病院薬剤部
2済生会福岡総合病院感染症内科
【目的】キノロン系抗菌薬の過剰使用による薬剤耐性の
拡大を防ぐため，当院では外来診療におけるキノロン系経
口抗菌薬の適正使用促進を目指し，ASTによる教育的介
入や医師へのフィードバックを含む抗菌薬適正使用支援
（Antimicrobial stewardship以下 AS）を実施した。今回，
その取り組みの有効性と課題を検討することを目的とした。
【方法】AS活動実施前の 2024年 4月～2024年 9月と AS
活動実施後の 2024年 10月～2025年 3月における，活動
実施前後のキノロン系経口抗菌薬の延べ使用患者数，使用
量（AUD），使用日数（DOT），および診療科毎の使用量
（g）について J-SIPHE（感染対策連携共通プラットフォー
ム（AMR臨床リファレンスセンター））を活用して調査
した。抗菌薬の使用目的については電子カルテより後方視
的に調査を実施した。
【結果】AS活動実施前後で，キノロン系経口抗菌薬の
延べ使用患者の割合は 0.93%（570名/61,583名）から 0.87％
（524名/60,421名）となった。AUDは 68.5から 68.2，DOT
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は 74.5から 73.3であった。使用量は，キノロン系経口抗
菌薬のうち使用量の最も多いレボフロキサシン（LVFX）
（計 5,797.5 g）において，診療科で使用量の最も多い内科
で 1,663.5 gから 1,557.5 gへ減少した。また，感冒に対す
る延べ使用患者の割合は 3.7％（31名/832名）から 2.8％
（26名/915名）となった。
【考察】本取り組みにより外来診療におけるキノロン系
抗菌薬の使用患者数は減少傾向となったが，AUDや DOT
に有意な変化は認められなかった。1患者あたりの処方量
や処方期間が従来通りであった可能性が考えられ，重症例
や治療困難例に対してキノロン系抗菌薬が継続された結果，
全体の使用量指標が大きく変化しなかったと推察される。
一方で医師の処方行動に一定の変化が認められたため，今
後も各診療科に合わせた ASの実施を検討したいと考える。

78．メロペネム高規格製剤採用による AUD/
DOTの改善と AST業務負担の軽減

太田 賢作 1，宮上 桐豪 1，池田 能利子 1，橋口 浩二 2

1日本赤十字社長崎原爆病院薬剤部
2日本赤十字社長崎原爆病院呼吸器内科
【背景】当院ではメロペネム（MEPM）の低用量使用が
散見されており，2022年度より 0.5 g製剤から 1 g製剤へ
採用を切り替えた。1 g製剤採用前の 6カ月間や供給制限
の影響で 0.5 g製剤に切り替えていた 4カ月間において
ASTによる監視を強化した。また，2022年度よりカルバ
ペネム系抗菌薬の適正使用推進に取り組み，第 72回日本
化学療法学会西日本支部総会ではカルバペネム系抗菌薬の
AUD，DOTが減少したことを報告している。
【目的】MEPM高規格製剤採用前後のプロセス指標，ア
ウトカム指標を調査することで，MEPM高規格製剤採用
が与えた影響について分析・評価を行い，今後の抗菌薬適
正使用支援プログラム（ASP）の推進に繋げていきたい。
【方法】2019年度から 2024年度の 6年間について，
MEPMの AUD/DOT，30日死亡率，30日再入院率につ
いて後方視的に調査し，比較・分析を行った。
【結果】MEPMの AUD/DOTは 1 g製剤採用前後 3年
間を比較して 0.49→0.76と有意に増加した。30日死亡率
は有意な差はなかったが，30日再入院率は 9.0%→2.6%と
有意に減少した。0.5 g製剤を採用または切り替えていた
期間（約 10カ月）において ASTによる監視を強化した
結果，AUD/DOTは 0.66であった。
【考察】1 g製剤の採用によりMEPM 1回 1 g投与の意
識を医師に効率的に浸透させることができた。また，
MEPM高用量投与の有効性，忍容性の報告があるように，
1回投与量が増加したことで臨床的アウトカムも改善する
ことが示唆された。一方，ASTによる監視強化だけでも
AUD/DOTが改善することは示唆されたが，その分業務
負担が増加すると考える。MEPM高規格製剤の採用は，
ASTの負担を軽減しつつ，プロセス指標の改善につなが

り，アウトカム指標も改善する可能性が示唆された。
【結論】ASTの人的資源不足の中，効率的で持続可能な
ASPを実践できたと考える。

79．当院における外来経口抗菌薬の使用状況と今
後の課題

石田 茂伸
ベルランド総合病院薬剤部
【目的】本邦では，抗菌薬の使用状況に関する情報を集
約させるため，感染対策連携共通プラットフォーム（J-
SIPHE）が活用されている。J-SIPHEは入院のみならず外
来においても抗菌薬使用量の分析が可能である。そこで，
当院での外来経口抗菌薬の使用状況を J-SIPHEを用いて
解析するとともに，今後の課題を検証した。
【方法】2020年 1月から 2024年 12月の 5年間において，
当院外来を受診し経口抗菌薬が処方された患者を対象とし
た。外来 EF統合ファイルを J-SIPHEに取り込み，抗菌
薬の使用状況を後方視的に解析した。
【結果】2020年と比較して，2024年の DDDs｛使用量（力
価）/DDD（Defined Daily Dose）｝は，ペニシリン系では
153.9％，第一世代セファロスポリン系は 288.0％，キノロ
ン系は 131.1％と増加，第三世代セファロスポリン系は
34.5％に減少していた。2024年の DDDsの内訳で最も多
かったのが 31.8％でマクロライド系，次いでリファマイ
シン系 20.6％，ペニシリン系 11.7％となった。マクロラ
イド系の使用件数の内訳は，CAM 59.3％，AZM 20.4％，
そして EM 20.3％であり，投与日数（使用日数/使用件数）
は EM 50.4日，CAM 26.1日，AZM 3.0日であった。
【考察】マクロライド系である CAMおよび EMは長期
投与が行われており，明らかに抗炎症作用などの非抗菌作
用を期待したマクロライド少量長期療法である。一方，次
いで割合の高かったリファキシミン（リファマイシン系）
は肝性脳症による高アンモニア血症の改善に用いられてい
る。これらは感染症治療に用いられておらず，使用を制限
するのは困難である。従って，これらの薬剤を除外して検
討を行わなければ，本邦の抗菌薬使用現状を十分に反映し
ているとは言えない。

80．当院の AWaRe分類評価による外来経口抗菌
薬適正使用推進への取り組み

中村 亮博，馬場 奈津美，團 優子
兵庫県立加古川医療センター薬剤部
【背景】2024年度の診療報酬改定により新設された抗菌
薬適正使用体制加算に AWaRe分類における Access抗菌
薬使用比率が要件のひとつに定められ，60％以上が目標
とされている。当院では 2018年に AST発足以降，院内
の抗菌薬の適正使用支援を行ってきたが，外来の抗菌薬に
関しては十分に介入できておらず，2024年 3月の Access
抗菌薬使用比率は 47.3％であった。この結果を受け，2024
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年 4月から AST薬剤師が中心となって外来経口抗菌薬適
正使用推進への取り組みを行ったので報告する。
【方法】毎月の感染対策委員会にて，感染対策連携プラッ
トフォームより算出した院内全体および各診療科の Ac-
cess抗菌薬使用比率について報告するとともに，継続し
て 60％を下回る診療科に対しては課題分析を行い，改善
に向けた提案を行った。また，薬剤部発行の院内ニュース
や研修会で AWaRe分類による抗菌薬適正使用を題材にし，
院内全体の教育を行った。
【結果】Access抗菌薬使用比率は 2024年 3月の 47.3％
から，2025年 3月に 59.3％まで徐々に上昇した。診療科
別では，泌尿器科で大きく上昇した。介入前は UTIや前
立腺・膀胱内生検後の感染予防に LVFXが使用され，Ac-
cess抗菌薬使用比率は 17.6％であったが，介入後の 2025
年 3月には 77.8％まで上昇した。
【考察】取り組み開始直後に CEX供給制限があり，変
化が乏しい時期も見られたが，診療科別の使用目的と課題
を分析し介入を行ってきたことにより，Access抗菌薬使
用比率は上昇傾向となった。今後も取り組みを継続し，60％
以上を目標とする。そのためには，感染症治療以外の目的
や非抗菌作用を期待した抗菌薬使用が課題である。例えば，
リファキシミンは抗菌薬使用の約 11％（2025年 3月）を
占めており，肝疾患患者を診療する当院では大きな負担で
ある。これらの抗菌薬の耐性菌リスクを考慮した適正使用
の推進と使用目的を加味した AWaRe分類の見直しが必要
ではないかと考える。

81．整形外科専門病院における抗菌薬適正使用支
援（AS）の取り組みと今後の課題

竹内 弘毅
えにわ病院薬剤科
【背景・目的】2018年度の診療報酬改定以降，各医療機
関で抗菌薬適正使用支援（AS）活動の重要性が増してい
る。当院は 150床，薬剤師 7名の整形外科専門病院であり，
感染症専門医は不在，薬剤師が AS業務に充てられる時間
は十分ではない。中小規模専門病院において薬剤師が AS
活動をいかに推進すべきか，またその活動が抗菌薬適正使
用にどの程度寄与しているかを明らかにするために，これ
までの活動を後方的に分析・評価した。
【方法】2019～2024年に実施した AS介入例と，2022～
2024年の抗MRSA薬，指定広域抗菌薬，キノロン系薬の
抗菌薬使用量（AUD）を調査した。加えて，過去 6年間
に当院で分離された大腸菌のキノロン系薬への感性率推移
も調査した。
【結果】AS介入件数は 2019年 79件（5カ月間），2020
年 344件と増加し，その後は年間約 180件で推移した。提
案受け入れ率は平均 9割と良好であった。薬剤師別 AS介
入件数では，主担当者が約 6割を占める一方，1～2%の
薬剤師もおり，偏りが確認された。平均 AUDは抗MRSA

薬 0.59，指定広域抗菌薬 0.14，キノロン系薬 1.8であり，
キノロン系薬は他薬より高値で推移していた。また，大腸
菌のキノロン系薬への感性率は 6年間で低下傾向を示した。
【考察・課題】提案受け入れ率は良好であった一方，薬
剤師間の介入件数の偏りがみられ，AS活動の維持・発展
には，AS業務の平準化と，介入に要する感染症・抗菌薬
知識の標準化が必要である。さらに，AUDおよび大腸菌
感性率の推移から，キノロン系薬の使用制御にはさらなる
介入の余地があるとも考えられた。今後は，プロセス指標
に加えアウトカム指標を明確にし，AS活動の効果を客観
的に評価できる体制の構築が課題である。
会員外共同研究協力者：宮嶋 恵美，尾鷲 麻由佳，松永
知華，杉山 誠，平野 あゆみ，本田 健太郎

82．急性期病院における慢性呼吸器疾患に対する
外来経口抗菌薬の処方実態調査及び AWaRe
分類に基づいた至適介入方法の探索

眞継 賢一，高崎 奈津希，上田 浩貴
関西電力病院薬剤部
【目的】抗菌薬の適正使用は AMR対策として重要であ
り，WHOは AWaRe分類を提唱している。2024年度の診
療報酬改定では「抗菌薬使用体制加算」が新設され，Access
抗菌薬の使用比率 60%以上が施設基準となったが，2023
年における Access抗菌薬の使用比率は 23.2%と低い。一
方，慢性呼吸器疾患に使用される抗菌薬はWatchに分類
されるため，Access抗菌薬の使用比率を下げる要因にな
るがどの程度影響するのか明らかでない。本研究では，当
院外来で経口抗菌薬が処方された慢性呼吸器疾患患者を対
象に AWaRe分類に基づく処方実態を後方視的に調査した。
【方法】2023年 4月から 2024年 3月までの慢性呼吸器
疾患に対する抗菌薬の使用割合，長期処方（91日以上）の
割合，肺非結核性抗酸菌症（肺 NTM）およびびまん性汎
細気管支炎（DPB）患者に対する『JAID/JSC感染症治療
ガイド 2023』推奨の抗菌薬・用量との一致率を算出し，マ
クロライド系薬を除外した場合の Access抗菌薬使用比率
への影響を調査した（倫理委員会承認番号：24-142）。
【結果】抗菌薬は 2,203件処方され，慢性呼吸器疾患に
対する AWaRe分類に基づく Access，Watch抗菌薬の使
用割合はそれぞれ 6.1%，84.1%であった。長期処方の割合
は 70.7%であり，そのうちマクロライド系薬が 70.0%占め
た。肺 NTM 142症例の 320薬剤のうち，257薬剤は推奨
薬が処方されていたが，その 23.4%（75薬剤）が推奨用量
未満であり，DPB 8症例は全例推奨薬・推奨用量であっ
た。マクロライド系薬を除外した場合の Access抗菌薬の
比率は 37.9%であった。
【考察】本研究により，慢性呼吸器疾患患者はWatch抗
菌薬の処方が多く，特に肺 NTM症における適正使用推進
の必要性が示唆された。長期処方例では，マクロライド系
抗菌薬の処方比率が高く，これが Access抗菌薬使用比率
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の低下に寄与していると考えられる。今後，慢性呼吸器疾
患に対する処方抗菌薬の院内プロトコルの整備や処方医へ
の教育を通じた適正化を図る必要がある。

83．経口第三世代セファロスポリン系薬の採用中
止による院内の抗菌薬処方動向および
AWaRe分類比率への影響

末廣 拓，明下 佳祐
愛媛県立中央病院薬剤部
【背景】薬剤耐性対策アクションプランにおける成果指
標の一つとして，経口第三世代セファロスポリン系薬（以
下，経口 3GCs）の使用量削減が掲げられている。経口 3GCs
は，軽症感染症に対して不適切に使用される傾向があり，
薬剤耐性菌の選択圧を高める一因とされている。当院では，
抗菌薬適正使用の推進を目的として，抗菌薬適正使用支援
チーム（AST）主導で 2020年に経口 3GCsの院内採用を
中止した。本研究では，これらの採用中止と関連する多面
的介入が，院内における経口抗菌薬の使用動向および
AWaRe分類に基づく Access群の比率に与えた影響を検
討した。
【方法】2020年 1月に経口 3GCsの採用中止を実施し，
クリニカルパスからの削除や他の薬剤への置換，院内回覧
による周知，第一世代セファロスポリン系薬剤の採用など
を行った。介入前（2019年），介入後（2020～2023年）の
抗菌薬使用量（AUD）および入院・外来それぞれにおけ
る AWaRe分類に基づく Access群の使用比率を評価した。
【結果】経口 3GCsの採用中止に伴い，クリニカルパス
において 9件で抗菌薬が削除され，3件でセファレキシン
やクラブラン酸/アモキシシリンへの置換が行われた。
AUDでは 2019年→2023年の間，ペニシリン系（1.437→
2.076）および第一世代セファロスポリン系（0.247→0.478），
第二世代セファロスポリン系（0.248→0.445）が増加。マ
クロライド系は 0.919→0.588と減少し，キノロン系はやや
減少傾向を示した。Access群抗菌薬の比率では入院で
2019年 35.14％→2020年 43.41％→2023年 47.52％，外 来
で 2019年 31.05％→2020年 35.99％→2023年 42.10％へ 上
昇した。
【考察】AST主導による経口 3GCsの採用中止により，
Access群抗菌薬使用比率の改善と抗菌薬選択の質的変化
が示された。特にペニシリン系・第一世代セファロスポリ
ン系の増加は，Watch群からのシフトを示唆し，抗菌薬
適正使用への貢献が示された。
会員外共同研究協力者：西野 雄貴，本間 義人

84．当院における Access抗菌薬の使用割合向上
への取り組みの評価

石原 義久
三愛病院薬剤課
【目的】薬剤耐性（Antimicrobial Resistance：AMR）の

問題が大きくなる一方で，新規抗菌薬の開発は停滞してお
り，将来にわたって抗菌薬を使用できる様に AMR対策を
行っていく必要がある。今回，抗菌薬の適正使用を推進す
るために，外来における Access抗菌薬の使用割合向上へ
の取り組みを評価したので報告する。
【方法】対象：2023年 10月～2025年 3月の，三愛病院
における感染対策連携共通プラットフォーム（以下，J-
SIPHE）からの還元情報。Access抗菌薬使用割合向上へ
の取り組み：医師への説明会，使用例の表の作成・配置お
よび情報共有，J-SIPHEからの還元情報の共有を行った。
取り組みの評価：開始前 2023年 10月～2024年 3月と開
始後 2024年 10月～2025年 3月の Access抗菌薬の使用割
合を比較するとともに，対象期間における使用動向推移を
ピアソンの相関係数（Pearson’s correlation coefficient）で
評価した。
【結果】医師に対し 3回の説明会を実施し，協働で腎機
能正常患者および低下患者に対する使用例の表を作成し外
来へ配置した。また近隣の調剤薬局に対して情報共有を
行った。J-SIPHEからの還元情報は，メーリングリストや
医局会を通じて共有した。Access抗菌薬の使用割合は，取
り組み開始前の 3.4%から開始後の 59.9%に増加した。対
象期間における Access抗菌薬の使用割合は有意に正の相
関を示した（R=0.782，p値=0.00013）。
【考察】複数回の説明会を行い，Access抗菌薬の使用例
の表を，医師と協働で作成し外来へ配置することでその認
知度は向上し，Access抗菌薬の使用割合が有意に増加し
たものと考える。しかしながら使用割合が低い月もあるた
め，研修会や，症例を積み重ねる事で，更なる使用割合の
向上を目指していく。

85．感染対策向上加算 2算定病院における，薬剤
師による血液培養介入の効果

原 弘士 1,2，北川 侑 2，櫻塲 秀一 2，山口 遥 2，
横山 悠香 1，小泉 晶子 2，加藤 英明 2,3

1横浜市立市民病院薬剤部
2横浜市立脳卒中・神経脊椎センター ICT
3横浜市立大学附属病院感染制御部
【緒言】血液培養陽性患者における薬剤師の介入が抗菌
薬適正使用へ貢献することは近年報告されているが，多く
は抗菌薬適正使用チームや感染対策チームの専従薬剤師が
介入に関わっている。当院は抗菌薬適正使用支援加算を算
定しておらず，抗菌薬適正使用に専ら関わる薬剤師は配置
されていない。そのような中で，血液培養陽性報告窓口を
当番制にすることで介入した効果を報告する。
【方法】2024年 4月～2025年 3月に血液培養が 1セット
以上陽性になった患者 39症例。培養結果，重症度，使用
抗菌薬，投与期間，薬剤師提案の内容，および受け入れ率，
30日および 60日生存率を後方視的に診療録から調査した。
【結果】39症例の内，36症例（92.3%）で薬剤師が介入



286 ���������	 Vol.74No.2

を行った。介入症例では，血液培養採取からの期間は平均
1.61日で，21症例（66.6%）が翌日に介入した。ICU外で
の介入時 qSOFAは 1.1点，陽性時の抗菌薬変更（追加）
提案は 16症例で受け入れ率は 100%であった。27症例
（75.0%）で培養結果判明後に抗菌薬が変更されており，変
更までの期間は 4.92日だった。抗菌薬未使用，転院およ
び化膿性脊椎炎であった症例を除いた 32症例でのトータ
ルの抗菌薬投与期間は 14.1日（グラム陽性菌 16.2日，グ
ラム陰性菌 12.6日）であった。転帰が確認できた患者（36
症例）の 30日および 60日生存率は 94.4%であった。
【考察】以前は専門薬剤師不在時には陽性の段階で介入
できない症例があったが，日勤帯は常に交代制で薬剤師が
窓口となる PHSを所持することで介入できる症例が増加
した。培養採取から介入までの期間が短くなったことで，
抗菌薬の変更を提案する機会が増えたと考える。夜勤，休
暇などで感染症を専門とする薬剤師が不在時にも対応が出
来ており，緊急時の SNSを使用した連絡体制や，後日の
専門薬剤師のフォローアップ体制が効果を発したと考える。

86．メロペネム供給制限による広域抗菌薬選択理
由の変化

宅江 良隼 1，山西 紀子 1，岡冨 大輔 1，布村 拓也 2

1広島赤十字・原爆病院薬剤部
2広島赤十字・原爆病院血液内科
【背景・目的】当院は感染対策向上加算 1算定施設と比
較して，メロペネム（以下MEPM）の使用量が突出して
多い。当院では，2022年の一部メーカーの供給停止によ
るMEPMの供給制限が継続していた時期に，使用量増加
に伴う供給困難を経験し，継続的な使用量の削減が課題と
なった。対策を検討するため使用量および使用理由につい
て調査した。
【方法】MEPMの使用量が増加した 2023年 8月を A期，
使用制限で減少した 2024年 2月を B期，再度増加した
2024年 8月を C期とした。広域抗菌薬の使用量は J-SIPHE
還元データを利用し，使用理由は広域抗菌薬使用時に提出
された届出用紙に記載された使用理由を集計した。
【結果】A期は調査期間の平均に比べMEPMの使用量
が 30％増加した。B期は 19％減少，C期は 25％増加し
た。使用理由の割合は，B期から C期で好中球減少性発
熱（以下 FN）が 22％から 8％に減少した。全期間にお
いて FNに対しMEPMを使用したのは主に血液内科で
あったが，A期から B期では使用回数が 37回から 24回
に減少し，B期から C期はさらに 11回まで減少した。一
方で血液内科の重症感染症の経験的治療に対する使用は
A期から B期は 68回から 43回に減少したが，C期は 47
回で横ばいだった。院内全体では重症感染症の経験的治療
に対する全届出薬使用回数はどの時期も同等だったが，B
期はMEPMの使用が減少した。
【考察】MEPM制限下では薬剤選択理由は変化した。当

院の血液内科においては，使用を抑える意識が継続し，FN
でのMEPMの使用は削減され他の抗菌薬に代替されたが，
治療に難渋することはなかった。一方で，重症例において
はカルバペネム系薬が必要であるものの，制限の解除に伴
う増加は認めなかった。MEPMの供給制限によりカルバ
ペネム系抗菌薬の使用方法に変化がみられた。平常時につ
いても制限下と同様に，薬剤選択理由毎に必要性を考える
事でカルバペネム系抗菌薬の適正使用がなされる可能性が
ある。

88．当院薬剤部の AS活動による AUD/DOTと
培養提出数の変化とその評価

宮上 桐豪 1，太田 賢作 1，池田 能利子 1，橋口 浩二 2

1日本赤十字社長崎原爆病院薬剤部
2日本赤十字社長崎原爆病院呼吸器内科
【背景】当院では以前より抗菌薬の低用量使用や初回開
始時の培養未提出症例が散見されていた。そこで 2022年
度より ASTを発足し院内の抗菌薬適正使用支援活動を開
始した。ASTの活動としてカルバペネム系薬，抗MRSA
薬を監視対象薬として設定し監視・介入を行っている。し
かし，人員不足のためそれ以外の抗菌薬については AST
の介入が時間的に困難であった。そこで AST監視対象外
の抗菌薬を非 ASTスタッフにフォローしてもらうため医
師へ適正用量の提案を行う際に参考となるよう腎機能別抗
菌薬推奨投与量を記載した表を作成した。また，培養提出
の促進を目的として初回抗菌薬開始時の培養未提出症例へ
の問い合わせを行えるよう新たに注射監査システムを作成
した。
【目的】AST監視対象外で特に使用頻度の高い TAZ/
PIPC，SBT/ABPC，CMZ，CTRX，CEZの 5剤について
の使用状況の調査を行うことにより非 ASTスタッフを含
めた薬剤部全体の AS活動への影響についての評価を行っ
た。
【方法】TAZ/PIPC，SBT/ABPC，CMZ，CTRX，CEZ
の 5剤について 2022年度以前と以後の 3年間の月ごとの
AUD/DOTの変化を比較・分析し，血培提出数の変化を
年度別に比較した。統計処理は対応のある t検定を使用し
有意水準は 1％とした。
【結 果】TAZ/PIPC，SBT/ABPC，CMZ，CEZの 4剤
の AUD/DOTは取り組み前と比べて有意に上昇した。
CTRXは有意差が見られなかった。培養の提出数は年々
増加し，2024年度の血培提出数は 3,470セットで 2019年
度の 1,667セットと比較すると 2倍以上に上昇した。
【考察】AST監視対象外の抗菌薬である TAZ/PIPC，
SBT/ABPC，CMZ，CEZの AUD/DOTが上昇したこと
や培養提出数が年々増加したことは非 ASTスタッフの取
り組みが影響の一つと考える。
【結論】今回の取り組みで AUD/DOTと培養提出数の
観点から一定の成果が得られたと評価する。AS活動を行
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う上で薬剤部では非 ASTスタッフの取り組みが重要であ
るため今後も継続して活動を行いたい。

89．β ラクタム系アレルギーの既往がある患者に
対する，整形外科周術期抗菌薬の現状調査

草刈 康平，川上 翔雅
川西市立総合医療センター薬剤科
【目的】整形外科手術においては術後感染予防のため，第
一選択薬としてセファゾリン（CEZ）の使用が推奨されて
いる。しかし，β ラクタム系のアレルギーを申告した患者
においては，詳細なアレルギー評価がなされないまま，代
替薬へ変更されるケースが少なくなく，感染予防効果の低
下や薬剤耐性菌の出現が懸念される。今回，当院における
抗菌薬選択の現状を明らかにすることを目的に調査を行っ
た。
【方法】2024年 4月から 1年間に当院整形外科で待機的
非感染症手術を受けた 687例を対象に，電子カルテを用い
て後ろ向きに調査を実施。β ラクタム系薬のアレルギー申
告のある患者に対し，PEN-FASTスコアおよび CDC STI
Guidelines 2021, IDSA Practice Guidelines for Drug Al-
lergyのリスク分類（以下 CDCリスク分類）に基づき，CEZ
投与の妥当性を評価した。
【結果】β ラクタム系アレルギー申告は 12例（1.7％）で，
被疑薬の内訳はペニシリン系 5例，セフェム系 5例，不明
2例であった。12例中 9例がクリンダマイシン（CLDM）
へ変更されており，残る 3例には CEZが投与され，いず
れも PEN-FASTスコアは 0点，CDCリスク分類も Low～
Moderateであり，経過観察下での CEZ投与が妥当と判
断された。CLDMに変更された症例の中には，評価不足
の症例が 3例，入院での観察下であれば CEZが使用可能
と考えられる例が 4例あった。周術期抗菌薬のアレルギー
の可能性がある症状が発現した症例は 2例（0.3％）であ
り，いずれも β ラクタム系薬のアレルギー歴がなく CEZ
が投与された症例であった。
【考察】PEN-FASTスコアによるアレルギー評価は有用
であると考えるが，これらの指標は外来でのペニシリンに
よる治療を想定している。ペニシリンと同程度，セフェム
系アレルギーの患者がいる事から，入院下でのセフェム系
薬を投与する場合に適した基準や，周術期における正確な
アレルギー聴取および多情報共有体制の強化が必要である。

91．感染症内科医及び病棟薬剤師の ASTカン
ファレンスへの参加による抗菌薬適正使用へ
の効果

宮田 志生 1,3，石川 智子 1,3，加藤 由香里 2,3，
川筋 仁史 4，兼田 磨熙杜 4，山本 善裕 4

1富山市民病院薬剤科
2富山市民病院感染防止対策室
3富山市民病院 AST3）

4富山大学附属病院感染症科
【背景・目的】薬剤耐性対策のために，多くの施設で AST
が抗菌薬適正使用に努めている。また，2023～2027年実
施目標の AMRアクションプランに，カルバペネム系抗菌
薬の 1日使用量 20％削減が追加され，AST活動方法の見
直しが必要と考えられた。当院では 2018年度に ASTを
結成し，2020年度に薬剤師を専従化，2021年度より週 1
回大学から感染症科医が入院患者の感染症診療と ASTカ
ンファレンスに参加している。さらに専従薬剤師の他に，
ASTを兼任する病棟薬剤師を増員し，2023年度より 3名
のローテーション体制で，ASTカンファレンスに参加し
ている。本研究は，感染症科医及び病棟薬剤師の ASTカ
ンファレンスへの参加と抗菌薬適正使用への効果を，メロ
ペネム（MEPM）及びタゾバクタム/ピペラシリン（TAZ/
PIPC）の使用量の変化で評価した。
【方法】AST発足後の 2019～2020年度を第 1期，感染
症科医介入後の 2021～2022年度を第 2期，病棟薬剤師が
AST兼任となった 2023～2024年度を第 3期とし，各期間
のMEPM及び TAZ/PIPCの抗菌薬使用密度（AUD），
抗菌薬使用日数（DOT）の推移を比較した。
【結果】MEPMの AUDは各期間において，20.3，19.7
および 14.8であり，第 2期と第 3期で有意に減少した。ま
た，DOTは 34.4，28.4および 20.9であり，各期間で有意
に減少した。一方 TAZ/PIPCの AUDは 11.7，10.4およ
び 10.5であり，各期間で有意な変化はなく，DOTは 15.3，
12.5および 13.2であり，DOTは第 1期から第 2期にかけ
て有意に減少した。
【考察】感染症科医の専門的な関与と病棟薬剤師による
主治医への確実なフィードバックがMEPM使用量減少に
つながったと考えられた。また，TAZ/PIPCの使用量が
変化しなかったことは，MEPMの代替薬が適切に選択さ
れていると考えられた。
会員外共同研究協力者：岩本 雅世，舟瀬 和美，宮下 知
治，寺崎 靖

92．臨床医の意識に変化を与え，研修医を巻き込
んだ AS活動

庄島 裕人 1，茶谷 元晴 2，野洌 孝二 1，竹越 靖晃 1

1市立長浜病院薬剤局
2市立長浜病院消化器内科
【背景・目的】2024年度の診療報酬改定において，抗菌
薬適正使用体制加算が新設された。当院の ASTでは掲示
物や院内通知を行ってきたが効果は限定的であった。今回
電子カルテシステムの活用や研修医に対して抗菌薬適正使
用の教育を行い Access抗菌薬の使用率向上に取り組んだ
ので内容を報告する。
【方法】2024年 6月から段階的に取り組んだ後の入院患
者におけるMEPM，経口第 3世代セファロスポリン系薬
の AUD，外来における Access抗菌薬使用量の変化を 2023
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年 6月から 2024年 5月と 2024年 6月から 2025年 5月で
比較した。取り組み内容として 1．採用抗菌薬の AWaRe
分類一覧と広域抗菌薬適正使用に関する啓発ポスターの掲
示 2．採用抗菌薬の見直し 3．Watch，Reserveに該当
する抗菌薬処方時のアラート 4．クリニカルパスの抗菌
薬見直し 5．細菌検査結果の表示内容見直し 6．アンチ
バイオグラムの電子カルテ掲示板への反映 7．研修医の
AS活動参加が挙げられる。
【結果】2023年 6月から 2024年 5月と 2024年 6月から
2025年 5月の入院患者におけるMEPMおよび経口第 3世
代セファロスポリン系薬の平均 AUDについてMEPM：
2.10→1.36，経口第 3世代セファロスポリン系薬：0.36→
0.27にそれぞれ変化した。また，外来における Access抗
菌薬の使用量比率は 27.750％→30.887％に変化した。
【考察】掲示物や院内通知だけではなく電子カルテシス
テムを利用することや研修医に対する取り組みなど多角的
な視点で AS活動をすることで臨床医の抗菌薬選択に影響
を与え，入院患者だけでなく，外来患者の抗菌薬使用量に
変化を及ぼした。
会員外共同研究協力者：高木 順平，山科 聡，伊吹 美穂，
西野 万由美，高木 紀美子，中村 寛子，西脇 直美，藤木
智美

93．MSSA及びMRSA菌血症患者における治療
マネジメントバンドル遵守率からみる非常勤
感染症内科医の効果

福山 裕季子，丸本 一希，多々見 俊輔，寺崎 展幸，
西窪 奈津子
兵庫県立西宮病院薬剤部
当院では，AST（Antimicrobial Stewardship Team）活

動の一環として血液培養陽性者の治療マネジメントバンド
ルを電子カルテに記載している。今回，非常勤感染症内科
医の AST加入前後で，MSSA（Methicillin-Sensitive Staphy-
lococcus aureus）及びMRSA（Methicillin-Resistant Staphy-
lococcus aureus）のバンドル遵守率に与えた影響を調査し
た。
MSSA・MRSA血培陽性者を対象に，A群：バンドル
記載の開始初期（2019年 4月～2020年 3月）と B群：感
染症内科医の関与後（2024年 4月～2025年 3月）におけ
るバンドル遵守率，転帰について，電子カルテで調査した。
＜ブドウ球菌バンドル 1：抜去可能であれば血管内カテー
テル早期抜去，2：心エコーで IE・弁膜症確認，3：初回
血培から 2～4日後の血液培養陰性化確認，4：陰性化から
2週間の治療（静注のみ評価），5：IE・骨髄炎など合併の
場合は最低 6週間以上の治療が必要＞なお，治療経過中の
死亡例は除外した。
対象症例数は A群 31：B群 34，各群の結果は，バンド

ル 3遵守率（37%：53%），バンドル 4遵守率（35%：69%），
30日以内死亡率（再入院率）（23%：12%），退院・転院率

（68%：85%）であった。
非常勤感染症内科医の ASTへの加入は，血液培養結果
の解釈，抗菌薬の選択・投与期間の判断などの専門的助言
により，ASTへの信頼度・治療マネジメントバンドル遵
守率の向上と予後改善に寄与した可能性が示唆された。
会員外共同研究協力者：笠井 正志，井上 智恵

94．当 院 に お け る Antimicrobial stewardship
（AS）の取り組みと抗菌薬使用推移の検討（第
2報）

八木 心平，山本 恭子，松原 啓太
ツカザキ病院
【背景】当院ではラウンドを毎日実施し，従来はラウン
ド対象を 38℃以上の発熱患者，当院の指定抗菌薬を開始
または長期使用されている患者，血液培養陽性患者として
いた。以前に本学会において ASTラウンドで協議した内
容のカルテ記録を強化し，その結果として抗菌薬の狭域化
につながったことを報告した（第 1報）。更なる AS活動
の拡充を図り，2024年 9月から長期使用の対象薬剤を全
ての注射用抗菌薬へ拡大した。今回はその後の抗菌薬の使
用傾向の推移について報告する。
【方法】同一抗菌薬が 8日以上継続して使用された患者
を対象として，ASTラウンドでその妥当性について検討
し，休薬が望ましいと判断された症例にはその旨をカルテ
に記載した。2024年 1～8月を第 1期，2024年 9月～2025
年 5月を第 2期と定め，2つの期間において抗菌薬を A
群（TAZ/PIPC，MEPM，LVFX）と B群（SBT/ABPC，
CTRX，第 2世代セフェム系）および A群，B群を含む
全ての注射用抗菌薬について，DOT/1,000 Patient-days（抗
菌薬使用日数）の推移を調査した。更に同期間における，
ASTラウンドでカルテ回診した症例数と ASTからの休薬
の提案件数・受諾率について調査した。
【結果】第 1期と第 2期を比較し，DOTは A群では 43.1
→39.5，B群では 105.1→100.1，全ての注射用抗菌薬では
215.6→210.9といずれも有意に減少した。ASTラウンドで
カルテ回診した症例数は 325→567件/月，休薬の提案件数
は 8.8→14.8件/月と増加した。休薬の提案に対する受諾率
は 40→42%で推移した。
【考察】ラウンド対象を拡大したことで休薬の提案件数
が増加し，治療期間の短縮につながったと考えた。治療期
間の短縮は，薬剤耐性や副作用発現の予防につながり，更
には抗菌薬適正使用にも寄与したと考察する。一方で休薬
の提案に対する受諾率に変化はなく，受諾率の向上が今後
の課題である。
会員外共同研究協力者：浦里 恵司，飯田英隆
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95．DASC（Days of Antibiotics Spectrum Cov-
erage）を用いた Klebsiella pneumoniae 菌
血症に対する抗菌薬適正使用支援活動の評価

福元 裕介 1，池田 賢一 2，児玉 祐一 3，新田 哲也 4，
楠生 亮 5，川村 英樹 6

1鹿児島市立病院薬剤部
2鹿児島市立病院内科
3鹿児島市立病院小児科
4鹿児島市立病院歯科口腔外科
5鹿児島市立病院感染制御部
6鹿児島大学大学院医歯学総合研究科感染症専門医養成講
座
【目的】当院では AS活動として，血液培養陽性例に対
するカンファレンスやフィードバックを通じて抗菌薬適正
使用を推進している。DOTは使用量の把握に有用だがス
ペクトラムを反映しないため，適正使用評価には不十分で
ある。近年，抗菌スペクトラムを数値化した DASCが注
目されている。本研究では DASCを用いて K. pneumoniae
菌血症の抗菌薬使用状況を評価した。
【方法】2014～2024年に当院で入院治療を受け，血液培
養で K. pneumoniaeが検出され，静脈的抗菌薬治療が行わ
れた 18歳以上を対象とした。膿瘍形成，ESBL産生菌，他
感染症併発，好中球減少症など治療選択が規定される例，
治療完遂前の転院・死亡例を除外し，108例を解析した。
【結果】DASCと DOTは緩やかに低下したが，First ASC
や DASC/DOT比に大きな変化はなかった。回帰分析で
は，DASCは主に DOTで説明され（β＝9.4，Adjusted
R2＝0.80），First ASCの寄与は限定的であった。Time
Groupは有意な説明因子ではなかった。
【結論】DASC低下はスペクトラム縮小より治療期間短
縮の影響が大きく，DASCは DOTと併用することで AS
活動の質を評価する指標として有用と考えられた。今後は
初期治療スペクトラムの最適化や臨床アウトカム評価体制
の構築が課題である。

96．当院における経口第 3世代セファロスポリン
系抗菌薬削減に向けての取り組みと成果

伊東 健司
聖霊病院 AST
【目的】経口第 3世代セファロスポリン系抗菌薬は吸収
率が悪く，血中濃度が上がらず，治療効果として期待でき
ない可能性がある。しかし，多数の診療科で使用されてい
る。また AMRアクションプランでは削減目標となってお
り，AWaRe分類でもWatchに分類され，使用削減が必
要である。そこで当院採用のセフカペン（以下，CFPN-PI）
を削減するための取り組みを行い，評価する。
【方法】1）2024年 6月に医局会・感染対策委員会で
CFPN-PIの削減について報告・協力依頼を行った。2）口
腔外科・眼科に介入し，パスを見直した。3）2024年 1～6

月と 2024年 10月～2025年 3月における入院・外来の
CFPN-PI，CFPN-PIの代替薬となり得る Access抗菌薬の
アモキシシリン（以下，AMPC），クラブラン酸/アモキ
シシリン（以下，CVA/AMPC），セファレキシン（以下，
CEX）の使用量を比較した。対象は全診療科・口腔外科・
眼科・産婦人科・耳鼻科とし，使用量は抗菌薬使用密度（以
下，AUD）を用いた。
【結果】入院における CFPN-PIの AUD平均値は全診療
科：30.89→2.73，口腔外科：972.82→0，眼科：456.82→0，
産婦人科：139.10→55.35，耳鼻科：40.48→0と減少した。
AMPCの AUD平均値は全診療科：1.42→15.48，口腔外
科：0→444.57と増加した。CVA/AMPCの AUD平均値
は耳鼻科：0→14.06と増加傾向であった。CEXの AUD
平均値に有意な差はなかった。外来における CFPN-PIの
AUD平均値は全診療科：20.88→4.94，口腔外科：219.13
→0，耳鼻科：52.78→9.06と減少した。AMPCの AUD平
均値は口腔外科：9.31→139.60と増加した。CVA/AMPC
の AUD平均値は耳鼻科：0→4.04，CEXの AUD平均値
は耳鼻科：35.57→50.68と増加傾向であった。
【考察】今回の介入によって CFPN-PIの使用量を削減す
ることができた。しかし，依然として入院・外来共に使用
されており，更なる介入が必要と考える。また AMPC，
CVA/AMPC，CEXの使用量はバラツキがあり，今後の
動向に注意が必要と考える。

97．バンコマイシンの抗菌薬ロック療法に薬剤師
が寄与した 1症例

福谷 優希，潮田 真生，松井 美恵子
協和会病院薬剤科
【背景・目的】カテーテル関連血流感染（CR-BSI）の治
療は中心静脈カテーテル（CVC）の抜去が原則であるが，
デバイスの抜去が困難な場面は多い。今回，薬剤師が処方
設計を行い，抗菌薬の全身投与と抗菌薬ロック療法を併用
してルートを温存し治療を行った。また，治療開始前に看
護師と患者情報を共有し，副作用の早期発見に繋がった症
例を経験したため報告する。
【症例】88歳女性。アスピリン，イベルメクチンにアレ
ルギー歴あり。上行結腸癌で食事摂取が困難となり，X－
1年 12月に CVCを挿入した。2週間後に発熱のため CVC
を抜去し，血液培養よりMRSEが検出された。X年 1月
に CVCを再挿入するが 3週間後に発熱し CR-BSIが疑わ
れた。本患者は経鼻胃管の挿入は望まれず，末梢静脈路の
確保は困難であったため，CVCを温存した治療が選択さ
れた。
【介入内容】AST担当薬剤師はロック療法の報告例があ
る抗菌薬の種類と希釈濃度，施行時間や施行方法について
主治医より相談を受けた。血液培養でMRSEが検出され
たことや文献等から抗菌薬はバンコマイシン（VCM）を
提案し，ロック療法は 5 mg/mLで 4時間，全身投与は初
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回 1,250 mg，維持量 500 mgを 1日 1回で処方設計をした。
発表者は治療開始前に看護師へ処方意図や薬剤混注手技の
説明を行い，本患者は複数の薬剤にアレルギー歴があるた
め，高濃度の VCM投与による副作用出現の可能性を考え，
ケア時の観察強化を依頼した。治療開始後は効果や副作用
の確認，VCMの血中濃度モニタリングを行った。
【治療経過】投与 3日目より解熱し経過は良好であった
が，投与 10日目より皮疹が出現した。VCMが皮疹の原
因と考え，計 10日間で投与終了となった。その後は感染
の再然はなかった。
【考察】ロック療法は奏効し，事前に看護師と患者情報
を共有したことによって，副作用の早期発見に繋がったと
考える。今後も薬剤師は積極的な抗菌薬の処方介入に加え，
情報共有にも努めたい。

98．静岡県の薬局薬剤師を対象とした外来抗感染
症薬認定薬剤師制度の知名度調査と認定取得
者増加に向けた課題

尾熊 貴之 1,2

1浜松医科大学医学部附属病院臨床研究センター
2おおぞら薬局半田山店
【目的】日本化学療法学会は 2022年に薬局薬剤師を対象
とする「外来抗感染症薬認定薬剤師制度」を新設したが，
現在その取得者は演者を含む僅か 7人に留まっている。本
制度では認定者が学会に申請をすることで，参加者が必要
単位を取得できる研修会を開催することができるため，静
岡市，浜松市で講演を実施し，認定制度の知名度や認定取
得に向けた課題を調査した。
【方法】2024年 5月に静岡市，2025年 6月に浜松市で，
薬局薬剤師を対象とした薬剤師会主催の研修会に講師とし
て登壇し，講演を実施した。事前に Googleフォームで無
記名アンケートを作成し，講演の最後に任意で回答を依頼
した。
【結果】静岡市では 48人，浜松市では 63人から回答が
得られた。外来抗感染症薬認定薬剤師制度の存在を知って
いたか，という質問では，静岡市で 42人（87.5％），浜松
市で 57人（90.5％）が「いいえ」と回答した。また，感
染症診療の原則を意識した薬学的介入をしたことがあるか，
という質問では，静岡市で 44人（91.7％），浜松市で 51
人（81.0％）が「いいえ」と，在宅施設等でグラム染色や
培養結果などを目にする機会があるか，という質問では，
静岡市で 44人（91.7％），浜松市で 54人（85.7％）が「一
度も無い」もしくは「在宅に関わっていない」と回答した。
認定取得に対する課題を問う自由記述では，症例報告への
不安（経験がない，患者情報が少ない等）が散見された。
【考察】本調査により，認定制度の知名度の低さが明ら
かになった。認定取得には疑義照会や在宅医療を含む症例
報告が必須となるが，在宅医療に関わっていない薬剤師も
存在する。また，薬局薬剤師が得られる患者情報から，感

染症診療の原則を意識した症例介入をすることは非常に困
難なのが現状である。更に，疑義照会例以外にどのような
症例が想定されるのか不明瞭であるため，学会ホームペー
ジ上のサンプル症例を充実させるなど具体的な支援策が必
要と考えられる。

102．当院における血液培養陽性例の分析と感染
フォーカス別の起炎菌傾向の検討

松本 芳樹 1,2，三木 芳晃 3，安井 良則 1

1大阪府済生会中津病院感染管理室
2大阪府済生会中津病院薬剤部
3大阪府済生会大阪北リハビリテーション病院薬局
【背景】当院では 2016年 4月より，抗菌薬適正使用支援
チーム（AST）が設置され，抗菌薬適正使用に取り組ん
でいる。今回 ASTが血流感染と判断した全例について，
感染フォーカスおよび起炎菌の傾向を分析したので報告す
る。
【方法】2022年 1月から 2024年 12月までの 3年間にお
ける血液培養陽性 1,373例のうち，ASTが血流感染と判
断した 1,097例について後方視的に分析した。
【結果】感染フォーカスの内訳は，3年間を通じて尿路
系が最多で，2022年は 23.0%，2023年は 23.9%，2024年
は 25.2%であった。次いで胆道系が多く，2022年 14.2%，
2023年 22.5%，2024年 17.8%であった。血流感染の起炎
菌としては，尿路系および胆道系いずれも大腸菌が最多で
あった。尿路系では，大腸菌のうち ESBL産生菌の割合
は 2022年 47.8%，2023年 27.6%，2024年 25.4%と減少傾
向を示した。キノロン耐性大腸菌の割合も 2022年 61.7%，
2023年 48.2%，2024年 28.4%と減少傾向を示した。一方，
胆道系においては大腸菌のうち ESBL産生菌の割合は
2022年 17.6%，2023年 16.7%と推移したが，2024年には
28.0%と増加傾向を示した。キノロン耐性大腸菌の割合は
2022年 23.5%，2023年 30.6%，2024年 24.0%であった。
【考察】尿路感染症由来の血流感染では，ESBL産生大
腸菌及びキノロン耐性大腸菌が減少傾向であり，地域での
キノロン系薬使用適正化が影響した可能性がある。一方，
胆道系では ESBL産生菌が増加しており，異なる感染リ
スクの関与が示唆される。起炎菌の動向には地域の抗菌薬
使用や感染対策が強く影響するため，ローカルファクター
の分析と臨床現場への還元が，抗菌薬の適正使用推進に寄
与すると考えられる。
会員外共同研究協力者：田中 敬雄

103．感染管理システム導入に伴う AST業務の効
率化への取り組み

松村 莉紗 1，大野 真孝 3，北川 誠子 1，沖元 秀都 4，
井口 紘利 1，玉置 尚 1，赤松 祐季 1，唐木 麻衣 1，
上田 智也 1，古田口 愛 1，西村 翔 2

1兵庫県立はりま姫路総合医療センター薬剤部
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2兵庫県立はりま姫路総合医療センター感染症内科
3兵庫県立淡路医療センター薬剤部
4兵庫県立粒子線医療センター薬剤科
【背景】兵庫県立はりま姫路総合医療センター（以下，当
院）は 2022年 5月に統合再編され，病床数が 350床から
736床へと増加した。薬剤部では週 1回の抗菌薬適正使用
支援チーム（AST）カンファレンス資料を作成する際に
監視対象抗菌薬（抗MRSA薬，カルバペネム系抗菌薬，タ
ゾバクタム/ピペラシリン，注射用キノロン薬，第四世代
セフェム系抗菌薬）を投与している患者について投与薬剤，
投与日数，病棟等の情報を抽出し，患者カルテから各種情
報（入院経過，投与対象疾患，投与量，培養結果等）を確
認し，Excelへ手入力していた。しかし経時的な経過を確
認するには，前回抽出時の Excelから引用して引き継ぐ必
要があり，作業が煩雑なことに加え，患者数の増加で業務
負担が増えることが考えられた。そこで，これらを可能な
限り一括で抽出できるよう（株）A ＆ Tにカスタマイズ
を依頼した新たな感染管理システム CLINILAN IC-3（以
下，新システム）を導入したことで業務効率化の取り組み
を行った。
【方法】2020年 4月から 2022年 3月での旧病院及び 2023
年 4月から 2025年 3月での当院においての月毎の平均抽
出人数，ASTとしての介入件数を比較した。また，旧病
院及び当院における AST活動時間の調査も行った。
【結果】ASTで抽出した患者数（AST介入件数）は，旧
病院で平均 118.9人（11.8件）/月，統合後の当院では平
均 134.7人（10.7件）/月であった。また，AST活動時間
は旧病院，当院ともに約 2.5日/週でモニタリングを実施
しており，差は認められなかった。
【考察】統合後，監視対象抗菌薬投与患者数は増加して
いたが，新システムの導入により，バイタルの経過や検査
値，併用薬，培養結果などを一画面で経時的に確認できる
ようになり，旧病院と同等の時間で ASTカンファレンス
資料作成が可能となった。今後も新システムを活用し，
AST介入の拡大と充実に貢献していきたい。

104．タゾバクタム/ピペラシリンの早期モニタリ
ングの効果：分割時系列分析による使用量
評価

浦上 宗治 1，的野 多加志 1，岡 祐介 1，長崎 皓光 2，
青木 洋介 1,3

1佐賀大学医学部附属病院感染制御部
2佐賀大学大学院医学系研究科博士課程
3なゆたの森病院
【目的】タゾバクタム/ピペラシリン（TAZ/PIPC）は
広域抗菌薬であるため，抗菌薬適正使用支援を優先的に実
施すべき抗菌薬の一つである。早期モニタリングは抗菌薬
適正使用支援の有効な介入手法の一つとして推奨されてお
り，その使用量削減効果が注目されている。本研究では，

この早期モニタリングが TAZ/PIPCならびにその他の広
域抗菌薬の使用量に及ぼす影響を，分割時系列分析を用い
て評価した。
【方法】本研究では，2014年 1月から 2014年 7月を早
期モニタリングの実施前，2014年 8月から 2024年 12月
を実施後とし，分割時系列分析（StataNowⓇ 19 BE）によ
り以下の抗菌薬使用量の変化を評価した。
主要評価項目は，TAZ/PIPCの Antimicrobial Use Den-
sity（AUD：100 patient-days）における slope changeお
よび level changeとした。副次評価項目は，カルバペネ
ム系，第 4世代セファロスポリン系，およびキノロン系の
AUDにおける slope changeおよび level changeとした。
【結果】主要評価項目である TAZ/PIPCの AUDは，
slope changeが－0.52（p＜0.05）お よ び level change
が－0.05（p＜0.05）と，いずれも有意な減少を示した。副
次評価項目では，第 4世代セファロスポリン系の AUDの
slope changeが 0.62（p＜0.05）と有意に増加した。その
他については，有意な変化は認められなかった。
【考察】早期モニタリングによって TAZ/PIPCの使用
量は実施直後に減少し，さらに持続的な減少傾向がみられ
た。一方，第 4世代セファロスポリン系の使用量は実施直
後に増加したものの，持続的な増加傾向は見られなかった。
【結語】TAZ/PIPCの早期モニタリングは他の広域抗菌
薬への代償的な影響を限定的に留めながら使用量を効果的
に減少させることができる。

105．ESBL産生腸内細菌菌血症の尿路感染症に
おける経口抗菌薬治療の現状と評価

髙田 正弘 1,2，星川 果南 2，西田 朋洋 2

1呉医療センター感染対策部
2呉医療センター薬剤部
【目的】本研究は，当院における腸内細菌科細菌の腎盂
腎炎における経口抗菌薬治療とその転帰について，基質特
異性拡張型 β ―ラクタマーゼ（ESBL）産生かどうかでの
違いを明らかにする調査である。
【方法】当院は 700床の市中病院で，抗菌薬適正使用支
援チーム（AST）専従薬剤師を中心に活動している。期
間は 2021年 4月から 2025年 5月（49カ月），対象は尿路
感染症として当院入院 467名のうち Eschierichia coli，また
は Klebsiella spp.，または Proteus spp.の菌血症患者 357名
とした。本研究は，ESBL産生腸内細菌科細菌（ESBL群：
79名）と非産生（non-ESBL群：278名）を比較した単施
設コホート調査である。評価は，1）点滴から経口への変
更率，2）経口抗菌薬の内訳，3）経口抗菌薬への AST介
入率，4）治療期間，5）30日再燃率とした。解析は，数
量変数に U-test，カテゴリー変数に Fisher’s exact testを
用い，有意水準は 5％とした。
【結果】1）経口ステップダウン率は，ESBL群 20.3％（16
名/79名），non-ESBL群 28.1％（78名/278名）と差はな



292 ���������	 Vol.74No.2

かった（p=0.17）。2）経口抗菌薬は，ESBL群でMINO（50％）
が最も多く ST，FOMが選択され，non-ESBL群で CCL/
CEX（55.1％）が最も多かった。3）それらの AST介入率
は，ESBL群 62.5％（10名/16名），non-ESBL群 19.2％（15
名/78名）と有意な差がみられた（p＜0.01）。4）治療期間
（中央日［四分位範囲］）は，点滴期間において ESBL群 7
日［6～8］，non-ESBL群 8日［6～14］，経口期間におい
て ESBL群 6日［5～7］，non-ESBL群 6日［5～7］と そ
れぞれ差が認められなかった．5）30日再燃率は ESBL群
6.7％，non-ESBL群 1.4%と差は認められなかった。
【考察】経口抗菌薬の治療転帰は ESBL産生かどうかに
よる違いが認められなかったため，MINO，FOM，STは
有効な経口抗菌薬であることが示唆された。また，ESBL
産生腸内細菌科細菌への経口抗菌薬の選択において，AST
の積極的な介入がされていたことも併せて分かった。

106．ESBL産生菌に対するセフメタゾールの有
用性―広域抗菌薬との治療成績比較―

立石 翼１，山本 健太１，滝波 昇悟１，上原 慎也２

１川崎医科大学総合医療センター薬剤部
２川崎医科大学総合医療センター泌尿器科
【目的】多剤耐性化の懸念からカルバペネム系抗菌薬を
温存した治療が推奨されているが，カルバペネム系の代替
薬として使用されることがあるタゾバクタム/ピペラシリ
ン（TAZ/PIPC）も同様に広域な抗菌薬であり，より挟
域な抗菌薬への変更が望まれる。本研究ではメロペネム
（MEPM）または TAZ/PIPCを投与された広域群と，セ
フメタゾール（CMZ）を投与された CMZ群との治療成績
を比較検討した。
【方法】2021年 4月 1日～2024年 3月 31日の間に当院
へ入院し，ESBL産生菌を原因菌とする感染症治療を受け
た患者を対象に，後方視的解析を実施した。患者をMEPM
または TAZ/PIPC投与の広域群，CMZ投与の CMZ群に
分類し，治療成績を比較した。
【結果】対象期間中，広域群 93例，CMZ群 38例が該当
した。広域群は集中治療室（ICU）への入室が有意に多く
（p＜0.01），治療開始時の CRP値も高かった（p=0.03）。
抗菌薬の投与期間は，広域群 9日，CMZ群 7.5日であり，
CMZ群が有意に短かった（p=0.04）。検出微生物に関して
は両群共に同一菌種で有意差はなかった。感染巣は，広域
群では呼吸器感染が有意に多く（p=0.043），CMZ群では
尿路感染が有意に多かった（p＜0.01）。抗菌薬関連下痢症
の発症は CMZ群で有意に少なかった（p＜0.01）。30日以
内死亡率は広域群でやや高かったが統計学的有意差はなく，
臨床的治癒率は CMZ群で有意に高かった（p=0.02）。ICU
入室症例を除外した解析でも同様の傾向が認められた。
【考察】重症度の影響を調整しても CMZ群の治療成績
が良好であり，治療期間短縮，下痢症減少，治癒率向上が
示 唆 さ れ た。CMZはMEPMや TAZ/PIPCに 代 わ る

ESBL産生菌感染症治療薬として有用性が示された。

107．抗菌薬供給不安定に伴う周術期抗菌薬変更
が泌尿器科手術の術後経過に及ぼす影響

豊島 佳那子
山陰労災病院薬剤部
【背景】近年，抗菌薬の供給不安定により，周術期抗菌
薬の選択が制限される状況がみられる。当院では経尿道的
尿管結石破砕術（TUL）の周術期抗菌薬としてセフォチ
アム（CTM）を使用していたが，供給困難によりセフメ
タゾール（CMZ）へ変更した。両薬剤は抗菌スペクトル
に大きな差異はないが，CMZは NMTT基を有しており，
凝固系への影響が報告されていることから，抗菌薬の変更
が術後の血尿を含む臨床経過に影響を及ぼさないかを検討
した。
【方法・結果】2024年 1～12月に当院で TULを施行さ
れ，周術期に CTMまたは CMZが投与された 45例（CTM
群 27例，CMZ群 18例）を対象とした。術後 1・2日目の
血尿発生率，術後 48時間以内およびそれ以降の発熱の有
無，術後在院日数について群間比較を行った。
術後 1日目の血尿は CTM群 40.7％，CMZ群 41.2％，2
日目はそれぞれ 40.0％，33.3％であり，いずれも有意差は
なかった。術後 48時間以内の発熱は CTM群 0例，CMZ
群 1例（5.6％）で，48時間以降の発熱は両群とも確認さ
れなかった。術後在院日数の中央値は CTM群 3日，CMZ
群 4日であり，有意差は認められなかった。
【結論】CTMから CMZへの変更は，TUL術後の臨床
経過に有意な差を与えないことが示され，抗菌薬の供給不
安定という課題に対して柔軟な対応が可能であることが示
唆された。
会員外共同研究協力者：冨岡 謙二，田路 澄代

109．オキサゾリジノン系薬に関連する視神経障
害の評価：FAERSを用いたファーマコビジ
ランス解析

中野 祐樹 1,2，宮崎 元康 3

1福岡県済生会二日市病院薬剤部
2佐賀大学医学部附属病院薬剤部
3福岡大学筑紫病院薬剤部
【目的】リネゾリドは多剤耐性グラム陽性菌に有効なオ
キサゾリジノン系抗菌薬だが，視神経障害を含む有害事象
が報告されている。一方，同系統のテジゾリドは安全性が
高いとされるものの，視神経障害に関する情報は限られて
いる。本研究では米国 FDAの有害事象報告システム
（FAERS）を用いて，オキサゾリジノン系薬剤に関連する
視神経障害と臨床的特徴を評価した。
【方法】2014年 7月から 2024年 4月までの FAERSを
用いて，後方視的なファーマコビジランス解析を実施した。
視神経障害に関連するシグナルの検出には，報告オッズ比
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（ROR）および情報成分（IC）を用いた不均衡分析を行っ
た。臨床的な特徴を評価するために，対象薬剤における視
神経障害以外の報告例を対照として副作用発症までの日数
を log-rank検定で比較した。また，視神経障害を呈した
報告の特徴を Firth補正ロジスティック回帰モデルで検討
した。
【結果】視神経障害に関するシグナル（ROR＞1かつ IC
＞0）が検出されたのはリネゾリドのみであり，この結果
は感度分析においても一貫していた。リネゾリド関連視神
経障害の発現は，他のリネゾリド関連有害事象と比較して
中央値 64.0日（95%信頼区間［CI］：29.0～122.0）と有
意に遅かった（p＜0.001）。また，リネゾリド関連視神経
障害は，60歳未満（調整オッズ比：6.86，95% CI：2.36～
26.51，p＜0.001）および累積投与量 720 mg/kg以上（調
整オッズ比：7.96，95% CI：2.93～20.62，p＜0.001）とい
う特徴を示した。
【結論】オキサゾリジノン系薬剤の中でリネゾリドのみ
視神経障害のシグナルが検出され，特に 60歳未満の症例
や高累積投与量を伴う症例という特徴を示した。これらの
患者においては，定期的な眼科的モニタリングを推奨する
必要がある。
会員外共同研究協力者：今給黎 修，蓮輪 博嗣

111．非小細胞肺がん患者における免疫チェック
ポイント阻害薬治療への抗菌薬投与が与え
る影響因子の探索

荒木 有希 1，佐藤 秀紀 1，星 貴薫 2

1札幌南三条病院薬剤部
2北海道科学大学薬学部
【目的】腸内細菌叢の異常は，免疫チェックポイント阻
害薬（ICI）の効果を低下させるとの報告がある。特に，広
域スペクトル抗菌薬との併用による腸内細菌叢の恒常性の
変化がその一因に挙げられている。Geriatric Nutritional
Risk Index（GNRI）は血中アルブミン値と体重/理想体重
比から算出される栄養関連のリスク指標で重症化の指標に
用いられている。本研究では，抗 PD-1抗体であるアテゾ
リズマブ，抗 PD-L1抗体であるニボルマブ，ペムブロリ
ズマブによる治療において抗菌薬使用と GNRIが，全生存
期間（OS）や無増悪生存期間（PFS）に与える影響因子
であるか調査した。
【方法】2015年 12月から 2017年 3月に札幌南三条病院
で初回治療に ICI療法を行った非小細胞肺癌患者 240名を
対象に，ICI療法前の抗菌薬の使用状況および GNRIが，OS
や PFSに与える影響について後方視的に調査した。GNRI
は ROC曲線により得られたカットオフ値に基づき，High
群と Low群に分類した。
【結果】ICIによる治療開始前に抗菌薬投与群は，非投
与群に比べて，OSや PFSが有意に短かった（p＜0.05）。
また，GNRI＜90の Low群において，治療前に抗菌薬投

与症例が有意に多く認められた。多変量解析において，治
療前の抗菌薬使用および Low群 GNRIが，OSや PFSに
影響を及ぼす独立した因子であった。
【考察】今回の調査で，ICI治療開始前の抗菌薬投与が
OSや PFSに影響を与えることが示唆された。また Low
群 GNRIは，感染症重症化のリスクが高く，治療開始前に
抗菌薬を投与する頻度が高いことも ICIの効果に悪影響を
与えていたと考える。さらに，低 GNRIは OSや PFSに
影響を及ぼす独立因子であったが，抗菌薬治療の真の免疫
調節効果とは無関係に OSに影響を与えた可能性も否定で
きなかった。
【結論】ICI治療開始前に抗菌薬を投与していた群では，
OSや PFSが有意に短かった。また，低 GNRIは ICI治療
前の抗菌薬使用に関連し，OSや PFSに影響を与えていた。

112．バンコマイシン投与中の乳児における体外
式膜型人工肺（ECMO）療法の影響：症例
報告

白石 ちひろ 1，加藤 秀雄 2

1福岡大学薬学部救急災害医療薬学教室
2三重大学医学部附属病院薬剤部
【緒言】バンコマイシン（VCM）は，メチシリン耐性黄
色ブドウ球菌（MRSA）による感染症の予防および治療に
用いられるグリコペプチド系抗菌薬である。VCMの薬物
動態（PK）は腎排泄に依存するため，腎機能や体液バラ
ンスの影響を強く受ける。体外式膜型人工肺（ECMO）療
法は血液量や分布容積の変化などを介し抗菌薬の PKに影
響を及ぼすが，特に乳児に関する VCMの知見は限られて
いる。本症例では，ECMO療法中に VCMを投与された
中等度の腎機能低下を有する乳児の VCMの PKプロファ
イルを報告し，今後の投与設計の課題を考察する。
【症例】生後 2カ月，体重 4,380 g，ECMO療養中の日
本人男児。MRSA肺炎の予防を目的に，VCMが 12.0 mg/
kgの 8時間毎で投与開始された。X＋3日目のトラフ濃度
は 27.1 μg/mLと高値であったため，VCMの投与が中止
された。VCM投与中止の 24時間後（X＋4日目）のトラ
フ濃度は 18.6 μg/mLであった。X＋5日目から 9.0 mg/kg
の 12時間毎で再開されたが，X＋6日目に 36.1 μg/mLと
上昇が認められ，再び，VCMの投与が中止された。X＋7
日目には VCMのトラフ濃度が 22.4 μg/mLまで低下した。
これらの血中濃度の測定結果に基づき，一次条件付き最小
二乗法で解析を行った結果，VCMの血漿クリアランスは
0.053 L/kg/h，分布容積は 2.19 L/kg，半減期は 29.5時間
と推定された。
【考察】本症例では，ECMO療法および腎機能低下によ
り VCMのクリアランスが著しく低下し，半減期の延長お
よび血中濃度の蓄積が認められた。乳児では体液動態や腎
機能が急速に変動するため，ECMO療法中は投与間隔の
延長や血中濃度の頻回モニタリングが必要である。さらに，
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乳児特有の PK変動を反映した母集団 PKモデルやシミュ
レーションに基づく投与戦略の構築が今後の課題である。
会員外共同研究協力者：江川 孝，岩本 卓也

116．新たなパネル PosMIC1Jを用いたバンコマ
イシン耐性腸球菌（VRE）に対するダプト
マイシン（DAP）への感受性の検討

横山 佳代，末延 道太，藤野 優，原尻 学志，
石井 稔浩
アルメイダ病院
【背景と目的】全国と比べて大分県においては近年，VRE
の検出数が増えてきており，届け出患者数も増加の一途を
辿っている。腸球菌は消化管内の常在菌ではあるが，高齢
者や免疫が低下した患者においては消化管外臓器に対して
重篤な感染症を引き起こす。VREに対する治療選択肢と
しては，ダプトマイシン（DAP）やリネゾリド（LZD）な
どが挙げられ，薬剤感受性は保たれているといわれている。
CLSI M100-S26では Enterococcusに対す る DAPのMIC
値≦4 μg/mLで感性とされているが，当院で採用してい
るベックマン・コールター社の Pos BP Combo1Jパネル
（以下従来パネル）では，DAPは 1 μg/mLまでしか測定
できず，これまで約 94%の株で DAPの感受性判定が不
能であった。しかし，新たなパネル PosMIC1J（以下新規
パネル）においては，DAPは 4 μg/mLまで測定可能で
あり，検出域を広げて検討することができるため，DAP
を治療選択肢とすることができる可能性が高くなる。感染
対策チーム（ICT）・抗菌薬適正使用支援チーム（AST）
において協議の上，治療の選択肢を増やす必要があると考
えた。
【方法】2023年 4月 1日から 2025年 3月 31日までの間
に当院で検出した 20検体を用いた。従来パネルにおいて
DAPによるMIC値が＞1 μg/mLのために判定不能と
なっていた E. faecium株（VRE）の 20検体（血液 5検体，
喀痰 7検体，尿 8検体）に対して新規パネルを用いて，改
めて DAPに対する薬剤感受性を検討した。
【結果】20検体中の 18検体（90%）においてMIC値＝
2 μg/mL，2検体（10%）においてMIC値＝1 μg/mLと
なり，すべての検体において感性と判定された。
【考察と結語】VRE感染症が蔓延している地域において
は，薬剤感受性への追加検査に対する需要は高くなる。今
回の検討では，新規パネルを使用したすべての検体に対し
て感性と判定され，治療選択肢を広げることができた。
DAP治療中に感受性が低下する報告もあるため，その場
合にも活用できると考える。

学部生セッション

18．長崎大学中分子化合物ライブラリーを用いた
肺非結核性抗酸菌症に対する新規薬剤の探索

丸山 眞平 1,2，森尾 瞭介 2，入舩 理 2，芦澤 信之 2，
吉田 將孝 2，武田 和明 2，平野 勝治 2,5，
井手 昇太郎 2,3，岩永 直樹 2，髙園 貴弘 2，
泉川 公一 4，栁原 克紀 6，迎 寛 2

1長崎大学医学部医学科
2長崎大学病院呼吸器内科
3長崎大学病院感染症医療人育成センター
4長崎大学病院感染制御教育センター
5長崎大学病院臨床研究センター
6長崎大学病院検査部
【背景】肺非結核性抗酸菌（Non-tuberculous mycobacte-
ria；NTM）症は最近の 20年間で増加の一途をたどる慢
性気道感染症である。難治性肺Mycobacterium avium com-
plex（MAC）症に対してはアミカシンリポソーム吸入用
懸濁液が使用可能となり，肺Mycobacterium abscessus（M.
abscessus）症に対してはクロファジミンが使用可能になる
など，肺 NTM症治療の選択肢は広がっているものの，マ
クロライド耐性の肺MAC症やM. abscessus症の治療に対
して有効な治療薬はいまだ少なく，治療に難渋するケース
も多い。今回，我々は長崎大学薬学部，医学部，工学部，
環境科学部などの有機化学系研究室から収集した中分子化
合物をライブラリー化した長崎大学中分子化合物ライブラ
リーを用いて，MACおよびM. abscessusに対して抗菌活
性を有する化合物のスクリーニングを行った。
【方法】M. aviumは ATCC700737株を，M. abscessusは
ATCC19977株を使用した。cation adjusted Mueller-Hinton
brothに DMSOに溶解した化合物を加え，M. aviumおよ
びM. abscessusと混合培養した。コントロールと比較して
増殖抑制率が 90%以上のものをヒット化合物候補とした。
【結果】160種類の中分子化合物をスクリーニングした
結果，14の化合物がM. avium，M. abscessusの両者に対
して 90%以上の増殖抑制を示した。今後は，これら化合
物について希釈系列による再現性の確認を行い，抗菌作用
を有する化合物を同定する作業を行っていく予定である。
会員外共同研究協力者：石原 淳，武田 弘資

若手臨床検査技師セッション

11．全自動尿中有形成分分析装置 UF-1500におけ
る尿中細菌の BACT-Info. の分析性能評価

片山 雄貴 1,2，韮澤 慎也 1，荒井 爽良 1，
佐藤 勇樹 1,2，安田 満 1,2，髙橋 聡 1,2

1札幌医科大学附属病院検査部
2札幌医科大学医学部感染制御・臨床検査医学講座
【目的】尿路感染症は世界的に罹患数の多い細菌感染症
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の一つであり，適切な初期抗菌薬選択のためには原因菌の
早期推定が重要である。早期推定のためには，グラム染色
や培養検査などが必要であるが，検査体制が整っていない
施設も多く臨床への迅速な結果報告が困難な場合がある。
小規模医療機関を対象として開発されたシスメックス株式
会社製全自動尿中有形成分分析装置 UF-1500（製造販売届
出番号：28B1X10014000060，以下 UF-1500）は，非遠心
尿を用い 1検体あたりの測定時間は約 2分で，細菌グラム
染色性情報（以下，BACT-Info.）（研究用項目）も表示さ
れる。本研究では，UF-1500の BACT-Info. によるグラム
染色推定精度について，尿培養検査結果と比較し，その性
能を評価した。
【対象と方法】2023年 10月から 2025年 3月までに札幌
医科大学附属病院を受診した患者で，尿培養検査の依頼が
あった検体を対象とし，UF-1500での測定および培養検査
を行った。
【結果】対象となった 1,384検体のうち，UF-1500で細
菌数が 106/mL以上の 378症例において BACT-Info. の陽
性的中率はグラム陽性菌で 63.8%，グラム陰性菌で 87.0%，
グラム陽性菌とグラム陰性菌の混合検体で 61.2%との結果
となった。一方，細菌数が 105～106/mL未満の 216症例
については，陽性的中率はそれぞれ 26.3%，42.9%，33.4%
となり，著しく低い結果となった。
【結語】UF-1500の BACT-Info. は，尿路感染症の原因
菌となるグラム陰性菌に対して高い陽性的中率を示した。
一方，細菌数の少ない尿検体では陽性的中率が低下する傾
向がみられた。今後は，グラム染色における検出感度との
比較を通じて，臨床での実用性をさらに検証する必要があ
る。

若手薬剤師セッション

1．臍帯血移植後に生じた Pseudomonas aerugi-
nosa 菌血症の治療中に Stenotrophomonas
maltophilia 菌血症を合併した 1例

岸本 翔 1，澤田 真嗣 1,2，藤田 将輝 1,2，川口 皓平 1，
友金 幹視 1

1京都第二赤十字病院薬剤部
2京都第二赤十字病院感染管理室
【背景】Stenotrophomonas maltophilia（以下，S. maltophilia）
は多剤耐性菌の一種で，免疫抑制者では重篤な感染症を生
じうる。今回，Pseudomonas aeruginosa（以下，P. aeruginosa）
菌血症治療中に S. maltophilia菌血症を合併し，抗菌薬選
択に苦慮した症例を経験した。
【症例】48歳女性。急性骨髄性白血病に対し臍帯血移植
が行われた（day 0）。移植前日の day－1に発熱したが，
セフェピム開始後に解熱した。day 8に発熱し，同日に採
取した血液培養から P. aeruginosaが分離されたため，抗菌
薬はメロペネム（MEPM）に変更となった。同菌はMEPM

に感性であり，day 10に解熱した。day 13に発熱と腹痛
が生じ，同日に採取した血液培養からブドウ糖非発酵菌を
疑うグラム陰性桿菌が分離された（day 14）。MEPM投与
下の持続菌血症であったため，P. aeruginosaの耐性化を疑
い day 15にトブラマイシン（TOB）が追加となった。し
かし，day 17に同菌は S. maltophiliaと同定されたため，
TOBを中止しミノサイクリン（MINO）へ変更となった。
その後，腹痛，発熱は改善し，day 21に血液培養陰性化
と白血球生着の兆候を確認した。MINOは day 33まで投
与して治療は終了した。
【考察】本症例はMEPM投与下で生じた持続菌血症に
対して P. aeruginosaの耐性化を想定して治療を強化したが，
実際には過去培養で検出歴のない S. maltophiliaが同定さ
れ，結果として同菌への適切な治療介入が遅れた。S. malto-
philiaは混合感染を生じうることが知られているが，同菌
が P. aeruginosaに連続して菌血症を起こす報告は少なく，
本症例のように微生物学的に有効と考えられる治療が奏効
しない場合は，耐性化だけでなく他菌種の関与も想定した
抗菌薬選択が重要と考えられる。また，本症例は白血球生
着前に S. maltophilia菌血症を生じ，血球減少の懸念から
ST合剤ではなくMINOを選択して奏効を得た。このよう
な状況下でMINOは有用な治療選択肢の一つになりうる。

2．Pseudomonas aeruginosa による感染性心内
膜炎を伴う人工血管感染の再発に対し，長期
経口抗菌薬療法が奏功した 1例

安田 和樹
新古賀病院
【背景】人工血管置換術後における感染性合併症は重篤
な経過をたどることがあり，特に Pseudomonas aeruginosa
による人工血管感染や感染性心内膜炎は治療に難渋するこ
とが多い。本症例では，人工血管感染治療後に抗菌薬を中
止した後に再発し，長期内服によって再発を防止した 1例
を経験したため報告する。
【症例】72歳女性。大動脈弁閉鎖不全症および上行大動
脈瘤に対し大動脈弁置換術と上行大動脈置換術を施行。術
後に Pseudomonas aeruginosaによる人工血管感染を発症し，
約 2カ月間の抗菌薬治療にて軽快。その後，抗菌薬投与な
しで経過観察していたが，数カ月後に発熱と菌血症を伴い
再発。血液培養より再度 Pseudomonas aeruginosaが検出さ
れ，感染性心内膜炎・人工血管感染の診断にいたった。
【治療と経過】再発時に経静脈的に約 7週間 CFPM＋
AMKの併用療法を実施。臨床症状および炎症反応は改善
し，血液培養陰性化を確認後，再発予防を目的に LVFX
を内服継続。以後 1年以上の経過観察で再発を認めていな
い。
【考察】Pseudomonas aeruginosaはバイオフィルム形成能
により慢性感染や再発のリスクが高く，また薬剤耐性を獲
得しやすく抗菌薬選択と治療期間に難渋する。本症例では，



296 ���������	 Vol.74No.2

抗菌薬中止後の再発を経験したことから，長期的な予防的
内服が奏効したと考えられる。また稀な病態であるが，
Pseudomonas aeruginosaによる人工血管感染に対しては長
期的抗菌薬管理を考慮すべき可能性がある。
【結語】Pseudomonas aeruginosaによる感染性心内膜炎を
伴う人工血管感染において，静脈投与後の長期経口抗菌薬
投与により再発を抑制し得た 1例を経験した。本症例は，
長期的な抗菌薬管理の意義を示唆するものである。

3．肥満患者に対するテイコプラニン初期投与設
計における体重補正の検証

吉田 由佳 1，檜山 洋子 1,2，片岡 達夫 1，冨田 隆志 1，
松尾 裕彰 1

1広島大学病院薬剤部
2広島大学大学院微生物医薬品開発学
【背景】テイコプラニン（TEIC）は有効性・安全性の面
より治療薬物モニタリング（TDM）が推奨される。肥満
患者に対し，抗菌薬 TDM臨床実践ガイドライン 2022（ガ
イドライン）でアミノグリコシド系薬（AGs）は補正体重
を用いた体重調整による投与設計が推奨されているが，
TEICは明確ではない。この度，肥満患者に対し TEIC初
期投与設計での体重調整の必要性を検討した。
【方法】広島大学病院で 2020～2024年に TEICを投与し
た成人患者のうち，4日目に血中濃度測定及び標準化推算
糸球体濾過量 30～60 mL/min/1.73 m2の例を対象とした。
体重あたりの TEIC負荷総投与量（D）と血中濃度（C）の
比（C/D）を BMIと評価し，C/D=0.375（目標血中濃度 15
μg/mL到達へのガイドライン推奨負荷量 40 mg/kg/3
days）を基準に群分けを行い，Receiver Operating Charac-
teristic（ROC）解析した。さらに，実体重，補正体重，理
想体重によるガイドライン推奨の強化負荷量 50 mg/kg/3
days投与時の推定血中濃度を評価した。
【結果】68例（男性 52，女性 16）対象，年齢中央値［四
分位範囲］は 72［62～77］歳。C/Dと BMIに正の相関（p
=0.011），C/D＞0.375と BMIに相関を認めた（p=0.0498）。
ROC解析で算出した BMIカットオフ値 24.2以上の 29例
では，実体重での強化負荷量投与による副作用域（＞40
μg/mL）到達は 1例（3%）の BMI＞35である高度肥満
例だった。一方，体重調整した強化負荷量投与では，補正
体重で 5例（17%），理想体重で 10例（35%）が目標治療
域 20 μg/mLを下回ると推定された。
【考察】TEICの C/Dと BMIの正の相関は，肥満患者
の体重あたり分布容積の低下が一因と考えられる。TEIC
は AGsと比べ治療域が広く，実体重を使用した投与量で
も副作用域にいたりにくい一方，理想・補正体重を使用す
ると目標治療域に到達できないリスクがある。故に体重調
整の必要性は低いと考えられたが，高度肥満患者の体重調
整については症例を増やして検討する必要がある。

4．ノモグラムを用いた薬剤師によるバンコマイ
シン初期投与設計の提案がもたらす臨床効果
の検討

吉井 稔紀，田村 美穂，崎山 達矢，松富 香名子，
岡田 直人，北原 隆志
山口大学医学部附属病院薬剤部
【背景】バンコマイシン（VCM）の投与設計ではソフト
ウェアに基づく AUC評価が求められる。ソフトウェアを
使用できない場合は母集団 PK平均パラメータから作成し
たノモグラムを使用することがガイドラインで推奨されて
いるが，ノモグラム使用の臨床的有用性は未だ検討されて
いない。本研究はノモグラム使用による VCM初期投与設
計と臨床効果との関連について解析した。
【方法】2022年 8月から 2024年 7月の間に山口大学医
学部附属病院で VCMの血中濃度を測定した患者を，ソフ
トウェア使用群，ノモグラム使用群，初期投与設計なし群
に群分けし，定常状態血中濃度，AUC0-24/MIC，急性腎障
害発現率について，各群で比較した。また各群において血
液培養から VCMの投与が必要な菌種が検出された患者を
対象に VCM投与後の臨床反応について検討した。
【結果】ソフトウェア使用群は 129例，ノモグラム使用
群は 75例，投与設計なし群は 39例であった。AUC0-24/MIC
≧400の達成割合は，ソフトウェア使用群は 61.2%，ノモ
グラム使用群は 54.1%だったが，初期投与設計なし群では
28.2%であり，残差分析の結果，AUC0-24/MIC≧400の割
合は投与設計なし群で有意に低かった。急性腎障害発現率
はソフトウェア使用群で 5.4%，ノモグラム使用群で 10.8%，
初期投与設計なし群で 7.9%であり，各群で差はなかった。
血液培養陽性者における早期臨床反応は，ソフトウェア使
用群では 72.7%，ノモグラム使用群では 60%，初期投与設
計なし群で 0%（対象者 1例のみ）であった。
【結論】ノモグラムを用いた投与設計による AUC0-24/MIC
の目標値達成率はソフトウェア使用と同程度であることが
示された。一方で，初期投与設計に薬剤師が関与しない場
合は AUC0-24/MICの目標値に到達しにくいことが示唆さ
れた。VCMの効果を担保するためには，ノモグラムやソ
フトウェアを用いた投与設計による薬剤師の関与が重要で
あると考えられる。

5．バンコマイシンの 2点採血における採血タイ
ミングの検討

岸本 卓，漢那 迪華，井澤 成恵，親富祖 翔太郎，
新垣 千夏，又吉 やよい，浜元 善仁
浦添総合病院薬剤部
【目的】TDMガイドラインでは VCM 3回目投与前後の
採血が推奨されているが，当院では，業務効率化の観点か
ら症例によって 2回目投与前後への前倒し採血も実施した。
採血タイミングの違いによって AUCの推定誤差や AKI
の発生率にどのような影響を与えるのか，後方視的に調査
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し多変量解析による独立因子の探索を行ったので報告する。
【方法】2024年 4月から 2025年 3月までに 2点採血を
実施した症例のうち，2回目投与前後群（n=29）と 3回目
投与前後群（n=41）の 70例を対象とした。精度検証とし
て AUC（AUC0-24及び AUCss）の推定誤差，安全性の検証
として AKI発生率の 2項目に対して群間比較を行った。
AUCの推定誤差はWelchの t検定，AKI発生率は Fisher
の正確確率検定で比較した。
さらに，AUCの推定誤差を目的変数とし，群，年齢，
eGFR，投与量，病棟の 5項目を説明変数とした重回帰分
析を実施した。
【結果】群間比較では AUC0-24の推定誤差（p=0.23），AUCss
の推定誤差（p=0.21），AKIの発生率（p=0.63）でいずれ
も有意差を認めなかった。重回帰分析では，AUC0-24の推
定誤差モデルは補正 R2=0.078，有意 F=0.068で，群間差
は認めず（p=0.11），年齢のみが有意因子（p=0.007）であっ
た。AUCssの推定誤差モデルは補正 R2=0.102，有意 F=0.035
であったが群間差は認めなかった（p=0.07）。
【結論】AUC0-24の推定精度は大きく損なわれないため，2
回目投与前後での採血は実臨床で許容可能な選択肢となり
得る。また，2回目投与前後での採血では，AUCssの推定
誤差が大きくなることを踏まえて投与設計する必要がある。
今後は症例数の拡大と残余交絡・臨床アウトカムを含めた
検証により，早期採血の妥当性をさらに明確化する必要が
ある。
会員外共同研究協力者：上地 まお

6．バンコマイシンにおける初回負荷投与と早期
AUCに関連する因子の探索

北田 衛，岡野 翔，重成 大介
札幌禎心会病院薬剤部
【目的】バンコマイシン（VCM）は，早期 AUCが有効
性および安全性に関連することからその重要性が高まって
いる。抗菌薬 TDMガイドライン 2022に準じた初回負荷
投与で初日または 2日目の AUC≧400を達成する可能性
は高まるとされているが，臨床現場では AUC0-24h＜400と
なる事例にしばしば遭遇する。本研究では，適切な投与量
で初回負荷投与を行った場合において，AUC0-24h＜400と
なる要因を検討した。
【方法】2018年 4月～2025年 3月までの期間，開始投与
量≧25 mg/kgで VCMを投与した患者 95例を対象に，
AUC0-24h＜400群と≧400群で背景因子を比較し，多変量ロ
ジスティック解析を用いて AUC0-24h＜400となる因子を検
討した。TDM解析にはバンコマイシン TDMソフトウェ
ア PAT ver. 3.0を使用した。予防投与，TDM未実施例，
透析患者は除外した。
【結果・考察】対象は AUC0-24h＜400群 45例，≧400群 50
例であった。多変量解析の結果，BMI＜18.5（オッズ比：
14.30，95%CI：4.08～49.80，p＜0.001）および開始（投与

量mg/kg）（オッズ比：0.66，95%CI：0.52～0.86，p=0.002）
が有意に関連していた。これらの結果から，現行のガイド
ラインで推奨する初回負荷投与量では，やせ型の患者にお
いて AUC0-24h≧400の達成が困難となる可能性が示唆され
た。今後は，これらの患者背景を有する症例において
AUC0-24h≧400を達成できる初回負荷投与の有効性・安全
性を検討する必要があると考える。

7．AST抗菌薬適正使用介入が Access抗菌薬使
用率改善に与える影響について

小鹿 海里 1，田杭 直哉 1,2，黒田 香織 1,2，
近藤 匡慶 1,2，菅谷 量俊 1，丸山 弘 2,3，林 太祐 1

1日本医科大学多摩永山病院薬剤部
2日本医科大学多摩永山病院感染制御部
3日本医科大学多摩永山病院消化器外科
【目的】2024年度診療報酬改定で，「抗菌薬適正使用体
制加算」が新設され，WHO必須医薬品リストに基づく Ac-
cess抗菌薬（狭域スペクトラムで耐性化リスクが低い第
一選択薬）の使用率 60％以上が算定要件となった。本研
究では，抗菌薬適正使用支援チーム（AST）による介入
が Access抗菌薬使用率に与える影響を評価した。
【方法】2016年 11月～2019年 10月の外来経口抗菌薬使
用量を後方視的に調査した。2017年 11月～2018年 10月
の AST介入を境に介入前を 2016年 11月～2017年 10月
（I群）と介入後を 2018年 11月～2019年 10月（II群）に
分類した。経口第 3世代セファロスポリン抗菌薬の採用の
見直し，経口フルオロキノロン系抗菌薬の使用届出制の導
入，腎機能障害患者への投与量の適正化であった。抗菌薬
使用量は J-SIPHEシステムを用いて DDDs/1,000 outpa-
tientsで算出し，AWaRe分類に基づき評価した。
【結果】Access抗菌薬の全体使用量は I群で 24,915.8
DDDs，II群では 44,365.9 DDDs，使用率は 11.5％から
18.0％に有意な増加を認めた（P＜0.05）。経口第 3世代セ
ファロスポリン系抗菌薬は I群で 65.7 DDDs/1,000 outpa-
tients，II群では 33.5 DDDs/1,000 outpatients。またフル
オロキノロン系抗菌薬の使用量は I群で 103.9 DDDs/
1,000 outpatients，II群では 41.9 DDDs/1,000 outpatients
で有意に減少した（P＜0.05）。
【考察】ASTの活動により外来領域の抗菌薬使用量適正
化および Access抗菌薬使用率増加につながることが認め
られた。しかし一方でWatch抗菌薬使用量増加などの影
響もあり，Access抗菌薬使用率を 60％以上まで引き上げ
ることは困難であった。今後はマクロライド系抗菌薬の適
正使用推進，医療従事者への継続的教育など更なる対策が
必要である。
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8．感染制御領域における薬剤師レジデント制度
の評価

首藤 あみ 1，加藤 善章 1，高野 雅己 1，
西村 悠里佳 1，小瀬 佳奈子 1，山本 雅人 1，
八木 哲也 2，池末 裕明 1

1名古屋大学医学部附属病院薬剤部
2名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
【背景・目的】近年，抗菌薬適正使用や感染対策の重要
性が高まっており，感染症領域における薬剤師の果たす役
割が注目されている。名古屋大学医学部附属病院の薬剤師
レジデント制度は前期研修の医療薬学一般コース，後期研
修の医療薬学専門コースから構成され，専門コースの一つ
に感染制御領域を設置している。薬剤師レジデント後期研
修として同コースに従事した成果を評価した。
【方法】感染制御専門コースでは 1年間を通し，届出対
象抗菌薬使用症例への初期介入，ASTカンファレンスで
の症例報告，TDM対象抗菌薬の投与設計，ICT環境ラウ
ンドの実施，院内広報誌の作成，ワクチン調製業務等に従
事し，抗菌薬適正使用支援および院内感染対策について実
践的に学ぶ体制である。本検討では 2021年 4月～2025年
3月に従事した薬剤師レジデントの活動内容を評価した。
【結果】評価期間内に 4名のレジデントが感染制御専門
コースに参加し，指導薬剤師のもと業務に従事した。届出
抗菌薬を対象とした prospective audit and feedbackは年
間 2,464件（IQR：2,286～2,595）あり，そのうち 19%に
あたる 464件（399～834）をレジデントが担当した。抗
MRSA薬・広域抗菌薬長期使用例を対象とした ASTカン
ファレンスでは，年間 1,313件（1,213～1,359）について
治療方針を検討した。また，院内感染対策活動として年間
50回の環境ラウンドに参加した。
【考察・結論】感染制御専門コースでは，入職 2年目か
ら感染症領域に関する実践的業務に幅広く従事することが
できる。また，多職種との協働を通じて，各職種の役割理
解やコミュニケーションの重要性を学ぶ機会を得ている。
若手薬剤師の段階でのこれらの経験は，将来的なキャリア
形成やチーム医療への貢献につながる基盤になると考えら
れる。さらに，本制度を通じて感染症領域に携わる薬剤師
が増加しており，業務体制の継続性および安定性の向上に
も寄与している。
会員外共同研究協力者：西村 映里，藤野 泰孝，溝口 博
之

専攻医セッション

22．Schizophyllum commune による真菌症を合
併した上顎洞異物症例

岡田 拓真，河野 正充，保富 宗城
和歌山県立医科大学医学部耳鼻咽喉科・頭頸部外科
【はじめに】副鼻腔内異物は慢性副鼻腔炎や副鼻腔真菌

症の原因となり，慢性的な頭痛や副鼻腔周囲の違和感をき
たす。近年では，歯科治療に由来する上顎洞異物が真菌塊
形成の契機となる症例が報告されている。
【症例】患者は 59歳女性で，主訴は右上顎違和感および
頭重感である。20XX－5年に近医歯科にて上顎洞内異物
を指摘されていたが，自覚症状が乏しく経過観察とされて
いた。20XX年 Y月，多発性嚢胞腎に対する生体腎移植
の術前評価として，頭頸部スクリーニング目的に当科紹介
となった。初診時，副鼻腔 CTにて左上顎洞内に針状の高
吸収域と軟部影を認め，内視鏡所見では左中鼻道より膿性
後鼻漏を認めた。20XX年 Y＋4月に内視鏡下鼻副鼻腔手
術を施行したところ，上顎洞内に真菌塊を疑うおから状組
織と針状異物を認めた。異物は歯科用根管充填材である
ガッターパーチャポイントと判明した。病理組織学的検査
では，上皮組織への炎症細胞浸潤とともに真菌の存在が確
認され，培養検査にて Schizophyllum communeが同定され
た。術後経過は良好であり，膿性後鼻漏と自覚症状の消失
を確認した。
【考察】本症例は歯科治療に由来する異物が契機となり，
副鼻腔真菌症を引き起こした稀な例である。とくに Schizo-
phyllum communeは比較的まれな原因菌であり，免疫低下
状態との関連も示唆される。副鼻腔内異物が無症候性で
あっても，真菌感染や慢性炎症の温床となり得るため，早
期の摘出を考慮すべきである。

研修医セッション

3．黄色ブドウ球菌血症のフォローアップ血液培
養の最適な採取セット数に関する検討

王 然，武藤 義和
公立陶生病院感染症内科
【目的】黄色ブドウ球菌血症（SAB）は，人口 10万人
あたり年間 10～30例の発症率を示し，30日死亡率は約
16％とされる重篤な疾患である。しかし，菌血症の消失
を判定するために必要な陰性血液培養のセット数について
は，臨床ガイドラインや先行研究において明確な定義はな
い。そこで本研究では，SAB患者におけるフォローアッ
プ血液培養の適切な採取セット数を後方視的に検討した。
【方法】2017年 1月から 2024年 12月までに公立陶生病
院で SABと診断され血液培養陰性を確認された患者を対
象に，年齢，性別，既往歴，生活歴，併存疾患，症状，血
液培養の本数とタイミング，使用抗菌薬，臨床経過，検査
結果，ならびに予後を電子カルテより後方視的に抽出し解
析を行った。
【成績】検討期間中に 271例の SAB患者が確認された。
平均年齢は 72.5歳（±19.7歳），男性は 177例（65.3％），
人工物留置が確認されたのは 42例（15.5％），陰性確認時
の血液培養が 1セットのみの例は 123例（45.4％）であっ
た。MRSAは 29例（10.7％）に認められ，併存疾患では
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高血圧が最多で 125例（46.1％），次いで糖尿病が 91例
（33.6％）であり，播種性病変は感染性心内膜炎（10例，
3.7％），椎体炎（23例，8.5％）が多く認められた。血液
培養陰性までの中央値は 5.6日（IQR：4～7）であり，1
セット群と 2セット群において，28日死亡率は 13.2% vs
10.5％（P＝0.52），90日死亡率は 26.4％ vs 23.4％（P＝0.63）
であった。一方で，持続菌血症は 13例（4.8％）であった
が，そのうち 12例（92.3％）のフォローアップ血液培養
で 2セット中 1セット陽性となる時期が含まれていた。
【結論】持続菌血症例の 92.3％に 2セット中 1セット陽
性という過程があった。つまり，1セットのみで陰性と判
断された症例の中にも，2セット採取することで持続菌血
症を検出された例があった可能性がある。しかし予後には
有意差がなかったため，臨床判断に応じた柔軟な対応も選
択肢となりうる。

6．当院における慢性維持透析患者での血液培養
陽性例の臨床的検討

佐々木 晴香，武藤 義和
公立陶生病院感染症内科
【目的】透析患者は慢性的な免疫不全状態にあり，特に
vascular-accessによる感染率は 0.4～30人/1,000カテーテ
ル日と報告されている。原因菌は黄色ブドウ球菌や腸内細
菌，緑膿菌，ESBL産生菌など多岐にわたり，地域によっ
てその傾向は異なる。適切な初期治療戦略の構築には，地
域ごとの実態把握が不可欠である。そこで本研究では，透
析患者における菌血症の治療マネジメント構築の一助とす
べく，当院における臨床的特徴とリスク因子を後方視的に
検討した。
【方法】2018年 5月から 2024年 12月の間に公立陶生病
院で血液培養陽性となった慢性維持透析患者を対象とし，
電子カルテから年齢，性別，併存疾患，感染巣，原因菌，
予後などの情報を収集・分析した。
【成績】対象は 119例，平均年齢 74.2歳（±10.3），男性
91例（76.5％），BMI 20.7（18.4～23.5）。外来採取の血液
培養陽性は 85例（71.4％）であった。透析導入からの日
数は 90日以内が 9例（7.6％），90日から 3年が 38例
（31.9％），3年以上が 72例（60.5％）。併存疾患は高血圧
（79.0％），糖尿病（64.7％），慢性心不全（35.3％）の順に
多く，感染巣は胆道感染が最多（16.8％），シャント感染
は 8例（11.0％）であった。原因菌は大腸菌および黄色ブ
ドウ球菌（MRSA含む）が各 19例（16.0％）で最多，次
いで Klebsiella pneumoniaeが 11例（6.7％）であった。初
期抗菌薬としてはメロペネム 29例（24.3％）が，次いで
セフトリアキソン 22例（18.4％）が多かった。28日後死
亡率は 20.7％，90日後は 35.2％であり，多変量解析では
CRP高値と慢性心不全が独立した死亡リスク因子であっ
た。
【結論】当院における透析患者の菌血症では，消化器由

来感染が多く，原因菌はグラム陰性桿菌とグラム陽性球菌
が中心であった。地域の微生物学的背景を踏まえた初期抗
菌薬選択が重要と考えられた。

18．大腸癌患者において Clostridium septicum
菌血症を呈した 1例

甲斐 新之助 1，竹末 芳生 2

1知多半島りんくう病院臨床研修センター
2知多半島りんくう病院感染症科
【背景】Clostridium septicumは偏性嫌気性腸内細菌であ
り，非外傷性ガス壊疽の原因菌である。C. septicumによ
る菌血症は，大腸癌患者において，大腸菌を基準にしハザー
ド比 50.0と報告されている。
【症例】71歳男性。上腹部痛を主訴に救急外来受診，CT
で上行結腸癌の疑いで入院となった。入院時，意識清明，
38.2℃，149/90 mmHg，77 bpm，RR 18回，SpO2 97%，
qSOFA 0点。胸部 X線で肺炎像なく，WBC 17,700/μL，
CRP 2.50 mg/dLであった。同日に血液培養提出後，CTRX
開始となった。培養開始 9時間後，嫌気性ボトル 2セット
からグラム陽性桿菌が検出され，3日後に Clostridium属
の報告，5日後に C. septicumが同定された。四肢にガス
壊疽はなく，造影 CTで肝転移を認めたが，腹腔内感染な
ど他の Focusはなかった。抗菌薬適正使用支援チーム介
入により，嫌気性菌カバー目的で CLDM併用開始となっ
た。最小発育阻止濃度は ABPC/SBT 0.03 μg/mL，CTRX 2
μg/mL，MEPM 0.03 μg/mL，CLDM 0.13 μg/mL，MNZ
16 μg/mLであった。抗菌薬は 10日間投与した。下部消
化管内視鏡では，肝湾曲部に半周性の Borrmann 2型腫瘤
性病変を認めた。腫瘍マーカーは CEA 106.5 ng/mL，
CA19-9 47.8 ng/mLといずれも高値であった。患者は第
4病日には解熱し，CRPは，第 2病日 14.0 mg/dL，第 4
病日 9.0 mg/dL，第 6病日 2.5 mg/dL，第 10病日 0.9 mg/
dLと感染コントロールは良好であった。一旦退院し，第
41病日に腹腔鏡下右半結腸切除術が行われた。最終診断
は横行結腸癌・多発肝転移・腹膜播種，腫瘍径 60×60 mm，
T4bN2bM1 Stage IVcとなった。その後，患者は薬物療
法を受け，現在も治療中である。
【結語】血液培養で C. septicumが検出された際には，他
に感染の focusがない場合，大腸癌によるバクテリアルト
ランスロケーションの可能性を念頭に置き，積極的に内視
鏡検査を施行する。
【謝辞】本発表にご協力いただいた宇野 雅紀先生，野崎
裕広先生に感謝致します。

24．尿中抗原検査陰性であったが，LAMP法で
診断しえたレジオネラ肺炎の 1例

吉田 裕亮，八板 謙一郎
千鳥橋病院
【はじめに】レジオネラ肺炎は迅速な治療介入が予後に
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大きく影響する非定型肺炎であり，簡便な検査として尿中
抗原検査が広く用いられている。近年開発された RibotestⓇ

Legionellaはレジオネラ肺炎の主要な原因である Legionella
pneumophilaの全血清型を検出することができるが，尿中
抗原検査のみでは診断できない症例も存在する。本報告で
は，RibotestⓇ Legionella陰性であったが，LAMP法（Loop-
Mediated Isothermal Amplification）で診断しえたレジオ
ネラ肺炎の 1例を提示する。
【症例】54歳男性，発熱と血痰を主訴に来院。体温 40.3℃，
SpO2 83%（酸素 4 L），血圧 148/90 mmHgであり，胸部
単純 CTで右下葉に浸潤影を認めた。尿中抗原検査は陰性
であり，重症肺炎としてメロペネムを開始したが，症状の
改善はみられなかった。血痰を呈する重症肺炎であり，
Geckler 5の喀痰培養で肺炎球菌等の有意な菌を検出しな
かったことや，低 Na血症，低 P血症といった所見からレ
ジオネラ肺炎を考慮し，喀痰の LAMP法を外注で実施し
た上でアジスロマイシンを開始した。LAMP法ではレジ
オネラの DNAが検出され，治療により症状および画像所
見は軽快した。
【考察】本症例で尿中抗原検査が陰性となった理由とし
て，感染初期段階による尿中抗原量不足，Legionella pneumo-
phila以外のレジオネラ属菌による感染等が疑われる。
LAMP法は外注の場合，結果判明に数日を要するが，臨
床的にレジオネラ肺炎を疑い早期に抗菌薬治療を開始した
ことが救命に繋がった。検査の診断能力を理解し，臨床的
に疾患を疑うことが重要である。

48．初診時の喀痰塗沫所見が臨床判断に有用で
あった Nocardia cyriacigeorgica による肺
ノカルジア症の 1例

末廣 羽実莉，八板 謙一郎
千鳥橋病院感染症科
【症例】70歳代男性
【既往歴】肝臓癌術後，C型肝炎治療後
【主訴】発熱・咳嗽
【現病歴】入院 2週前に喀痰と咳嗽を自覚，入院 4日前
より発熱が出現した。肺炎として精査加療目的に当院紹介
となり，入院となった。
【身体所見】血圧 132/73 mmHg，脈拍 85 bpm，呼吸数
25 bpm，体温 36.8℃，SpO2 96％（room air）。眼瞼結膜
点状出血なし，呼吸音 清，心雑音 なし，皮疹 なし，四肢
塞栓症状なし。
【血液検査】AST 50 U/L，ALT 44 U/L，LDH 255 U/
L，Cre 0.71 mg/dL，CRP 31.57 mg/dL，白血球 27,810/μL
（リンパ球 8.5％），Hb 11.5 g/dL，血小板 306,000/μL
【画像所見】胸部単純 X線：右中下肺野・左下肺野に塊
状の浸潤影。胸部 CT：両肺に気管支壁肥厚・小葉中心性
粒状影・浸潤影・腫瘤様陰影
【微生物学的検査】喀痰：Geckler分類グループ 5。白血

球に取り込まれた分岐したグラム陽性桿菌を認めたためノ
カルジアを疑い，Kinyoun染色を実施すると陽性であった。
【入院後経過】初日はミノサイクリン，スルバクタム・
アンピシリンを開始されたが，感染症科コンサルテーショ
ンの後，入院翌日から ST合剤点滴（480 mg/日（トリメ
トプリム換算 10 mg/kg/日））に変更。追加検査として，
頭部造影MRI：脳膿瘍（－），HIV抗原・抗体反応（－），
インターフェロン γ 遊離試験（－），CD4実数 852/μLを
確認した。喀痰培養でノカルジア属を疑うコロニーの発育
を認めたため，質量分析で確認。Nocardia cyriacigeorgica
と判定された。経過は良好で 20日間の点滴ののち ST合
剤内服に切り替えたが，低ナトリウム血症（117 mg/dL）
のために，ミノサイクリン内服（200 mg/日）に変更。以
後外来治療を行なっている。
【考察】当院の細菌検査室は 2019年に設立され，臨床医
への迅速な情報共有を行なっており早期に definitive ther-
apyを開始することができた。多職種連携，またグラム染
色の重要性を再認識できた。
会員外共同研究協力者：澤田 芳雄，角銅 しおり

日本化学療法学会西日本支部 活性化委員会 推薦演題
（基礎）

1．気道異物の有無による多剤耐性緑膿菌の病原
性の評価

浅野 恭子，森永 芳智
富山大学微生物学講座
【目的】緑膿菌は，院内肺炎や人工呼吸器関連肺炎の原
因となる。特に，多剤耐性緑膿菌（MDRP）による感染症
の病態を知ることは重要である。今回，MDRPの臨床分
離株を経気道的に接種し，気道異物の有無による病原性を
評価する。
【方法】6～8週齢の BALB/cマウスに cyclophosphamide
を 3.75 mg（day－4），2.50 mg（day－1）の 2回腹腔内投
与し，免疫抑制状態にした。その後，MDRP臨床分離株
である P174株，P262株，P263株，P288株，P510株を 1
×106 CFU/mouseとして気道に接種した（day 0）。接種
方法は，調製した菌液を直接気管内に接種（tube非留置
群），あるいは同量の細菌を付着させたチューブを気管内
に留置（tube留置群）とし，接種後 5日目までの生存率，
P510株については細菌学的所見を比較した。
【結果】生存率は，P174株では，tube非留置群，tube
留置群ともに 33%であった。P262株と P288株では，両
群ともに 0%であった。P510株と P263株では，tube非
留置群は 0％であったのに対し，tube留置群は 100％で
あった。P510株について，接種 12時間後の肺の菌量は，
tube非留置群で 5.724±0.17 logCFU/lungであったのに対
し，tube留置群では 1.876±0.834 logCFU/lungであった。
また，tube非留置群では，脾，肝，腎からも緑膿菌のコ
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ロニーを認めた。
【考察】MDRPの表現型を示す株の中においても，細菌
の生存状態によって示す病原性が異なることが明らかと
なった。P510株については，tubeへ付着することにより
非侵襲的となると考えられた。異物への付着には病原因子
であるバイオフィルムが関わっており，プラントニックの
状態とは病原性や成長速度が異なっている。臨床分離株に
よって異物の付着により病原性が異なるのはバイオフィル
ムからプラントニックへの移行速度が異なることが要因の
一つだと考えられた。

2．健常人鼻前庭におけるメチシリン耐性 Staphy-
lococcus 属菌の保有状況とその特徴

安藤 冴佳 1,2，中野 竜一 1，中野 章代 1，鈴木 由希 1，
矢野 寿一 1

1奈良県立医科大学微生物感染症学講座
2奈良県立医科大学病理診断学講座
【目的】メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）は医
療関連感染の原因菌として問題視されている一方，市中で
もその保菌・感染が拡がっている。MRSAは高い病原性
と耐性を示すことがあるため，その分離状況を把握するこ
とは重要である。我々は，健常人から鼻前庭常在菌を分離
し，MRSAの保有状況について明らかにした。
【方法】2015年から 2022年に，健常人 576人から鼻前
庭ぬぐい液を採取し，マンニット食塩寒天培地で培養され
た株を対象とした。菌種同定は質量分析（MALDI-TOF
MS）により行った。薬剤感受性について，CLSIに従って
寒天平板希釈法で決定した。耐性遺伝子やゲノム型別につ
いて，次世代シーケンサーを用いた全ゲノム解析により明
らかにした。
【結果】合計 576株 12菌種の Staphylococcus属菌が分離
さ れ，S. aureus（288株）と S. epidermidis（218株）が 多
数を占めた。mecA遺伝子の保有率は S. aureus 5.2%（15/
288），CNS 13.5%（39/288）であった。MRSAは 15株中
14株が，市中感染型に特徴的な SCCmec type IVでゲノ
ム型は ST8であった。一方，MRCNSでは SCCmec type
Vが多く 14株検出され，ゲノム型は ST2，ST5，ST59な
ど多様であった。薬剤感受性試験では，ほとんどの mecA
陽性株（53/54）がオキサシリンに耐性であった。ゲンタ
マイシン（17/54），クリンダマイシン（19/54），レボフロ
キサシン（34/54）などに対しても，mecA陰性株より高
い耐性率を示した。
【結論】健常人の 2.6%がMRSAを保菌しており，その
ほとんどが市中感染型MRSAであった。MRCNSは
MRSAと異なり，多様な SCCmec型およびゲノム型が確
認された。健常者集団における市中感染型MRSAの定着
が示唆される。

3．薬剤感受性検査で見落とされるMRSA（OS-
MRSA）の疫学的解析

重石 ゆうい 1，川元 康嗣 1，小佐井 康介 2，
賀来 敬仁 1,2，加勢田 富士子 1,2，栁原 克紀 1,2

1長崎大学病院検査部
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
【背景・目的】メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）
は院内感染症の主要な原因菌であり，薬剤感受性検査によ
り判定される。近年，耐性機構である mecA遺伝子を保有
しながらも，オキサシリン（MPIPC）に感受性を示す「オ
キサシリン感受性MRSA（oxacillin-susceptible MRSA：
OS-MRSA）」の報告が各国でされている。しかし，日本
国内における OS-MRSAの疫学報告はほとんどないのが
現状である。また，OS-MRSAの検出には遺伝子検査が必
要となるため，臨床現場では見落とされている可能性もあ
る。そこで本研究では，当院における OS-MRSAの分離
状況を明らかにすることを目的とした。
【対象・方法】長崎大学病院において 2023年から 2024
年に分離された S. aureus 1,056株（1患者初回分離株で重
複処理）を対象とした。MPIPC ≧4 μg/mLまたは CFX
≧8 μg/mLとなる株をMRSAと定義した。対象とした菌
株のMPIPCおよび CFXのMIC値の分布を解析した。ま
た，MSSAと判定された株のうちMPIPCのMIC値が
0.5～2 μg/mLの株について，PCR法により mecAおよび
mecC遺伝子の保有の有無を調べた。
【結果】1,056株のMIC分布は，MPIPC ≧4 μg/mLが
344株（32.6％），CFX ≧8 μg/mLが 346株（32.8％）で
あり，MRSAが 350株（33.1％），MSSAが 706株（66.9％）
であった。MSSAのうち，MPIPCが 0.5～2 μg/mLの感
受性を示した 272株中，mecA遺伝子陽性率は 1.5％（4株/
272株）であった。3株はMPIPC 0.5 μg/mLかつ CFX 4
μg/mL，1株はMPIPC 0.5 μg/mLかつ CFX ≦2 μg/mL
であった。また，mecC遺伝子陽性株は 0株であった。
【結論】薬剤感受性試験でMRSAと判定できない OS-
MRSAは 1.5％で，日常検査でのMRSAの見落としが明
らかとなった。これらの株については，全ゲノム解析によ
り菌株の特徴についてさらなる詳細を明らかにする必要が
あると考える。

4．非結核性抗酸菌と緑膿菌の in vitro 共培養系
の確立と菌体間相互作用の解明

高橋 紀勝，港 雄介
藤田医科大学感染症研究センター
【目的】近年わが国では，非結核性抗酸菌（NTM）によ
る肺 NTM症の罹患者数が急増し，臨床現場で大きな課題
となっている。肺 NTM症はしばしば難治性を示す。特に
緑膿菌と共感染を起こしている症例は難治性を示しやすい
との報告もあるが，不明な点が多い。そもそも in vitroに
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おいても，NTMと緑膿菌が共存した際にどのような相互
作用を示すのかについては，十分明らかにされていない。
そこで本研究は，NTMと緑膿菌の in vitro共培養系の確
立と，菌体間相互作用の解明を目的に実施した。
【方法】単独培養した NTM（Mycobacterium abscessus
ATCC19977株）と緑膿菌 PAO1株を種々の混合比で，液
体培地または寒天培地上で 37℃で共培養し，生菌数の変
化を観察した。それぞれの生菌数は，緑膿菌選択寒天培地
と NTM選択寒天培地で培養し，コロニー形成単位（CFU）
を計測することで調べた。また，15時間単独培養した緑
膿菌の上清と液体培地を種々の割合で混合し，NTMの増
殖に及ぼす影響を調べた。
【結果】緑膿菌と NTMを等量比で混合し共培養した場
合，緑膿菌の生菌数は増加し，NTMの生菌数は減少した。
NTMと緑膿菌の混合比を変えても同様の傾向が認められ
たが，NTMの混合比を増加させると緑膿菌による増殖抑
制効果は減少した。また NTMの単独培養後に，緑膿菌を
追加接種し共培養したところ，緑膿菌追加接種後に NTM
の生菌数の増加が抑制された。さらに，緑膿菌の培養上清
の添加によっても，NTMの増殖抑制がみられた。
【結論】本研究によって，緑膿菌と NTMを共培養する
と，緑膿菌由来の分泌因子によって NTMが増殖抑制され
ることが示唆された。
会員外共同研究協力者：猪飼 まりえ

5．海洋微生物からの抗真菌物質の探索
中田 奈々 1,2，宮崎 泰可 3，平山 達朗 4，
田代 将人 6,7，髙園 貴弘 2，泉川 公一 5，迎 寛 2

1長崎大学保健センター
2長崎大学病院呼吸器内科
3宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳
神経内科学分野
4長崎大学大学院医歯薬学総合研究科薬物治療学
5長崎大学病院感染制御教育センター
6横浜市立大学大学院医学研究科感染症内科学
7横浜市立大学附属病院感染制御部
【背景】病原真菌の薬剤耐性化や多剤耐性真菌のアウト
ブレークが世界中で発生しており，新規抗真菌薬の開発は
喫緊の課題となっている。
【目的・方法】長崎県特有の豊かな海洋資源に着目し，県
内各地の海岸に存在する海洋微生物をクローニングした長
崎大学独自の海洋微生物抽出物ライブラリーを用いて，抗
真菌薬シーズを探索した。海洋微生物 800抽出物より，
Cryptococcus neoformansに抗真菌活性が認められた菌株
（Pseudoalteromonas arabiensis，Shewanella algae）を大量培
養し，高速液体クロマトグラフィーで活性成分を単離した。
【結果】核磁気共鳴分析や質量分析などによって，活性
成分を化合物 X，Yと推定した。化合物 X，Yは，抽出
物に含まれていた成分と概ね同等の量 0.2～0.4 μg/mL，

0.4～1.6 μg/mLで抗真菌活性を示した。Pseudoalteromonas
arabiensis，Shewanella algae，化合物 X，Yの抗真菌活性に
ついては今回が初めての知見であり，抗真菌スペクトルや
細胞毒性の結果を含め報告する。これら海洋微生物の探索
は，新規抗真菌薬の開発につながる可能性がある。
会員外共同研究協力者：小嶺 敬太，石原 淳，竹生田 淳，
武田 弘資

日本化学療法学会西日本支部 活性化委員会 推薦演題
（臨床）

1．化膿性脊椎炎の抗菌薬治療における短期静注
後の経口切り替えは可能か―65例の後ろ向き
解析―

小澤 拓，吉岡 睦展，石津 智司，饒平名 長武
宝塚市立病院薬剤部
【目的】化膿性脊椎炎における抗菌薬治療は長期化する
傾向にあるが，近年は静注から経口薬への早期切り替えが
注目されている。本研究では，当院薬剤部による全例介入
のもと，14日以内の経口切り替え（早期切り替え）の安
全性と有効性を評価した。
【方法】2015～2023年に当院で化膿性脊椎炎と診断され
抗菌薬治療を受けた患者を対象とし，MRSA感染，2週以
内の死亡，術後感染，追跡不能例（転院・退院，治療拒否）
を除外後，65例を後ろ向きに解析した。早期切り替えは 14
日以内に経口薬へ変更された短期群（35例），それ以外を
長期群（30例）とした。切り替えの目安は解熱，CRP 50%
以上かつ一桁台への改善，臨床症状の改善とした。主要評
価項目は治療失敗率（治療中の死亡，1年以内の再発，経
口切り替え後に再度点滴再開を要した悪化）とし，軽微な
悪化で内服抗菌薬の増量や他剤併用で対応可能であった症
例は治療失敗に含めなかった。副次的評価項目は，1・2
週目の CRP，入院期間，抗菌薬費用，有害事象とした。
【結果】両群で年齢，性別，基礎疾患，感染部位，初期
炎症所見，敗血症，手術，膿瘍の有無に有意差はなかった
が，神経症状は短期群 26%，長期群 50%で有意差を認め
た（p=0.043）。治療失敗率は短期群 11.4%，長期群 16.7%
で有意差はなかった（p=0.722）。軽微な悪化は早期群 3例
にみられたが，いずれも経口治療で治癒した。CRPは 1
週目（4.8 vs 6.7 mg/dL，p=0.048），2週目（1.8 vs 3.9 mg/
dL，p=0.004）で短期群が有意に低かった。治療期間は有
意差がなかったが（63日 vs 60.5日，p=0.937），入院期間
（52日 vs 73日，p=0.022），抗菌薬費用（約 4万円 vs約 6
万円，p=0.015）は短期群で有意に短縮・低減した。有害
事象の発生率に有意差はなかった（p=0.220）。
【結論】化膿性脊椎炎における 14日以内の経口切り替え
は，治療成績を損なうことなく，入院期間短縮および医療
資源削減に寄与する可能性が示された。
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2．従来法と比較した LM1010によるリネゾリド
の血清及び唾液測定の検証

林 弘平 1，兼田 磨熙杜 1，藤谷 知樹 1，安河内 励 1，
腰山 裕貴 1，竹腰 雄祐 1，村井 佑至 1，川筋 仁史 1，
長岡 健太郎 1，黒崎 史大 2，辻 泰弘 2，山本 善裕 1

1富山大学附属病院感染症科
2日本大学薬学部臨床薬物動態学研究室
【背景】治療薬物モニタリング（TDM）は血液中薬物濃
度測定値から患者の個別化投与設計を考慮するが，頻回な
濃度測定による患者侵襲の負担増が懸念されており，簡
便・安全かつ非侵襲的な Salivary TDM（STDM）が注目
されている。これまで我々は LZDの血清中および唾液中
濃度の測定を行っていた（J Antimicrob Chemother in
press 2025）。近年，日立ハイテクアナリシスよりリネゾ
リド（LZD）を含む薬物血中濃度測定が可能となる LM1010
高速液体クロマトグラフ（一般的名称：高速液体クロマト
グラフィ分析装置）が発売されたことを受け，今回 HPLC
法（従来法）と LM1010（検証法）による LZDの血清と
唾液中の濃度測定の比較検証を行った。
【対象と方法】当院にて LZDが投与された患者を対象
に同意を得て，臨床上必要と判断された朝食前採血と同じ
タイミングで，患者自身による唾液の採取を行った。残余
血清と唾液検体を用いて血清中および唾液中 LZD濃度を
従来法と検証法にて測定し評価を行った。
【結果】血清 43検体，唾液 15検体にて行った評価では，
従来法と検証法の比較において血清は強い相関（相関係数
R=0.90）が確認されたが，唾液では中等度の相関（R=0.60）
に留まった。また血清と唾液の相関についてそれぞれの測
定法にて確認したところ従来法（n=38）では中程度の相
関（R=0.79）が確認され，検証法（n=10）でも中程度の
相関（R=0.77）であった。
【考察】今回の検証では我々が従来行っていた測定方法
と比較して LM1010は良好な相関を示しており，従来法
と同様に利用可能であることが示唆された。一方，LM1010
は血清を対象として発売された機器であるという背景もあ
り，唾液測定は実施可能であるがばらつきが強いことが確
認された。今後は唾液測定も普及させるための測定手法の
工夫について検証が必要と考えられた。なお，本研究は，
富山大学倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番
号：R2012133）。

3．母集団薬物動態モデルと機械学習を組み合わ
せたバンコマイシン投与早期の AUC予測精度
の検証

宮本 武門 1，堀田 康弘 1,2,3，飯田 萌子 1,2，
野田 雅人 1,4，朝岡 みなみ 1,5，加藤 裕史 3,6，
徐 民恵 3,7，田村 哲也 3,7，惠谷 俊紀 3,8，
早川 智章 1,2,3，大橋 一輝 2,3，和知野 千春 1,4，
長水 正也 1,5，久田 宜範 1,9，中村 敦 3，日比 陽子 1,2

1名古屋市立大学大学院医学研究科臨床薬剤学分野
2名古屋市立大学病院薬剤部
3名古屋市立大学病院感染制御部
4名古屋市立大学医学部附属東部医療センター薬剤部
5名古屋市立大学医学部附属西部医療センター薬剤部
6名古屋市立大学大学院医学研究科加齢・環境皮膚科学分
野
7名古屋市立大学大学院医学研究科麻酔科学・集中治療医
学分野
8名古屋市立大学大学院医学研究科腎・泌尿器科学分野
9名古屋市立大学医学部附属みらい光生病院薬剤部
【目的】バンコマイシン（VCM）の投与設計には母集団
薬物動態モデルが用いられているが，患者が母集団に含ま
れない場合，初期投与設計時の AUC予測が外れることが
ある。本研究では，機械学習を用いて母集団薬物動態パラ
メータを更新することで，予測精度を高めることができる
か検討した。
【方法】名古屋市立大学病院で 2019年 4月 1日から 2024
年 3月 31日までに，VCMが 2日以上投与された患者を
対象とした。18歳未満および透析患者は除外した。対象
患者を訓練データ（モデル構築用）とテストデータ（モデ
ル評価用）の割合が 8：2になるようにランダムに振り分
けた。年齢，性別，母集団薬物動態パラメータなど 27項
目を特徴量の候補とし，LASSO回帰を用いて変数選択し
た。複数の機械学習（Random forestなど）で薬物動態パ
ラメータを更新し，予測精度を比較した。予測精度は，薬
物動態パラメータの予測値と実測値から算出した決定係数
R2，平均絶対誤差（MAE），二乗平均平方根誤差（RMSE）
で評価した。さらに，更新された薬物動態パラメータを
TDM解析支援ソフト SAKURA-TDMに入力し，AUC（初
日，2日目）の予測精度を比較した。本研究は，当院の医
学系研究倫理審査委員会の承認を得て実施された。
【結果】291名が解析対象となった。今回検討した学習
器の中では，母集団クリアランス（CLpop）を Random forest
で更新した機械学習モデルの予測精度が最も高く，学習前
と比較して，テストデータの R2は 0.525から 0.635と高く
なり，MAEと RMSEは小さくなった。さらに，AUCの
予測誤差も小さくなる傾向であった。一方，CLは他のパ
ラメータの影響を受け，体重とは正の相関を示し，年齢は
若年層で正の影響，血清アルブミンが低い場合は負の影響
が認められた。
【結論】機械学習を用いて母集団薬物動態パラメータを
更新することで，VCMの AUCをより正確に予測するこ
とができる。
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4．セフェピム誘発性肝障害の発現予測に対する
肝線維化指標 Fibrosis-4 indexの関連および
予測精度に関する単施設症例対照研究

勝 弘毅 1，朝居 祐貴 2

1名古屋医療センター薬剤部
2三重大学医学部附属病院薬剤部
【目的】セフェピム（CFPM）誘発性肝障害のリスク因
子は未だ明確化されていない。肝予備能指標である
albumin-bilirubin（ALBI）scoreは抗菌薬による肝障害の
予測因子としての有用性が示唆されているが，予測精度は
低い。一方，肝線維化指標 fibrosis-4（FIB-4）indexは，し
ばしば ALBI scoreと比較され，肝障害のリスク評価への
利活用が期待される。本研究では，CFPM誘発性肝障害
に対する FIB-4 indexの関連と予測精度を評価することを
目的とした。
【方法】2013年 1月から 2020年 11月に，CFPMを投与
された 18歳以上の入院患者 473例を対象とし，単施設症
例対照研究を行った。主要評価項目は，CFPM投与終了 14
日後までの肝障害とした。Cox回帰分析は，男性，CFPM
の累積投与量（≧36 g），アセトアミノフェンまたはボリ
コナゾール併用の有無，アルカリホスファターゼ（≧238
IU/L），ALBI score≧－1.45，FIB-4 index≧4.69を説明変
数として実施した。ALBI scoreおよび FIB-4 indexの予
測精度を受信者動作特性曲線における曲線下面積（AUC）
で比較した。感度分析として FIB-4 indexのカットオフ値
4.69にて群分けを行い，1：1傾向スコアマッチングを実
施した。
【結果】肝障害の発現率は 15%（71/473）であった。ALBI
score≧－1.45（調整ハザード比：2.10，95％ CI：1.27～3.49，
p＝0.004）および FIB-4 index≧4.69（調整ハザード比：2.33，
95％ CI：1.43～3.80，p＝0.001）が独立したリスク因子で
あった。肝障害への予測性に対する AUCは，FIB-4 index
（0.629）が ALBI score（0.530）を上回った。傾向スコア
マッチング後（標準化差＜0.1）でも，FIB-4 index≧4.69
は肝障害のリスク因子であり，予測性においても ALBI
scoreを上回った。
【考察】CFPM投与開始時における FIB-4 index≧4.69
を示す高度の肝線維化は，CFPM誘発性肝障害の発現リ
スクであり，FIB-4 indexは ALBI scoreより優れた予測
因子として利活用が可能であると示唆された。

5．利尿薬の作用機序の差異がバンコマイシン誘
発急性腎障害の発症に与える影響

松富 香名子，田村 美穂，崎山 達矢，岡田 直人，
北原 隆志
山口大学医学部附属病院薬剤部
【背景】バンコマイシン（VCM）は血中濃度依存的に急
性腎障害（AKI）を惹起するが，腎前性 AKIを惹起する
利尿薬を併用した場合は AKIリスクが相加的に増加する

ことが知られている。一方で利尿薬の作用機序に由来する
腎血流量の低下作用の差異が VCMの AKI発現に与える
影響は未だ不明である。本研究は，VCMと併用される利
尿薬の種類と VCM誘発 AKI発症との関連を解析するこ
とを目的とした。
【方法】山口大学医学部附属病院において，2019年 3月
から 2025年 2月に VCMを使用した患者を対象とした。小
児，透析患者，VCMの投与期間が 1日の患者，VCM血
中濃度未測定患者，利尿薬を複数種類併用した患者は除外
した。対象患者を利尿薬併用群と非併用群の 2群に群分け
し，利尿薬併用群はループ利尿薬併用群，非ループ利尿薬
併用群に分類した。各群における VCM誘発 AKI発症と
関連する因子について多変量ロジスティック回帰分析を用
いて探索した。VCM誘発 AKIは 48時間以内に血清クレ
アチニン値が 0.3 mg/dL以上上昇した場合と定義した。
【結果】対象患者のうち利尿薬非併用群は 566例，利尿
薬併用群は 83例であり，そのうちループ利尿薬併用群は
65名，非ループ利尿薬併用群は 18名であった。また，利
尿薬非併用群では 16例が，併用群では 8例が VCM誘発
AKIを発症した。多変量ロジスティック回帰分析の結果，
ループ利尿薬併用群では，VCM誘発 AKI発症関連因子
としてループ利尿薬併用（オッズ比：3.42，95%信頼区間：
1.13～9.29）が同定された。一方で非ループ利尿薬併用群
では，VCM誘発 AKI発症関連因子として非ループ利尿
薬併用は同定されなかった（オッズ比：2.17，95%信頼区
間：0.11～13.19）。
【考察】本解析からループ利尿薬併用は VCM誘発 AKI
発現リスク因子となりうるが，非ループ利尿薬併用はリス
ク因子にはならない可能性が示された。このことから，
VCM使用時は利尿薬の種類を考慮した AKI対策を考慮
する必要があると考えられる。

6．肝移植および肺移植患者におけるミカファン
ギンの母集団薬物動態解析

平井 真智子 1,2，片田 佳希 1,2，梅村 圭祐 1，
小島 悠輔 1,2，石村 裕樹 1，長尾 美紀 2,3

1京都大学医学部附属病院薬剤部
2京都大学医学部附属病院感染制御部
3京都大学医学部附属病院検査部
【背景・目的】臓器移植で予防投与されるミカファンギ
ン（MCFG）は主に肝臓で代謝されるため，移植の種類に
よって至適投与量が異なる可能性があるが，予防投与量の
明確な基準はない。本研究では，移植臓器の種類に応じた
個別化投与指針の確立を目指し，肝または肺移植患者を対
象としてMCFGの母集団薬物動態（PPK）モデルを構築
することを目的とした。
【方法】2023年 4月から 2024年 3月の間に，京都大学
医学部附属病院で肝または肺移植が施行され，術後に
MCFG 100 mg/日が予防投与された成人患者を対象とし



305���������	 Vol.74No.2

た。術後 1～14日目のMCFG血中濃度を測定し，診療録
よりMCFGの薬物動態に影響を与えうる患者背景因子を
抽出した。PPK解析の構造モデルは 2―コンパートメント
モデルとし，クリアランス（CL）の推定および共変量探
索を行った。さらに，構築された PPKモデルを用いてシ
ミュレーションを行い，目標達成率（PTA）を算出した。
【結果・考察】共変量探索の結果，術後日数（POD）の
経過，総ビリルビンの低下，体重の増加，赤血球数の低下，
血清アルブミンの低下に伴って CLが増大し，PODの影
響は肺移植よりも肝移植で大きくなっていた。AUC/MIC
≧3,000を指標として，モンテカルロシミュレーションを
行ったところ，MIC 0.03 μg/mLにおける PTAは，肝移
植では POD 2から POD 5にかけて上昇し，肺移植では術
後早期から高い達成率であった。肝移植症例では，術後早
期に十分な AUCを確保できない可能性がある。
会員外共同研究協力者：平 大樹，勝部 友理恵，松村 勝
之，奥村 晋也，中川 俊作，中島 大輔，水野 知行，寺田
智祐

7．血液透析（HD）症例に対する目標 AUCと，
それを達成するバンコマイシン（VCM）投与
設計

神戸 美の里 1，植田 貴史 2，中嶋 一彦 2，竹末 芳生 3

1知多半島りんくう病院腎臓内科
2兵庫医科大学感染制御学
3知多半島りんくう病院感染対策室
【目的】HDでは治療成功を主目的で TDMが行われる。
VCMでは AUC-guideが推奨されているが，HDでは治療
開始から初回 HDまでの期間が症例により異なり，一般的
な 2日目の AUCでは評価不能である。
【方法】負荷 20～30 mg/kgかつ維持 7.5～10 mg/kg投
与し，治療開始から 2回目の HD前濃度を測定した 119例
を対象とした。「負荷を含め 2回投与後の HD前までの
AUC 2-doses」と「3回目投与による AUC tertial-dose」を
求め，24時間に換算し 400～750 μg/mL・hを目標とした。
負荷＋維持量は，高用量 40（30＋10）mg/kg，標準量 35
（25＋10）mg/kg，低用量 27.5（20＋7.5）mg/kg，維持量
は高用量 10 mg/kg，低用量 7.5 mg/kgに分類した。
【結果】MRSA感染 4日目の早期臨床反応は daily AUC
2-doses＜400で 25.0%，≧400で 69.6%（p=0.043），副 作
用は 600～750と＜600で，肝機能障害（21.4%，15.2%），
好中球・血小板減少（7.1%，3.8%；7.1%，10.5%）で差は
なかった。開始 3.8日間での daily AUC 2-doses目標達成
率は，高用量 97.6%，標準 75.0%，低用量 0%。Daily AUC
tertial-dose＜400は維持低用量 43.2%，維持高用量 21.6%
であった。daily AUC 2-doses＜400，400～600，≧600で
の初回 HDから 48 h後の予測濃度は 14.1，18.0，24.2 μg/
mLであり，非 HD例の各 AUCにおけるトラフ 7.4，11.0，
17.0 μg/mLと比較し高値を示した。

【結論】HDでも AUC≧400が早期臨床反応の指標で，
副作用から AUC上限は 600から 750に増加可能と推察。
初期 4日間において目標 AUCを達成するためには負荷 30
mg/kg，維持 10 mg/kgが必要だが，目標値を持続するた
めには維持量増量の必要性が示唆された。同レベルの AUC
を得るトラフは，非 HDと HDで異なり，HDでは 20～25
μg/mLを目標とする。（謝辞：知多半島りんくう病院腎
臓内科 杉山 和寛先生に感謝いたします）
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